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序章 課題

周知のようにわが国における鉄道の嗜矢は 1872年 10月 に開業した新

橋・横浜間 (29キ ロ)の官設鉄道であり、開業当初の保有車輌数は蒸気機関

車 10輌、客車 58輌、貨車 75輌でいずれもイギリスからの輸入であった
(1)。

その後の鉄道の発展は著しく、表序-1にあるように1887-89年 の第 1

次鉄道ブーム、 1895-97年 の第 2次鉄道ブームをへて 1900年 度末の

鉄道営業キロ数は5999キ ロ (官設鉄道 1325キ ロ、私設鉄道 4674キ

ロ)に達した。 1889年 以降は一貫して私設鉄道の営業キロ数が官設鉄道を

上回り、両者の割合が応、たたび逆転するのは主要私設鉄道 17社の買収を内容

とする1906007年 の鉄道国有化によってであった。国有化によって官設

鉄道は 1118輌 の機関車、 3067輌 の客車、 2万 884輌の貨車とともに

4万 8409人 の職員を私鉄から継承し。)、 1907年 度末には全国営業キロ

数の91%を占めるにいたる。しかしその後の私鉄の拡大は著しく、 1930

年度末には地方鉄道・軌道合計で全国営業キロ数の39%を 占めるまでに成長

した0。

こうした鉄道業の日覚ましい拡大を支えたのが鉄道車輌工業であった。保有

機関車 10輌で出発した国鉄は 1940年 度末には蒸気機関車4882輌 、電

気機関車 200輌、電車 1701輌 、客車 1万 765輌、貨車 9万 6972輌

を擁し、一方同年の私鉄も蒸気機関車 562輌、電気機関車 188輌、電車 8

352輌、客車 1766輌 、貨車 1万 2179輌 を保有した“
)。

明治期に導入された機関車を除いて成長を続ける鉄道業が必要とする車輌の

大半は国内において生産された。鉄道車輌工業は戦前の日本において多様な展

開を遂げた機械諸産業のなかでも造船業と並んできわめて早期に基本的国内自

給を達成した産業であり、しかも1920年 代 (1920-28年 )には機械

工業のなかで造船業ないし電気機械産業に次ぐ生産額を占めるまでに成長した

重要産業であった。)。 しかし、従来の研究史は明治末年の鉄道院新製車輌国内

発注方針の確立およびそれにともなう指定工場 4社 (川崎造船所・汽車製造・

日本車輌製造・天野工場)体制の成立をもって鉄道車輌国内自給化の指標とす

|



るにとどまり(0、 こうした早期の国内自給がいかなる諸要因・諸前提条件の下

で可能となり、また自給化達成後の鉄道車輌工業の展開がどのようなものであ

ったのかを正面から検討する作業の多くは残された課題であった
。)。

そこで本稿では日本鉄道車輌工業の成立から戦時期にいたる過程を実証的に

検討することによって、当該産業の発展を支えた諸要因およびその特質の解明

を試みたい。

こうした課題を追求するに当たってまず留意すべきは明治末期から明確にな

る鉄道車輌工業の官需依存的性格である。指定工場制の成立を起点として、鉄

道院 (省 )発注および同院が主導するさまざまな政策展開のあり方がその後の

鉄道車輌工業の帰趨を大きく左右することになった。従って従来のように明治

末期に鉄道院が国内最大の需要者として出現した点のみに着目するのではなく、

購買者としての鉄道院 (省 )。)の量的比重・質的意義とその変化、および民間

鉄道車輌工業に対する政策展開の具体的内容とその長期的な動向、さらにそう

した鉄道院 (省 )の購入動向・政策展開に規定された鉄道車輌企業経営の内実・

動態にまで検討の対象を拡大する必要がある。

たしかに鉄道院 (省 )と いう単一のしかも日本有数の技術力を誇る発注者と

4社から後には 10社前後の限定された数の指定工場が取り結ぶ関係は、通常

の市場関係とはその内容を異にするものである。しかし高度な技術力を有する

単一ないし少数ユーザーと限定されたメーカーの独特の関係は鉄道車輌工業に

のみ認められた訳ではなく、軍需関連諸産業における陸海軍と指定工場の関係

に代表されるように戦前のわが国では広汎に存在した。その意味で鉄道院 (省 )

と民間鉄道車輌企業の関係は、戦前期日本重工業の重要な一側面を集約的に示

す事例であったといえよう。

しかも鉄道車輌工業は基本的に見込み生産ではなく注文生産に基礎を置く産

業であった。近年の欧米における経済史・経営史研究においても大量生産
・大

量販売体制に関する従来の研究に対する反省から改めてバッチ・カスタム生

産・クラフト生産・フレキシブル生産の歴史的意義に対する新たな関心が生ま

れている。)。 こうした新しい研究動向を踏まえつつアメリカ最大の機関車メ
ー

カーであったボール ドウィン・コロモーティブ社 (Bald"in Locomot市 e Works)
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に関する詳細な研究を行ったジョン・ K・ ブラウン (John K.Brown)は 、機

械産業における二つの生産の様式、すなわち buildngと manufactu五ngの異同

について注意を促している。工作機械・機関車・造船などに代表される注文生

産に基礎を置く「建造」 (bunding)の世界と銃器・ミシン・タイプライター・

自転車などの軽機械に典型的な見込み「生産」 (manufactunng)の 世界はとも

に機械工業を構成しながらも生産方式が異なるだけでなく、メーカーと顧客・

ューザーの関係、製品革新、経営管理システム、販売戦略、設備機械、雇用労

働力の性格においても相異なる様相を呈し、とくに前者は市場動向に対応した

柔軟な生産体制を構築したというのがその基本的主張である
(10。

見込み生産・市場生産の領域が大きく拡大した現在と異なり、戦前・戦中期

のわが国における機械生産の中心は注文生産にあらた。その注文生産の世界を

代表するのが重電機産業や造船業と並ぶ鉄道車輌工業である。製品に対する深

い知識を有するユーザーからの要請に対応して各企業がいかなる内実の生産体

制を構築していったのか、さらに見込み大量生産と比較して相対的に現場労働

者の熟練に依存する度合いの大きい注文生産の世界において技術者はどのよう

にして計画・管理の拠点を築いていったのかが問われなければならない。

次に鉄道院 (省 )の存在とともに鉄道車輌工業の発展を支えた重要な条件と

して海外市場の存在と鉄道車輌関連諸産業の展開がある。他の機械諸産業の多

くが輸入代替の段階に留まっていた戦前期にあって例外的に鉄道車輌の海外市

場は日本の帝国的経済圏の拡延とともに台湾、朝鮮、樺太、「満州」 (以下で

は括弧省略)、 さらに中国へと展開する。後にみるように各植民地にあっては

現地の官設鉄道、満州では南満州鉄道 (満鉄)が最大の購買者であったが、こ

れらの諸鉄道と鉄道車輌企業の関係のモデルとなったのが内地における鉄道院

(省 )と指定工場の関係であ̀っ た。しかし外地においては内地でのメーカーと

ューザーの関係がそのまま再現された訳では決してなかった。しかも戦時期に

入ると軍部からの要請に促されつつ、満州車輌と華北車輌という国内鉄道車輌

メーカーの共同出資会社が設立される。政治・軍事状況に対応しながらアジア

大陸に深く傾斜することによって鉄道車輌企業は何を獲得し、またいかなる問

題に直面することになったのかが検討される必要がある。

||



また鉄道車輌車体から主要部品、続いて電車・電気機関車の国産化にいたる  |

鉄道車輌自給の段階的推移のなかで鉄道車輌関連諸産業が果たした役割も見落  |

とすことができない。造船業などとともに鉄道車輌工業はわが国の機械金属諸 |||||
産業の総合的力能を体現する産業であった。そうした総合的技術力の向上に鉄  ‐

道省はいかに関わり、民間企業と鉄道院 (省 )の関係は時間の経過とともにど

のように変化していったのか、この点の究明も本稿での重要な課題である。

以上の諸論点に留意しつつ、次章以下では明治中期から戦時期にいたる鉄道

車輌工業の展開を具体的に分析してみたい。



序章  (注 )

(1)久保田博『鉄輪の軌跡一鉄道車両 100年の歩み―』大正出版、 1981

年、 3、 11、 16頁。
② 野田正穂・原田勝正 0青木栄-0老川慶喜編『日本の鉄道一成立と展開一』

日本経済評論社、 1986年 、 121頁。
0こ こでいう私鉄とは私設鉄道条例 (1887年 公布 )・ 私設鉄道法 (19
00年公布)に よる私設鉄道、軌道条例 (1890年 公布 )・ 軌道法 (192
1年公布)に よる軌道、軽便鉄道法 (1910年 公布 )・ 軽便鉄道補助法 (1
911年公布)に よる軽便鉄道を指し、私設鉄道と軽便鉄道は地方鉄道法 (1
919年公布)に よって地方鉄道として一括される。
14p野 田正穂ほか、前掲書、 398-399頁 。
(つ 農商務 (商工)省編『工場統計表』各年版。

“
)星野芳郎『現代日本技術史概説』大日本図書、 1956年 、 95-96頁 、
星野芳郎 0向坂正男「機械工業の史的展開」 (有沢広巳編『現代日本産業講座』

V、 機械工業 I、 岩波書店、 1960年 )29頁 、および通商産業省重工業局

編『日本の機械工業』Ⅱ各論、日本重工業研究会、 1960年 、 472頁 など

参照。
C)そ うした研究史の状況のなかで、玉置正美氏が明治期の鉄道車輌工業を概

観した上で機関車国産化の諸要因に言及されている (通商産業省編『商工政策

史』第 18巻、機械工業 (上 )、 1976年 、 109-115、 163-17
9頁 )。 また橋本寿朗氏が 1920年 代の三菱・川崎造船所の車輌生産の動向

を、清水憲一・柴孝夫の両氏が同時期の川崎造船所の車輌生産の実態をそれぞ

れ経営多角化の視角から検討されている (橋本寿朗「 1920年 代における独
占的造船資本の蓄積過程一三菱・り‖崎両造船所の経営多角化をめ ぐって―」『電

気通信大学学報』第 27巻第 1号、 1976年 、 153、 161-162頁 、

清水憲一「 1920年 代における造船大企業の蓄積構造 (上 )一 川崎造船所の

『破綻』を事例として一」『立命館経済学』第 25巻第 506合 併号、 197

7年、 201-206頁 、および柴孝夫「大正期企業経営の多角的拡大志向と

その挫折一川崎造船所の場合」「大阪大学経済学』第 28巻第 203号 、 19

78年、 123頁 )。 さらに近年の業績としては、第 1次大戦期の鉄道車輌輸

移出市場の動向と鉄道車輌関連諸産業の展開および 1920年 代の鉄道車輌市

場と関連部品生産の動向を考察した、木口善康『日本の独占資本主義』啓文社、

1989年 、第 2・ 3章、台湾 0朝鮮・満州の各鉄道および華北交通・華中鉄

道の車輌保有・増備状況を検討した、高橋泰隆『日本植民地鉄道史論
一台湾、

朝鮮、満州、華北、華中鉄道の経営史的研究一』日本経済評論社、
1995年 、

などがある。
6)国有鉄道 (官設鉄道)の所管主体は明治初期以降その名称を何度も変更す



る。まず 1869年 4月 に民部・大蔵省に鉄道掛が設置され、翌年 8月 には両
省分離によって同掛は民部省に所属することとなり、同年 12月 の工部省設置

にともない同省に移管される。 71年 9月 に工部省鉄道掛は同省鉄道寮に改組

され、77年 1月 には同省鉄道局となり、 85年 12月 の工部省の廃止にとも

ない鉄道局は内閣直属となる。続いて 90年 9月 には鉄道庁と改称するととも

に内務大臣管轄となり、さらに92年 7月 には内務省から逓信省に移管されて

逓信省鉄道庁となる。 93年 11月 の逓信省官制改正によって鉄道庁は応、たた

び鉄道局となり、続いて 97年 8月 の官制改正によって鉄道局は鉄道の監督・

私設鉄道の免許に関する行政庁となるとともに現業管理機関として鉄道作業局

が設置される。1907年 4月 には帝国鉄道庁が設置され (鉄道作業局廃止)、
国有化完了後の 08年 12月 には内閣直属の鉄道院が設置される (帝国鉄道

庁・逓信省鉄道局廃止)。 さらに1920年 5月 には鉄道院を廃止して鉄道省
が設置され、太平洋戦争中の 1943年 11月 には鉄道省と逓信省を廃止して
運輸通信省が設立され、45年 5月 には運輸通信省が改組されて運輸省となる

(以上、野田正穂ほか、前掲書、400-412頁 による)。
ο)こ うした研究動向の先駆となったのが、「大量生産体制」(mass prOduc● on)

に対置された多品種少量生産に適合的な「柔軟な専門化体制」 (■ exible

specidizttion)、 そうした生産・技術のあり方を規定する政治状況
0社会的文

脈、クラフト的伝統の系譜に立つ中小企業とそれを育む地域コミュニティなど

め論点を提起したマイケル・ 」・ピオリとチャールズ・ F・ セーベルの『第二

の産業分水嶺』 (山之内靖・永易浩一・石田あつみ訳、筑摩書房、1993年 、
NIlichael J.Piore&Charles Fo Sabel,7物 θ Sθθο′グI″励s′r′α′D′ップαθ,New York,Basic
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Scranton,E7π〃θ∬ハbソθJry「 sンθθJα″クPrοグレθ″ο′α″グИ″θ/たα″ルグ″S′r″′ブzα′Jο″,

ノ∂65-ノ 925,Princeton University Press,Princeton,1997)。

(10) John K.Brown,7物 θ βα:詢′″Zοθο″ο″ソθ Forたs,ノ∂3ノーノ9ノ 5,Johns Hopkins

University Press,Baltimore,1995,Introduction and Conclusion参 照。
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表序-1鉄 道営業キロ数の推移

1理Tl』酉話禦嘉晴誠予瓢」量朝種
済統計12、 東鮮喜経汐等新串風社、1965年、204-205頁。
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第 1章 鉄道車輌工業の成立-1890年 代～ 1910年 代前半一

第 1節  国内市場の成立とその特徴

本節では明治中期から大正初期にかけての鉄道車輌市場の形成過程とその特

徴について考察してみよう。表 1-1の数値は対前年度保有車輌増減数を示し

ているため、廃車を考慮すれば増備輌数を過少に表現するものであるが、大凡

の傾向は明らかになるものと思われる。まず蒸気機関車需要であるが、明治前

期の低水準を脱し、ある程度の規模に達するのは 1888～ 90年頃であり、

これは明らかに 1887-89年 の第 1次鉄道ブームに規定された結果であっ

た。ブーム期の 3年間に鉄道営業キロ数は 1385キ ロメー トル延長され、こ

れは先行する 1884-86年 の実績の約 4.6倍 に達するものであった(1)。

第 1次鉄道ブームに 1年のラグを伴った蒸気機関車需要の急伸は私設鉄道の成

長に主導されたものであり、私設鉄道はブーム期 3年間の増加輌数の約 7割を

占めた。第 1次鉄道ブームの終焉とともに低落した需要は、日清戦争の勃発お

よび 1895～ 97年の第 2次鉄道ブームの勃興によって拡大に転じ、 189

7・ 98年の日清戦後第 1次恐慌にもかかわらず 98年まで高水準を維持する。

とくに 1897・ 98年の機関車需要は明治期を通して日露戦争期に匹敵する

規模であり、両年度には私設鉄道の拡張を主因として鉄道営業キロ数も明治期

最大の伸びを記録する②。しかし、 1900・ 01年の第 2次恐慌期になると

機関車需要は大きく落ち込み、その後 1906年 まで 1898年 水準に達する

ことはなかったが、ここで留意すべきは日露戦時の動向である。

表 1-1に よれば 1904005両 年度の国内官設・私設鉄道の機関車増加

は 173輌 にすぎないが、これは機関車市場の急拡大を正確に物語るものでは

ない。日露戦争期には官 。私設鉄道の機関車が満州の野戦鉄道に大量徴発され

た0。 その欠落を補って国内輸送能力を維持・拡大し、さらに野戦鉄道での追

加的必要車輌を調達するために、B6形を中心にイギリス・アメリカ・ ドイツ

の 3国 に対して大量の機関車が発注された。B6形だけで戦時中に412輌 が

製作され、ほぼその半数ずつが国内と野戦鉄道に振り分けられた。)。 従って、

野戦鉄道を含めると日露戦争時には機関車需要は明治期最大規模に達したとい



えるだろう。

しかし戦争が終結し、 1907年 恐慌が起こると、鉄道貨物輸送 トンキロ数

は1897年 以降はじめて対前年純減を記録する。)。 さらに表 1-2に示され

ているように、南満州鉄道株式会社 (1906年 設立、以下満鉄と略記)の広

軌化に伴って日露戦時に野戦鉄道で使用された機関車の国内還送が開始される

と、国内の機関車市場は供給過剰に陥った0。 満鉄からの機関車還送は 191

0年まで続き、この年には鉄道院の新製機関車発注は皆無であった (表 1-1)。

1910年 を底に機関車需要は第 1次世界大戦期にかけて回復するが、その拡

大の中心となったのは国有化以前とは異なり鉄道院発注であった。民間鉄道も

国有化直後の低水準を脱して、 1911年 以降は軽便鉄道の拡大に支えられつ

つ積極的に機関車を増備した。)。

続いて機関車需要の内容を検討してみよう。表 1-3に あるように 1897

年度末の官設鉄道におけるテンダ機関車数はタンク機関車を上回っていたのに

対して、私設鉄道では逆であった。 1898-1905年 に機関車は823輌

増加するが、私設鉄道はその約 6割を占め、タンク・テング機関車ほぼ同数を

増備し、一方官設鉄道ではタンク機関車の割合がやや高目であった。このよう

に国有化以前には官・私設鉄道ともにタンク・テンダ機関車を並行的に増備し

たが、国有化後にはこうした状況は大きく変化することになった。表 1-3か

ら明らかなように、国有化に伴う大量増備が一段落した 1908年 以降国有鉄

道では増備機関車の中心はテンダ機関車に置かれたが、主要会社をほとんど国

有化され幹線輸送を担当する必要のなくなった私設・軽便鉄道では、タンク機

関車の増備によって運輸需要の増大に対応した。)。 鉄道国有化は官・私設鉄道

の機関車保有割合に大きな変化をもたらしただけでなく、それ以後の機関車市

場をほぼ官設鉄道=大型テンダ機関車と私設鉄道=小型タンク機関車に三分す

る契機にもなったのである。

次に客車需要についてみると (前掲表 1-1)、 それが鉄道創設期の水準を

脱して年間200輌内外の規模に達するのは機関車の場合と同様に 1888-

90年であった。その後需要は明治 20年代半ばに一旦低落するものの、日清

戦争を契機に拡大に転じ、その傾向は 1896・ 99年の中断をはさんで 19



00年まで継続した。とくに189801900年 の需要は明治期最大規模に

達するものであった。第 2次鉄道ブーム終了後も客車需要が増大しえた背景に

は、 1900年 まで続いた旅客輸送人キロ数の着実な上昇があった。)。 しかし

1901年 には客車需要は激減し、翌年にはある程度の回復を示すとはいえ、

その後も顕著な拡大をみせることなく明治末年以降の回復を待たねばならなか

った。 1904年 度末には官・私設鉄道合計で41輌、05年度末で 111輌

の客車が野戦鉄道に徴発されており(1の、また前掲表 1-2か ら窺われるよう

に野戦鉄道用新規購入もあったため、日露戦時には前掲表 1-1の数値よりは

大きな需要が存在したが、機関車・貨車と比較すると客車の戦時需要は限定的

であったといえるだろう。

客車は大きく2軸車とボギー車に分類できるが、 1900年 度末の官設鉄道

保有客車 1085輌 の内922輌 (85%)は 2軸車であり、私設鉄道でも3

331輌 中ボギー車は 353輌 (11%)に すぎなかった(11)。 明治 30年代

にはボギー車が急速に普及するとはいえ、国有化までは官・私設鉄道ともに増

備客車の過半は 2軸車であった。国有化後の 1907年 の国有鉄道保有客車は

4938輌 に達し、その中で 2軸車は4026輌 、約 600形式に上った。こ

うした保有車輌の錯綜した状況を改善すべく鉄道院は客車整備に着手し、 19

10年にボギー車の標準設計を確立するとともに2軸車の新製を停止した(1の。

一方私設・軽便鉄道では国有化後もボギー車とともに依然として 2軸車も需要

された。

貨車需要の動向も基本的に機関車・客車とほぼ同様の軌跡を描いた (前掲表

1-1)。 その中で 1904年 度末に官・私設鉄道合計で 1135輌 、翌年度

末で4609輌 の貨車が野戦鉄道に徴発されていたにもかかわらず(1つ、その

徴発分を上回って前掲表 1-1に示された増備をみており、日露戦時需要は明

治期の貨車需要のピークを形成した。また日露戦後の満鉄からの還送を考える

と、貨車需要が国有化後の低迷からあ、たたび増大に転じるのは 1911年 以降

のことであった。

国有化以前から貨車は官・私設鉄道間で連絡運用され、積載 トン数は5-1

0ト ンと区々であったが、国有化後官設鉄道では新製汎用貨車の積載 トン数を

10



10ト ンに定めた(10。 一方私設・軽便鉄道では 10ト ン以下の貨車も増備さ

れており、国有化は貨車市場においても官・私設鉄道別の市場分化をもたらす

ことになった。

次に車輌市場としては官・私設鉄道と比較して小規模であったとはいえ、無

視しえない存在であった軌道について概観してみよう (表 1-4)。 わが国に

おける軌道の噌矢は 1882年 開業の東京馬車鉄道であった。わが国では都市

交通機関としてまず馬車軌道 (鉄道)が登場し、それが 1900年 前後に電気

軌道に転換した後も地方においては馬車軌道の開業が相次いだため、馬車軌道

の路線距離・保有車輌数がピークを迎えるのは 1912年 であった(15)。

軌道開設で馬車に続いたのが、人車軌道および電気軌道であった。最初の人

車軌道豆相人車鉄道が 1895年 に開業した後、東日本を中心に展開した人車

軌道の路線距離が最長を記録するのは 1912年 であった(10。 ただし明治 3

0年代後半以降の車輌増備のテンポは緩慢であり、車輌市場に占める人車軌道

の意義はそれまでにほぼ終了していた。

馬車・人車鉄道がいわば明治期の産物であったのに対して、 1895年 開業

の京都電気鉄道を嗜矢とする電気軌道の展開は明治後半・大正期を通して軌道

拡大の牽引車的役割を果たした。日露戦争期までの電気軌道の普及は大都市の

市内電車、寺社参詣・遊覧客用電車を中心としたが、日露戦後から1910年

代にかけては地方都市の市内電車、都市間電車、その他小電気軌道が続々と開

業し、その過程で旺盛な電車需要が形成された(1つ。

その他の軌道としては、明治後期から1910年 代にかけて展開した蒸気軌

道と瓦斯軌道があった。最初の蒸気軌道は 1905年 開業の瀬戸自動鉄道であ

ったが、蒸気軌道を全国に普及させたのは雨宮敬次郎率いる大日本軌道であっ

た。雨宮は 1905年 に豆相人車鉄道の動力を蒸気に変更し、 1906007

年には全国 7カ所で軌道特許を取得した上で翌年に至って 8社を統合して大日

本軌道株式会社を設立 した(10。 しかし、雨宮の没後、大日本軌道は 1917

=20年 にかけて分離解体され、その頃まで発展していた他の蒸気軌道も電気

軌道・軽便鉄道によって急速に淘汰されることになった。最後に瓦斯軌道と呼

ばれた石油発動車軌道があったことを指摘しておきたい。石油発動車は 190



4年に大阪の福岡鉄工所で商品化され、その後筑徳、祐徳、南筑の各軌道など

主として九州の軌道会社に販売されたが、大正後期に入るとほとんど使用され

なくなった〈19)。

第 2節 移出市場の形成

次に国内市場を離れて輸移出=海外市場の動向を検討してみよう。 1910

年の川崎造船所の中国江西鉄道向け客車製作の例などがあるとはいえの、明

治末期に至らてもなお車輌輸出はほとんど存在せず、この時期海外市場として

問題になるのは植民地・半植民地向け移出の動向であった。そこでまず台湾市

場からみると (表 1-5)、 1903-09年 にかけて機関車輸入が中断する

間に小規模ながら日本からの移入があるとはいえ、第 1次大戦直前でもなお移

入はアメリカ、イギリス、 ドイツなどの先進工業諸国からの輸入を下回ってお

り、 1910-14年 の実績では後者の約 7割にすぎなかった。一方客貨車で

は輸移入の拮抗状態は 1912年 以降崩れ、第 1次大戦直前には日本製品が台

湾市場を制圧しつつあった。

台湾の鉄道車輌市場は官設鉄道と製糖会社の私設線から構成されていたが、

まず官設鉄道についてみると、領台後間もない 1899年 には機関車 16輌、

客車 38輌、貨車 140輌の保有規模にすぎなかったのが、 1914年 になる

とそれぞれ 90輌、 195輌 、 1530輌 に増加した。1)。 その間に台湾での

現地生産も開始され、 1899年 にははじめて貨車が、 2年後には客車が製作

されたの。その後も台湾総督府鉄道部台北工場において客貨車の製作が続け

られたが、主要部品はほとんど輸入に依らざるをえずの、また 1900-0

7年には台北工場の一部を汽車製造合資会社に貸与して縦貫鉄道の建設に必要

な客貨車・鉄橋・ポイント類を現地生産させた。つ。しかし車輌類については

到底現地で必要量を調達することはできず、客貨車は主として移入に、機関車

は過半を輸入に依存したの。

一方製糖会社が経営する私設線 (営業線および専用鉄道)の拡大は日露戦後

に著しく、 1909年 度末ですでに機関車43輌、客車 35輌、貨車 3284

輌を保有していたが、 1914年 度末にはそれぞれ 133輌、 160輌、 90

12



36輌へと増加し、輌数ベースでは機関車で官設鉄道の約 1.5倍 、貨車で約

5。 9倍の規模に達した。0。 ただし、官設鉄道の軌間は日本国内の規格 3フ

ィー ト6イ ンチと同じであったのに対して、軽便鉄道である私設線は 2フ ィー

ト6イ ンチの小軌間であったため、当然使用される車輌も小型であった。

台湾市場が成立期の日本鉄道車輌工業にとって重要な意義を有していたのと

は対照的に、朝鮮市場への日本の進出はこの時期ほとんど進んでいなかった。

1910-13年 の実績をみると、機関車はまったく移出されておらず、客貨

車についても累計でわずかに 12万円強に留まり、第 1次大戦期までの完成車

輌および部分品輸入はほぼアメリカ、 ドイツ、イギリスの 3国によって独占さ

れていたK271。

第 1次大戦期まで朝鮮では私設鉄道はほとんど発達せず、鉄道車輌市場はほ

ぼ官設鉄道に限定された。朝鮮でも龍山・草梁の両鉄道工場において客貨車生

産が進展し、 1911-14年 の官設鉄道増備客車 170輌 のうち 132輌 、

1906-14年 の増備貨車 1018輌 中 672輌 を供給した。め。残 りの増

備客車は満鉄の鉄道工場から26輌、アメリカおよび川崎造船所よりそれぞれ

6輌購入し、貨車はすべて日露戦争による歯獲車を加工利用したものであった

K291。 機関車は 1906年 の 94輌から13年には 154輌 に増加するが、そ

の間の増備はすべてアメリカ、 ドイツからの輸入に依存した。の。以上のよう

に明治末期から大正初期の朝鮮市場では客貨車は現地生産の進展により、機関

車は輸入に圧倒されて、日本製車輌が進出する余地はきわめて限られていた。

こうした内外からの競争のほかに、さらに日本製車輌とくに機関車の朝鮮市場

進出を困難にした技術的条件として、朝鮮官設鉄道が 4フ ィー ト8半インチの

標準ゲージを採用していたことがあった。この時期国内の鉄道車輌企業はいま

だ標準ゲージ用機関車の製作経験がなくGl)、 そのことが朝鮮市
｀
場進出を制約

する条件の一つになっていたと思われる。

次に1907年 に営業を開始し、翌年 5月 には本線を広軌化 (軌間 4フ ィー

ト8半インチ)した満鉄の車輌需要について検討してみよう。野戦鉄道提理部

より車輌を引き継いだ満鉄はその後狭軌車輌を国内に還送する一方で広軌用車

輌の増備を急いだ。まず 1906年 に機関車 205輌 、客車 95輌、貨車 20
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90輌 (う ち車体は汽車製造が490輌、日本車輌製造が 294輌、天野工場

が 196輌製作)をアメリカに発注した。の。その後も機関車は 1916年 度

末までに65輌増備され、そのうち自社工場 (沙河口工場)製 9輌を除くと残

りはすべてイギリス、 ドイツ、アメリカ製であった(3つ。客車は 1909-1

6年度に 115輌増加し、その中で 1909年 と12年に合計 80輌を受注し

た汽車製造のシェアがもっとも大きく、次いで自社工場、輸入の順であった。う。

貨車は同期間に992輌増備され、その調達は主として自社工場と輸入に依存

し、日本製は 1912年 の汽車製造 60輌、日本車輌製造 30輌、川崎造船所

20輌の納入に留まった。つ。以上のように満鉄の車輌増備に際しては沙河口

工場の意義が大きく、同工場では 1914年 にはじめて機関車 6輌を製作し、

表 1-6にあるように 1907-16年 度の製作実績は機関車 9輌、客車 68

輌、貨車 676輌に達した。また日本の鉄道車輌企業にとって発注が間欠的で

あり、それを享受しうる企業は少数の主要企業に限定されていたとはいえ、満

鉄からの客貨車の大量発注は大きな意味を有した。

第 3節 輸入動向と輸入商社

本節では鉄道車輌市場の成立過程における車輌供給の中で輸入がいかなる位

置を占めたかを考察しくさらにそれを担った商社の活動がどのようなものであ

ったかを具体的に明らかにしてみたい。

表 1-7にあるように鉄道車輌輸入が際立った増大を示しはじめるのは、国

内市場が本格的に成立する第 1次鉄道ブーム期以降のことであった。その後明

治 20年代半ばには一時後退するものの、日清戦争、第 2次鉄道ブーム期にメ、

たたび急速な拡大に転じ、とりわけ 1897・ 98年の輸入が大きかった。と

ころが日清戦後第 2次恐慌期前後より輸入は再度低下し、次の拡大は日露戦争

時における戦時需要の出現を待たねばならなかったGの。日露戦後から第 1次

大戦期にかけては 1908011・ 13年に鉄道院が外国製機関車を大量購入

したためGつ輸入額も大きかったが、それ以外の年については日露戦時の水準

に達することはなかった。

輸入相手国別構成では 1891年 までイギリスー辺倒であったが、 1892
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-1904年 にかけてアメリカの進出、 ドイツの一時的拡大によって依然首位

の座を確保するとはいえ、イギリスのシェアはほぼ 506割 台に低下し、さら

に 1906年 からは首位をアメリカあるいは ドイツに譲ることになった (表 1

-7)。 1910-13年 の実績ではアメリカ (輸入総額の 42%)、 ドイツ

(37%)、 イギリス (18%)の 順であった。

次に車輌供給に占める輸入の割合であるが、まず機関車では表 1-8に ある

ように、鉄道開設 (1872年 )以来 1882年 までの増備は完全にイギリス

に依存した。その後もイギリスの優位は継続し、1893-97年 の日清戦争・

第 2次鉄道ブーム期に至ってはじめてアメリカが輌数ベースでイギリスを凌駕

した。 1893年 に機関車の国産化が実現するとはいえこの時期の国内生産は

なお微々たるものであり、国産機関車がある程度の比重を占めるのは 1903

年以降とくに日露戦後であった。 1903-07年 になるとアメリカのイギリ

スに対する優位が明確になり、次の 1908-12年 にはアメリカに次いで国

産とドイツが重要な存在となった。

1893-97年 頃より機関車輸入の中心がイギリスからアメリカに転換し

ていった最大の要因はアメリカ製機関車の相対的低価格にあった。め。例えば

1899年 の輸入機関車の平均価格は 2万 2・ 3000円 であったが、前年の

イギリス 0ア メリカ製機関車の価格差は 1000-1500円 といわれたGう。

アメリカ製機関車の対日進出の契機となったのが 1890年 に東海道線の箱根

越えの勾配線に投入されたボール ドウィン社 (Baldwin Locomotive Works)製

機関車であり、明治期における同社の対日輸出輌数は累計で 553輌 に達し外

国メーカーの中で最大のシェアを誇った
“
の。 1901年 のアメリカン・ ロコ

モーティブ社 (American Locomotive Co.,ALCO)の 成立 (ス ケネクタディ社

[Schenectady]、 ブルックス社 [Br00ks]な ど 8社の合同によって成立 )ま

で隔絶した地位を維持したボール ドウィン社の機関車年間生産輌数は 1900

年に 1000輌 の大台を突破し、 2年後の従業者数は 1万人を超えた (表 1-

9)。 1899年 のビルマヘの 12輌の機関車輸出に際して同社が 1750ポ

ンド (1輌当たり)・ 納期半年を提示したのに対して、イギリスのメーカーの

希望が 2000ポ ンド01年半の納期であったことからも窺えるように、低価
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格・短納期・ユーザーの要望に対する高い対応力を武器に、同社は日本市場同

様それまでイギリス製機関車が独占していた他の海外市場にも急速に進出して

いった。1)。

1890年 代以降とくに20世紀に入るとイギリス国内においてもイギリス

製蒸気機関車の国際競争力の低下が大きな問題になるとはいえ、日本からみる

とこの時期なおイギリス・メーカーは巨大は存在であった。 1903年 の 3社

合併によってノース・ブリテッシュ社 (No■h British Locomotive Co.)が 成立

するが、それに参加したニールソン社 (Neilson Reid&Co。 )、 ダブス社 (Dibs

&cO.)、 シャープ・スチュヮート社 (Sharp Stewa■ &Co。 )の 1900年 の従

業者数はそれぞれ 3275名 、 2017名 、 1561名 であり、それらと並ぶ

規模であったバイヤー・ピーコック社 (Beyer Peacock&Co.Ltd.)も 1866

名の従業者を擁したの。

一方 ドイツ製機関車は 1889年 から輸入されたが④、まとまった輸入は

日露戦争期以降であった。表 1-8に あるように日露戦争後 ドイツの各鉄道車

輌企業は官設鉄道に相当数を販売しつつ、 1910年 代に展開する軽便鉄道・

蒸気軌道にもコッペル社 (orenstein&Koppel‐A■hur Koppel A.G.)を 中心に販

売実績を上げた
“
0。 以上のように明治期の機関車供給に関して輸入機関車は

決定的役割を果たした。明治後期には機関車の国内生産が本格化するものの、

表 1-8に よれば明治期の機関車増備に占める日本の割合は 6。 8%にすぎず、

アメリカのボール ドウィン社、スケネクタディ社、イギリスのダブス社、ニー

ルソン社、ノース・ブリテッシュ社、ピーコック社の各社はそれぞれ 1社のみ

で明治期の日本の全生産輌数を上回る対日輸出を実現したの。

客貨車は機関車と比較して製作が容易なため、主要部品を輸入に依存しつつ

も在来の木工技術をもってすれば車体部分の製作は可能であった。 1875年

に官設鉄道神戸工場ではじめて走行部分を除く客貨車が製作され
“
0、 その後

も各鉄道工場で客貨車生産が行われたが、 1890年 の客車輸入につき「近年

来鉄道ノ敷設甚盛ンニシテ之レカ需用ヲ充ツルタメ輸入セシ」、また貨車につ

いても「近年鉄道敷設ノ挙益々盛大二赴クヲ以テ貨車モ亦之レニ随伴シ終二本

年斯クノ如キ輸入ノ増額ヲ見ル
“
つ」と評されたように、国内需要に比して生
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産はいまだ十分でなく、そのギャップは完成車輌の輸入によって補填されねば

ならなかった。

ところが明治 20年代後半に入ると鉄道工場の拡張および民間鉄道車輌企業

の出現によって客貨車の国内自給が大幅に進展したため、輸入内容も大きく変

化することになった。 1895年 の客車輸入の実態は「鉄道客車 卜称スルハ概

ネ其部分品ニシテ全体具備ノモノハ稀ナリ
“
D」 といわれるものになっており、

1897年 でも「従前鉄道事業ノ尚ホ幼稚ナリシ時代二在 リテハ客車ノ如キモ

ー々之ヲ外国二注文シタル有様ナリシガ今日二至リテハ大概皆内国二於テ之ヲ

製造セザルモノナク只ダ或ル重要ノ附属品二至テハ頗ル技術ノ熟練ヲ要スルモ

ノアル ト又一ニハ価格ノ関係上ヨリシテ寧口外品ヲ仰グ方利益ナルヲ以テ依然

之ヲ輸入スルモノナリ而シテ此等重要ナル附属品中目下輸入スルモノハ殆ンド

『ソールバー』弾機『バ ッファー』及車輌車軸ノ四品二限レリの」と指摘さ

れたように、日清戦争・第 2次鉄道ブームを通して客貨車生産は拡大 し、内需

の大半を満たしうる規模となった。の。以上のように明治 30年前後には客貨

車 (厳密には車体)の国内自給がほぼ達成され、完成車輸入は日露戦時および

直後の貨車輸入を除くと小さなものとなったが●
1)、 鉄道車輌関連諸産業の未

発達に規定されて部分品輸入はその後も継続した。

電車の輸入額は 1903-11年 までしか把握できないが (表 1-7)、 1

909-11年 には客貨車を上回る規模であった。ただこの時期の電車車体は

客貨車同様木製であったため国産化は容易であり、従って輸入もその内容はほ

とんどが部分品 0付属品であったと推測される。

続いて鉄道車輌輸入を担当した商社の動向について考察してみよう。表 1-

10は 1897・ 99年の官・私設鉄道の機関車購入の競争入札に参加した商

社を示したものであるが、入札の度にこうした内外商入り乱れた激しい販売競

争が展開された。ただ官設鉄道の場合、入札資格が 189601900年 の逓

信省令によって厳しく制限されていたため、車輌販売の機会がすべての鉄道関

係輸入業者に開かれていた訳ではなかった。つ。ちなみに大正初期の代表的輸

入商社を挙げると表 1-11の 通りであり、商社数では外商の占める割合が圧

倒的であった。
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次に明治 40年代から第 1次大戦までの鉄道車輌・用品輸入業務の実態を三

井物産について検討してみよう。表 1-12は 1907-14年 の三井物産の

鉄道用品取扱高を示したものである。鉄道用品にはレール・車輌・鉄道用雑品

などが含まれ、その構成比は部分的にしか判明しない。例えば、台湾・朝鮮を

除いた鉄道用品輸入高に占める機関車および同付属品の割合は 1911年 下期

39.6%、 12年上期 23.9%で あり、鉄道用品の中心はレール関係であ

ったo3)。 1908年 下期の鉄道用品取扱高 1112万 4000円 は取扱商品

中第 3位 に位置したが6の、 1909年 以降は大幅に減少しほぼ 1-400万

円台で推移した。 1908年 下期を除くと当該期物産の鉄道用品商売の中心は

台湾・朝鮮を含む輸入におかれ、次に満鉄・中国市場向けの外国間貿易が重要

であり、輸出・内国売買といった国産品取扱いはいまだ僅かであった。 190

9年以降の取扱高の伸び悩みは輸入では国有化後の鉄道院の購入手控え、外国

売買では幹線広軌化の完成に伴う満鉄購入の一段落に規定されており、逆に 1

911年からの若千の回復に際しても両主要購買者の動向が大きく作用した
●5)。 1909年 以降それ程大幅な販売拡張を実現しえなかったとはいえ、鉄

道用品輸入商社の中での物産の地位はきわめて高く、 1911年 上期-12年
上期の鉄道院注文高の46.0%を 握り、セール・フレザー (21.4%)、

大倉組 (11.7%)、 イリス商会 (11.0%)な どの他の内外商を圧倒し

たいの。

それ故、三井物産の鉄道用品取扱高の消長は鉄道院の購入動向に強く規定さ

れた。明治末から大正初期にかけて三井物産の鉄道院向け販売のあり方を大き

く変化させることになったのが国産機関車採用方針の確立であった。国有化以

前からすでに官設鉄道では増備客貨車の調達を主として官設鉄道工場に依存し

たが、機関車についても国有化に伴う車種の整理が一段落した 1909年 に、

「鉄道院ハ内国二於テ本品 (機関車一一引用者注)ヲ製造シ間二合ハサルモノ

ヲ海外ヨリ購入スルノ方針ヲ採いつ」った。さらに 1912年 度には翌年度以

降の増備機関車はすべて国産車を採用することとしたためΦり、三井物産の鉄

道院向け機関車納入はマレー形機関車 24輌を最後に途絶し、以後は鉄道車輌

企業である川崎造船所、汽車製造などに対する原材料供給に力点を置かざるを
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えなかった(59。

第 4節 鉄道車輌工業の成立

1.生産動向

明治期から大正初期の鉄道車輌供給において輸入は重要な役割を果たした。

しかしその反面で重要部品を輸入に依存するとはいえ、明治 30年前後には早

くも客貨車および電車車体の国内自給が基本的に達成され、さらに明治 40年

代の鉄道院の国産蒸気機関車採用方針の決定によって機関車の国内生産も新た

な段階を迎えつつあった。そこで本項ではこうした鉄道車輌国内生産の進展=

鉄道車輌工業の成立過程を具体的に検討してみよう。

まず国産化がもっとも遅れた機関車の生産動向からみてみたい。 1893年

に官設神戸工場でリチャー ド・フランシス・ トレビシック (Richard Francis

Trev■hick)の指導の下にわが国最初の蒸気機関車が製作され、その後も表 1

-13に あるように山陽鉄道兵庫工場と官設神戸工場を中心に鉄道工場におけ

る機関車生産が行われた。しかし鉄道工場における生産は規模が小さくまた間

欠的であった。 1909年 には機関車新製を民間企業に委ね鉄道院工場は修繕

作業を担当する方針が決定されたため、明治期における鉄道工場の機関車新製

は鷹取工場で生産されたものが最後となった
“
の。以上のように明治期の鉄道

工場における機関車生産は国内供給に対する量的寄与の点では小さかったが、

たとえば 1899年 に神戸工場で製作されたタンク機関車 6輌の製造原価が 1

輌当たり「工費材料費物品割掛賃料割掛監督費割掛用品資金割掛合計」 1万 8

464円であったのに対して、イギリスから輸入した同種機関車の価格が 2万

5394円 であったことからもうかがえるように
“
1)、 一部の鉄道工場の機関

車製造技術は単なる試作の域を超えるものであった。車輌新製だけでなく、鉄

道工場の本来の主要業務である修理・修繕作業といういわばリバース・エンジ

ニアリングを通して高水準の技術を体得した労働者・技術者が民間鉄道車輌企

業に流出することによって、鉄道工場は明治中期以降の鉄道車輌技術伝播の水

源地的役割を果たしたのである。

一方民間蒸気機関車製造企業では1896年 設立の汽車製造が最初であった。
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当初年間 12輌の機関車生産を計画したが0、 後掲表 1-21に あるように

実績はこれを下回り、同社の生産が拡大基調に転ずるのは機関車自給化方針が

確立される明治末期以降であった。汽車製造に続いたのが日露戦後の造船不況

期に鉄道車輌生産に進出した川崎造船所であった。川崎造船所は 1906年 に

鉄道部と鋳鋼部からなる運河分工場を新設し、翌年にはこれを兵庫分工場と改

称した0。 設立当初は客貨車および電車を生産 したが、 1909年 に鉄道院

からはじめて機関車を受注し11年にこれを完納した
“
の。それ以降も設備拡

充に努めるとともに 13年には兵庫分工場を兵庫工場と再度改称した。川崎造

船所の生産規模は当初より汽車製造を上回り、 1912年 に両社が鉄道院の指

定工場になることによって以後の鉄道院向け機関車生産は両社に特定された

(65)。

国内における最大の購買者である鉄道院向け蒸気機関車生産は汽車製造・川

崎造船所の 2社が担当したが、その他の機関車製造企業では主として蒸気軌

道・軽便鉄道用小型機関車生産を専門とする雨宮鉄工所 (1907年 設立、 1

1年に大日本軌道と合併して大 日本軌道鉄工部と改称)が著名であった。雨宮

鉄工所は 1909年 末で 129人 の職工を擁し
“
0、 表 1-14に み られるよ

うに大日本軌道鉄工部に改組後も順調な業績を維持した。雨宮鉄工所 =大 日本

軌道鉄工部の生産実績は確定できないが、第 1次大戦期までに大日本軌道鉄工

部のみで 100輌 弱の機関車を生産したと推定される
“
つ。雨宮鉄工所は雨宮

敬次郎と藤田重道の共同経営であったが、藤田は工部大学校卒業後北海道炭砿

鉄道、日本鉄道汽車課長兼大宮工場長を歴任しており、ここでも鉄道工場から

の技術移転が大きな意味を有した
“
つ。

汽車製造、川崎造船所のような指定工場と比較して相対的に小規模であった

とはいえ、大日本軌道鉄工部が相当の生産実績を上げえたのは国有化以後の機

関車市場のあり方によるところが大きかった。大手私鉄が消滅した国有化後の

機関車需要はすでに検討したように鉄道院=大型テンダ機関車と私設・軽便鉄

道および蒸気軌道 =小型タンク機関車に三分され、大手主要企業は当然主とし

て前者に基盤を置いたが、そのことが大日本軌道鉄工部のような中規模企業に

後者の市場機会を享受しうる条件を提供した。もちろん主要企業の製造能力不



足がこうした事態を可能にした最大の要因であったとはいえ、機関車市場にお

ける市場分化が供給側における大手指定工場と中規模非指定企業の並存をもた

らす一因になっていたのである。

明治期から大正初期にかけての機関車製造企業としては以上の 3社が代表的

であったが、その他にも継続的とはいえないものの民間企業が機関車を生産し

た事例はいくつか存在した。石川島造船所は海軍からの発注で 1902年 にタ

ンク機関車 7輌を製作し、 07年には 20輌を生産したの。福岡の深川造船

所は1909年 から軽便鉄道・蒸気軌道用機関車生産を開始し第 1次大戦期に

本格化したCの。さらに大阪鉄工所でも大正初期から機関車を製造した。1)。

続いて客貨車の生産状況について検討してみよう。表 1-15e16は 大正

初年の鉄道院保有客貨車についての集計であるため、廃車、国有化されなかっ

た私設鉄道の鉄道車輌を考慮すると明治期の客貨車生産の全体量および全工場

を網羅するものではないが、客貨車生産の基本的動向はこれによって把握でき

るものと思われる。まず客車についてみると鉄道工場の生産総数 3843輌 に

対し民間工場は 1314輌 にすぎず、全生産輌数のほぼ四分の三が鉄道工場に

属した。鉄道工場の中で最大の割合を誇ったのが官設新橋工場であり、次いで

同じく官設神戸工場であった。両工場で鉄道工場の 64%、 民間を含めた国内

生産輌数の48%を 占めた。私設鉄道の鉄道工場として開設され後に国有化さ

れた工場の中では山陽鉄道兵庫、日本鉄道大宮、九州鉄道小倉、関西鉄道四日

市・湊町 (旧大阪鉄道)、 北海道炭砿鉄道手宮の各工場の生産規模が大きく、

この 6工場で私設鉄道工場として開設された工場の 85%を 占めた。

前掲表 1-1の官設鉄道の客車増備状況をみるかぎり国有化以前の官設鉄道

の客車の大半が新橋・神戸両工場で生産されたことが判明するが、表 1-17

に示されているように国有化後の 1911年 度以降は客貨車ともに民間メーカ

ーからの購入が院内生産を上回るようになった。さらに1912年 には機関車

同様客貨車についても翌年度以降鉄道院工場は主として改造・修繕作業に特化

し、車輌新製は基本的に民間企業に委ねることになったためCの、大正期に入

ると新製工場としての鉄道工場の意義は急速に低下した。

民間客車メーカーは全体として生産規模が小さく、前述の主要鉄道工場の中

21



では最下位に位置した手宮工場の水準を超えたのは平岡工場、日本車輌製造、

三田製作所、汽車製造、福岡工場の 5社にすぎなかった。民間企業の多 くは第

2次鉄道ブーム期前後に出現したが、日清戦後第 2次恐慌から日露戦争までと

日露戦後の二度の不況過程を通して生産を継続しえたメーカーは少なかった。

明治末年の鉄道院指定工場 4社体制一汽車製造、川崎造船所、日本車輌製造、

天野工場一はこうした不況期における激しい淘汰を前提として成立したのであ

る(73)。

次に貨車生産についてみると客車より比重が低下するものの鉄道工場は全体

の約 63%、 1万 8646輌 を生産した。官設工場の中では神戸工場のシェア

が大きく次に新橋工場であったが、客車と異なり大宮、兵庫工場のような主要

私設鉄道工場の生産は新橋工場を上回った。他の私設鉄道工場の中では小倉、

手宮、日本鉄道盛岡、四日市・湊町、九州鉄道行橋の各工場が相当の生産実績

を上げた。

民間では汽車製造、日本車輌製造、平岡工場、天野工場の 4社の割合が大き

く、 4社合計で民間全体の 72%に達した。第 2位グループとしては三田製作

所、石川島造船所、鉄道車輌会社、東京車輌、松井工場、工作株式会社、新潟

鉄工所などであった。貨車のみを製作した企業も多数存在したが、そのほとん

どは明治 30年代半ばの不況を乗り切ることができず製造も短期に終わった。

2.主要鉄道工場

明治期の鉄道車輌生産に占める鉄道工場の意義はきわめて大きかった。そこ

で以下では官設鉄道として新橋・神戸両工場、私設鉄道工場の代表的存在とし

て大宮・兵庫両工場を取り上げ、そこでの生産活動の実態をより具体的に明ら

かにしてみよう。

鉄道工場の作業は、車輌の新製、修繕、改造、塗装などを中心業務としつつ

もその他の鉄道用品 (信号・橋桁 0車輌部品など)、 工作機械、各種機械器具

生産など広範囲にわたった。表 1-18は 新橋・神戸・大宮の各工場の明治 3

0年代における車輌生産・修繕状況をみたものである。まず官設工場について

みると機関車は明治 30年代に神戸工場で 16輌生産されただけであったが、



すでにみたように1899年 の神戸工場製機関車の生産費が輸入機関車価格の

約 73%であったことは決して例外的事例ではなく、 1900・ 02年の機関

車製造費も輸入機関車価格より約 24-27%低 位であったCの。神戸工場の

機関車生産は価格面でみるかぎり試作の域を超え輸入機関車と対抗しうる水準

に近づきつつあったといえる。神戸工場における機関車生産を可能にした条件

としてもちろんイギリス人技術者リチャー ド・フランシス・ トレビシックの存

在を無視しえないが、それとともに表 1-18に 示されているように年毎に増

加する修繕作業を通じた技術形成が大きく作用した。ただし1897年 8月 に

起工したB6形機関車 6輌の落成が「材料ノ輸入ナキカ為或ル部分ノ製作二止

り175m」 たるため 1899年 に至っていることからもうかがわれるように、神

戸工場の機関車生産は輸入原材料の調達状況に大きく規定された。従って納期

の点で限界があっただけでなく、さらに明治 30年代には鉄道工場の機関車生

産は基本的に修繕作業の合間に行うものとして位置づけられていたためCの、

向上しつつある技術水準を前提とした量産の展望を与えられていた訳ではなか

った。それはたとえば日露戦争期に大量の機関車がイギリス、アメリカ、 ドイ

ツに発注されたにもかかわらず、官設鉄道工場では 1輌 も生産されなかったば

かりか、通常の業務の外に「或ル特種ノ軍用品ヲ製作。つ」した点にも示され

ていた。

明治 10年代にすでに神戸 0新橋工場では客貨車が生産されたが、明治 30

年代には表 1-18に 明らかなように客車生産は主として新橋が、貨車は神戸

が担当するという分業体制が敷かれていた。年度による変動が激しいが両工場

とも相当数の客貨車を継続して生産した。ボギー客車は 1876年 にすでに神

戸工場で製作されたが、本格的量産は 1897年 の新橋工場製標準型 2軸ボギ

ー車の出現以降であった。め。北海道線を除く官設鉄道では 1901-05年

度に 2軸客車 373輌 、ボギー客車 127輌を増備しておりCつ、表 1-18

によるとこの客車のほとんどが新橋・神戸工場とくに新橋工場で生産されたこ

とがわかる。官設鉄道工場は車輌・鉄道用品関係に留まらずそれらを製作・保

守するための工作機械などさまざまな機械器具を一部自給しつつ、他方で民間

からの注文にも応じたCの。



次に私設鉄道工場についてみると、 1894年 開業の大宮工場では主として

客貨車の新製、機関車を含めた車輌修繕を行った (表 1-18)。 新製客車は

当初 2軸車のみであったが 1898年 に寝台車を製作し、翌年に 2軸ボギー客

車を製作 してからは客車生産の中心はボギー車に移行 したCl)。 1888年 開

設の山陽鉄道兵庫工場の詳しい生産活動は不明であるが、設立当初の労働者は

約 600人を数え、神戸では民間工場として川崎造船所に次 ぐ規模であった。つ。

1896年 の機関車初製作以来国有化後の継続工事を含めて 1909年 までに

23輌生産した。つ。客車については 1898年 からボギー客車を製作 し、 1

902年 には 9ト ン積鋼製貨車を新製した。う。

1902年 と07年の両年における職工数 1000人 以上の大規模機械工場

を示した表 1-19に 明らかなように、機械関連工場の頂点には陸海軍の軍工

廠が位置したとはいえ以上みてきた新橋・神戸・大宮の主要鉄道工場は三菱・

川崎の 2大造船所に次ぐ規模であった。 1910年 に至ってもなお「東京を中

心として機械業に及ぼせる感化は、新橋鉄道工作所、近 くは大宮工場なり、而

して此等工場は今や全国の工場に向って職長伍長の職工を供給せりの」と評

されたように、熟練労働力の給源としての鉄道工場の意義はきわめて大きかっ

た。

3。 鉄道車輌工場の動向

前掲表 1-16に 示された民間鉄道車輌工場の客貨車いずれかの製造開始年

次をみると日清戦争前 (1893年 以前)に生産を開始したものが 4工場、 1

894-99年 が 18工場、 1900-03年 が 1工場、 1904年 以降が 7

工場と明治期の鉄道車輌工場出現のピークが第 2次鉄道ブーム前後にあったこ

とがわかる。「昨今各鉄道会社とも客車荷車不足を感じ何れも府下 (東京一引

用者)の各工場に注文するを以て各工場は昼夜執業するも目下の有様にて到底

各鉄道の注文を充たすこと能はさるCO」 状況が、鉄道車輌工場の新規参入を

誘発したといえよう。ところが前掲表 1-16に 示された30工場の中で 19

11年にも車輌生産を行っていることが確認できるのは 8工場にすぎず、 18

99年以前に車輌生産を開始した22工場では石川島造船所、新潟鉄工所、日
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本車輌製造、天野工場、汽車製造の 5社のみであった0。 このことから第 2

次鉄道ブーム期前後に登場した鉄道車輌工場の多くが、明治 30年代および日

露戦後の不況過程で廃業もしくは他業種への転換を余儀なくされたことがわか

る。そこで後に鉄道院の指定工場となる主要企業 (含む平岡工場)については

次項で検討することとして、以下では明治末期まで車輌生産を継続しえなかっ

た工場および指定工場とはなりえなかった企業の動向を概観してみよう。

日清戦争以前から鉄道車輌生産を行った先駆的企業としては三田製作所、松

井工場、石川島造船所があった。三田製作所の起源は 1874年 設立の内藤新

宿農事試験場付設農機具工場までさかのぼるが、農機具部門は 1879年 二田

四国町に移転され、三田製作所と改称された後 1888年 に東京機械製造に払

下げられ同社三田製作所となった(8め。当初は農具のほかにボイラー、ポンプ、

タービン水車などを製作する「万能機械メーカー」であったが明治 20年代半

ばより客貨車の生産を開始し、1895年 には工学士栗塚又郎に率いられ、「機

関車車輌ノ製作ヲ主 トシ、農具ノ製作ヲ従 トスル」ようになった。う。 189

7年には20万 4000円 の生産実績を上げ、職工数 291人 は東京の鉄道車

輌企業の中では平岡工場、天野工場に次ぐ規模であった。の。三田製作所は北

海道官設鉄道、日本、関西、房総、参宮、北越などの各私設鉄道に客車を納入

しの1)、 明治期の客車生産では平岡工場、日本車輌製造に続いた (前掲表 1-

16)。 ところが順調に展開するかにみえた三田製作所の車輌生産も日清戦後

第 2次恐慌期には挫折を余儀なくされ、 1901年 の職工数はわずか 20人に

まで急減する。つ。同時にこの頃より鉄道車輌は生産の中心品目ではなくなり、

その後同社は印刷機械、煙草製造機械などへと製品構成の多角化を展開する過

程で車輌生産から撤退したοつ。

1891年 に三田製作所から独立した松井兵次郎 (父は刀鍛冶で、自らは大

阪造兵廠の工場長大野某の下で修行)が経営した松井工場も明治 20年代末か

ら30年代初頭には鉄道車輌・車輪の中堅企業として有名であった。う。チル

ド車輪のを主要製品として出発した松井工場は日清戦争期から第 2次鉄道ブ

ーム期にかけて参宮、北越、日本などの各鉄道から大量の客貨車の注文を受け、

さらに天野工場、平岡工場、三田製作所などの有力企業が「挽き材」 (所用寸



法を指定して挽き上げさせた加工材)を製材業者に外注したのに対して、松井

工場では大塚栄吉の発案でこれを内製し、車輌生産の付加価値を高める経営上

の新機軸を打ち出した。しかし松井工場も市況の変化だけでなく松井の個人的

事情もあって 1901年 に廃業するeの。

石川島造船所の機関車生産についてはすでにみたが、同所では 1892年 か

ら日本鉄道の注文で客車を製作し、 97年までに24輌を納入した。つ。 18

97年の車輌工場建設以後は客車から貨車生産に力点を移し、同年には貨車 2

0輌を関西鉄道に、翌年には石炭車401輌を九州鉄道に納入し、その後も国

有化まで九州鉄道は重要な大口販売先であった。つ。

日清戦争以前に鉄道車輌生産を開始した 3企業のうちの 2企業は明治 30年

代半ばまでには撤退し、引き続き貨車を生産した石川島造船所にとっても車輌

生産は造船部門と並んで多様な展開を示す造機部門の中の小分野にすぎなかっ

た。なお以上 3社の客車はいずれも2軸車であり、ボギー客車の生産にまでは

至らなかったの。

次に1894-99年 の日清戦争期から第 2次鉄道ブーム前後に登場した鉄

道車輌企業の中で有力であった鉄道車輌製造所、新潟鉄工所、福岡工場、天沼

工場、東京車輌製造所と1901年 創業の大塚工場について検討してみよう。

鉄道庁の元部長野田益晴らによって 1896年 に名古屋で設立された株式会社

鉄道車輌製造所は当時の鉄道車輌企業の中では資本金 50万円 (払込資本金 1

5万円)と いう有力企業として出発した(1°の。同所は設立当初から野田が社長

を兼任する七尾鉄道より客貨車 60輌の注文を受け、その後も1900年 まで

の短期間に九州、関西、徳島、阪鶴などの各鉄道向け 2軸客車をはじめとして

多数の客貨車を製作したく101)。 1899年 に経営上の内紛が生じ社長交代を経

験したが、職工数は400余人に達し、同時期の日本車輌製造の約 160人を

はるかに菱ぐ名古屋第一の鉄道車輌企業であった(1°幼。ところが詳細は不明で

あるが鉄道車輌製造所は 1900年 の恐慌を乗り切ることができず、同年に解

散する結果になった。

北越鉄道向け客貨車製作を契機として 1896年 に鉄道車輌生産に参入した

新潟鉄工所は生産開始後 5年間に249輌の客貨車を生産したが、 1901年



からは新規注文が途絶し、 04年まで車輌生産は休止状態にあった。その後も

タンク車を除く客貨車の生産はほとんどなく、その再開は 1910年 創業の越

後鉄道からの発注を待たねばならなかった。新潟鉄工所も他の多くの鉄道車輌

企業と同様に明治 30年代半ばには車輌生産について廃業状態に追い込まれた

が、日露戦時期以降それを再開しえたのは同所が車輌生産に特化することなく

石油関連諸機械を中心に発動機、ポンプ、土木機械、船舶修繕など多角的な機

械器具生産を展開したことが大きかった(10⇒い    o

1889年 設立の大阪の福岡工場 (鉄工所)が客貨車をもっとも多く生産し

たのは 1896年 であり、その翌年の職工数は 85人に達したく100。 しかし山

陽、関西、阪鶴の各私設鉄道にボギー車を含め納入実績のあった客車生産(10つ

は 1901年 を最後に途絶し (前掲表 1-16)、 明治 30年代の不況をかろ

うじて乗り切ったとはいえその後の貨車生産も1897年 前後と比較すれば

微々たるものであった(100。 工部省鉄道局の元技手であった天沼熊作が 189

7年に創設した東京の天沼工場は創業後数年間に車輌生産のピークを迎え、そ

の後も職工 10-40人 強の規模で営業を続けたが00つ、 1905年 には廃業

に追い込まれた(10め。

1894年 に設立された東京車輌製造所は 1899年 半ばまでに日本、九州、

関西などの主要私設鉄道をはじめとして電気軌道、馬車軌道各社に数百輌の客

貨車 0電車を納入した(10う。しかし1898年 の職工 50人は不況の深化とと

もに1901年 には30人にまで減少し(11の、経営規模を縮小しつつ不況を凌

いでいった様子がうかがわれるが、この東京車輌製造所も日露戦後には車輌生

産から撤退した。

民間鉄道車輌企業の最後の事例として大塚工場をみてみよう(111)。 三田製作

所、松井工場の優秀な技術者であった大塚栄吉 (工手学校中退)は松井工場の

廃業を契機に独立し、 1901年 に大塚工場を設立する。職工の一部を松井工

場から引き継ぎ、開業資金 1800円 は退職金 720円、貯金 300円、自宅

を抵当にした三田銀行からの借入金 800円で賄った。不況期に開業した大塚

工場が 1906年 までに約 10万円の利益を上げ、同年の職工数が 110人 (11の

に達するまでに成長しえた背景には、第一に松井工場以来の「挽き材」の内製、
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車輌塗装・金物関係の下請工場の組織化などにみられる経営革新、第二に太田

信次郎、平山儀二郎、立川勇次郎といった大塚を囲む人的ネットワークの存在

があった。大塚と義兄弟の契りを結んだ木材商太田は大塚工場での車輌用木材

を請負うとともに互いに運転資金を融通し合う関係であった。大塚の小学校時

代の恩師である立川は雨宮敬次郎とともに大師電気鉄道 (1899年 開業)を

創立し、さらに東京市街鉄道 (1903年 開業)の専務取締役に就任するが、

これらの鉄道からの発注が大塚工場の拡大を支えた。高田商会支配人の平山も

大塚の経営手腕、技術者としての能力を高く評価する一人であり、大塚工場製

チル ド車輪は高田商会が一手販売した。

こうして大塚工場は 1906年 には「日本に於ける電気鉄道車輌最大多数の

製造場(11つ」を豪語するまでになった。ところがその後大塚工場の主力製品は

新会社・新規路線開業時とその後の需要量の落差の大きい鉄道車輌から次第に

鉱山機械へと変化していくが、こうした順調な製品転換を支えたのは大塚を中

心に厚みを増した技術陣の存在であった。 1907年 には松井工場時代の元の

部下であった林久治郎 (工手学校機械科卒)を支配人に据え、その下に技師長

近藤廣吉 (東京高等工業学校卒)以下 4名の技術者を擁していた(110。

以上のように日清戦争前に鉄道車輌生産に乗り出した先駆的企業および第 2

次鉄道ブーム前後に出現した鉄道車輌企業の多くは日清・日露戦後の不況下で

の需要急減に対応できず、車輌生産から撤退していった。当該期鉄道車輌需要

の振幅の激しさ、間欠的性格に資金的基盤の脆弱な新興鉄道車輌企業は耐えき

れなかった。明治 30年代には電気・馬車軌道からの車輌需要があったが、多

くの車輌メーカーにとって私設鉄道の客貨車需要の減退を相殺するほどの規模

ではなかった。新潟鉄工所や大塚工場の事例が示唆するように創業期の鉄道車

輌企業がその経営を維持・拡大する上で大きな意味を有したのが、兼業生産の

展開、経営者を取り巻く人的ネットワークや技術者の存在であった。こうした

諸条件を手に入れた企業のみがその後の展開を展望しえたのである。

4。 主要企業の動向と国内自給化政策の展開

(1)鉄道国有化以前



まず主要工場の中で創業のもっとも早い平岡工場からみてみよう。 1890

年に鉄道局の元技師平岡熙が中心となって設立した平岡工場は、 1894年 に

それまでの匿名組合組織から平岡の個人経営に移った(115)。 同工場は明治 20

年代後半におけるわが国最大の民間鉄道車輌企業であったが、創業から190

1年の汽車製造との合併までの推定生産高は客車 350輌、貨車 1250輌 に

達した(110。

次に汽車製造は元鉄道局長官井上勝が中心となって 1896年 に資本金 64

万円の合資会社として設立されたが、出資者には出資金 5万円の黒田長成、前

田利嗣、毛利五郎、岩崎久弥、住友吉左衛門、3万円の渋沢栄一、安田善次郎、

今村清之助、川崎八右衛門、大倉喜八郎、広田理太郎、原六郎、藤田伝二郎、

田中市兵衛、松本重太郎、井上勝、真中忠直、田島信夫といったように当時の

主要財界人・華族を多数含む有力企業であった(Hつ。このような出資者を獲得

しえた背景には幕末期に丼上勝とイギリス留学をともにした井上馨の強力な援

助および渋沢、松本といった東京・大阪両財界の有力者の支援があった(118):

井上は鉄道車輌企業を設立するに際して以下のような現状認識と需要予測を

示した(119。 まず現時点における既設鉄道 1906マ イルに対する車輌の保有

割合は機関車 1輌当たり6マイル、貨車は 1マイル当たり2.3輌であるが、

イギリスでは機関車 1輌当たり1マイル 25チ ェーン、貨車は 1マイルにつき

30輌の割合となっている。そこで日本の水準を機関車は 1輌当たり3マイル、

客貨車は 1マイル当たり各々 1輌、 10輌の割合に引上げるとすれば既設鉄道

の不足車輌は機関車 275輌、客車 1390輌 、貨車は 1万 5951輌 となる。

さらに今後 10年間に延長される新設鉄道 2000マ イルに対して機関車を 1

輌当たり4マイル、客貨車を 1マイル当たり各々 1輌、 5輌の割合で増備する

とすれば、必要量は機関車 500輌、客車 2000輌 、貨車 1万輌となる。以

上が井上による必要 0潜在需要見通しであった。さらに丼上はイギリス製機関

車価格を 2万円、国内生産費を 1万 4000円 と見積り、仮にイギリス製機関

車が 1割安で販売されようとも内外価格差4000円 が存在し、また「客貨車

製造の大部分は木工に属し本邦職工の長所とすれば機関車製造に附属して之を

製作する時は其利亦砂からじ(119」 と予想した。
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このような需要予測に対して現実には開業鉄道のマイル数は 1896-19

05年の 10年間に官・私設鉄道合計で 2506マ イル延長され(12の、車輌は

機関車が 1195輌 、客車が 3391輌 、貨車が 1万 9799輌 増備された (前

掲表 1-1参照)。 従って貨車需要については予測が現実を上回ったものの機

関車は逆であり、客車は結果的に両者がほぼ一致した。しかし表 1-20の 汽

車製造の営業成績をみるかぎり創業後日露戦争までの同社の経営がきわめて厳

しいものであったことがうかがわれる。そこで次に国有化以前の汽車製造の具

体的動向をより詳細に検討してみよう。

1896年 9月 に設立された汽車製造が最初に遭遇した困難は、輸入先の事

情から工場建屋用鉄材の調達が大幅に遅延し実際の開業が 1899年 半ばにず

れ込んだことであった(121)。 このことは、汽車製造にとって第 2次鉄道ブーム

期およびその直後の市場拡大をほとんど享受することなく出発しなければなら

ないことを意味した。 1899年 下期に創業以来はじめて純益を計上したが、

その後もしばしば欠損を免れることができず本格的な業績の改善は日露戦争時

まで実現されなかった (表 1-20)。

日露戦争期までの業績不振は何よりも不況に規定された生産高の低位による

ものであった。まず機関車生産についてみると第 1号機関車は 1900年 7月

に起工され翌年 6月 に完成したが、製作に先立って図面は鉄道作業局新橋工場

より借り受けて トレースし、管板、ノド板、蒸気 ドームなどの成形品、注水・

給油器、車輪・車軸などの完成部品はイギリスから輸入した(12の。製造に長期

間を要したにもかかわらず台湾鉄道部の購入価格 2万 2200円 に対して製作

費は 1万 9220円 に留まり、同年輸入の同型イギリス製機関車価格が 2万 4

245円であったことから、ここに丼上の狙いであった低価格国産車の生産が

実現することになったのである〈12つ。さらに第 3号機以降は管板、ノド板など

を自家製作し、 1903年 からはボイラーも製作できるようになるなど徐々に

機関車の生産体制を整備した(12o。 また 1899年 には日本鉄道大宮工場技師

であった長谷川正五と工藤兵治郎を、 1901年 には関西鉄道技師出羽政助、

帝大工科大学機械学科卒の古山一雄をそれぞれ入社させ、設計・製作技術の強

化を図った(125)。 労働者も一部は鉄道作業局新橋工場の熟練工を雇い入れ、さ
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らに機関車修繕の経験者である寺沢定雄を鉄工掛長に配置した(12o。 しかし 1

900年上期には312人を数えた大阪本店工場の労働者もその後の業績不振

に規定されて 1901年 下期には220名 にまで減少した(12つ。

1901-06年 の間に機関車は36輌生産され、その中で北海道鉄道部を

含む官設鉄道に納入されたのは22輌であった (表 1-21)。 官設鉄道は汽

車製造にとって最大の顧客だったとはいえ、明治 30年代の官設鉄道の機関車

増備に占める汽車製造の比重はいまだきわめて小さかった。イギリス製機関車

よりも安価な機関車を製作しえた汽車製造が官設鉄道向け納入を大幅に拡大し

えなからた理由の一斑は、官設鉄道の国産機関車の性能に対する評価が低 く、

国内メーカーを限界供給者として位置付けていた点にあったと思われる。さら

に1902年 下期の工事量増大に際して「落成期ノ日延ヲ要求シ或ハ遂二引受

ヲ断念セシヨトー再ニシテ止マラス(12o」 とぃゎれたように、生産体制を整備

しつつあったとはいえ汽車製造の水準は納期の点でもいまだユーザーの要求を

十分に満たすものではなかった。

創業に際しての初発の投資を除くと表 1-20に あるように、汽車製造の設

備投資は業績不振に規定されて 1901年 下期以外は低位で推移した。 190

1年下期の固定資産増は、固定資産 27万 5000円 、流動資産 4万 9000

円合計 32万 4000円 の評価で平岡工場を合併したことによってもたらされ

た(12の。その際の合併資金として固定資産分には増資払込み株金、流動資産分

には借入金の一部が充当された。業績不振の汽車製造の起死回生策として有力

な競争会社であった平岡工場を合併する計画は、井上馨、渋沢栄一らの強い要

望もあらて早くから進行した。平岡は最初これに反対したが、結局 1899年

に平岡が汽車製造の副社長に就任し、 1901年 には懸案の両社合併が実現す

る(13の。合併の際の条件として利益金の 2割までの範囲で平岡個人に対して勤

労報酬を提供することが決定され、事実利益金を計上した 1903-08年 に

は役員賞与金の約 3.4倍にも達する勤労報酬 16万円が支払われていること

からもうかがわれるように(131)、 平岡工場合併は汽車製造の経営改善策として

重要な意味を有するものであった。しかし現実には表 1-22に あるように 1

901-03年 の平岡工場=東京支店の貨車受注は260輌 (う ち官設鉄道 2
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00輌 )、 客車受注は 17輌 と低迷を余儀なくされ、日露戦争時までは当初の

期待に十分応えることができなかった。

明治 30年代の経営改善策として平岡工場合併と並んで重要だったのが 19

00二〇7年の間操業した台北分工場であった(13つ。井上勝の元部下であり長

谷川正五の叔父にあたる長谷川謹介が 1899年 に台湾総督府鉄道部技師長に

就任して以来、汽車製造と同部の関係は密接になった。3つ。事業の拡大にとも

なって 1901年 下期-03年 の台北分工場の労働者数は東京支店を上回るに

至った(13o。

続いて日本車輌製造について検討してみよう。奥田正香ら中京財界人が中心

となって 1896年 に設立された日本車輌製造では操業に先立って トレビシッ

クの下で国産第 1号機関車の製作に携わった服部勤を技師長として入社させる

とともに、設計、汽罐、組立関係の技術者を集めて技術基盤の整備に努めた。

草創期の鉄道車輌企業にとって有能な技術者を集めることは決定的意義を有し

た。 1900年 当時取締役兼技師長であった服部の月給が 150円であったの

に対して社長の奥田は 70円 であった(13つ。表 1-23に あるように日本車輌

製造の売上高はその後順調に増大し、 1899年 上期までは創業直後を除くと

対平均払込資本金利益率も10%前後で推移した。明治期の日本車輌製造では

機関車は一切製作されず、車輌生産は客貨車および電車に限定された。順調な

生産拡大も主として客貨車販売の伸びに支えられていたが (表 1-23)、 1

899年下期からは他の鉄道車輌企業同様深刻な不況に襲われ、 1902年 上

期まで 6期連続して欠損を続けた。この時期は売上高が低迷しただけでなく、

1899年 下期-1900年 下期には売上高構成において「その他」の機械器

具が中心となった (表 1-23)。 機械器具の中心は合名会社井桁商会向け豊

田式織機であり、表 1-24に 示されているように 1900年 下期の井桁商会

に対する売上高は全体の 3割弱を占めた。さらに丼桁商会の背後にある三井物

産(13oの信用によって、運転資金面での困難を軽減するために 1900年 上期

に日本車輌製造は日本勧業銀行から7万 6500円 の借入れを行った(13つ。以

上のように日本車輌製造は一方で力織機生産という兼業展開とそれに伴う融資

および創業以来のメインバンクである明治銀行からの金融的支援に支えられな



がら、他方で賃金コストをできるかぎり圧縮しつつ(13り、不況期の経営存亡の

危機をかろうじて乗り切ることができたのである。

日本車輌製造の売上高が拡大に転じ、それに伴って業績も回復しはじめるの

は 1902年 下期以降であった (表 1-23)。 回復の契機となったのが東京

電車鉄道と南海鉄道向け電車・客車製作であり、翌年には鉄道作業局に対して

はじめて貨車を納入したが、これがこの年の売上高拡大を支えると同時に官設

鉄道という国内最大の需要者と結びつく起点となった (表 1-24)。 不況か

らの脱出後日本車輌製造は官設鉄道だけでなく新たに関東市場に進出し、勃興

しつつあった電気軌道からの電車需要も積極的に獲得した。さらに日露戦時に

は軍需品生産も行い、国有化までに日本車輌製造は全国市場に基盤を置く主要

企業に成長した。

汽車製造、日本車輌製造と同様に1986年 に天野仙輔を主唱者として設立

された天野工場は翌年には早くも従業者約 300人を擁する有力鉄道車輌企業

に成長し、 1900年 上期まで客貨車生産の順調な拡大に支えられて 5期連続

20%配 当を維持した(13"。 ところが 1900年 下期から02年 2月 にかけて

受注がほとんどなくなり経営崩壊の危機に陥った。そこで帝大工科大学機械学

科卒の天野七二郎を工場主兼技師長に就任させ経営の立て直しを計った。 19

02年には社運を賭けた博多湾鉄道汽船からの受注に成功し、同時に小田原電

気鉄道からも電車 10輌を受注することによって危機脱出の契機を掴んだ。 1

903年には官設鉄道をはじめ北海道鉄道部、東京市街鉄道などから大口発注

が続き、経営拡大の軌道に乗った。日露戦時の拡大は著しく、 1905年 には

客車 8輌、貨車 1019輌 の生産実績を上げ(14の、 1904・ 05年の利益金

は日本車輌製造の同期粗利益金の約 2.1倍にも上る23万 4000円 に達し

た(141)。

(2)鉄道国有化以後

ここでは国有化以後の各主要企業の経営動向およびそれに大きな影響を与え

た鉄道車輌国内自給化政策の展開について検討してみよう。
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具体的な経営分析および政策展開の検討に入る前にその前提ともなる
べき明

治 40年代に進行した主要企業間の協調行動についてみてみたい。鉄道国有化

は主要企業にとっても従来の営業政策に大幅な変更をせまる重大な意義を有し

た。国有化によって有力私鉄は消滅し帝国鉄道庁=鉄道院が最大の需要者とな

ったが、その時点では各企業にとって鉄道院向け大量納入が毎年確実に保証さ

れていた訳ではなかった。たとえば日本車輌製造の主要販売先をみると190

7-09年 には上位 7位以内に帝国鉄道庁=鉄道院が含まれておらず (表 1-

24)、 また同時期の汽車製造東京支店の官設鉄道向け納入もきわめて低調で

あった (表 1-22)。 さらに 1907年 の日露戦後恐慌の勃発は先行き見通

しを暗いものにした。こうした事態を背景として 07年には汽車製造、日本車

輌製造、川崎造船所の 3社間で営業協定を目的とする交渉が進行し、一時は 3

社合併案まで提案された(14υ。 19o8年 に入ると戦後不況および帝国鉄道庁

=鉄道院の緊縮方針(143)の影響が主要各社にも及んだ。そうした中で同年末頃

より汽車製造、日本車輌製造、川崎造船所 3社の営業協定の計画が進行し、渋

沢栄一と平岡熙、松方幸次郎、奥田正香の 3社首lMは数次にわたる協議を重ね

る一方、渋沢、平岡が中心となって総理大臣桂太郎、鉄道院総裁後藤新平、井

上馨らに鉄道院発注の拡大を積極的に働きかけた
(14o6

こうした強力な働きかけの結果、 1909年 に鉄道院は可能なかぎり必要機

関車および客車の大部分を国内民間鉄道車輌企業に発注する方針を立てるが、

その際の受け皿として設立されたのが鉄道用品製造共同事務所 (以下、共同事

務所と
'略

記)であった(14つ。同年 8月 18日 の汽車製造臨時総会は日本車輌製

造と川崎造船所との間で共同事務所を設立することを決議し
(14o、 この主とし

て鉄道院向け車輌の共同受注・適正配分を目的とするカルテル組織である共同

事務所の理事長には平岡が就任した
(14つ。ところが 1910年 の三菱神戸造船

所の鉄道車輌生産への参入は
(14め、「共同の三社以外に車輌の製作者出で、政

府之に注文するが如き今日の状態にては、専業の当社の困難甚敷ものあれば、

篤と其筋の方針主義を聞き、之に応じて計画を定め、其方針に従而従事する事

(14"」 とぃぅ汽車製造社員協議会記録からもうかがわれるように既存、とくに

主要専業企業にとって大きな衝撃であり、以後共同事務所を拠点に相互の結束
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を強化した。

1911年 には川崎造船所を除く専業 2社の関係はさらに深まり、同年 4月

両社から総理大臣桂太郎に対して、 (1)両社は合併の上増資を行い設備を拡

充する用意があり、さらに設計図・材料などの供給契約に関してアメリカン・

ロコモーティブ社 (ALCO)の 内諾を得ている、 (2)こ の計画を実現するた

めに毎年機関車 100輌、客車 200輌、貨車 3500輌 の発注を希望すると

いう内容の請願書が提出された(15o。 しかしこの案は桂がアメリカ企業との提

携を不可としたため実現には至らなかった
(151)。 2社合併案が打ち切られた後

も渋沢、平岡ら汽車製造関係者は鉄道院からの一定数量の発注確約を獲得すべ

く積極的に働きかけ、 1911年 10月 21日 には鉄道院総裁原敬より「余思

応、に既に相当の製造力を有する会社ある已上は之に責任を以て相当の分量まで

製造を命ずる事となすも不可なければ、彼等 (渋沢栄一・平岡熙一引用者)に

対し必要の全部を製造せしむる事は出来得ざる事にて…相当の分量迄製造を命

ずる事となすも差支なし(15の」との言質を取った。翌年 2月 に汽車製造は正式

に鉄道院に対して毎年鉄道車輌 500万円、鋼橋桁 7500ト ンの発注を希望

することを申し入れた(15つ。これに対して鉄道院は 5月 に国内民間鉄道車輌メ

ーカー向け年発注額 500万円の半額を汽車製造に、残りを日本車輌製造、川

崎造船所などに委ねる旨を回答し、さらに後に天野工場が追加され、ここに4

社によって構成される指定工場制なる寡占体制が成立した
(15o。 共同事務所は

指定工場制成立が明らかとなった 1912年 2月 に解散するが、これは共同事

務所が従来果たしていたカルテル機能が指定工場制によって代位されたためで

ぁった(155)。

続いて国有化後の鉄道車輌国内自給化政策の展開について考察してみよう。

政策展開の起点は 1909年 の機関車および大部分の客車を可能なかぎり国内

民間車輌メーカーに発注するという方針の確立であった。こうした方針が提出

される背景には、国有化によって私鉄各社のさまざまな形式の車輌を保有した

ため、機関車では形式数 187、 1形式当たり平均輌数 12輌強といった状態

(15oに 悩まされた鉄道院として、早急に車輌形式の統一、規格化を計らねばな

らないといった事情があった。 1909年 の方針はその実現を徐々に生産体制
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を整備しつつあった少数の国内メーカーとの密接な関係を通して計ろうとする

ものであった。ただここで問題になるのは、 1912年 の指定工場制成立後に

明確となる鉄道院工場=修理・修繕、民間主要・指定工場=新製という分本体  」li

制を何故鉄道院が選択したかである。最大の理由は「一つの工場で新製と修繕

の両方をやっていると、どうしても、新製の方に興味を持ちたがる、そこで鉄

道工場は修繕専門と定められ(15つ」たとの指摘があるように鉄道院内部からの

技術的要請であり、その際鉄道院の技術陣に大きな影響を与えつつあった ドイ

ツの鉄道がイギリスのように鉄道会社が車輌を内製するのではなく、新製作業

をもらぱら民間メーカーに委ねていたことも判断材料の一つとなっていたと推

察される。さらにより高次の判断として、同じ蒸気機関を使う艦艇の平時にお

ける製造能力維持も考慮されたといわれている
(15り。

ところが新製作業を担当することを期待された既存メーカーの製造能力・水

準と鉄道院が想定する規格化された車輌、とくに機関車の量産体制の間には大

きなギャップが存在した。従って蒸気機関車国内自給化政策の目標は、主とし

てこの格差を短期間のうちに解消することに置かれた6             :

図1-1に示されているように機関車自給化方針の確立から1913014

年の完全な国産標準形機関車 8620形 (9600形 の出現までの数年間は、

わが国の機関車製作・設計技術が急速に発達しほぼ鉄道院の要求水準に到達す

る画期的な時期であり、その過程で鉄道院は民間鉄道車輌企業に対してさまざ .|

まな技術的援助を行った。まず鉄道院の最初の計画設計である2B形テンダ機

関車6700形 は、後に川崎造船所車輌設計部長となる鉄道院技師太田吉松の

設計によるものであり、これ以降基本設計図は鉄道院が作製し、それを民間メ

ーカーに下付するようになった(15o。 さらに「同院 (鉄道院一引用者)ノ 注文

二依り前記川1奇造船所及大阪汽車会社ニテ製作ノ材料二供スヘキ
(16o」 とぁる

ように、鉄道院が機関車材料の一部を一括購入し民間メーカーに交付した。客
, 1

貨車の主要原材料についても確認されるかぎりでは1916年 以降一貫して鉄

道院から指定工場への交付が行われた
(161)。 このように設計図・原材料供給だ

けでなく、民間指定工場の生産現場には鉄道院鉄道工場の技術者が製作監督官

として派遣された(16の。
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1911012年 に鉄道院はアメリカ、イギリス、 ドイツの4メ ーカーから

旅客用機関車 4形式を輸入した。同院では機関車製作の具体的ノウハウを習得

させるために、川崎造船所、汽車製造の技術者にも輸入機関車の各部寸法・精

度を測定させた上で 8700形 を汽車製造に、 8850形 を川崎造船所に模倣

製作させた(16つ。こぅした先進技術吸収の成果が旅客用機関車 8620形 と貨

物用機関車 9600形 であった。前者は鉄道院技師島安次郎考案の 1軸先台車

を採用し、基本設計は鉄道院技手津田鋳雄が、細部設計は汽車製造の技術陣が

担当し、後者の設計には島の指導下で鉄道院の朝倉希一と川崎造船所の技術者

が協力した(16o。 このような鉄道院の技術援助
0指導の結果、第 1次大戦直前

までに指定工場の設計・製作技術の水準は鉄道院の要求を満たすものとなり、

それと並行して車輌部品の規格も制定され、量産化の諸条件が整備されていっ

た(16つ。鉄道車輌生産技術の急速かつ顕著な向上を前提として、 1912年 度

に鉄道院は翌年度以降の新製車輌は基本的に指定工場から購入し、機関車につ

いても輸入機を一切採用しない旨を決定した。

以上のような鉄道国有化以後、鉄道院は民間鉄道車輌企業を強力に指導して

機関車自給化政策を推進したが、それが可能となった一条件として鉄道院自体

の技術水準が考慮されなければならない。国有化以前にもすでに巨大鉄道工場

を擁した官設鉄道の技術水準は民間車輌企業を凌駕していたが、国有化による

有力私鉄の技術者の引継によって鉄道院の総合的技術力はさらに向上した。 1

900年の鉄道局はすでに大学・高等工業卒技術者を各々79人 と27人擁し、

総数で官庁関係第 2位の大学・高専 92人、第 3位の海軍 90人を上回ってい

た(16o。 他方私設鉄道には日本鉄道、九州鉄道、山陽鉄道などを中心に大学卒

60人、高工卒 79人の技術者がおり、総数では民間部門で鉱山業に次ぐ規模

であった。 1910年 になるとその間の雇用増および私鉄各社からの引継を加

えたため鉄道院の技術者数は大学卒 271人、高工卒 243人 に達し、その規

模は軍工廠を有する陸海軍合計の約 1。 49倍 となり、鉄道院は日本最多数の

技術者を擁する組織であった。多くの人材を有する鉄道院では機関車を海外に

発注した場合有能な技術者を製作監督官の名目で欧米の車輌メーカーに派遣し、

機関車設計・製作の実地訓練に当たらせた
(16つ。このように国有化以後の鉄道

|||・ ||||.:
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院は民間車輌企業を指導するに足る技術を蓄積しつつあり、その技術は発注一

受注関係を通してだけでなく、技術者・労働者の移動によっても民間企業に伝

播していった。

鉄道院の自給化政策に支えられて明治末期の指定工場は急速な技術水準の向

上を実現しつつあったが、量産体制の規模と主要材料・部品の輸入依存に規定

されて機関車価格の面ではなおアメリカ・ ドイツ製との間に格差が存在した。

この価格差を解消したのが 1911年 の関税改正であり(16り、結果的に機関車

自給化政策の推進を側面から支えることになった。

1911年 改正によって鉄道車輌旧税率従価 5分は、機関車 0同部品・客貨

車部品は従価 2割、客貨車は従価 3割相当の従量税にそれぞれ引上げられた
(16"。

表 1-25に よってその効果を検討してみよう。直接比較できる同形式のもの

は8700形 と8850形 のみであるが、前者では内外機関車価格はほぼ同一

水準であり、後者ではトン当たり単価で国産車は約 27%も 割高であった。明

治 30年代にタンク機関車ではイギリス製よりも安価な機関車を製作しえた実

績を有するわが国の技術も、当該期の大型テンダ機関車生産に関してはドイツ

はもちろんのことイギリス製との間にも有意な格差を形成するまでには至って

いなかった。さらに形式が異なるため厳密な比較はできないが、タンク機関車

は別として関税、組立費を除くアメリカン・ロコモーティブ、ボール ドウィン、

ヘンシェル (Henschel)3社のマレー形機関車 トン当たり単価はいずれも国産

車価格を下回っており、これに関税を賦課することによって両者の逆転が生じ

た(17の。このように関税改正によって軽便鉄道用小型機関車
(lm)を除く主として

鉄道院が必要とする大型テンダ機関車に関して国内メーカーは価格面での対外

競争力を保証されることにならた。三井物産機械部の関税改正に対する評価も

ほぼ同様であり、民間鉄道車輌企業は国内発注の増加、設備拡充によって「年々

其能カヲ進展シ外国製品二比シ技術上多クノ遜色ヲ見ザルノ程度二達セシモ如

何ニセン其価格蓬二高価二在リシヲ以テ鉄道院二於テモ経費ノ点二於テ其所要

数ノ全部ヲ之二請負ハシムル能ハザルニ四十五年二至り関税改正ノ効果ノ結果

…内地製造家ヲ保護スル事 トナリシヲ以テ弦二鉄道院ハ其補充機関車ノ全部ヲ

是等工場二於テ製作セシメ(17幼」るようになったとの現状認識を前提として、

1ヽ
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先にみたような営業方針の転換を進めざるをえなかったのである。

最後に以上のような相互の協調行動および国内自給化政策の展開に規定され

て、各主要企業の経営がいかなる軌跡を辿ったのかを具体的に考察してみよう。

まず日露戦後に鉄道車輌生産に参入した川崎造船所の動向からみてみたい。表

1-26は 川崎造船所の機関車納入実績と客貨車受注状況をみたものであるが、

機関車は 1911-14年 に170輌製作され、そのうち162輌が鉄道院向

けであった。客貨車について正確な受注量は不明であるが、やはり鉄道院が中

心であり、次いで台湾鉄道部のような植民地向け移出が重要であった。さらに

この時期拡大の著しい電気軌道向け電車生産も活発であり、川崎造船所は車輌

企業として後発でありながら明治末期には一挙にわが国を代表する主要鉄道車

輌企業に成長した。機関車自給化方針に支えられて 1910年 に機関車・ガー

ダー・鋳鋼工場を増設した川崎造船所は、指定工場になると受注量が激増した

ためさらに量産体制の強化を図った(173)。

日露戦争時に創業以来の長年の不振から脱却した汽車製造は戦後恐慌の影響

をただちには受けなかったものの 1908年 に入ると受注は急減し、さらに 1

0年には車輌国内発注方針とは裏腹に鉄道院の緊縮方針のため同院向け機関車

納入は途絶し (表 1-21)、 業績の悪化が続いた。しかし1911年 以降生

産高は順調に拡大し、営業成績も安定する (前掲表 1-20)。 この業績改善

の主因は鉄道院向け車輌生産の拡大であり、機関車納入は指定工場になるまで

それ程増加しなかったものの (表 1-21)、 客貨車受注は大幅な増大を示し

た (表 1-22)。

工事量の変動に規定されて従業者数も台湾分工場を除くと1905年 には 1

302人 に達したが(17o以後減少を続け 09年には587人 にまで落ち込むも

のの、その後は回復・拡大に転じて 14年には2000人 弱の規模に達した (表

1-20)。 ただここで留意すべきは工事量の繁閑に直結した従業者数の大幅

変動も職種別にみると事情が大きく異なっていたことである。 1905年 時点

で 90人を超える主要職種は木工 (364人 )、 製罐工 (269人 )、 鍛工 (2

25人 )、 組立工 (106人 )、 旋工 (92人 )であったが、09年までに木

工 (同年に60人 )、 鍛工 (59人 )、 製罐工 (157人 )がその数を大きく
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減少させたのに対して旋工 (79人 )の減少は軽微であり、逆に 1909-1

3年の拡大期には木工、鍛工などの増加テンポに比して旋工は遅れた
(17"。 鉄

道車輌製造工事の繁閑の影響をもっとも強く受けるのは職種別には木工、鍛工

などであり、機械加工を担当する旋工は不況期にも温存される傾向にあったの

である。以上のように注文生産体制に立脚する鉄道車輌企業は市況の変化に対

して凄まじいまでの雇用量の調節で対応した。こうした事態は日本企業に限っ

たことではなくアメリカ最大の機関車メーカ早であるボール ドウィン社におい

ても同様であった。前掲表 1-9に よると同社の 1894年 と1908年 の従

業者数はそれぞれ前年と比較して約 50%と 約 75%の減少を記録している。

一方汽車製造の技術者は市況の変化にそれほど影響を受けることなく次第に

その厚みを増していた (表 1-20参 照)。 同社の大学・高工卒技術者数も 1

900年の 2名から10年には 12名 に増加するが、 10年のこの数字は民間

機械工場 (除 く造船・電気機械)と しては最大規模であった
く17o。

汽車製造の設備投資についてみると平岡工場合併に伴う固定資産増を上回る

本格的な投資が 1913・ 14年に実施されたことがわかるが (表 1-20)、

これは指定工場制に伴う鉄道院からの設備拡張要請に対応した汽車製造の積極

的経営拡大の反映であった。 1912年 5月 の指定工場指名によって車輌 25

0万円、橋桁類 4000ト ン (56万円)の鉄道院発注を確約された汽車製造

では、それ以外に満州、朝鮮、台湾、私鉄からの需要を加算して以後の年生産

額を 350万 円と見積もった(17つ。この生産拡大を実現するために本店 (大阪

工場)では現有固定資産 96万 2000円 の 87.2%に 相当する 83万 80

00円 の増設を行い、東京支店では同じく32万 4000円 に対して 17万 6

000円の設備投資を実施する必要がある判断され、さらに所要運転資金 80

万円を見込むと工場拡張資金は 181万 4000円 の多額に上った(178)。 この

拡張資金を調達するために汽車製造は 1912年 10月 に合資会社から株式会

社への組織変更を行い、公称資本金約 75万円を270万円へと増資した(17"。

現実には 1913-15年 の設備投資額は91万 3000円 であり、当初の予

定を若千下回ったがこれは増資・払込み株金によって完全にカバーされた
(18o。

このように大正初期に汽車製造は従来め生産能力を
一挙に拡大するが、指定工

i,i.1,



場指名によって鉄道院から単年度の発注保証をえたことだけでなく、同時に鉄

道院建設改良車輌費「年度割既定額として其筋より承りたる金額」として 19

12年時点ですでに 17年度までの年平均 779万 6000円 (予算総額 )に

上る鉄道院車輌費を内示されていたことからもうかがわれるように
(181)、 積極

的拡張を支えたのが中期的需要動向をも知りうる汽車製造と鉄道院の密接な関

係であった。

次に日本車輌製造は日露戦後も売上高を順調に増大させ、 1908年 には 1

23万円と12年に次ぐ規模となったが (前掲表 1二 23)、 この急拡大は前

掲表 1-24か ら明らかなように満鉄向けの大量の貨車生産によるものであっ

た。売上高はその後の日露戦後不況、満州からの還送車の影響を受けて 190

9年には激減し、同年下期、 11年上期には欠損を記録するが各々 1期止まり

であり (前掲表 1-23)、 日清戦後第 2次恐慌期の困難に比すべくもなかっ

た。 1909年 の共同事務所の設立、車輌国内発注方針の確立以降日本車輌製

造にとって鉄道院の比重は大きなものとなり、指定工場となる前年頃より鉄道

院依存は決定的となるが、同時に日露戦後以降の大口販売先として国内私鉄・

電鉄と並んで台湾の製糖会社が重要であった (表 1-24お よび表 1-27)。

明治末期から日本車輌製造の販売先は鉄道院が中心となるが、 1911年 下

期-14年 についてみると毎期売上高のほぼ 77-100%を 同院が占めた

(表 1-27)。 工場利益率は指定工場になる前には私鉄・移出関係が鉄道院

向けを上回ったが、 1913014年 には逆に鉄道院関係工事が私鉄より高位

になった (表 1-27)。 このように鉄道院指定工場となることによって日本

車輌製造は大量の発注とそれにともなう安定的高収益を保証されたのである。

指定工場となった 1912年 に鉄道院技師野上八重治が技師長として日本車

輌製造に入社した。野上は入社早々に製材場の機械化を実施すると同時に従来

の現場作業のあり方の改革に着手する。野上によれば従来は「職工間の規律弛

るみて、職工の工場を見る恰も自分等の働き場と云遮、が如き有様にて会社の工

場と云ス、考へは甚だ少かりし従って…十分乃至五分の遅刻は普通にて、注文品

の期限と云ス、事に重きを措かず、而かも注文主の督促念々急なるを待って夜業

を行ひ増賃金を得んとする弊風
(18の」がぁった。そこで野上は出勤時間、納期
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の徹底化を実行するため「高圧主義」をとるとともに、「従来作業は多く職工

任せなりしかば作業の段取りも宜し」くなかったため、「倉庫掛を設けて、車

輌毎に何が何本マ ドノ板が何枚と仕様書通りの木材を与へ、切り損ひ等の場合

にもその現物を持参せざれば代りの材料は渡さぬ事」とした。このように指定

工場化は日本車輌製造に安定的高収益をもたらしただけでなく、資材・納期管

理の厳格化を通して従来の労働慣行の改革をも要請するものであった。

国有化以後の設備投資についてみると (前掲表 1-23)、 1908年 に 1

8万円の固定資産増をみた他は漸進的なものに留まった。 1907年 1月 に未

払込資本金 18万円の払込みを受け、資本金 60万円を全額払込済とした日本

車輌製造はこれによって外部負債を返済した上で翌 08年には倍額増資を行い

(払込資本金 75万円)、 その増資払込株金によって木工場の増改築、貯木池

の新設を主内容とする設備投資の大半が賄われた
(18つ。 19o8年 の設備投資

に次いだのが 1912-15年 の工場敷地拡張であり、この間の地所評価増加

額は 7万 4000円 に留まったが(18う、実際には 1万坪以上の用地を取得する

ことになった(185)。

日露戦時の高収益によって主要鉄道車輌企業としての地歩を築いた天野工場

は明治40年代に入ると神戸電鉄、美濃電軌、大阪・京都市電など電気軌道用

電車受注を積極的に行い、機関車を除く各種鉄道車輌製作に関する技術を蓄積

した(186)。

以上の検討から明らかなように明治末年の鉄道院指定工場制の実施は明治中

期以来の鉄道車輌工業史の画期をなすものであった。それは第 2次鉄道ブーム

前後に登場した数多くの鉄道車輌工場が日清・日露戦後不況の中で撤退し、か

ろうじて経営を維持した少数の企業と日露戦後に参入した後発大手メーカーが

構成する現実の主要企業体制を正式に追認する措置であったと同時に、指定工

場にとってはその現実が現実であり続けることを保証される最大の条件を手に

入れたことを意味したのである。
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第 1章  (注 )

(1)南亮進『鉄道と電力』長期経済統計 12、 東洋経済新報社、 1965年 、  1・・
204頁。
② 同上。
0 1904年 度末現在で野戦鉄道に供用されていた機関車は、官設鉄道 64

輌、私設鉄道 50輌、翌年度末で官設 86輌、私設 42輌であった (『鉄道局

年報』明治 37038年 版、「明治期鉄道史資料』第 1集所収、日本経済評論

社復刻、 1980年 )。
④ 原田勝正『満鉄』岩波新書、 1981年 、 24-25頁 。
0 南、前掲書、 194頁 。
⑥ 石井幸孝『蒸気機関車』中公新書、 1971年 、 66頁。
0 1912-1914年 に民間鉄道の機関車は 189輌増加するが、そのう
ちの 180輌を軽便鉄道が保有した (『鉄道院年報』各年度 )。
① タンク機関車は炭水車 (テ ンダ)を有さないため長時間運転には不便であ
り、テンダ機関車はタンク機関車と比較して全体重量が増加する (久保田博『最

新鉄道車両工学』交友社、 1982年 、 30頁 )。
θ)南、前掲書、 192頁 。
(1の 注 (3)に 同じ。
(H)『鉄道局年報』、以下も同、各年度版による。
(1の 久保田博『鉄輪の軌跡一鉄道車両 100年の歩み―』大正出版、 198
1年、 56頁、以下『軌跡』と略記。
(1つ 注 (3)に 同じ。
(10 久保田、前掲『軌跡』、 57頁も
(1" 和久田康雄『資料 0日 本の私鉄』鉄道図書刊行会、 1984年 、 1頁。
(10 同上、 3頁。
(1つ 同上、 8頁。
(1め 大日本軌道については、加藤新一「蒸気軌道王国の系譜」 (中川浩一・

今城光英・加藤新一・瀬古龍雄『1溢便王国雨宮』所収、丹沢新社、 1972年 )
が詳細に検討している。
(1" 臼井茂信『機関車の系譜図』 3、 交友社、 1976年 、 388頁 、およ
び和久田、前掲書、 6, 7頁。
の 神戸市編『神戸市史』第 3集、産業経済編、 1967年 、 248頁 。   :
。1)台湾総督府鉄道部『台湾鉄道史』下巻、 1911年 、 109, 114、     |
118頁、および『第二十五回日本帝国統計年鑑』 968頁 。
Oの 前掲『台湾鉄道史』 167-168頁 。
o3)同上、 337頁 。
。→ 汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車製造史』
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1972年 、 25-26頁 、以下、『製造史」と略記。
。つ 前掲『台湾鉄道史』 337頁 。
。① 宮本源之助編『運輸五十年史』 1921年 、第 2編、 600頁 、および

前掲『第二十五回日本帝国統計年鑑』 970頁 。
の 朝鮮総督府『朝鮮貿易年表』各年度。
の 朝鮮総督府鉄道局『朝鮮鉄道史』第 1巻、 1929年 、 557-558、
563-564頁 。なお木口善康氏は『朝鮮鉄道史』 (『帝国鉄道協会々報』
第 16巻第 6号付録)に基づいて、 1906-13年 の増備客貨車のうち現地
生産分を客車 144輌 、貨車 660輌 とされているが (同『日本の独占資本主

義』啓文社、 1989年 、 38頁 )、 本稿では年度別増備内訳が判明する前記

文献によった。
K291 前掲『朝鮮鉄道史』第 1巻、 557-558、 563-564頁 。
Oの 同上、 552-554頁 、および『第二十四回日本帝国統計年鑑』 94
2頁。
。1)渡辺肇『日本製機関車製造銘板・番号集成』自費出版、 1982年 、 3
0、  44頁 。

。幼 南満州鉄道株式会社『南満州鉄道株式会社十年史』 1919年 、 228
-229、 234、 247、 249頁 。
Cつ 同上、 229-230頁 。
134D 同上、 234-243頁 。
o5)同上、 247-253頁 。
00 日露戦時には、臨時軍事費による機関車・客貨車 (含む材料)輸入額だ

けで表 1-7の数値を大きく上回る約 2183万 円に達しており、実際には明
治期最大の輸入実績を示した (大江志乃夫『日露戦争の軍事史的研究』岩波書

店、 1976年 、 527頁 )。
Cつ  『鉄道院年報』各年度。
Gり  久保田、前掲『1九跡』 29-30頁 。なおイギリス・アメリカ製機関車
の構造上の差異については、今村一郎『我国蒸気機関車発達の歴史』日本鉄道

運転協会、 1972年 、 31-33頁 参照。
。
" 『工業雑誌』第 9巻第 159号、 1898年 、

473頁 、および同、第
10巻第 163号、 1899年 、 33頁。

“
の 久保田、前掲『軌跡』 29、 56頁。
(41)  John K.Brown,動 θ βα:詢′″Zοσο″0″ソθ″brたs,ノ∂3ノーノ9ゴ 5,Baltirnore:Johns

Hopkins University Press,1995,pp.46‐ 47,265.

0 以上、湯沢威「イギリス経済の停滞と蒸気機関車輸出一日本市場をめぐ
って一」 (『学習院大学経済経営研究所年報』第 3巻、 1989年 )20-2
1、 32頁による。
143D 今村、前掲書、 32頁。



“
→ 中川ほか、前掲書、 62、 64頁。

“" 久保田、前掲
『軌跡」 56頁、および湯沢、前掲論文、 21頁。        J

“
0 日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』 2、 1970年 、 114頁。    ■ 

“

“
つ 大蔵省関税局『明治二十二年外国貿易概覧』1891年 、 243-24
4頁。

“
り 同上『明治二十八年外国貿易概覧』 1896年 、 867頁。
の  同上『明治二十年外国貿易概覧』 1898年 、580頁。
。の 第 2次鉄道ブーム期に客貨車生産は大きく前進するが急増する内需を完
全に満たした訳ではなく、例えば1896年 に日本鉄道は自社の大宮工場およ
び国内メーカーからの調達だけでは必要量を賄いきれず、客貨車 500輌 を外
国に発注した (『工業雑誌』第 5巻第 103号、 1896年 、 621頁 )。
●1)日 本工学会『明治工業史』機械・地学篇、 1930年 、第 74表 (31
4-315頁 )。
②  例えば株式会社形態をとる輸入業者が 20万円以上の物品の入札に参加 :
するためには50万円以上の払込資本金を有していなければならなかった (日

本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』 3、 1971年 、343-344頁 )。

いつ 三井物産『事業報告書』第405回 より算出 (<物産 >615-4、 5、

三井文庫所蔵、以下同様)。
●0 同上『明治四十一年下半季事業報告」 (<物産>614-14)、 7頁。
●
" 同上、同『明治四十二年下半季事業報告』26頁、および『事業報告書』
第 3回、 30頁 (<物産>614-15、 615-2)。
●0 前掲『事業報告書』第 3-5回。なお車輪・車軸については「イリスノ
専売品ノ如キ有様」であった (三井物産『第二回支店長会々議事録』 1913

年、459頁、<物産>198-2)。
いつ 大蔵省主税局『明治四十二年外国貿易概覧』 1910年 、 670頁。
いつ ワット誕生二百年記念会編『図説日本蒸汽工業発達史』 1938年 、 1
74頁。
●
" 三井物産機械部『機械商売 卜内地工業界ノ趨勢』 1919年 、

3頁 (<

物産>463)。

“
の 日本国有鉄道「日本国有鉄道百年史』 5、 1972年 、 62頁、および

前掲『鉄道院年報』明治42年度。もちろん前述のように 1909年 の方針確
立後も12年の完全自給化までは増備機関車の多くを輸入に依存した。

“
1) 『鉄道作業局年報』明治 32年度、 140頁。               |

“
υ 『工業雑誌』第 5巻第 97号、 1896年 、253頁。
0 前掲『神戸市史』247頁。

“
の 同上、248頁、および川崎重工業株式会社編『川崎重工業株式会社社

史』 1959年 、 82頁、以下同様。
0 前掲『製造史』 34頁。
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“
の 農商務省編『工場通覧』 1911年 。

“
つ 中川ほか、前掲書、 56頁。

“
8)臼井、前掲書、 356頁 、および『鉄道時報』第 600号 、 1911年  11111
3月 18日 。
0 寺谷武明『日本近代造船史序説』巌南堂書店、 1979年 、 144頁 、
および臼井、前掲書、 417頁 。
Cの  自井、同上書、 378二 379頁 。
Cl)大阪市役所編『明治大正大阪市史』第 2巻、経景編上、 1935年 、 5
42頁。
συ 久保田、前掲『軌跡』 55頁。
の  前掲『製造史』 34頁、および日本車輌製造株式会社編『日本車輌 80

年のあゆみ―驀進』 1977年 、78頁 (以下『驀進』と略記 )。
1741 『鉄道作業局年報』明治 33年度、 177頁、および同、明治 35年度、
79頁。
175N 『鉄道作業局年報』明治 30年度、 70頁。
。の たとえば 1899年 度に工程の大半を終了したFl形機関車 2輌は「修
繕工事頗ル繁多ナリシカ為未夕其落成ヲ見ルニ至ラサリキ」状態であった (前

掲『鉄道作業局年報』明治 32年度、 138頁 )。
。つ 『鉄道作業局年報』明治 37年度、 85頁。
の  日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』 4、 1972年 、 129頁。
K791 『鉄道局年報』各年度。

90 前掲『鉄道作業局年報』明治 30年度、 69頁。 1904年 の神戸工場
の局外注文の主要なものは、三井物産、山陽鉄道、高田商会などからの車輌修

理、部品生産であった (前掲『鉄道作業局年報』明治 37年度、 85頁 )。
Cl)日 本国有鉄道大宮工場『大宮工場七十年史』1965年 、36-38頁 。
Cの  日本国有鉄道鷹取工場『鷹取工場六十年史』1960年 、 19頁。
(83)自井、前掲書、 309-310頁 。
Cの  前掲『鷹取工場六十年史』 19-20頁 。
い5)市川孝正「機械工業における企業金融一明治40年代～昭和 10年代初
頭の新潟鉄工所の場合一」 (早稲田大学産業経営研究所『戦前期日本資本主義

における企業金融』産研シリーズ 1、 1976年 )44頁 より再引用。原資料
は『東洋経済新報』 1910年 3月 15日 号、 21頁。
いの 前掲『工業雑誌』第 5巻第 103号、621頁。
Cつ  工業之日本社編『日本工業要鑑』明治45046年 度用、 1911年 。
Gめ  株式会社東京機械製作所編『東京機械製作所百拾年史』 1983年 、 1
1-13頂醜
6" 同上、 15-16頁 、および『工業雑誌』第 5巻第 111号、 1896

年、 1142頁 。
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のの 『明治 30年東京府統計書』316頁、および前掲『驀進」424頁 。
01)前掲『日本国有鉄道百年史』 4、 132頁。
φυ 『第 1回東京市統計年表』 1903年 、 213頁。
の  前掲『東京機械製作所百拾年史』 17-31頁 。
φ→ 大塚肇編『大塚栄吉伝』 1948年 、60-61頁 、および「工業雑誌』
第 7巻第 137号、 1897年 、494頁。
の5)チル ド車輪の創始者は北海道炭砿鉄道手宮工場長の藤田重道であったが、
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りその成果を自工場の主要製品とした (大塚、前掲書、 84-85頁 )。 なお
永瀬庄吉については、老川慶喜『産業革命期の地域交通と輸送』日本経済評論

社、 1992年 、205-227頁 参照。
00 大塚、前掲書、84-85、 99、 105頁。
。つ 石川島重工業株式会社編『石川島重工業株式会社 108年史』 1961

年、294頁。
のめ 同上、 294、 306、 308頁。                ′

φ
" 前掲『日本国有鉄道百年史』 4、 132頁。
(1°の 株式会社鉄道車輌製造所「株式会社鉄道車輌製造所目論見書」 1896

年、同「第 1期事業報告書」 1897年 (『大正・昭和名古屋市史編纂資料』
工業 (3)所収、名古屋市立鶴舞図書館所蔵 )。 なお 1896年 に名古屋では
ほぼ同時期に日本車輌製造と鉄道車輌製造所を設立する動きがあり、時任為基

知事と農商務省は両者の合併を要望したが日本車輌製造一明治銀行、鉄道車輌

製造所一愛知銀行の系列問題も絡んだため結局 2社分立して創業することにな

った (前掲『驀進』 13、 22頁、および「 日本車輌製造会社及鉄道車輌製造

所合併之義二関シ」 1896年 、前掲「第 1期事業報告書」、前掲『大正・昭
和名古屋市史編纂資料』工業 (3)所収)。
(101)日 本交通協会編「鉄道先人録』 1972年 、273頁、前掲「第 1期事
業報告書」、前掲『日本国有鉄道百年史』 4、 132頁、および『工業雑誌』

第 9巻第 156号、 1898年 、250頁。
(10υ  『工業雑誌』第 10巻第 174号、 1899年 、 536頁、および日本
車輌製造株式会社「製産高職工数累年比較表」 (同『創立二十周年記念帳』 1

926年所収)。
(10つ 以上、新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所七十年史』1968年 、
7、 12-19、 526頁、および資料 26頁による。
(100 前掲『明治工業史』機械・地学篇、第 73074表 、および『明治 30

年大阪府統計書』 176頁。
(1051 前掲『日本国有鉄道百年史』 4、 132頁。
(100 前掲『明治工業史』機械・地学篇、第 74表。
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(1°つ 前掲『第 1回東京市統計年表』 215頁 (以下回数のみ表記 )、 「第 2

回』 1904年 、444頁 、『第 3回』 1905年 、 623頁 。     |   |
(108)前掲『鉄道先人録』 13頁、および自井、前掲書、 437頁 。   .   1 11
(1°

" 『工業雑誌』第 11巻第 175号、 1899年 、同社広告。
(Hの  『明治 31年東京府統計書』 364頁 、および前掲『第 1回東京市統計
年表』 216表 。
(Hl)以下、大塚、前掲書、 102-111頁 による。
(Hυ
・
『第 5回東京市統計年表』 1908年 、 799頁 。

(Hつ 鉄道時報局『帝国鉄道要鑑』第 3版、 1906年 、大塚工場広告 (日 本
経済評論社復刻、 1981年 )。
(Hの 工業雑誌社『日本工業録』 1908年 、「工場之部」 31頁。
(H5)前掲『製造史』 26頁。
(H6)同上、 26-27頁 。
(Hつ 汽車製造合資会社『第 1回報告』。なお会社設立後蜂須賀正詔から5万
円の追加出資があったため資本金は 69万円になった。
(H8)上田廣『井上勝伝』交通日本社、 1956年 、 16-44頁 、および前
掲『製造史』 17頁。
(H" 「汽車製造に就て子爵井上勝氏の談話」 (『工業雑誌』第 5巻第 110
号、 1896年 )1066-1067頁 。

。19 同上、 1067頁 。
(12の  『鉄道局年報』 1905年 度付録、 19-20、 42頁。
(121)前掲『製造史』 20-21頁 。
(12の 同上、 41頁、および石河茂編『編年社史略』作成年不詳、 16頁 (川
崎重工業株式会社所蔵)。
(12つ 前掲『製造史』 42頁。第 3・ 4号機関車の製作費は 1万 3320円 と
さらに低下した (同上)。 もちろんイギリス製機関車との価格差を実現したと

はいえそれは一部のタンク機関車についてであり、汽車製造が 1906年 から
製作を開始するテンダ機関車では後にみるように内外国機価格はほぼ同一水準

かもしくは日本製が割高であった。

(12o 同上。
(125)志摩矢人「汽車会社物語」 (24)、 (26)(『 KOS・ Kラ イフ』
No。 25、 28所収、 1955年 、川崎重工業株式会社所蔵 )。
(12の 同上 (26)。 なお 1899年 初頭の汽車製造の組織は設計・鉄工・木
工・営業・倉庫・会計・庶務の 7掛編成であり、鉄工掛には鋳造・鍛冶・製罐・

旋盤・仕上・組立が、木工掛には挽立・木工・塗装の各部門が属した (汽車製

造株式会社『KSK年 表注 1』 作成年不詳、 1049頁 、川崎重工業株式会社
所蔵)。
(12つ 汽車製造合資会社『営業報告』各期。
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(12め 汽車製造合資会社『第 13回営業報告』 8頁。
(12" 「汽車会社物語」 (32)(『 K,S・ Kラ イフ』所収)、 以下同様。
(13の 前掲『製造史』 23、 26-27頁 。
(131)汽車製造合資会社『営業報告』各期。

(132H 前掲『製造史』 25-26頁 。
(133)同上、 26頁。
(13o 汽車製造合資会社『営業報告』各期。

(135)前掲『驀進』 11-14頁 。
(13o 1989年 12月 に設立された井桁商会と三井物産の関係および日本車

輌製造による豊田式織機の量産がその後の力織機生産に与えた影響については、

鈴木淳「明治の機械工業一その生成と展開一』ミネルヴァ書房、 1996年 、
253-255頁 参照。
(13つ 前掲『驀進』22-23頁 。
(13め 支出総額に占める「職工給料」の割合は 1899年 下期の 29。 3%か
ら1901年 下期には 8。 9%にまで低下した (日 本車輌製造株式会社『営業
報告書』各期、同社所蔵)。 なお日本車輌製造の労働者は創業以来増加を続け

1898年 には約 260人に達したが、以後減少に転じ1900-02年 には
100人程度に落ち込んだ (前掲t日 本車輌製造「製産高職工数累年比較表」)。
(13" 以下、前掲『驀進』76-78、 424-427頁 による。
(14の 前掲『帝国鉄道要鑑』所収天野工場広告。
(14)前掲『驀進』78頁、および日本車輌製造株式会社『営業報告書』第 1

5016回 より算出。
(14の 前掲『編年社史略』25頁。しかし一方ではこの時期実現には至らなか
ったものの日本車輌製造ではイギリスのピーコック社の出資を仰いで機関車生

産に進出する計画もあった (『東洋経済新報』 1908年 11月 15日 号、 3
5ア 証 )。

(14つ  19o8年 下期には「鉄道庁ハ鉄道国有二帰シタル以来急劇ナル経済ノ
膨張ヲ来シタル余響ヲ受ケ予算ノ関係上急需ヲ要スル物品ノ外一切ノ購入ヲ見

送リタル」 (前掲、三井物産『明治41年下半季事業報告』 7頁 )状態であっ

た。
(14o 渋沢青淵記念財団竜門社編『渋沢栄一伝記資料』別巻第 1、 日記、 19

66年、551-554、 575-576、 581頁、および高村直助「独占

組織の形成」 (同編著『日露戦後の日本経済』塙書房、 1988年 )171頁
参照。
(14つ 高村、同上、前掲『日本国有鉄道百年史』 5、 62頁、および井上匡四

郎編『国鉄の回顧一先輩の体験談一』日本国有鉄道、 1952年 、 231-2
32頁。
(14o 前掲『KSK年 表注 1』 1072頁 。なお、共同事務所の正式の設立時



期については 8月 、9月 、10月 の 3説があり、現在のところ確定できない (高   
‐

村、前掲論文、 197頁 )。
       は、高村、前掲論文、 171貢参  111(14つ 共同事務所に関する協定内容について

照。なお 3社は協定違反に備えて各 15万円 (固定資産の一部の抵当権)を提

供した (前掲『KSK年 表注 1』 1072頁 )。
(14め 新三菱重工業株式会社編『新三菱神戸造船所五十年史』 1957年 、 2
72頁。三菱神戸造船所は鉄道院に対して 1910・ 11年に客車 11輌、 1
911012年 に貨車 276輌を納入したに留まり (『鉄道院年報』各年度)、
明治末年には車輌生産を中断する。その理由としては車輌生産の採算不利と本

業である造船・機械関係業務の多忙が指摘されている (前掲『新三菱神戸造船

所五十年史』 29頁 )。
(14, 前掲『KSK年 表注 1』 1073頁 。
(15の 同上、 1098-1104頁 。
(151)原奎一郎編『原敬日記』第 4巻、 1951年 、 375頁。
(15の 同上。
(15つ 前掲『製造史』 34頁。
(15→ 同上、および前掲『驀進』78頁。
(15つ 前掲『編年社史略』 36頁。

`15o 
久保田、前掲『軌跡』 55頁。

o5つ 前掲『国鉄の回顧』226頁。                    ′
(15o 石井、前掲書、47頁。
(15" 同上書、 83頁、前掲『製造史』43頁、および前掲『鉄道先人録』 8

8頁。
(16の 前掲『明治 42年外国貿易概覧』670頁。
(161)『大正 5年度鉄道院鉄道統計資料』206頁、および日本国有鉄道『鉄
道技術発達史』第 4篇、車両と機械 I、 1958年 、 3頁。
(1621 自井茂信『機関車の系譜図』 4、 交友社、 1978年 、478頁 。
(16⇒ 前掲『図説日本蒸汽工業発達史』 174頁。
(16o 石井、前掲書、 101頁。
(16" 同上。
(16o 以下、内田星美「明治後期民間企業の技術者分布一大学・高工卒名簿に

基づく統計的研究一」 (『経営史学』第 14巻第 2号、 1979年 )に よる。
なお 1913年 5月 18日 現在で帝国大学機械・電気工学両学科卒の技術者は

本院に45人、各管理局その他に94人配置されていた (『鉄道時報』第 71

4号、 1913年 )。
(16つ 臼井、前掲書 4、 451頁、および朝倉希一『技術生活五十年』日刊工

業新聞社、 1958年 、 4、 10-11、 14-15頁 。
(16め 第 1次条約改正に伴う1899年 の関税改正では、当初機関事について



は従来の税率 5%を 10%の 国定税率に引上げることを予定していたが、 ドイ
ツの要求で従来通りの5%の協定税率となり、保護効果は期待しえなかった。

また 1906年 の定率法改正においても機関車には適用されず、 11年の関税
改正を待たねばならなかった (高村直助『日本資本主義史論』ミネルヴァ書房、

1980年 、74-75、 78頁参照)。
(16o 農商務省工務局『主要工業概覧』 1912年 、 395-396頁 。
(17の 関税改正に対する同様の評価を示したものとして、河合栄治郎「本邦機
械工業の概観」 (臨時産業調査局『調査資料』第 15号、 1918年 )150
-151頁 参照。
(171)輸入軽便鉄道用機関車として著名なものはポーター社 (H.K.Poier&Co.,

米)製、コッペル社 (独 )製であり、両社の機関車はきわめて低価格であった。

ポーター社では注文者の要求に応じて新規設計をするのではなく、既製設計を

使用するかもしくはストック生産を行うことによって低価格を実現した (臼井

茂信『機関車の系譜図』 1、 交友社、 1972年 、94-95頁 、同「機関車
の系譜図』 2、 交友社、 1973年 、 234-235頁 )。
(17の 前掲『機械商売 卜内地工業界ノ趨勢』 3頁。
(17つ 前掲『川崎重工業株式会社社史』824-825頁 。
(17→ 汽車製造合資会社『第 16回営業報告」 5頁。
(175)汽車製造合資会社 0株式会社『営業報告』・『営業報告書』各期。なお

1913年 の 153人から14年の312人への旋工の大幅増加は、兼業の工

作機械生産の本格的開始によるところが大きいと思われる (前掲『編年社史略

-46頁 』。
(17o 内田星美「企業内技術者組織の形成期-1900～ 1910年 技術者数
の統計的研究から―」 (『東京経大学会誌』 1090110合 併号、 1978

年)69-71頁 。
(17つ 前掲『KSK年 表注 1』 1116頁 。
(17め 同上。
(179 汽車製造株式会社『汽車製造株式会社四十年史』 1936年 、48-4
9頁 (川崎重工業株式会社所蔵)。 なお株式会社化にともなって株主は 11名

増加したものの、新株の77.5%は 旧株主によって引受けられたため上位 9

位までは旧株主が占めた (汽車製造株式会社『第 23回営業報告書』)。
(18の 汽車製造株式会社『営業報告書』各期より算出。
(181)前掲『KSK年 表注 1』 1117頁 。
(18υ  『鉄道時報』第 699号、 1913年 、 24頁、以下同様。
(183p 前掲『驀進』36-37頁 。
(18o 日本車輌製造株式会社『営業報告書』第 26033回 。
(185)前掲『驀進』 53頁。
(18o 同上、 78、 427-429頁 。
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官私設鉄道増備車輌数
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表1-2南満州鉄道還送車一覧

[出所]『鉄道院年報』各年度。
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表1-3官・私設鉄道増備機関車種類別輌数

||、 || |||

[出所]『鉄道局(庁・院)年報』各年度。

(注)(1)1908年度以降の官設鉄道増備機関車は内製および新製車輌購入分。
(2)1909年度の()内はアプト式、1911・ 12年度の()内は電気機関車。
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表1二4動力別軌道数および保有車輌数

[中所」軌道数:∵
婆ζ型哩ち蔦嘉塾雖爬嘉鼎圏

治運輸史全』1913年、軌道の部13-14頁、

保有車輌警∵ξ露釘稗習謂諏端罪認酪甑繕罹冨星:亀∫轟蟹褥`
は表1-3に同じ。

(注)(1)乱
舞震a轟腎糧箋聾霧雷摯な暫雹:年

度までは客車、1904-07年度は客貨車、

(2)蒸気軌道の()内は機関車数(内数 )。
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表1-5台 湾・鉄道車輌輸移入の推移

[出所]台湾総督府財務部『台湾貿易四十年表』1936年。
(注)(1)()内は輌数。
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15(朝鮮鉄道 12,

表1-6満 鉄沙河口工場製作車輌数(1907-16年度 )

[出所]南満州鉄道株式会社『南満州鉄道株式会社十年史』1919年、
369、 373房:。

よ7



年 次 客・ 曹 軍 電 車 イギリス ドイツ アメリカ ベルギー その他
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11
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14
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97
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435
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623

1,761

1,907

2,322

5,779

5,865

2,650

2,425

2,655

2,533

2,907

4,111

4,908

3,219

3,493

4,145

2,508

1,651

5,227

3,934

4,462

2,428

5951

200

357

1,580

1,164

1,621

4,236

4,266

1,968

1,089

1,749

1,708

2,267

2,291

2,467

1,660

1,912

2,246

1,304

324

2,355

802

2,387

447

9

37

30

23

46

134

532
758

260

96

266

181

743
701

1,543

i,599

682

1,336

906
825

505

914
1,910

1,253

1,022

1,437

75

503
1,412

3,132

21075

1,981

135

906

531

306

559
462
1,129

824

1,460

31

97

103

113

126

394

700

1,168

727

181

409

1,090

1,288

1,734

3,235

3,439

1,552

1,319

1,701

1,707

1,590

2,553

1,946

1,423

911

1,093

583

467

930

776

526
547

20

１

０

75
146

61

114

53
94
308

164

73

217

90

97

101

109

146

322

1,290

101

170

235

1,168

396

2,352

1,662

1,282

923

27

34

49

67

1

149

576
311

417
2,435

2,029

941

480
853
716

1,165

1,217

1,604

1,578

2,383

2,704

731

673
1,916

1,274

2,475

784

４

５

７

５５

49

６

‐４

３５

０９

２‐

４５

‐３

‐４

２８

７３

０９

７２

1

３５

３‐

６４

∞

　

１

　

５

３３

８

８

６８

‐３

９

０

４

７

表1-フ 相手国別内訳別鉄道車輌輸入の推移

[出所]『大日本外国貿易年表』各年度。
∝)8報翁曇黛i臓あ客僻は電車を含む。
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表1-8製 造国別機関車増備輌数

[出所]日本工学会『明治工業史』機械・地学篇、1930年、275頁。
(注)(1)本表は1912年7月末現在で国有鉄道が保有する機関車について集計したものである。

従つて、国有化されなかつた私鉄、国有化後の私鉄の増備機関車は含まれていない。

１０
２６
‐１
５０
‐９７
５４‐
４８４
８２‐
２３７
認

11

19

65
67
162

８

７

５

０

６

６

２

２

１

９

６

２２

２

２４

５６

４２

８４

８７

９５

２

２

３

　

９

1873-1877
1878-  82
1883-  87
1888-  92
1893-  97
1898-1902
1903-  07
1908-12年 7月

11

48
145

244
200
282
17

983
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表1-9 ボ順悠麗聖馨毅8躍霧
車生産輌数
(輌、人)

年次 生産 従業者数

1895
96
97

98
99

1900
01

02
03
04

1905
06
07
08
09

1910
11

12

13

401

547
501

755
901

1,217

1,375

1,533

2,022

1,485

2,250

2,666

2,655

617

1,024

1,675

1,606

1,618

2,061

8,208

9,595

12:158

14,720

10,573

14,811

17,432

18,499

4,600*

5,788*

14,553

13,116

13,631

15.814

[出所]」ohn K.Brown,7/1θ ga/JFli17 1οοοJ77011i1/a″らだに /θθ/―

/θ/J,Ba!timore:」ohns Hopkins University Press,1995=

(注)(1)能 業者数は年平均、ただし*印は特定時点での人数。
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表1-10機関車輸入商社(1897,99年 )

輸入商社
~製
造所

三井物産
大倉組
高田商会

東亜商会

関西貿易会社
日支貿易商会

磯野商会
ジヤーデンマゼソン
フレザー

:猟輩憲斉じ

“

電高耐1社ロメーヵ―
Baldwin(米 )
Brooks(米 )
Pittsburgh(米 )、 イギリス・メーカー

イギリス・メーカー
Cooke(米 )、 イギリス・メーカー

BJdwh(米 )

[出所ちl晋就型ヨ瓢 ξ悟悪コ子碁ゴ経 、電轟、
(注)(1)曇猶7凝掲巽謁摺糧鐵露足雷:曇:朋∬露

一覧。
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表1-11鉄 道車輌輸入代理店一覧(大正初期 )

Hawthorn Ledb&Co.Ltd.(英 )
The Lima Locomotive&Machine Co.Ltd.()K)

interhur Locomotive Works ( Z'f Z )
Siemens Schuckert(If)

A. BrEic@). Briti"h Locomotive Works(F).
Buda Machine & Fdy Co.(*)
American Locomotive Co.(*). Pullman Co.(i<)
Vulcan lron Works()K)

iner Maschinenbau A. G.(tf ), Arnold Jung

Baldwin Locomotive Works()K)
Hudswelt Clarke & Co. Ltd.(F)
John Cockerill & Co.(d fV+')
Deutz Original Otto Gas Engine Works(tr*,)
Kerr Stuart & Co. Ltd.(4)
Dempster Moore & Co.(F)

Hannover Maschinenbau A' G'(trf )' Maffei
Schwartzkoff Werk G.m.b.H.(ff )
Hunslet Engine Works Ltd.(F), H.K.Porter
Co.(*), Marshall Sons & Co.(E)
Koppe:Ltd。 (独虫)

三井物産
範多商会
イリス商会

フレザー商会
ヒーリング商会
ドッドウエル商会
エル・レイボルト商館
ジャーデンマゼソン商会
ンドリウス・アンド・
ョージ合名会社
エムラスペ商会

コーンス商会工業部

ジェームスロモリソン商会

サミュエル・サミュエル

商会
ファブルブランド商会

シーメンス・シユツケルト

トーロライメルス商会

[出所]工益協会編『機械製造所と代理店』1914年、233-242頁。
(注)(1)一部のイギリス・メーカーの社名は、湯沢威「イギリス経済の停滞と
機関車輸出一日本市場をめぐって」(『学習院大学経済経営研究所』

第3巻、1989年)20頁によつて訂正した。
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400
624
777

1,454

1,086

941

1,117

243

63

171

315

11,124

2,622

1,067

2,708

1,828

3,549

4,203

3,243

3,724

3,782

4,230

７

１

４

４

８

一

５

一

５

３

８

６

９

２３

１

1,993

941

1,982

3,031

2,191

2,607

3,258

3,719

41032

19071r下
08年上
下

09年上
下

1910年上
下

11年上
下

12年上
下

13年上
下

14年上

9

67

53
108
29

22
13

表1-12三 井物産鉄道用品取扱高

[出所]三井物産『事業報告』および『事業報告書』(三井文庫所蔵、
<物産>614-14・ 15、 615-1～ 8)。
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表1-13鉄 道工場における機関車生産

１

３

７

６

２

２

５

３

３

４

４

２

９３

９５

９６

９９

∞

０１

０２

０３

０４

０５

０６

８

　

　

　

　

　

　

　

９

[出所]農商務省商務局『重要輸入品要覧』下編、1909年、187-188頁。
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表1-14大 日本軌道鉄工部の営業成績

[出所]前掲『鉄道院』各年度。
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2,055

4,681

4

272

146

26

1,162

2,386

432

1,707

3,723

377

594

３８

２‐

‐

１０

１９

‐７

４３

1871-1910
1872-1911
1890

1898-1905

1895-1911
1897

1889-1906

1886-1907

1890-1911

1891-1907

1891-1911

1901-1907

1893-1911
1911

1902-1906

1887-1907

1895-1907
1897-1907

1901-1903
1897

1897-1898
1896-1905
1890-1901

1897-1905

1894-1905

1893-1906
1900

1905

1900-1901

1896-1898
1893

６

７

２

０

２

‐５

‐４

５

５

‐４

３２

２２

‐０

２２

＝

‐４

６

神戸(1874年 )
長野(1890年 )
旭 l‖ (1898年 )

土崎(1908年 )
ホL幌 (1909年 )
く国有後官設工場となつた

1872-1911

1872-1911

1902-1911

1898-1904

1910-1911

1880-1910

1893-1909

1890-1909

1889-1911

1890-1911
1909

もの>
手宮(1882年 )
兵庫(1888年 )
四日市(1890年 )・湊町
(¬ 896年 )
小倉(1891年 )
大宮(1894年 )
行橋(1896年 )
盛岡(1896年 )
鷹取(1900年 )
岩見沢(1902年 )

1909

1910

1904-1909

1892-1900
1895

1899-1900
1902-1904
1900-1906

1897-1900
1900-1907
1899

1904-1906

1897-1900
1900-1906
1897-1903

表1-15客 貨車製造鉄道工場

①
ぽ卜舗鰊 鴨 漁

蘇 翔
織 讐臓 k酬 瑠栃絲爾

"ぃ

ら

(3)上野工場の所属は不明。
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2,491

658

3,248

100

497

26

1,111

200

170

286

508

23

14

86

14

52

4

198

15

12

11

11

1890-1906

1898

1898-1904
1905

1897-1899

1907-1908
1904

1898

1899

1896-1911

1895-1905

1896-1911

1894-1908

1896-1900
1911

1897-1908
1893-1901

1897-1911

1897-1902

1898-1899
1898

1911

1897-1900
1896

1902-1903
1904

1907

1897-1898
1899-1900

２０

９６

６２

３８

＝

３２

５７

４２

３９

３５

３０

２４

２３

‐７

●

「

３

１

１

１

１

日本車輌製造
三田製作所

東京松井工場

新潟鉄工所

東京車輌会社

石川島造船所

月島製作所
三菱神戸造船所

東京機械製作所

梅鉢工場
工作株式会社

奥村宇作工場

浜鉄工株式会社

平沼工場
龍川分工場

1891-1903
1896-1911

1888-1900
1900-1911

1896-1901

1896-1898
1908-1911

1898-1906
1896-1899
1897-1898
1898-1904
1892-1897
1898-1904
1911

1898-1899

1896-1901

1901-1909
1904

表1-16客貨車製造民間工場

[出所]表 1-15に 同じ。
(注)(1)表 1-15(注 )(1)に同じ。
(2)原資料では製造開始年次が工場創立年次より早いものがあるが、判明するかぎり

訂正した。
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表1-17鉄道院製造者別増備客貨車

[出所]前掲『鉄道院年報』各年度。
(注)(1)1914年の客車316輌には66輌の電車が含まれ、車体のみ国内生産。

5

8

1:338

2,126

2,163

107
150
166

253

ノ゙



表1-18主 要鉄道工場車輌新製・修繕輌数

年度

新 工場

_新製 修繕

客車 機関車 客 車 貨車

1897
98
99

1900

01

02
03
04
1905

一
　

二

　

二

　

一
　

¨
　

一
　

¨

[12]  84
[12] 91
[9]   31

[55]  56
[26]  34
[84] 126
[8] 138
100

[9]   87

００

８

２７

一

１

一

一

４４

６０

(36)  607
(59)  727
(90)  757
(77)  831

(71)  896
(83) 1,059

(101)1,148
(94) 11843

(120)2,095

21171

3,191

602
721

３

８

７

０

２

５

７

７

４

９

１

６

６

０

８

200
586
832

2,253

1,784

2,574

3:694

3,322

5,869

画 場

1897
98
99

1900
01

02
03
04
1905

二

６

２

一

４

４

一

一

72

50

４２０

２６‐

２８８

４８４

５３３

３６７

５。０

４。０

４６０

(64)  927
(70) 11221

(110)1,371
(120) 1,438

(115)1,512
(131) 1,622

(119) 1,849

(115)1,954
(116)2,094

491

683
831

903
1,835

1,491

1,429

1:296

1,431

1:182

1,455

1,775

1,475

2:767

2,556

2,244

2:106

3.540

大百工場

1897
98
99

1900
01

02

1

60

61

34

16

０

１

２

０

０

０

‐４

＝

　

３０

１３

２５

(21)

(36)

(74)

(47)

53
58
98

113

144
147

５。

７９

２８

５２

‐５

５‐

３

４

４

３

６

２

800

1,388

1,187

1,125

1,049

596

11)1静畠窯11罫璧壌面∫蟄編留建瀕引_13と一致しないがI里由は不剛日。
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表1-19大規模機械工場一覧

1902」 1907年
工場名 職工数 工場名 職工数

呉海軍工厭

横須賀海軍工廠

東京砲兵工廠
三菱長崎造船所

佐世保海軍工廠

大阪砲兵工廠
川崎造船所

官設鉄道新橋工場

日本鉄道大宮工場

大阪鉄工所

官設鉄道神戸工場

浦賀船渠
海軍造兵廠

12,378

6,761

6,452

5:058

3,612

3,120

3,060

1=721

1,700

1,623

1:566

1,522

1.521

呉海軍工廠

東京砲兵工廠
横須賀海軍工廠

大阪砲兵工廠
三菱長崎造船所

川崎造船所

佐世保海軍工廠

舞鶴海軍工廠

官設鉄道新橋工場

官設鉄道大宮工場

官設鉄道神戸工場

浦賀船渠
大阪鉄工所安治川本工場
三菱神戸造船所

海軍造兵廠
大阪鉄工所桜島造船場

石川島造船所
官設鉄道鷹取工場  __

21,5051

15,419

11,937

9,677

9:486

8,473

6,856

5,185

2,296

2,012

1,807

1,606

1,545

1,435

1,365

11282

1,213

1,171

|| =|||

[出所]『日本帝国統計年鑑』各回、『鉄道作業局年報』明治35年度、および

農商務省編『工場通覧』各年版。
(注)(1)職工数1000人以上工場を表掲。
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表1-20 汽車製造の営業成績・設備投資・労働者・技術者数
千

期別 受注高 生産高 純利益金 対平均払込
資本金利益率

設備投資 労働者数 技術者数

1899年下期
1900年上期

下

01年上
下

02年上
下
03

04
05

06
07
08
09
1910
11

12

13

14

５

５

８

２

549

21030

980
2,900

1,000

630
2,020

2,630

3,500

2,890

2.630

６

０

２

３

９

５

155
169
175

289
650
1,048

2,109

1,503

1:829

2,126

1,005

949
2,415

2:726

3,210

3.551

9
-14
-42

11

…23
-14
３０

６０

２‐９

２７４

９４

９４

‐０９

・
５５

¨
３３

‐６２

‐３‐

‐７３

２８９

2.6

-4.0

-11.1

２

．

¨
４
．

・
２

．
５

．
５
．
２０

．
２８

．
‐１

．
‐２

．
‐４
．

・
７

．

¨
４

．
２‐
．
１３

．
‐２

．
‐８
．

９４

２３

２４

　

‐４

９７

２５

‐９

６３

２９

５６

９‐

９４

７９

‐８

２

‐３

・
４‐

３８４

４２‐

２

１

２

３

７

１

６

１

３

３

480
510
734
895
950
1,289

1,450

1,163

940
738
587
836
1,328

1,478

1,604

1.981

３

５

９

　

８

‐８

‐６

‐６

２７

２４

２８

２９

２５

２５

２４

２５

２６

２７

３。

３‐

1理露1lT竜胡聾専11亀習8年下期は売上高、1921暦挙瞥彗1著層里菫;菖Ъ。1年下期以降は東京(2)労働者・技術者数 :1900年下期-1
支店を含む。

(3)技術者 :技師長・技師・技手の総数。
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北海道鉄道(2)
参宮鉄道(2)、 中国鉄道

(1)、 西成鉄道(2)

東武鉄道(1)
北越鉄道(1)

高野鉄道(2)

足尾鉄道(4)

足尾鉄道(2)

台湾鉄道部(2)

台湾鉄道部(2)
台湾鉄道部(2)

台湾鉄道部(8)

1901

02
03

04
05
06
07

08
09

1910
11

表1■ 21汽車製造販売先別機関車納入

[出所]汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車
製造史』1972年、巻末付表。
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表1-22汽車製造東京支店の鉄道車輌受注輛数

受注先
1901年度 02年度 03■戸度 04■二鷹 1905年度 06年度 07■E鷹 08年度 09年度 1910年層 11年 度

12年鷹 13年層 14年度

冨設鉄遍
国内民間
通信省
京釜鉄道
台湾鉄道部
滞 鉄

5

112

7

含 rr

目設琢追
コ内民間

合 計 1

日敲 歎 退

国内民間
′ヽ幡製鉄所
京釜鉄道
台湾
帯 錯

236

∝
　
　
　
“

３。

６２

1

39

合 計 3 364 607 1 6391     394

[出所]前掲『汽車会社蒸気機関車製造史』巻末付表:および汽車製造東京製作所調査研究室「貨車受註一覧表」1957年 3月 (,1崎重
工業株式会社所蔵)。
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期別 売上高 純利益金 対平均払込
奮木金利益率

売上高
紳剰I林率

設備投資

客車 貨 車 小計 その他

02 上
下

03
04
05
06
07
08
09
09 下
1910上

下

11 上
下

12上
下

13上
下

14上
下

酬
翻
劇
コ
酬
劉
調
馴
醐
Ⅷ

264
527
572
750

449
483
452
530

“

)

(2)

(2)

(21)

(25)

(12)

(6)

(4)

(5)

(8)

(2)

(7)

(69)

(58)

(127)

(73)

(42)

(67)

(124)

(132)

(60)

(73)

(76)

“

4)

(49)

(38)

(59)

(78)

(47)

(74)

(39)

２４２

‐９８

３６６

？

‐８０

２８。

‐８６

(54)

(34)

(62)

(48)

(54)

(68)

(46)

(48)

(51)

(49)

(15)

(196)

(203)

(116)

(218)

(401)

(488)

(832)

(622)

(511)

(488)

(258)

(240)

(73)

(325)

(302)

(325)

(260)

(554)

(207)

(450)

２８０

３６４

３８３
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２９５
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３３９
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司
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４
１
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コ
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16.3

12.6

1.5

-2.1

6.1

10.4

-18.4

6.4

11,9

14.5

9.5

12.1

13.8

14.5

9.2

-27.7

5.1

8.7

8.1

8.7

10.6

12.8

11.5

６５

‐４

４

２５

４９

４２

２

一

・
３

３

４５

一
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表1-23日 本車輌製造営業成績および設備投資高

[出所]『営業報告書』各期、および日本車輌製造株式会社『日本車輌80年のあゆみ一驀進』1977年、付表。

(注)(1)()内は販売輌数。
(2)電車は客車に含まれる。

11)懺 ま轟『 fttLξ製葬罪曇汚恐9年 9月 期、1909年
‐
下其月は1909年 10月 -1910年 3月期。
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表1-24日 本車輌製造大口販売先売上高
%

1900■卜下 Π 1901年 口上期 1901年・下

井桁商会

播但鉄道

英国領事
近江鉄道
豊川鉄道

尾西鉄道
両田及飯田

22,227

14,820

8,250

6,549

5,004

4,395

1,835

紀和鉄道
豊川鉄道

播但鉄道
井桁商会
参宮鉄道
関西鉄道
電気鉄道

27,455

18,420

12,150

4,914

3,358

2,126

1.650

関西鉄道

参宮鉄道

電気鉄道
清光商会

ライジングサン石油商会

井桁商会
愛知県庁

16,980

1,700

1,100

619
０

４

５

０

９

１

５

４

２

合計 63,080

(77.9)

合計 70,073

(83.2)

合計 21,608

(78.3)

1902■二0_LJ剪 1902年・下 1903年

関西鉄道

東京電車鉄道

参宮鉄道
井桁商会

南海鉄道

奈良鉄道
軍相鉄猶

30464
10779
4310
2275
1891

1267
302

東京電車鉄遭
南海鉄道
関西鉄道
参宮鉄道
豊川鉄道
津田勝五郎
豆相鉄道

42,098

39,310

8,198

6,561

935
892
777

鉄道作業局

東京電車鉄道

東京市街鉄道

南海鉄道
北海道鉄道

参宮鉄道
宮川電気

48,900
36,123

21,500

15,954

10,133

8,897

6,700

合計 51288
(97.9)

合計 98,771

(97.5)

合計 148,207

(84.8)

1904年 1906年 1907」

阪神電気鉄遭

東京市街鉄道

北海道鉄道

東京電車鉄道

製鉄所

京都電気鉄道
斜猶作業局

74,792

69,970

59,416

24,751

15,577
０

２

０

４

５

５

６

３

鉄道作業局
製鉄所
九州鉄道
関西鉄道
甲武鉄道
阪神電気鉄道
伊勢電気鉄道

495,168
171,252

60,279

28,722

26,250

17,150

16.610

製鉄所

横浜鉄道
九州鉄道

参宮鉄道

東武鉄道

南海鉄道
台湾製糖

129,862
84,875
65,505

59,964
51,115
40,626

34,395

合計
４８

　

・

３＞

５

２

５４
，
０

２ 合計 815,431

(93.8)

合計 466,342

(65.6)

1908年 1909年 1909年・下

南満州鉄遭

横浜鉄道
大阪市

東洋製糖

名古屋電気鉄道

阪神電気鉄道
音施鉄猶

797,790

87,229

57=246

56,854

35,737

31,030

27.600

名古屋電鉄
大阪市役所
南満州鉄道
浪速電鉄
名古屋瓦斯
東洋製糖
神戸電気鉄道

58,474

52,500

43,430

25,700

13,500

12,634

11,705

京阪電鉄

神戸電鉄

鉄道院

鉄道用品製造共同事務所

豊橋瓦斯

山田才吉
逢島百斯

51,675

40,002
37,991

26,061

16,279

15,760

11.279

合計 1:093,486

(89.3)

合計 217,943

(67.1)

合計 199,047

(79.3)

1911■二・ 具

[出所
L塁育霞認繁饗攀彗拿勢は聟馨発事糠電¶理葛篇藁

(注)満す廿可膏1鎖香融臭先上位7件が販売総額に占タ
割合。

鉄道用品製造共同事務所

名古屋電鉄
尾西鉄道

福博電鉄
西三軌道

愛知電鉄
上武鉄道

135,952

39,178

161963

10,400

8,526

6,426

3.693

合計 221,138

(83.7)

権嚇　眺
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表1-25機 関車価格(1911-13年 )

(584)     717
(620)     75
(575)     71

(410)    525
666
494
681

707
673
627

(36,920)   45,271

(39,500)   47,781

(35,675)   44,443
(25,250)   32,362

33,363

27,387

29,612

32,512

35,072

37,852

61.60

50.09

55.49

43.48

43.66

48.32

55。 97

アメリカンロコモチー

ボ ー ル ドウ イン
ヘ ン シ エ ル
マ ッ フ ア イ
ノース・ブリテツシ

ボ  ル  ジ
リ|1崎 ・ 汽
川 崎 造 船
汽  車  製
川 崎 造 船
川 崎 造 船

9750
9800
9850
4100
8700
8850
6700
6750
8700
8850
9550
9580

[出所]『帝国鉄道協会会報』第14巻第4号、1913年、627頁、日井茂信『機関車の系譜

図』4、 交友社、1978年、451、 464尋
鵠格。(注)ll),裏鬼膨張り毒畠飾な写貿てテンダ機関車。

(3)8700雅夕・8850F//は鳳ヨ移籠女I椰祠面撻,。
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表1-26 jll崎造船所機関車納入実績および客貨電車受注状況

年 次 機関車 客車 貨車 電車

1907
08
09
1910

11

12
13

14

鉄道院(12)、 帝国製糖

(2)

鉄道院(39)

鉄道院(36)

鉄道院(75)、 内務省(5)。
台湾総督府(1)

‐４

　

３９

３６

　

８‐

鉄道院(36)[10]、 清国
江西鉄道(4)、 朝鮮鉄道
(12)

鉄道院(61)[19]

鉄道院[62]
台湾鉄道部・客貨車
(76)

鉄道院(64)

52

61

76

64

三池炭鉱(60)
鉄道院(3)

鉄道院[83]

鉄道院[700]
鉄道院(115)

鉄道院(306)

60

3

115

306

南海電軌(4)
兵庫電軌(12)
嵐山電軌(18)
京阪電鉄(10)、 九州電

軌(24)、 岡山電軌(12)、
大阪市役所(2)

博多電軌(27)

４

‐２

‐８

４８

27

[出所]機関車:渡辺肇『日本製機関車製造銘板・番号集成』自費出版、1982年、42頁、『 j‖崎車輌蒸気機関車製造番号帳』1976年
(川崎重工業株式会社所蔵 )。

客貨電車:jll崎造船所『営業報告書』各期。

(注)(1)客貨電車については発注者が判明するもののみ表掲したため、受注輌数が明らかに過少になつている。
(2)[]内は鉄道院納入輌数(『鉄道院年報』)。

４
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日本車輌製造の車輌売上高口工場利益

19.4)    1
(19.4)    17

(11.0)    57
(13.8)    77
(13.4)   100

(19.2)    86

(20.5)    97

(24.8)   110
.1)   127

11.9)  8
(19.6) 8

(11.1)  8
(12.4)    2
(15.1)   12

.1)   1

東京市電気局 57

９

３

０

８

２

９

４

５

０

７

９

９

(12.1)

(13.4)

(20.7)

(23.0)

(26.8)

下
上

下
上

下
上

[出所]日本車輌製造株式会社『決算諸表』各期(同社所蔵)より集計。
(注)(1)工場利益=売上高―製作費。()内は工場利益率(工場利益/売上高)。
(2)千円未満四捨五入。
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第 2章 第 1次世界大戦期の鉄道車輌工業

第 1節  国内・移出市場の動向

1。 国内市場の動向

第 1次大戦期の鉄道車輌国内市場は国有鉄道が需要する機関車・客貨車市場

を基軸としつつ、その周辺に私設・軽便鉄道 (1919年 の地方鉄道法公布に

よって両者が一括されて地方鉄道となる)市場および電気軌道を中心とする各

軌道市場が位置するという構成をとった。第 1次大戦期の国有鉄道の需要動向

をみると (表 2-1)、 増備機関車数は 1915016年 にやや低下するもの

の 17-19年 にかけて大幅に増加し、そのすべてが明治期と異なって国内で

生産された。国内生産に占める院内工場の比重は小さく、増備機関車の大半が

指定工場 2社一り|1崎造船所 0汽車製造によって製作された。客貨車および電車

の増備輌数は大戦中やや低下するものの貨車は 17-19年 に、客車は 190

20年に 14年の水準を上回る。

次に鉄道院 (省 )の車輌増備状況を金額ベースでみてみよう (表 2-2)。

1914-18年 度は購入契約額であるため需要額を正確に示すものではない

が大凡の傾向は理解できるものと思われる。各車輌購入契約額はいずれも 1

5016年 度には 14年度と比較して低水準にあったが、 17・ 18年度より

顕著に増大し、 19年度の車輌新製費決算額は5037万 円の巨額に上った。

これは 14年度の契約額の約 7.2倍に達する規模であり、この国有鉄道車輌

需要の急拡大は 18年度以降明確になる鉄道院 (省 )車輌費の増大に支えられ

ていた (表 2-2)。 表 2-3に示されているように大戦ブームの進展にとも

なって 1916017年 度より旅客・貨物輸送量の急増に直面した鉄道院では、

14年に15-26年 度の資本勘定建設費中車輌費予算を総額 3000万 円と

決定したのを 17・ 18019年 度に′3回計画変更し、 19年度には29年度

までの予算総額を 5398万 円とした。改良費中車輌費についても同様に 15

年度の計画を 3回上方修正し、 19年度には20-29年 度予算総額を 3億 2

05万円にまで引上げた(1)。 このような 18年度からの車輌費の増大によって

国有鉄道の新製車輌購入額も急拡大したが、同時に大戦期には車輌価格も大幅
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に上昇した。たとえば蒸気機関車の トン当たり単価は大戦前から23年にかけ

て約 1.5倍、 3等客車の 1輌当たり単価は 16年から19年に約 2.3倍上

昇した②。さらに大戦期以降各種車輌の大型化が進行したため 1輌当たり価格

は大幅に上昇することになった。表 2-4に よると1輌当たり単価という大雑

把な数値であるが、 1914-19年 に機関車は約4.3倍、客車、貨車、電

車は各々4.0倍、 5。 1倍、 7.4倍の上昇を示している。従って車輌購入

額の増大も実質的には表 2-1に示されているような輌数ベースの増加をもた

らすに留まった。

次に地方鉄道と各軌道の車輌増備状況をみてみよう (表 2-5)。 地方鉄道

では各車輌とも年々の変動が激しいが、ほぼ着実に増備されている様子がうか

がわれる。しかし1911-13年 の年平均増備輌数が機関車約 43輌、客車

120輌、貨車 556輌であったことを考慮すると (前掲表 1-1)、 16年

以降の車輌増備テンポは決して高い水準ではなかった。その理由として 191

0年の軽便鉄道法施行以来開始された軽便鉄道ブームが 1910年 代半ばまで

にほぼ一巡したという事情があった61910年 の地方鉄道の構成は私設鉄道

8鉄道、軽便鉄道 15鉄道であったが、 15年には各々8鉄道と112鉄道と

なり20年の地方鉄道数 (両者を一括)が 137鉄道であったことからうかが

われるように、 1912-15年 頃をピークとする軽便鉄道ブームが一段落し

た 1910年 代後半には地方鉄道からの車輌需要は前半期と比較して相対的に

低水準に落ち着いた0。 なお 1914015年 度の地方鉄道の車輌増備は相当

高い水準であったが、そのすべてが新製車輌として民間鉄道車輌企業に発注さ

れた訳ではなかった。鉄道院では同期間に地方鉄道・専用鉄道に対して機関車

33輌、客車42輌、電車 36輌、貨車 243輌を払下げることによって保有

車輌の更新を行ったが
“
)、 それは同時に地方鉄道からみれば重要な車輌調達ル

ートであった。)。

第 1次大戦期に地方鉄道が増備した機関車の大半はタンク機関車であり (表

2-5)、 テンダ機関車に一元化された国有鉄道とは規模は小さいながら異質

な機関車市場を形成していた。増備客車については 2軸車とボギー車の内訳は

不明であるが、大戦期に日本車輌製造が地方鉄道・軌道に納入した客車がす
べ
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てボギー車であったことから判断すると
“
)、 大戦期には地方鉄道においてもボ

ギー車が広汎に使用されるようになったものと思われる。貨車については 8ト

ン積以上が中心となり大型化が進行したが、国有鉄道が 10ト ンないし15ト

ン積貨車を採用したことを考えると両者の間にはなお格差が存在した
。)。

次に各軌道の状況をみると (表 275)、 第 1章でみたように瓦斯・馬車・

人車軌道は輸送手段としてのピークを明治末年に迎えており、大戦期にはもは

や新製車両に対する市場形成力をほとんど有していなかった。明治末期から大

正初期に急拡大した蒸気軌道も1910年 代後半に入ると、代替的輸送手段で

ある軽便鉄道・電気軌道に挟撃されて発展の展望を失いつつあった
。)。 大戦前

すでに軌道に占める基軸的位置を確立していた電気軌道は
0)17年以降の旅客

輸送の急増に直面する中で電車を増備し、これが朝L道からの車輌需要の中心を

なした (表 2-30表 2-5)。 ただ 1915二 19年の増備電車輌数は 14

年の水準を下回るが、その理由の一つとして後に検討するように大戦期の電車

用電動機の調達難という供給側の条件が存在した。

以上のように大戦中には地方鉄道・軌道からの車輌需要はそれぞれの事情に

規定されて大きな高まりを示さなかったため、元来鉄道車輌需要総体に決定的

比重を占める鉄道院の動向がより強く全体の需要動向を規定することになった。

ところが鉄道院からの需要が拡大に転じるのは 17年、それが本格化するのは

大戦末期の 18年以降であったため、大戦期におけるその他の機械器具需要の

急拡大と比較して車輌需要の拡大は著しく遅れることになったのである。

2.移出市場の動向

まず台湾市場からみると1914-19年 にかけて線路は官・私設鉄道合計

で約 2割、240マイル延長されたが、そのうち私設鉄道の寄与度が 75。 8%

に達した(1の。同期間に機関車は48輌 (う ち私設鉄道 29輌 )、 客車は 15

4輌 (同 37輌 )、 貨車は2006輌 (同 1285輌 )増加し、輌数ベースで

みるかぎり機関車・貨車の増備では私設鉄道が官設鉄道を上回った。客貨車の

現地生産も進展するがなお需要を十分に満たすことはできず、表 2-6に ある

ように輸移入に依存しなければならなかった。客貨車については大戦前すでに
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日本からの移入が輸入を圧倒していたが、この時期は輸入困難の条件も加わっ

て日本のほぼ独占するところとなった。一方大戦前には輸入を下回っていた機

関車移入も大戦期には逆転し、日本の優位がほぼ定着しつつあった
(11)。 ただ

し大戦期の輸移入は価格上昇を考慮するときわめて低水準であり、本格的拡大

は大戦終結後であった。

朝鮮では 1913-19年 の間に官・私設鉄道で機関車を各々82輌と34

輌、客車を 214輌 と309輌 、貨車を 807輌 と496輌 増加させ(1幼、輌

数ベースでは客車を除くと依然官設鉄道の比重が大きかったが、大戦前にはほ

とんど未発達であった私設鉄道が大戦期から戦後にかけて急速に成長したこと

がこの時期の特徴であった。朝鮮では 1913-19年 に客車 183輌、貨車

806輌が現地の鉄道工場で製作されており(13)、 官設鉄道の増備客貨車につ

いては主要部品を輸移入しつつも現地自給体制をこの時期に確立する。

表 2-6よ り朝鮮の鉄道車輌輸移入状況をみると大戦期の輸移入は低迷して

おり、本格的拡大は台湾同様大戦終了後であった。その中で大戦前皆無であっ

た日本からの機関車移入が 1918・ 20年に相当の割合を占めるようになる

が、日本からの機関車完成品移入は23年に汽車製造が朝鮮官設鉄道に6輌納

入したのが最初の事例であり(10、 この時期の機関車移入の実態はすべて部分

品であつた。機関車輸入では1914年 以前および 19-22年 までアメリカ

が中心であり、アメリカからの輸入がほとんど途絶状態にあった 15-17年

さらに 19年に重要であったのが満鉄沙河口工場からの機関車 21輌の調達で

あったく1つ。客貨車についても部分品輸移入が輸移入全体の中で相当の比重を

占めたと思われるが、機関車と異なり日本は大戦前の限界供給者的地位から 1

5年以降一挙に朝鮮市場の大半を占めるまでに成長した。

満鉄では大戦前増備機関車の大半をイギリス、 ドイツ、アメリカの 3国に依

存したが、こうした輸入依存は大戦期から戦後に至っても継続し、 18-20

年の増備機関車 82輌の内訳はアメリカ製 75輌、沙河口工場製 7輌であった

(10:しかし1910年 代に社内注文だけでなく朝鮮官設鉄道などの社外注文

にも応じつつ製作技術を向上させた自社工場は21年から機関車生産を急拡大

し、急速な輸入代替を実現する。日本製機関車の満鉄初納入は 24年であり、
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大戦期は依然として日本の機関車メーカーにとって満鉄は閉ざされた市場であ

った(1つ。満鉄は 17年 に三井物産の仲介で日本車輌製造から貨車 200輌 を

購入するが(10、 17-20年 の客貨車増備輌数各々 111輌 と2439輌 に

対して自社工場の製作輌数が各々 125輌 と2789輌 であった(19こ とから

わかるように、 18年以降客貨車に関して社内自給体制を確立する。

第 2節 輸入動向

第 1次大戦期の鉄道車輌の輸入動向をみると (表 2-7)、 輸入額は 150

16年に大きく低下した後 17年以降回復・拡大に転じ、19020年 には70

800万円台に達する。しかし14年には国内生産額に対する輸入額の比率が

31。 1%であったのに対して、20年には輸入拡大を大きく上回る国内生産

の増大によってその値は 17.4%に まで低下した。の。さらに大戦中の輸入

品価格の上昇を考慮すれば 15016年 には輸入はほとんど途絶状態となり、

大戦前の水準を実質的に回復するのは 19年以降であったと思われる。

輸入相手国別構成ではドイツとイギリスからの輸入途絶によって 17年から

はアメリカの独占するところとなった。しかしそのアメリカからの輸入も15

年には「本年ハ本国工場力多ク軍器ノ製造二逐ハレ本品 (機関車一引用者)ノ

製造ヲ第ニ トナスニ至リシヨリ新註文二対スル値段非常二高ク且ツ製品ノ受渡

期限非常二永クシテ到底註文ノ見込ナカリシ
。1)」 状態であった。それにもか

かわらずアメリカは 1914-20年 に蒸気機関車 103輌、電気機関車 15

輌を日本に輸出したの。鉄道院は大戦前すでに輸入車輌購入を停止していた

から、大戦中アメリカから輸入された機関車はすべて地方鉄道・専用鉄道用で

あったの。一方客貨車完成品のアメリカからの輸入はほとんどなく
。の、従っ

て大戦期の鉄道車輌輸入の大半を占めた客貨車輸入の内容はほとんどが部分品

であった。

大戦期における鉄道車輌および部分品の輸入困難は国内の鉄道車輌企業にと

って二重の意味を有した。一つは完成品輸入の困難によって内需拡大を享受し

うる可能性がより大きくなったことであるが、これは軽便鉄道用機関車を製作

する一部のメーカーに限定された。問題となったのは輸入部分品の調達難であ



った。そこで次節ではこうした動向に対応した鉄道車輌関連諸産業の展開につ

いて検討してみよう。

第 3節 鉄道車輌関連諸産業の展開

大戦勃発による原材料・部分品輸入の困難は当初鉄道車輌企業に甚大な影響

を与えた。たとえば 1916年 には「たいやハ製鉄所以外ニハ製造ノ設備ヲ有

スルエ場ナキヲ以テ従来殆 卜全部外国ヨリ輸入セルニ今ヤ其ノ輸入途絶セルタ

メ予備貯蔵品ヲ以テ僅二需要ヲ弁シ居ル有様
。5)」 でぁった。しかし表 2-8

に示されているように大戦を経過して 1923年 に至ると電動機以下の部分品

は依然輸入品に頼る度合が高かったものの、大戦前に輸入に強く依存していた

一般鋼材以下ゲージ類に至る主要材料 0部品の自給化が大きく進展していた。

以下具体的に鉄道車輌関連諸産業の展開を追跡してみよう。

まず鉄道車輌用一般鋼材では大戦前には製鉄所が唯一の国内供給者であった

が、大戦期から戦後にかけて川崎造船所の拡大、浅野造船所、浅野小倉製鋼所、

東京鋼材の参入がみられた。川崎造船所は大戦前すでに兵庫工場において鋳鋼

品の生産を開始していたが、大戦勃発にともなう鋼材不足に対応して 1915

年には造船材料である鋼板生産のための葺合工場建設を決定して 18年にはこ

れを完成させ、さらに兵庫工場においても製条・鍛鋼工場をそれぞれ 1601

7年に設立する。0。 製条工場では艦船および機関車・客貨車用山形鋼・棒鋼

類を、鍛鋼工場では同種用途の鋼材を生産し、一部は市販されたが基本的には

社内需要に供しっつ鋼材の社内自給化を図った
の。東京鋼材の前身である東

京スプリング製作所が設立されたのは 1904年 であったが、同所がスプリン

グ用鋼を鉄道院に供給したのは大戦による輸入鋼材の調達難を打開するため 1

6年 11月 以降自社において発条用鋼材を製造してからのことであった
(2り。

浅野造船所鋼板工場 (1918-20年 に一旦浅野製鉄所として独立)は 18

年 9月 に完成し、翌年より鉄道院に板鋼を供給しはじめ、浅野小倉製鋼所 (前

身は東京製綱小倉製綱所)の棒鋼工場の竣工は 17年 3月 であった
129p。

このように大戦期には民間製鋼企業の拡大
0参入がみられたとはいえ、川崎

造船所の一般市場向け販売は限定されており、東京鋼材の製品も特殊な用途に
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かぎられ、浅野造船所 0浅野小倉製鋼所の参入も遅く、さらに第二・二次拡張

にもかかわらず鋼材供給の中心をなす製鉄所の生産の伸びが需要拡大のテンポ

に比して遅れていたことを考えるとGの、輸入が大きく制約されていた第 1次

大戦中には車輌用鋼材の供給不足は基本的に解決されず、国産鋼材が車輌用鋼

材需要の大半を満たすようになるのは 1920年 代に入ってからのことであっ

たOl)。

外輪 (タ イヤ)は主として製鉄所と住友製鋼所 (鋳鋼所)に よって供給され

た。製鉄所外輪工場は 1906年 より生産を開始し11年の生産高 1140ト

ンは 16年に4560ト ン、 21年に3235ト ンとなったが②、先にみた

ように製鉄所のみでは到底外輪需要のすべてを充足することはできなかった。

住友製鋼所の外輪生産は20年からはじまったが、翌 21年には3986ト ン

(販売額 177万円)に上昇し製鉄所の生産規模を上回っただけでなくそれ以

後も同所の主要製品となった●つ。住友製鋼所の参入による外輪生産の急拡大

を前提に、大戦期にも輸入品に大きく依存していた鉄道省は (前掲表 2-2)

20年以降主として国産品を使用することとし、 20年代半ばまでには必要量

をすべて国産品で賄うようになる∽。

輪心・車軸生産の中心も住友製鋼所であった。同所では 1905年 に鉄道作

業局より10ト ン貨車用輪軸 50台分の大口注文を受けてから輪軸生産を開始

したの。さらに07年には帝国鉄道庁より鋳鋼製輪心 2000個 を受注し、

それ以降大戦期までに台湾の製糖会社から貨車、満鉄・鉄道院からは輪軸・バ

ッファーの注文を受けた。の。大戦期に入ると同所では「車輪車軸製造及び大

塊鍛錬設備起業」を 15年から開始し、途中海軍・造船用品の受注が輻較した

ため一時繰り延べされたとはいえ、総額 607万円に達するこの大設備投資を

21年末に完成させる。つ。この大起業の完成によって 20年に住友製鋼所で

は輪心・車軸・外輪を車輪に仕上げ組立てるまでの一貫工程を実現した
。つ。

これにともなって同所の鉄道用品の販売高も16年の 38万円から20年には

452万 円 (全販売高の 52%)に まで増大するの。住友製鋼所の大拡張を

前提として、鉄道省では車軸についても20年前後から全面的に国産品を採用

した
“
の。輪心・車軸については住友製鋼所以外に製鉄所が 1908年 より車



軸を生産し
“
1)、 民間では神戸製鋼所と日本製鋼所が有力であった。神戸製鋼

所では大戦前より輪軸を生産し0、 日本製鋼所も明治期より生産を開始 して

いたの。大戦期に入るとさらに大島製鋼所 (元東京製綱株式会社大島製鋼所 )

“
り、大同電気製鋼所の、唐津製鋼所、日本鋳鋼などが鋳鋼関係鉄道用品の生

産に参入した。

ボイラーの重要部品である継目無鋼管 (大小煙管・過熱管)については明治

末期より鉄道院では国産品を部分的に採用していたが、大戦中の住友伸銅所お

よび日本鋼管からの供給増加によって必要量を賄えるようになった“
0。 住友

伸銅所ではシーメンス事件の影響で注文の途絶した鋼管工場の操業維持のため

14年に鉄道院と折衝し、機関車用鋼管 1カ 年所要全量の受注に成功するもの

の採算割れのために多額の損失を計上する結果となった“
つ。しかし大戦期に

機関車用鋼管生産は大幅に増大し、 1914-20年 (17年を除く)に は同

所の鋼管生産量の約 30%を 占めて艦船用鋼管に次 ぐ重要製品となった(4つ。

日本鋼管では創業後間もない 14年から機関車用鋼管生産に進出するが、これ

は大戦勃発による輸入煙管の入手難に直面した鉄道院の強い要請によるもので

あったの。 18年の製管工場の増設にも支えられて日本鋼管の鋼管生産は急

拡大するが、主力製品は機関車用ではなくガス管・油井管であった
(5の。

弾機 (バネ)は東京鋼材、帝国発條製作所、山本工場などが供給した。バネ

は大戦前ほとんど輸入に依存したが 14年に鉄道院が新製車輌用バネを東京ス

プリング製作所に発注してから国内自給が進み
。1)、 大戦期の帝国発條製作所、

山本工場などの参入によってその動きがさらに加速された
②。可鍛鋳鉄は戸

畑鋳物の独占であった。同社では大戦前すでに鉄道用可鍛鋳鉄を販売しており、

大戦期に販路を拡大した。
3)。 給油ポンプ、罐付属品、注水器、圧力計などの

計器類は東京瓦斯電気工業、東京計器製作所などが有力であり、大戦期の生産

拡大によってほぼ国内自給化を達成する
●0。

次に電車用電気機器の中で電動機についてみると、 1916-20年 の鉄道

院 (省 )の保有状況は表 2-9の通りであった。大戦前に鉄道院の使用する電

動機はすべて外国品であり、大戦期に輸入がほとんど途絶状態になったため鉄

道院の電車増備は大きく制約されることになった
。5)。 そぅした状況を打開す
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るため 17年から鉄道院大井工場が電動機の製作を開始し、以後 20年代初頭

まで鉄道院が必要とする電車用電動機 (運転用)は もっぱら同工場が供給する

こととなった。芝浦製作所、日立製作所、東洋電機製造 (1918年 設立)の

ような主要電機メーカーが鉄道省向け販売を開始するのは20年代に入ってか

らである。

一方地方鉄道・電気軌道用電車電動機に関しては 15年に三菱造船所、 16

年に芝浦製作所、 19020年 に三菱造船所、東洋電機が納入実績を上げてい

ることが確認され60、 さらに22年における東京市電の電車用電動機の 24%

を芝浦製品を中心とする国産品が占めたことを考えると
(5つ、大戦期の輸入困

難は地方鉄道・電気軌道の電車増備を供給面から制約するとともに同時に大戦

前ほとんど実績のなかった電車用電動機の国内生産を喚起するものであった

。つ。しかしながらこうした国内メーカーの新たな生産活動の展開に対する鉄

道院の評価が当初は厳しいものであったことは先にみた通りであった。

以上の検討から明らかなように大戦期の材料・部分品の輸入困難は鉄道車輌

関連諸産業の本格的展開の契機となった。こうした展開は大戦前に成立した主

要企業の拡大に主導される面が強かったとはいえ、一方で広汎な新規参入を内

包するものであった。 1920年 代初頭においてもなお電気機関車および電動

機・制御装置など一部の部分品の国内生産体制は確立していなかったが、以上

のような過程を通して蒸気機関車、客貨車に関するかぎり基本的に国内自給化

が達成されることになった。大正初年の鉄道院の国産蒸気機関車全面採用方針

の確立を第一段階とする鉄道車輌自給化の展開は、大戦期から大戦後の主要材

料・部分品の国内自給の進展によってその第二段階を画されることになった。

第 4節 生産動向と鉄道院の諸施策

1.生産動向

表2-10に あるように第 1次大戦末期から大戦後の国内市場・移出市場の

拡大に対応して鉄道車輌生産額は大幅に増大した。機関車の名目生産額は 19

14-19年 に約 5。 1-5。 6倍、客貨車は4.8-5。 4倍、全体で 5。

2-5.3倍 の伸びを記録する。ただしこの間の価格上昇を考慮すると実質的



拡大はこの水準を大きく下回るものであった。大戦期以降の生産拡大は主要企

業が立地する大阪・兵庫・愛知の主要生産府県の動向からも確認できる (表 2

-11)。 大阪では客貨車および電車生産が 18年から、機関車は 19年から

顕著に増加し、兵庫・愛知でも生産の大幅拡大は 18・ 19年以降であった。

そこで以下では生産が実質的に大きく増加した 19・ 20年を中心に大戦期以

降の車輌生産動向を機関車・客貨車・電車および車輌修理の順に具体的に検討

してみよう。

表 2-12は 1919年 の鉄道車輌生産・修理高を示したものであるが、ま

ず蒸気鉄道車輌生産についてみると中心は蒸気機関車であり総額の約 52%を

占めた。蒸気機関車を製作する工場は 13を数えたが、その中で卓越した位置

にあったのが表 2-13か らわかるように従来からの鉄道院指定工場である汽

車製造と川崎造船所であった。その他では雨宮製作所 (1919年 7月 に大日

本軌道鉄工部が独立)、 18年から蒸気機関車生産に進出した日本車輌製造が

有力であり、20年に入ると笠戸工場が参入した。これら有カメーカー以外の

中小規模機関車メーカーとしては東京の石川鉄工所、三田鉄工所、大阪の楠木

製作所、福岡の深川造船所、石川島造船所若松工場などがあったが、 20年代

にも生産を継続したのは楠木・深川の 2社のみであった
(59)。

1917年 10月 に設立された日本汽船株式会社笠戸造船所は戦後になって

日本汽船が不振に陥ったため21年 2月 に日立製作所に合併され、日立製作所

笠戸工場となった
“
の。笠戸造船所は 18年に造船事業を廃止し造機関係に転

進するが、元汽車製造および川崎造船所の技師であった古山石之助工場長は 1

9年 3月 に鉄道院の内諾を得て機関車製造を開始した。笠戸工場は機関車製造

開始に当たって製造図面を鉄道院より借受け製作準備を整えた結果、翌 20年

6月 には鉄道院指定工場となり、以後機関車生産を中心事業とするようになる。

鉄道院が笠戸工場を指定工場とした背景には、後述のように大戦期の指定工場

2社の生産能力の限界から院内工場でも、たたび機関車を製造しなければならな

かったこともあり、既存指定工場 2社のみでは戦後の機関車大増備に対応しき

れないとの判断があったものと思われる
“
1)。 また笠戸工場を買収した日立製

作所は蒸気機関車だけでなく、同所の電気部品を使用した電気機関車の製造を



も展望していた0。 表 2-13か ら明らかなように川崎造船所、汽車製造、

日立製作所の主要企業の機関車生産が大部分鉄道院 (省 )向けであったのに対

し、地方鉄道を中心とする民間に対して積極的に販売したのが雨宮製作所、日

本車輌製造、およびその他の中小規模企業であった。 1914-20年 に雨宮

製作所は確認されるだけでも150輌以上の地方鉄道・蒸気軌道用の小型機関

車を生産しており、第 1次大戦期に生産規模を大きく拡大した
0。 これは従

来からの競争者であった安価な ドイツ製機関車の輸入途絶によるところが大き

く、19年改組後の雨宮製作所は資本金400万 円 (払込資本金 100万円)、

従業者 300人の規模に達し、同年には軽便鉄道用車輌製作技術の蓄積を評価

されて鉄道院指定工場となった
“
0。 ところが 20年代に入ると20年恐慌に

よって雨宮製作所は大きな打撃を受けただけでなく“"、
21年頃より再開さ

れたドイツ製機関車の流入および民間向けにも販路を拡大しつつあった日本車

輌製造、あるいは深川造船所などの中規模メーカーとの競争をも展開せざるを

えなかった。

次に1919年 の客貨車生産をみると (前掲表 2-12)、 貨車生産額が客

車を若千上回り、主要 0中堅企業としては前掲表 2-13の 通りであった。そ

の中で日本車輌製造が最大のシェアを占め、次いで天野、汽車、川崎の順であ

った。20年に天野工場を合併した日本車輌製造の比重はさらに高まり、客貨

車および電車総生産額の約47%を 占めた。指定工場の客貨車生産の中心が当

然のことながら鉄道院 (省 )向けに置かれていたのに対し、梅鉢鉄工場、藤永

田造船所、新潟鉄工所、田中車輌、九州車輌、東洋車輌の中堅メーカーの生産

はこの時点ではすべて民間向けであった。ただ客貨車については既存指定工場

が鉄道院 (省 )納入に力点を置きつつも機関車以上に民間に対して積極的に販

売したため、中堅・中規模メーカーも決して主要企業との競争を免れていた訳

ではなかった。

さらに客貨車生産に関して見落としてならないのは鉄道院 (省 )が指定工場

に交付する主要材料の意義であった。交付材料は「車輪、車軸、『
バッフハー』、

撥條、『フレーム』材
“
の」などであつたが、 19020年 に材料交付を受け

た川崎、汽車、日車、天野 4社の客貨車・電車請負額 (総代価=請負金額+支



給材料額)に対する支給材料額の割合は、各々27.6%、 43。 4%、 41。

9%、 52。 1%に達した。主要材料の一部を自給できる川崎造船所の比率が

低いが、他のメーカーにあっては請負金額の約 405割 に達する材料・部品の

支給を受けており、このことは原材料の調達難に悩み続けねばならなかった車

輌メーカーにとって大きな意義を有するものであった。鉄道院 (省 )は指定工

場に対して国内需要の大半を占める莫大な需要を保証しただけでなく、規格の

統一された主要材料をも交付することによって性能面でも均質な車輌の確保に

努めたのである。

主要企業については次節で検討することとして、ここでは中堅・中規模客貨

車メーカーの動向を概観しておこう。まず新潟鉄工所は 1914-20年 に客

車 10輌、タンク車 123輌、貨車 86輌の生産実績を上げたが、輌数ベース

では大戦直前と比較してやや低迷気味であった“
つ。しかし1909年 にすで

に鉄適用橋梁および機械器具の鉄道院指定工場となっていた新潟鉄工所は21

年に車輌についても指定を受け、以後客貨車生産が拡大した“
め。梅鉢鉄工場

(1889年 設立)は 1899年 より鉄道車輌生産を開始し、 1909年 にポ

イントクロッシング、 14年にインターロッキングの指定工場となるが(6"、

大戦期以降車輌生産を増加させ、 19年頃には資本金 50万円、従業者 350

人の規模に達しており、 21年には車輌についても指定工場となったCの。

こうした大戦前からの鉄道車輌メーカーに対して、大戦後鉄道車輌工業に参

入したものとして田中車輌、藤永田造船所が有力であった。 1920年 に田中

太介の個人企業として設立された田中車輌工場は阪神電鉄向け電車生産から出

発し、翌年には早くも鉄道省から貨車製造に関する指定を受けた
。1)。 戦後の

造船不況への対応策の一環として 19年に車輌工場を設置して車輌生産に進出

した藤永田造船所も21年には指定を受けたものと思われるの。詳細は不明

であるがその他の客貨車メーカーとしては大阪の大阪鉄工所、楠木製作所、加

藤車輌製作所、九州の九州車輌、東洋車輌、岡部鉄工所などがあった
の。

以上のように大戦末期から20年代初頭の客貨車生産の拡大は主として戦前

からの指定工場の拡張によってもたらされたものであり、新規参入もみられた

とはいえその数もまた生産規模もそれ程大きなものではなかった。ただ21年
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に新潟鉄工所、梅鉢鉄工場、田中車輌、藤永田造船所といった中堅企業が相次

いで鉄道省指定工場となった点が注目される。これはすでにみたように 192

0-29年 の 10年間にわたる車輌費を大幅に引上げ、さらに21年の鉄道会

議において改正鉄道敷設法案を可決された鉄道省が
の、その実現に要する大

量の車輌を確保するためには従来の指定工場の枠を拡大する必要があると判断

したためと考えられる。

続いて電気機関車・電車生産についてみると、まず電気機関車の民間におけ

る生産は 1910年 代にはほとんど進展せず、その本格的展開は20年代以降

のことであった。5)。 _方電車は 1914-20年 に国有鉄道が 260輌 (前

掲表 2-1)、 電気軌道が 1182輌 (前掲表 2-5)、 地方鉄道が 64輌増

備していることからわかるように
。の、第 1次大戦期から20年代にかけて先

にみたような制約を伴いつつも普及しておりそれに対応して生産も拡大した。

国有鉄道用電車の一部は院内工場で製作され、民間では日本車輌製造、汽車製

造などの指定工場が担当したが、電気軌道・地方鉄道向け電車は中規模メーカ

ーによっても製作された。しかし19年時点でも電車生産が車輌生産全体に占

める比重は小さなものであった (前掲表 2-12)。

最後に興味深いのは大戦期における民間車輌修理工業の展開である。鉄道院

は大修理工場を抱え、私鉄各社も修理部門を有することが多く、新製車輌メー

カーも一部は修理事業を兼営していたにもかかわらず、前掲表 2-12に よる

と19年には従業者 29人以下の小規模工場において価額は小さいながら相当

広汎に車輌修理が行われていたことがわかる。

2.鉄道院の諸施策

第 1次大戦期から20年代初頭にかけて鉄道院 (省 )が行った鉄道車輌に関

連する諸施策の中で重要なものとして第一に院内工場における車輌生産があっ

た。 1912年 の指定工場制採用以降新製車輌生産は基本的に民間工場に委ね

られることになったが、この時期には民間車輌企業の設備拡大にもかかわらず

鉄道院需要のすべてを賄いえなかったためにその対応策として院内工場におけ

る車輌新製が実施された。前掲表 2-1に示されているように院内生産は量的



には鉄道院増備のごく一部を満たしたにすぎなかったが、車輌生産技術の発達

に対する貢献の点では重要な意義を有した。

鉄道院大宮工場では民間車輌企業ではほとんど生産実績のない電気機関車を

1919-23年 に 14輌製作し、電気機関車国内自給化の先駆けとなった。つ。

また大井工場では 16年以降電車用 50馬力主電動機を製作したが、すでにみ

たようにこれは大戦勃発にともなう輸入電動機入手難を緩和するものであらた

と同時に民間における電動機生産を刺激した
く78)。 浜松工場では 19・ 20年

に大正期の名機と呼ばれたC51形 (18900形 )機関車 12輌が製作され

るが、これは指定工場 2社の生産能力がすでに満杯であったという事情だけで

なく、指定工場に対する優秀機生産の模範例にしようとする鉄道院の意図を表

すものであった。
9)。

第二に鉄道院の意識的な施策とはいえないが第 1次大戦期の労働市場の流動

化にともなって鉄道工場からの労働者の大規模な流出が起こった。この現象は

結果的に鉄道車輌工業を含めた民間機械器具工業への技術移転をもたらすもの

であった。表 2-14は 主要鉄道工場の労働者数の推移をみたものである。全

体としてみれば労働者数の変動はそれほど著しくはないが、それは大規模な労

働者の流入・退出の結果もたらされたものにすぎず、 1916-19年 の離職

率は30-50%台 に達しており労働移動が落ち着きを取り戻すのは20年代

に入ってからである。

また 19年度に鉄道工場を退職した者の中で日給 1円以上の者 (こ の階層が

年度末人員に占める割合は 55。 1%)の割合が 26。 5%であったことは、

19年の労働移動が相対的に賃金水準の低い者を中心としつつも中堅以上の熟

練労働者をも含んだ広汎な性格を有するものであったことを物語うていた
。の。

16年に200人以上の退職者を出した浜松工場の状況は、「その頃、工場で

日給 1円程度の一流職人が、日立、川崎などに行くと2円 30銭位になり、ま

た満鉄に行くと約四倍になりました。そういうわけで、辞める人が後を絶たな

いために、工場でも困り、浜松を発とうとする人達に、駅はおろか、列車に乗

りこんでもなお翻意を促したりしましたが(親分が辞めるとなると子分がこれ

に従って行くというわけで、手の施しようがありませんでした
。1)」 といった
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ものであった。

こうした労働移動による直接的な技術移転、最新鋭車輌の模範生産を通じた

間接的効果と並んで車輌製作上それ以上に重要な意義を有したのが、表 271

5にある鉄道院の車輌に関する諸規格の統一であった。国有化後第 1次大戦期

にかけて鉄道院は車輌修繕業務の効率化を目指して種々の車輌および部品の規

格を制定するが6の、これが民間車輌企業の新製作業の効率化、大ロット生産

の諸条件の整備にも大きく貢献することになった。規格の統一された車輌を大

量にしかも材質の均質な主要材料 0部品まで付されて発注されたことが、後述

のような指定工場における量産技術の急速な向上に大きな意味を有したのであ

る。

さらに鉄道院ではこうした具体的かつ実際的な施策だけでなく、鉄道事業全

般に関わる基礎研究を総裁官房研究所を中心として継続的に行った
。つ。研究

対象は鉄道車輌、鉄道用材料、電気、信号、構造物など広範囲にわたり、そう

した基礎研究の展開が鉄道院の総合的な技術力の向上に寄与した
。つ。

第 5節 主要企業の動向

本節では第 1次大戦期から20年代初頭にかけての主要企業の経営動向を検

討してみたい。まず汽車製造であるが、同社の鉄道車輌生産の中心である蒸気

機関車の販売についてみると (表 2-16)、 輌数ベースでは 1918年 まで

それほど増加せず 19年から大幅な拡大に転ずる。販売先は圧倒的に鉄道院

(省 )であり、これに次ぐのが台湾鉄道部を中心とする台湾向け移出であった。

同社では 14年より機関車生産は大阪本店工場、客貨車 0電車生産は東京支店

工場が担当する分業体制を明確にした。
5)。 東京支店が担当した客貨車 0電車

についてみると、 1914-2o年 の受注総数は客車が423輌 (う ち鉄道院

向けは399輌 )、 貨車が4264輌 (3665輌 )、 電車が 86輌 (56輌 )

といずれも鉄道院向けが圧倒的シ手アを占めた
。①。機関車販売が増加するの

は 19年からであったが、表 2-17の 工事決算高の推移をみると急激な上昇

は 18年下期以降であり、 15016年 は 14年 と比較しても相当下回ってい

た。



大戦末期から大戦後の工事高の急増は基本的には鉄道院発注の増大に規定さ

れたものであり、 14年から本格的に開始された工作機械生産の拡大が 15・

16年の車輌関係工事の低迷をある程度補った0。 さらに 17年からタクマ

式ボイラーの生産を開始した。り汽車製造は車輌・橋梁関係だけでなく、一般

機械方面への多角化を展開するようになる。とくに工作機械は「構造が精緻で、

鉄材の消費少く、製造原価の大部分は設計工作等の費目を以て占められる為に、

鉄材飢饉の折柄能く作業調節上の便宜に資し、或程度爾余の受註品に対する鉄

材急騰に因る収益減を補足し営業成績の均衡に役立
G"」 つものであった。こ

うした工作機械および大戦末期以降の車輌生産の順調な拡大に支えられて、主

要材料の急騰にもかかわらず汽車製造の対平均払込資本金利益率は 17年下期

以降急上昇し20年上期には 100%を 超える数値を記録する (表 2-17)。

労働者数も大戦初・中期の不振に規定されて 16年下期まで減少した後拡大に

転じ、その傾向はほぼ 20年代初頭まで持続する (表 2-17)。

次に当該期の汽車製造の鉄道車輌生産体制をより具体的に検討してみよう。

前章ですでにみたように 1913-15年 の 100万円弱に上る設備投資によ

って汽車製造の生産設備は著しく整備・強化された。 1913014年 に水圧

リベッタ・水圧プレス・各種工作機械など225台の設備機械が導入され、工

場設備は一新されることになった
。の。最新鋭設備の導入を前提として、汽車

製造では機械製造企業の中でもきわめて早い時期である1914年 よリリミッ

ト・ゲージ方式を採用したο
l)。 リミット・ゲージシステムによる互換性・精

密工作を維持・確保するために、機械設備だけでなく作業工具の整備から作業

編成のあり方にいたるまで生産体制の大幅な改変が実施された。 (1)職工に

尺度を使用させず、代わってゲージ、テンプレー ト、ジグを使用させる、 (2)

製品に対する公隙 (dlowance)、 公差 (tolerance)を 定める、 (3)組頭・組

長・職工長を廃止して技師が直接職工を指揮する、 (4)技工上より設計を禦

肘することがないようにするなどの諸施策が生産現場の改革の具体的内容であ

った②。現場との間で大きな車し蝶を生じさせるに違いないこうした諸施策が

どこまでその後も順調に実行されたかについては不明であるが、それらが全体

として目指したものは従来の現場任せの工程管理を可能なかぎり客観化し、そ
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れを通して製品の均質化・納期の短縮を図ることであった。こうした経営側か

らの工程革新に対応して、汽車製造が擁する大学 0高工卒の技術者も10年の

12人 (大学卒 7人・高工卒 5人 )か ら20年には25人 (大学卒 13人・高

工卒 12人 )に増加した。つ。

汽車製造のリミット・ゲージシステムに基づく生産体制の整備を規定したの

が鉄道院 (省 )の車輌購入のあり方であった。1914-20年 に鉄道院 (省 )

は汽車製造から314輌の機関車を購入するが (表 2-16)、 その内訳は 8

620形 269輌 、 9600形 45輌 と2形式の大量購入であった。つ。同一

形式の機関車の大量購入はメーカーにとって生産工程の準備
0段取り上きわめ

て好条件であり、この量産を通して工作精度を向上させた汽車製造は 15年の

時点ですでに鉄道院の検査基準を十分にクリアしていた
の。

こうした生産体制の整備に対する大きな阻害要因が大戦期から20年代初頭

における激しい労働移動であった。 19年末の大阪本店工場の職工 1300余

人の中で 1年未満勤続の者が 750人 もおり、移動のもっとも激しい時期には

汽車製造は月に 300人前後の移動を経験した。0。 頻繁な労働移動に対処す

るためにも生産工程の客観化、職員による管理統括は必要不可欠であったが、

労働移動そのものは20年代に入ると沈静化した。

続いて資金調達 0運用面を中心に汽車製造の経営動向を検討してみよう
。つ。

表 2-17に あるように設備投資は 14年までに一段落し、大戦期を通してそ

れ程大規模な投資は行われず、拡大に転ずるのは 18年下期以降であった。 1

8年下期-20年 下期の設備投資総額は294万円の巨額に上ったが、一方で

好調な生産活動が生み出す内部資金 (内部留保および償却)は 418万 円に達

し、この時期の設備投資を賄って余りあった。資金運用面で目につくのは生産

規模・受注高の増大にともなった半製品の増加と大戦期に一貫して増大した貯

蔵物品であった。大戦勃発に_よ る輸入資材の入手難から一時作業中止を余儀な

くされた汽車製造にとって
の、主要材料・部品は鉄道院より支給されるとは

いえt大戦期の経営上の最大の課題は原材料の安定確保と労働者の移動防止で

あったと思われる。「鉄材ノ欠乏 卜価格ノ暴騰ヲ来タシ為二或
ハ屡々好注文ヲ

逸シ或ハ予定作業ノ進捗ヲ阻害セントセシヨトー再ナラサリシ
0"」 (191



5年 )状態は大戦期を通して基本的に解決されず、 17年上期には「材料其他

一般物価ノ暴騰 卜労銀ノ騰貴 トハ著シク製産費ヲ増大シタルニモ拘ハラス車輌

ノ価格之二伴ハサリシ(100」 状況であった。大戦期の貯蔵物品の積増しは原材

料入手難の下で必要資材の安定確保に奔走せざるをえなかった状況を反映する

ものであった。

一方資金調達面に眼を転ずると株式払込は 14年と18年下期に行われただ

けであり、運転資金の調達としては 16年上期-18年 上期の支払手形、工事

量増大にともなう17年下期以降の仮受金の意義が大きかったが、前者につい

ては 19年上期に全額返済される。 18年上期の 100万円の社債発行は汽車

製造の資金的余裕をさらに高めるものであった。

次に川崎造船所の動向についてみてみよう。機関車の販売動向をみた前掲表

2-16に よると、販売輌数は 14年 と比較して 15-17年 にはやや低迷し

拡大に転ずるのは 18年以降であった。納入先は圧倒的に鉄道院 (省 )であり、

1914-20年 の総納入輌数 547輌の中で534輌に上った。その内訳は

9600形 407輌、6700形 56輌、4110形 39輌、 6760形 32

輌であり、 19020年 には9600形 のみ製作された(1° 1)。 客貨車の生産高

については不明であるが、前掲表 2-11の 兵庫県の動きから判断して車輌生

産額全体が上昇に転ずるのは 18年以降であった。また前掲表 2-13に 示さ

れているように 19020年の生産拡大期の車輌生産の中心は機関車であった。

川崎造船所ではすでにみたように大戦期の原材料調達難に対して製条・鍛鋼

工場を新設して主要鋼材の自給確保を図っただけでなく、大戦末期から20年

代初頭の車輌生産拡大に対応して機関車工場の増設、客貨車工場の新設などの

積極的設備投資を展開した(10の。さらに 18・ 19年には鉄道車輌関連の特許

権、製造販売権をイギリスのメーカーから購入して技術水準の向上に努めた
(103ヽ

客貨車生産の順調な拡大に支えられて日本車輌製造の売上高は 17年下期か

ら急上昇する (表 2-18)。 1920年 2月 に指定工場の天野工場を合併し

た日本車輌製造の車輌販売高は 20年上期に479万円に達した。販売先別構

成を表 2-19に ついてみると、 1914-20年 の総販売高 2210万 円の

うちで鉄道院 (省 )が 1442万 円 (全体の 65。 3%)、 国内民間が407



万円 (18。 4%)、 商社向けが 149万円 (6。 7%)、 国内軍官需が 13

8万円 (6.2%)、 輸移出が 73万円 (3.3%)で あり、鉄道院 (省 )納

入が販売の基軸であったことがわかるが、 19年からは国内民間向けが躍進し

た。商社向けが相当の比重を占めているが、これは20年上期の阪田商会仲介

分 2万 2500円 を除いてすべて三井物産が仲介したものであり、 17年下期

の物産が仲介した満鉄向け貨車納入は同期の鉄道院向け販売額を大きく上回っ

た。また国内軍官需の中心は製鉄所向けであり、輸移出では 20年下期の青島

民政庁鉄道部納入が大きかった(100。

車輌生産の工場利益率の推移についてみると、鉄道院と国内民間向け販売の

格差が 15年下期から逆転し、その傾向は 17年下期を除くと18年上期まで

続いた。これは予算制度に拘束されて車輌購入価格が相対的に硬直的な鉄道院

よりも、大戦期の車輌不足に促されて専用鉄道・地方鉄道・電気軌道が車輌メ

ーカーにより有利な価格で購入を急いだ結果であった。しかし車輌生産全体の

工場利益率あるいは表 2-18に ある売上高純利益率の動向は 16年下期を境

にほぼ 20年代初頭までそれ以前よりは低水準で推移した。こうした状況が生

じたのは「鉄材木材其他製作諸材料ハ勿論石炭、コークス其他ノ消耗品一 トシ

テ劇騰ヲ見サルナク且職工人夫ノ賃金値上等著敷製産費ヲ増加シ
(105)」 たのに

対して、受注品である車輌の価格上昇が相対的に遅れたためであった。

日本車輌製造に大戦中期以降の工場利益率の上昇を許さなかった原材料価格

高騰の影響は表 2-20の 支出構成においても明確に表れている。支出総額は

16年下期以降急上昇するが、その主因は製作費の中の材料費の増大であり支

出総額に占める割合もそれまでの 5割台から一挙に607割台へと上昇した。

職工給料も16年下期以降絶対額では増加するものの支出総額に占める賃金コ

ストとしての意義は材料費の急騰に押されてかえって低下した。

次に日本車輌製造の設備投資 (表 2-18)、 資金運用・調達の動向につい

て検討してみたい(100。 設備投資が著しく活発になるのは 18年下期からであ

り、 18年下期-20年 下期の設備投資総額は253万円に上った。この間の

内部資金合計額は約 87万円 (自 己金融度 34.5%)で あり、不足資金は外

部資金に依存せざるをえず、それは 18年下期、 19年下期、20年上期の総



額 280万円に達する増資・払込株金によって十三分に調達された。 18年下

期以降の設備投資の中心は機関車工場とそれにともなう鋳鋼工場建設であり、

両工場とも20年に第 1期工事の完成をみた(l°つ。ここに日本車輌製造は従来

の客貨車生産に機関車製造を加えて名実ともに総合車輌メーカーとしての地位

を確立することになった。さらに19年前後より全国的企業へのさらなる飛躍

を求めていた日本車輌製造は20年 2月 に天野工場を合併した。

同社の資金運用面での特徴的な動きは汽車製造の場合と同様に工事量増大に

随伴する製品・半製品の増加および大戦期ほぼ一貫した貯蔵品勘定の著増であ

った。表 2-21か ら明らかなように貯蔵品の中心は鉄材であり、 18年下期

までほぼ一貫して払出高を上回る買入れを実施することによって資材不足の先

行き不安のもとで鉄材の備蓄に努めた。しかし鉄材価格の急騰を考えるとこの

程度の備蓄は決して材料不安を解消するものではなく、鉄飢饉の基本的解決は

大戦終了後に持ち越された。

資金調達面についてみると内部資金の形成が 18年下期以降進み、これが先

にみた設備投資資金の一部に充当された。増資・払込株金の一部も設備投資に

使われ、残りは主として 19年の支払手形の返済に当てられたものと思われる。

その他の外部資金の中では大戦期を通して増大する支払手形および 16年下期

以降増減を繰り返す買入先勘定が運転資金として重要であった。 16年上期末

の支払手形の受取人はほぼ名古屋銀行(10り と三井銀行の 2行に限定されていた

が、支払手形が増大する 18年下期までに受取人として第-0住友・近江・伊

藤の各銀行および三井物産が登場し、 19年下期に支払手形残高は減少するも

のの三菱銀行が加わった(100。 このように日本車輌製造は拡大した取引銀行お

よび商社からの信用供与にも依存しつつ大戦期の流動資産の増大を実現してい

ったのである。

運転資金の調達は支払手形だけでなく一部は一時的に増加する買入先勘定を

通しても行われた。表 2-22は 買入先勘定が増大する各期末の主要相手先を

集計したものであるが、中島・岡谷・岸本・森岡・梅岡・吉村・津田・市川・

加藤などの鉄商、林・永田などの材木商、三井物産・伊藤忠・セールフレザ
早・

範多商会などの商社、住友鋳鋼所・大阪鉄管・大阪製鉄所といったメーカーな



ど主として鉄鋼、木材など原材料および部品関連の主要購入先からの信用供与

の状況がうかがわれる(11の。とりわけ日本車輌製造と三井物産の関係は密接で

あり(Hl)、 三井物産は日本車輌製造に主要原材料を供給しただけでなく17年

下期の満鉄向け貨車 200輌の販売を仲介するなど販売面においても重要な存

在であった。

以上検討してきたような生産・経営規模拡大を通して 20年代初頭に日本車

輌製造は全国的な総合車輌メーカーに成長するが、その間車輌技術、とくに客

貨車・電車製作技術が大幅に向上した
(H幼。この過程を指揮したのが野上八重

治と野上退職後鉄道院総裁後藤新平の推薦を受けて技師長に就任した岸上憲二

であった。また同社の技術者も次第に厚みを増し、大学・高工卒技術者数は 1

910年の 6名から20年には 13名 に増加したく11つ。

1920年 に日本車輌製造に合併された天野工場についての詳細は不明であ

るが、前掲表 2-13に よれば 19年の生産高は鉄道院向けを中心として 26

4万円に上った。天野工場の車輌生産は客貨車と電車に限定されたが、 18年

の貨車生産輌数 710輌は日本車輌製造に次ぐ規模であった(110。
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第 2章  (注 )

(1)鉄道省『日本鉄道史』下篇、 1921年 、 329-330頁 。
② 第1章の表1-25お よび都崎雅之助『我国の鉄道車輌工業』コロナ社、
1950年 、 355、 357頁 。大日本軌道鉄工部の軽便鉄道用機関車の価格
上昇はさらに激しく、 15年の 1万円が翌年には 2倍になった (『鉄道時報』

第 858号 、 1916年 、 187頁 )。
③ 『鉄道院年報』明治 43・ 大正 4年度、鉄道省経理局『鉄道統計累年表』
1931年 、 206頁 。
④ 『鉄道院年報』大正 3・ 4年度。
③ 和久田康雄『資料 0日 本の私鉄』鉄道図書刊行会、 1984年 、 20頁。
0 日本車輌製造株式会社『決算諸表』各期 (同社所蔵 )。
① 『鉄道院年報』および『鉄道院鉄道統計資料』各年度。
lSu 蒸気軌道数およびその路線距離のピークは 1918年 であった (『鉄道院
(省 )年報』各年度 )。
0 1913年 度には電気軌道は軌道全体の払込資本金額の 97.0%を 占め
た (『鉄道院年報』大正 2年度 )。
(1の 木口善康『日本の独占資本主義』啓文社、 1989年 、 35頁、以下同
様。第 1次大戦期の台湾・朝鮮・満州の車輌市場の展開については、木日、同

上書、 33-44頁 が詳細な検討を行っている。以下の叙述も同書に負うとこ

ろが大きい。
(H)大戦中機関車輸入は「取引至難ナリシト内地移入 トニ由り輸入不振ヲ続

ケ」ていたが、「平和克復 卜共二輸入容易ナルニ至レル」 (台湾総督府財務局

『大正八年及九年台湾貿易概覧』 1923年 、 163頁 )ため日本のシェアが
低下するが、それも一時的なものであった。高橋泰隆氏は第 1次大戦を台湾鉄

道が「欧米依存から日本資本主義による F自 前』の鉄道」となる画期としてと

らえられている (同『日本植民地鉄道史論一台湾、朝鮮、満州、華北、華中鉄

道の経営史的研究一』 (日 本経済評論社、 1995年 、 31頁 )。
(1幼 木日、前掲書、 35頁。
(13)同上、 39頁。
(10 日本の機関車メーカーの朝鮮への初進出は汽車製造が 1923年 (6輌 )、

川崎造船所が 23024年 (6輌 )、 日立製作所が 24・ 25年 (9輌 )、 日

本車輌製造が 26年 (6輌 )、 三菱造船所が 29年 (4輌 )の順であった (渡

辺肇『日本製機関車製造銘板・番号集成』自費出版、 1982年 、 30、 44、
59、  79、  98頁 )。
(15p『朝鮮貿易年表』各年および木口、前掲書、 40頁。
(10 南満州鉄道株式会社編『南満州鉄道株式会社第二次十年史』 1928年 、
242-243頁 。
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(1つ 同上。
(1つ  日本車輌製造株式会社編『日本車輌 80年のあゆみ―驀進T』 (以下、
『驀進』と略記)1977年 、59頁、および同「第 36期決算諸表』 18頁。  |`
(1" 南満州鉄道株式会社編、前掲書、 247、 254-255、 408-4
12頁。
Oの  『工場統計表』大正 3・ 9年版および表 2-7よ り算出。
01)大蔵省主税局編『大正四年外国貿易概覧』 1916年 、 741頁 。なお
1914015年 のアメリカ鉄道車輌工業の不振と15年半ばからの軍需品受
注を積粁とした回復過程については、山下正明「第一次大戦とアメリカ経済の

再編成一鉄鋼業を中心に―その二」 (埼玉大学『社会科学論集』第 45号、 1
980年 )129-144頁 の詳細な分析を参照。

(22)Department of Commerce,Bureav of Foreign and Domestic Commerce,Fο rθ′g7,

Cο″″θrθθ α″グA″ソな″″ο″のrルθこルブ′θグS′α′θs, 1918020年 版。
。つ 1914-20年 のアメリカからの輸入機関車の 1輌当たり平均価格は

8320ド ルであったから、そのほとんどが軽便鉄道用小型タンク機関車であ
ったと思われる (同上、および河合栄治郎「本邦機械工業の概観」、臨時産業

調査局『調査資料』第 15号所収、 1918年 、 153頁 )。
(24)Departlnent of Commerce,Bureau of Foreign and DoFneStic Commerce,qp.θ ノ′.,

各年。
o5)大蔵省主税局編『大正 5年外国貿易概覧』 1917年 、 611頁 。
CO 川崎重工業株式会社編『川崎重工業株式会社社史』 1959年 、 825、
910-911頁 。
の 株式会社川崎造船所『営業報告書』第 45-49期 参照。
。助 『工業雑誌』第 46巻第 606号 、 1917年 、 665頁 :
の 奈倉文二『日本鉄鋼業史の研究』近藤出版社、 1984年 、 369、 3
75頁、および原正幹『我社の生立』 1935年 、 71頁。
Cの  1913-19年 に国内鋼材需要量は約 55%増加するが、製鉄所の生

産量の伸びは約 28%に 留まった (村上勝彦「資本蓄積 (2)重工業」大石嘉
一郎編『日本帝国主義史』 1、 東京大学出版会、 1985年 、 218頁 、およ
び飯田賢一ほか編『現代日本産業発達史 (Ⅳ )鉄鋼』交詢社出版局、 1969

年、 195頁 )。
●1)た とえば 1918年 上期においても汽車製造では依然「鉄材ノ払底」に

悩まされた (同社『第 31回営業報告書』 8頁 )。
Cの 製鉄所総務部編『製鉄所起業二十五年記念誌』 1925年 、 69、 99

頁。
。つ 住友金属工業株式会社編『住友金属工業 60年小史』 1957年 、 94

頁、および奈倉、前掲書、 311-312頁 。
00 鉄道大臣官房研究所『業務研究資料』第 18巻別冊、『内外品使用成績
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比較調一車輌関係ノ部一』1930年 、19頁、および『鉄道省鉄道統計資料』
大正 13年度、経理の部、 21頁。
o5)前掲『住友金属工業 60年小史』79頁。
00 同上、 80、 83頁。
。つ 麻島昭一『戦間期住友財閥経営史』東京大学出版会、 1983年 、 12
3頁。
。り 前掲『住友金属工業 60年小史』92頁。
C" 麻島、前掲書、 130頁。なお 20年からは鉄道省監督官が常駐するよ
うになった (前掲『住友金属工業 60年小史』 97頁 )。

“
の 前掲表 2-2、 および前掲『内外品使用成績比較調』 9、 20頁。

“
1)前掲『製鉄所起業二十五年記念誌』 67頁。
0 株式会社神戸製鋼所編『神鋼五十年史』 1954年 、 15頁。
の 日本製鋼所編『日本製鋼所社史資料』上巻、 1968年 、 186、 18
9頁。 1914年 の車軸材料の生産高 565ト ンは、同所の鋳造・鍛錬・鍛冶

詠 負纂塁為粟曾墓;岡鼎稚T:ユ孝17:濃 轟轟l量褻Lを開始し、翌年の

同所の生産品目は造船・造兵・造機・鉄道・鉱山
0電機用各種鍛鋳鋼品であっ

た (東京製綱株式会社編『東京製綱株式会社七十年史」 1957年 、 67-6
8、  93頁 )。

の 大同電気製鋼所の前身電気製鋼所熱田工場は 16年に設立され、 18年

から鉄道車輌用をはじめとする各種鋳鋼品を製造した (『創業二十周年記念株

式会社大同電気製鋼所要覧』1936年 、2、 7頁、および日本機械学会編『日

本機械工業五十年』 1949年 、 310頁 )。 同所は 20年にはじめて鉄道省
に納入し、翌年には住友製鋼所の独占的製品であった機関車大動輪心の製作指

名を同省ρヽら受け、日本車輌製造に納入した (前掲『創業二十周年記念株式会

社大同電気製鋼所要覧』 200-201頁 、大同製鋼株式会社編『大同製鋼 5
0年史』 1967年 、 63頁 )。

“
0 前掲『内外品使用成績比較調J22頁 。

“
つ 前掲『住友金属工業 60年小史』 23頁。

“
め 奈倉、前掲書、 321頁。
149p 朝倉希一『技術生活五十年』日刊工業新聞社、 1958年 、 61頁。
●0 日本鋼管株式会社編『日本鋼管株式会社三十年史』 1942年 、 295、
472頁、および奈倉、前掲書、352頁。
61)都崎、前掲書、 339頁。
φの 前掲『創業二十周年記念株式会社大同電気製鋼所要覧』 117頁、およ
び協調会『全国工場鉱山名簿』 1924年 、 84頁。
φ⇒ 戸畑鋳物株式会社編『創立二十五周年記念戸畑鋳物株式会社要覧』 19
35年、 5、 14頁。
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●0 前掲『内外品使用成績比較調』 29、 30、 33、 34頁参照。
●
" 日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』 6、 1972年 、

331頁。
60 日比種吉編『日本電機工業史』 1956年 、 546-547頁 。 189   ・
9年から電車用電動機を製作した芝浦製作所がその生産を本格化するのは 19
16年以降であった (東京芝浦電気株式会社編『芝浦製作所六十五年史』 19
40年、415頁 )。
。つ 長谷川信「 1920年 代の電気機械工業一発展要因とその特質一」 (『歴
史学研究』第 486号、 1980年 )22頁 。
Φ? その動きを代表するのが芝浦製作所の生産拡大と18年の東洋電機製造
の設立であった。東洋電機はイギリスのディッカー社との提携によって同社製

品の国産化を実現するが、その設立意図は「車休、車輪、車軸ハ勿論進ンデ
ハ

『フレーム』二至ルマデ殆ンド全部内地製作ノ可能ナルニ係ハラズ只僅二『モ

ーター』及ビ之二附帯スル電動機製作ノー事二至ツテハ…空シク之ヲ海外二仰

グノ止ムナキ」 (東洋電機製造株式会社編『東洋電機五十年史』 1969年 、
6頁 )状態を打破する点にあった。
φ" 臼井茂信『機関車の系譜図』 3、 交友社、 1976年 、 378、

389、

417、 419(435頁 、および工業之日本社編『日本工業要鑑』大正 9年
度用、 1919年 、87-98頁 参照。

“
の 株式会社日立製作所笠戸工場編『笠戸工場史』 1975年 、 13頁、以
下同書による。

“
1)同上、 9頁参照。

“
の 同上、 13-14頁 。
0 中川浩一・今城光英・加藤新一・瀬古龍雄『軽便王国雨宮』丹沢新社、
1972年 、56-57頁 。

“
→ 同上、53-54、 67頁、および前掲『日本工業要鑑』大正 9年度用、
92頁。
(6つ 中川ほか、前掲書、 54頁。

“
0 農商務省工務局『主要工業概覧』第二部、機械工業、 1922年 、 42

頁。
c671 新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所七十年史』 1968年 、資料
26頁。

“
り 同上、 19、 63頁。

“" 堺市
役所編『堺市史』第 3巻、本編第 3、 1930年 、 1146-11

47頁 6
。の 農商務省工務局『主要工業概覧』第二部、機械工業、 1921年 、 28

頁、および日本工業新聞社編『時代の事業会社』1934年、306頁。
Cl)近畿車輌株式会社編『50年の歩み』1971年、3-9頁。
の 大阪市役所編『明治大正大阪市史』第 2巻、経済篇上、 1935年 、 5
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42頁、および秋山正八「日本に於ける鉄道車輌及び部分品製造工業の現状に

就て」 (『機械学会誌』第 28巻第 96号、 1925年 )213頁 。
c3)前掲『明治大正大阪市史』第 2巻、 542頁、および前掲『日本工業要
鑑』大正 9年度用、 21-91頁 。
C0 1921年 1月 の鉄道会議で可決された改正鉄道敷設法案は翌月の第4
4回帝国議会では審議未了に終わったが翌 22年の議会で正式に可決された。
これによって 178線総延長 1万 218キ ロメートルに及ぶ予定線の建設が目
指されることになった (日 本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』7、 1971年 、
36-53頁 )。
の 鉄道院 (省 )大宮工場において 1919-23年 に 14輌の電気機関車
が製作された (前掲『日本国有鉄道百年史』 6、 306頁 )。
σの 地方鉄道増備電車は『鉄道院 (省 )年報』各年度より算出。なお電気軌
道の客車をすべて電車とみなしたため明らかに過大となっている。

の 注 (75)と 同じ。なお同工場では客車も14-19年 に 16輌製作さ
れた (日 本国有鉄道大宮工場『大宮工場七十年史』 1965年 、 181頁 )。
σり 日本国有鉄道大井工場『大井工場 90年史』 1963年 、 67-68頁 。
K791 日本国有鉄道浜松工場『四十年のあゆみ』 1953年 、 38-44頁 。
Cの  『鉄道院鉄道統計資料』大正 8年度より算出。
Cl)前掲、浜松工場『四十年のあゆみ』73-74頁 。
C幼 井上匡四郎編『国鉄の回顧一先輩の体験談一』日本国有鉄道、 1952
年、236、 254頁。
6つ 前掲『日本鉄道史』下篇、452丁 455頁。
⑭ たとえば毎年継続して行われた「鉄適用品ノ化学的試験」および「鉄道
用金属材料其ノ他ノ理学的試験」の 17年度における試験件数は各々2万 10
4件 と1622件 に上った (『鉄道院鉄道統計資料』大正 6年度 )。 なお各研
究内容 0成果については、鉄道技術研究所五十年史刊行委員会編『五十年史』

(1957年 )が詳しい。
Cつ 石河茂「社史、東京製作所の巻大正編」その二 (石河茂『苦難の道』所
収、刊行年不明、川崎重工業株式会社所蔵)。

Cの 汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車製造史』
(以下、『製造史』と略記)、 1972年 、巻末付表、および汽車製造東京製
作所調査研究室「貨車受註一覧表」1957年 8月 (り‖崎重工業株式会社所蔵)。
いつ 第 1次大戦期の汽車製造における工作機械生産については、沢井実「第
一次大戦前後における日本工作機械工業の本格的展開」 (『社会経済史学』第

47巻第 2号、 1981年 )47-48頁 参照。
c8)前掲『製造史』36頁。
C" 汽車製造株式会社『汽車製造株式会社四十年史』 1936年 、 63頁 (川
崎重工業株式会社所蔵)。
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θの 前掲『製造史』 51-52頁 。
Ol)同上、 47頁。
②  出羽政助「機関車の製作に就て」 (『機械学会誌』第 18巻第 40号、
1915年 )79-80頁 。なお第 4については「其様な六ヶ敷い設計をして
も実際現場では仕事が出来ぬ」といった気風を改め、「設計者は設計上優良な

りと信ずる点に向ってどしどし進ましめ、現場では飽まで奮励努力して其設計

通りのものを製作せしむるの主義」 (同上、 80頁 )と された。
の 内田星美「初期高工卒技術者の活動分野・集計結果」 (『東京経大学会
誌』第 108号、 1978年 )174頁 、同「企業内技術者組織の形成期-1
900-1910年 技術者数の統計的研究から―」 (『東京経大学会誌』第 1
090110合 併号、 1978年 )70頁 、および同「 1920年 の大学卒技
術者分布」 (『東京経大学会誌』第 152号、 1987年 )112頁 。なお 1
920年の技術者 25人の専攻別内訳は機械 22人、電気 2人、鉱山冶金 1人
と機械技術者がほとんどであった (同上)。

② 前掲『製造史』巻末付表。
。つ 出羽、前掲論文、 82二 83頁。
00 村尾「我が国に於ける八時間労働制実施工場の近況」 (三菱合資会社労

務審議会『調査報告六』所収、作成年不明)62頁 。なお『営業報告書』によ
れば 19年末の大阪工場職工数は1906人 である (汽車製造株式会社『第 3
4回営業報告書』 4頁 )。
φつ 以下具体的な数値、勘定項目の動きについては同社『営業報告書』各期
から算出した。
φり 前掲『汽車製造株式会社四十年史』61-62頁 。
の 汽車製造株式会社『第 26回営業報告書』5-6頁。
(1°の 同上『第 29国営業報告書』 5-6頁。
(1°1)川崎車輌株式会社『蒸気機関車製造番号帳』 1976年 (川崎重工業株
式会社所蔵)。
(10υ 前掲『川崎重工業株式会社社史』825頁。
(1032 株式会社川崎造船所『第 45期営業報告書』10-11頁 、および同『第
46期営業報告書』 14頁。
(100 以上、日本車輌製造、前掲『決算諸表』各期による。

(10' 日本車輌製造株式会社『第 35回報告』 5頁。なお 16年下・ 17年上

期の収益率が低いのは、急騰する資材の一括購入をこの期に実施したことが主

因であった (前掲『驀進』 58頁 )。
(100 以下具体的な数値、勘定項目の動きについては同社『営業報告』各期か

ら算出した。
(10つ 前掲『驀進』 62頁
(10め 前章でみたように創立以降日本車輌製造の主要取引銀行は明治銀行であ
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ったが、明治末期の名古屋銀行に支援された後藤新十郎の日本車輌株の買い占

めを契機として、漸次名古屋銀行との関係を深めた (同上、42-43頁 )。
(1°

" 以上、前掲『決算諸表』各期による。
(11の 人事興信所『人事興信録』第 3版、 1911年 、第 5版、 1918年 、
商業興信所『商工資産信用録』第 19回、1918年 によって職業を判別した。
(111)三井物産機械部『機械商売 卜内地工業界ノ趨勢』 1919年 、 4頁 (<
物産>463、 三井文庫所蔵)。
(Hη  日本車輌製造の技術力向上の一例である大正 8年型鉄道院電車の製作に
おいても設計は鉄道院が行ったことからもうかがわれるように (前掲『驀進』

64頁 )、 この時期においても鉄道院の技術的主導性は貫かれた。ただ一方で

は 13年に野上式ボギー台車を開発するなど (同上、 55頁 )、 鉄道院から相

対的に自立した技術基盤も同時に形成しつつあった。

(11つ 同上、 54、 60-61、 64-65頁 、および注 (93)に 同じ。岸
上憲二は鉄道院工場にあって車輌修繕作業の改善に大きな功績を収めた人物で

あった (大東英祐「Ⅵ労務管理―戦前の労働力管理を中心として一」中川敬一

郎編『日本的経営』所収、日本経営史講座 5、 日本経済新聞社、 1977年 、
195頁 )。

(110 宮本源之助編『運輸五十年史』、 1921年 、470頁。
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表2-1鉄 道院 (省 )新製増備車輌数
(

年度 機関車 客車 電車 貨車

1914
15

16

17

18

19

20

129
77
76

[6]         118

[9]        131
[18](7)    211
[10](3)   176

И9]①
[47]

[11]

[4]

[34]

[47]
「631

５０

９３

００

５６

０５

０４

４７

２

１

１

　

２

４

４

６

４

５

７

８

０

０

６

１

１

２

３

５

５

31

６

９

[175]    2,002
[9]      1,336
[25]     1,249
[244]    2,383
[93]     2,284
[3]      2,863
「41      1,531

[出所]1914・ 15年度は『鉄道院年報』、16年度以降は『鉄道院(省 )鉄道統計資料』
各年度。

(注)(1)[]内は院(省 )内工場製、O内は輸入、ともに内数。
(2)()内は電気機関車、内数。
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表2-2鉄 道院(省 )車輌・主要物品購入契約額・車輌新製費(1919・ 20年度 )・車輌費決算額の推移
汗 :円、%

年度 機関車 客車・
繹負童

貨車 電車 小計 車輸・軍軸 外輪 合計 軍輌費

1914

15

16

17

18

19

20

4,145

1,571

3,049

6,323

20,260

1,022

847
818
1:329

4,533

1,673

1,213

1,435

3,874

6.120

３

９

２

一

２

８

９

１

　

０

１

　

１

　

４

7,023

3,730

5,414

11,526

31,315

(87.3)   629

(36.5)   184
(75.6)   965
(32.7)  2:090

(74.6)  4,420

(0)     587
(0)       101

(31.3)   261

(28.6)   309
(31.2)   880
(59.4)  2,036

(68.7)  4,091

(56.1)  2,964

(19.4)  3,776

7,913

4,223

7,259

15,652

391826

4,875

6,040

22,567

54,714

38.862
26,811

17.839

9,323

10.179

12,581

6.231

1,655

1.274

50,370

35.523

[出所]1914,19年度は日本国有鉄道『日本国有鉄道百年史』5、 1972年、450-451買、20年度は
鉄道省『鉄道省鉄道統計資料』、1919・ 20年度の車輌新製費決算額は、秋山正八「日本に於ける

鉄道車輌及び部分品製造工業の現状に就て」(『機械学会誌』第28巻第96号、1925年 )208買。

(注)(1)()内は外国品の占める割合(%)。
(2)車輌費は建設費車輌費と改良費車輌費の合計。
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表2-3国 鉄・地方鉄道・軌道輸送量の対前年度増減

年度 旅客輸送人キロ
(100万人キロ)

貨物輸送トンキロ

(100万 L≧生三三曰
旅駆 人

(100万 人 )
貨物輸送トン

数 (1万トン)

国鉄 地方鉄道 国鉄 地ラ ・道

1914
15

16

17

18

19

20

-108

374
642
2,028

1,696

2:210

711

２

８

３

８

６

２

１

８

４

８

‐６

‐２

２４

３

-116

534
1,422

1,397
０

０

９

４

２

９

９

１

５

ｔ

一

40
18

31

-10

２

１

７

１

２

３

６

６

１

９

５

３

６

２

３

２

‐８

‐３

２４

４

８

６

５

４

５

２

４

１

¨

４

５

１

２

¨
３

[出所]南亮進『鉄道と電力』(長期経済統計12、 東洋経済新報社、1965年 )、 鉄道省
経理局『鉄道統計累年表』1931年、219頁。
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表2-4鉄 道院 (省 )購入契約単価(14-18年度 )・購入単価 (19・ 20年度 )

[出所]表2-2と同じ。

/輌、
年度 機関車 客票・

繹魚童
貨車 電車 車輪・軍軸 外輸

1914
15

16

17

18

19

20

29,605

28,052

37,676

52,692

109,511

128,239

101.277

5,708

5,798

6,760

11,658

17,706

23,076

22,772

０

５

７

９

２

４

０

６

８

５

４

８

９

７

８

７

９

５

７

３

０

１

２

４

４

０

０

０

６

４

８

４

９

５

４

４

５

12:183

331091

25.489

0.078

0.082

0.157

0.288

0.284

0.061

0.065

0.115

0.196

0.233

///



表2-5私 設・軽便鉄道(地方鉄道)および軌道保有車輌数の対前年度増減

[出所]『鉄道院(省 )年報』各年度。
(注)(1)[]内はテンダ機関車、内数。

年度 私設・軽便飲遭
(地方鉄道 )

Ｆ
■

Ｆ
Ｌ 馬カ 人 :

機 関車 客車 客 車 貨車 関車 客 軍 貨 軍 客車

1914

15

16

17

18

19

20

L5」

[2]

[3]

[1]

[3]

[3]
「31

６

７

９

３

２

９

７

８

７

３

一

２

２

６３

５６

７０

１４

２６

６‐

一
９

２

１

　

　

　

　

１

７

０

６

１

４

２

１

６

９

５

４

２

６

１

６

７

２

３

５

６

１

１

２

２

９

７

６

９

２４

‐０

・
１

２

‐１

‐５

５４

６４

３

‐７

３‐

一
７

‐‐８

・
４２

９

２

７

８

８

４

８

２

　

２

　

　

　

２
一

‐４

０

４０

‐

２８

４５

３

一　

　

　

　

　

　

　

　

　

一

９

１

８

４

１

８

６

３

１

３

２

８

９

７

1

２

２

５

１

４

２

０

１

１

２

　

一

　

１

一

５５

３

・
２９

３

・
２

６

・
２９

５

８

８

３

０

０

４

３

一一

９
一

-107

8

4
-40
-44

21
-61

-43

33
39
-13
-108

22
10

１

３

３

１

９

２

０

一

３

一

一

¨
２

68
20
…30
-8
-93

40
0

ヽ

ヽ

ヽ



表2-6朝 鮮・台湾鉄道車輌輸移入の推移

45.5)    231

(78.9)    555
(75.9)    286
(97.1)    47

(93.9) 1,84

10.1)    129

)    250
40.4)     47
100.0)   121

(59.8)    127
(100.0)   702
(70.6)   2,421

.7)    305
9)    239
1)    357

(38.7)    603
(90.2) 1,1
.9)  2,212

)     556
(3.0)     198
(9.6)     146
(5.8)     261
(87.2)    242

(3.9)     388
(63.0)    108
(77.8)    230
2.4)    257
64.3)    621

(79.8)    445

1.9)     944

(24.2)    306
(51.3)    376
38.8)    51

60.4)   1,162

[出所]『朝鮮貿易年表』各年版、および台湾総督府財務部『台湾貿易四十年表』1936年。
(注)(1)()内は輸移入額に占める日本からの移入額の割合(%)。
(2)部分品を含む。
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表2-7鉄道車輌相手国別輸入額
%

年 次 鉄道車輌 機関車 客・盲 亘 イギリス ドイ ソヽ アメリカ ベルギー その ` L

1914

15

16

17

18

19

20

(100.0)  2,428

(100.0)   847
(100.0)   420
(100.0)  2,331

(100.0)  3,495

(100.0)  7,190

(100.0)  8,031

(18.4)    447
(26.9)    228
(28.8)    121
(4.8)      112

(11.4)    398
(5.7)     408
(11.4)     914

(81.6)   1,981

(73.1)    619
(71.2)    299
(95.2)   21219

(88.6)   3,097

(94.3)   6,782

(88.6)   7.117

(22.5)    547
(28.7)    243
(28.6)    120
0.7)   17
(0.1)   5
(0.2)     16
(4.4)     349

(38.0)

(22.3)

(1.0)

(0.1)

３

９

４

２

８

９

１

(32.3)    784
(49。1)    416
(65,7)    276
(99.1)   2,310

(99.7)   3,486

(99.8)   7]173

(95.5)   7.671

(7.1)

(0.2)

２

　

　

１

７

(4.5)

(0.2)

(0.1)

９

４

４

[出所]『大日本外国貿易年表』各年。
(注)(1)部分品を含む。
(2)()内は車種別・相手国別構成比。
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表2-8鉄 道車輌用主要材料口部分品製造所(1923年 )

[出所]前掲表2-2、 秋山論文、195、 217-218頁。
(注)(1)◎印は100%国内自給、○印は大半自給、X印は輸入に依存せざるをえないもの。

場

ヽ
ヘ

(棒鋼 )、 東京鋼材(スプリング用鋼 )、 輸入

製鉄所(機、客、貨、電共 )、 住友製鋼所(同前 )、 輸入

製鉄所(客、貨、電車用 )、 住友製鋼所(同前、以下同様 )、 日本製鋼所、神戸製鋼所、川崎造船所、

輸入
住友伸銅所(大小煙管、過熱管 )、 日本鋼管(同前 )、 輸入

東京鋼材 (材料一部支給 )、 帝国発條製作所 (材料支給 )、 山本工場(同前 )

住友製鋼所(輪心其他大物)、 神戸製鋼所(同前 )、 日本製鋼所(同前 )、 大島製鋼所(輸心)、 大同電気

製鋼所(鞍、伴板守、其他小物 )、 唐津製鋼所(同前、以下同様 )、 日本鋳鋼、神戸桟橋王子電燿工場

戸畑鋳物
東京瓦斯電気工業(汽罐付属品及計器類 )、 東京計器製作所、品川製作所(計器類)

芝浦製作所、東洋電機、日立製作所、鉄道省大井及大宮工場、輸入

芝浦製作所、日立製作所、鉄道省大井工場、輸入

東京瓦斯電気工業(部分品)、 発動機製造(同前 )、 輸入

住友製鋼所、輸入

Ｏ

　
Ｏ
Ｏ
　

Ｏ

Ｏ

◎
　

◎

◎

ｘ

ｘ
ｘ
ｘ

ｘ

一
　

外
車
　
煙
弾
鋳

嚇↓動は静螂

可
ゲ
電
制
空
自



表2-9鉄 道省電車用電動機 (運転用)保有個数及電車輌数増減

[出所]『鉄道省鉄道統計資料』各年度。
(注)(1)()内は1916年度末保有個数、輌数。
(2)GEは General Elect面c社、DKは Dick Kerr社、SSは Siemens Schuckert社 、WHはWestinghouse社 。
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表2-10鉄 道車輌国内生産額の推移

[出耐轟縫皇務霜馬報〉爵畠霜呈聾轟増旱勤啓尋」讐1網1鞍二纂夢砕8頁(客貨車は電車を含む)、 18年 .

年下段、19年上段は農商務省工務局『主要工業概覧』第二部、機械工業、

1921年 、3、 27頁。
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府県別鉄道車輌生産の動向

団
０
０
０
０
⑩

６２８

７０７

２６９

０８３

５９７

５０９

３９‐

１

０

２

２

０
０
０
⑩
①

[出所]各『府県統計書』各年.
∝ )8塁

腑 事穏驚Ъみ左:客電車、右:貨車。
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表2-12鉄 道車輌生産・修理高(1919年 )

[出所]国勢院第二部『軍需調査令二依ルエ場事業場生産品調査表』1921年、72-73買。
(注)(1)[]内は生産口修理輌数が不明なものの生産・修理額、小計・合計には含めない。
(2)1企業が多品種の車輌・部品生産を行うため工場数の計は取れない。
(3)調査対象は民間企業。

項 目 工 (生産 ロ

従業者3C
人以上

5～ 29
人

計 従業者30人以上 5～ 29人 計

レ

用

　

用

　

フ

関
　
道
　
道
槽

ロ

鉄

鉄

一

便
　
便
　
童

機
客
軽
貨
軽
油
客

客

軍
車
車
車
車
車

ム

化員

３

２

２

２

１

２

７

２

　

　

４

３

４

２

６

１

２

７

(238)   22,339

(477)    7,937
(6)   11
(3,653)   11,297

(62)       84
(40)     424

480

(14)

(28)[6] 19

(238)   22,339

(491)    8,003
(6)   11

(3,681)[6]   11,316

(62)      84
(40)     424

480

墓 気 鉄 猶 重 輌 牛 産・′Jヽ計 42.572
＾
υ 85 6]   42,657

軍
車

車

ム一

関
電
機貝
〕

機

・
　

貿

ヌ́
車
動
輪

電客
電頭

１

１

４

９

１

２

４

０

(1)

(90)

(130)

９

９

５

８

４

５

８

７

２

８

(9)
４

　

　

６３

(1)

(99)

(130)

９

３

５

４

５

５

２

７

２

９

雷気機関車 口電車生産 口小計 1,901 40 1,941

合計 44.473 6 125 6]   44.598

理
理
理
理

修
修
修
修

軍
車
車
童

関機
客
貨
雷

19

10

19

24

８

５

０

６

２

１

１

７

５

９

０

４

２

２

３

(507)[21    1,909

(1,182)     362

“

,473)  1,069
852

(148)[98]

(126)[13]

(612)[7]

８

１

２

６

３

１

２

０

２

　

　

　

　

１

1655)[100]    2,147
1!308)[13]     374

(5,085)[7]    11091
958

修理・4ヽ 2]    41192 118 377 11201    4.570

へ
ヽ
ヽ



表2-13製 造所別販売先別鉄道車輌生産

製造所別

1 庁 1920 二肩F

蒸気機関車 客 I亜 合 計 丞 気 機 関 亜 客 票 I車 合 計

田中車輌
鉄道省(院 )
その他

九州車輌
鉄道省(院 )

その他

鉄道省(院 )
子のIb

(111)

(111)

07)
C71)

(16)

‐２

‐２

　

６５

７３

９２

，
７

，

７

　

，

８

，
７

，
０

０

　

“

134

０
０
⑩
０
０
⑩

[1,217]

日,269]

２５

９３

３２

０２

９７

４

(109)

(96) [2,166]

(13)

(133)

(63) [1,148]

(70)

(88)

08)

968

968

ω
）
　

の

４

　

　

４

⑪
ω
ω
[1,849]

４０３

　

，

０９‐

３‐２

1,467)       4,0571

1,125)14,486]2,968

042)    1,089
1537)    1,043
012)[1,646]954
(25)          89
(263)

(263)

258

C72)

r7,ヽ

1

011)
(190)13,716]
(121)

(199)

(199)

●0)

00)

(3)

３
，
９８。

２
，
９‐８

‐
，
０６２

1,970

1,970

297

297

73

０

０

13)

０

“

０
口,851]

‐
‐

‐２‐
呵
川
‐

０

１

８

1膳IB測
1動 |

４

　

４

０

　

“

９２

　

９２

　

　

　

　

４６

　

４６

０

　

０

０

　

０

01)

01)

8,597

5,355

3,242

2,162

2,162
９７

　

９７

４６

　

４６

７３

　

７３

８５

　

８５

諧 坐 ′餞 ヽT α〕 776

“

7)        1.132 r3) 1,944 r3) (63)         1.47〔 r4) 48

含計

鉄道省 (院 )
子の他

(204)    ZЭ ,′ lυ

(182)    24,485
r,,ヽ      1225

C535) 6,865

(295)b,8∞ ]4,560
r,40ヽ        '305

o,016)   7,87]
(2,199)17,981]5,01(
017)    2,86C

，
４

，
０

０

０

４

６

(228ト

(198>

“

0ヽ

‐４

０１

‐２

1837)    10,779
086)[7,761]6,139
r451)         4,640

(2,670)       6,462

(1,525)E5,43033,37:
rl 14ら  ヽ      3090

も

ヽ

ヽ

[出所]前掲表2-2、 秋山論文、210-215頁。
(注)(1)()内 は生産輌数。

8鍵   ∬l… ]内は総代価(総代価=請負金額+支給材料費)。



人、%
年度 大宮 大井 浜 松 鷹取 7jヽ言 百 穏 小計 合 計

1914
15

16

17

18

19

20

2,392

2:221

2,392

2,411

2,494

(14.7) 2,639
(12.1) 2.693

1,407

1,235

1,152

1,197

1,588

(44.0) 1,533

(28.4) 1,643

796

863
964

(33.1) 1,089

(16.8) 1,081

６

６

２

０

７

８

2,712

2,097

2,067

2,112

2,151

(24.3) 1,987

(12.3) 1,878

2,199

1,812

1,644

1,685

2,086

(32.5) 1,718
(15.5) 1,714

963
915
1,067

1,035

1,035

“

4.7)1,140
(28.3) 1,189

10,399

9,086

9,118

9,303

10,318

(29.6)10,106
(17.7)10,198

14,991

13,172

(43.8)12,640

(50.4)12,861

(44.9)14,230

(32.7)14,046

(19。 1)14,297

表2-14鉄 道院(省 )主要工場職工数の推移

[出所]」
tia駐罫呂I福甦島曇響1冒]穐≡[:奪塁月僣躍記冒襲

史』第6巻、1972年、366頁、16年度以降は『鉄道院(省 )
女は日本国有鉄道鷹取工場『六十年史』1960年、33頁。

(注)(1)職工数は年度末現在。
(2)()内は離職率。
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表2-15鉄 道院の車輌基本規格制定

[出所]鉄道省『日本鉄道史』下篇、1921年、328頁。

客貨車基本車軸(1916年 5月 23日改正 )
機関車及客貨車用外輪ノ種別・符号・寸法(1915年 3月 5日 改正 )
郵便車手荷物車工事仕様書(1911年 4月改正 )
塗色及標記方法(1911年 10月 -1918年 11月 に数回改正)
車輌称号規定(1911年 2月 -15年6月に数回改正)

量器解斃憩最熙 轟臨轟羅濡:gf覇

量鮮轟羅詔剛l祀 7婁器 )

1909年 10月 23日
1910年 4月 8日
4月 14日
8月 6日
9月 30日

1911年 1月 16日
1914年 2月 13日
1915年 3月 5日
3月 5日

5月 23日
9月 13日

1917年 9月 14

ノ♪2



表2-16汽 車製造「j川崎造船所販売先別機関車販売輌数

[出所]汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車製造史』1972年、巻末付表、および渡辺肇『日本製
機関車製造銘板・番号集成』自費出版、1982年、44頁。

旬

ヽ
＼

４０

３２

３６

４５

４５

７‐

３２

３。

４２

３４

６５

７‐



表2-17汽 車製造の労働者数・営業成績・設備投資の推移 %

期別 労働者 ム込資本釜 純利益金 対平均払準 争沢昇炉

資本金利益
|率

諏 偏 慎 夏

1914
15

16

17

18

19

20

上

下
上

下
上

下
上

下
上

下

1,9811

1,641

1,418

1,606

1=848

1,979

2,222

2,636

2,783

2,755

2,822

2.567

1,725
〃

′′

′′

〃

′′

″

2,212
″

′′

′′

′′

2891

223
129

131

141

283
282
341

634
648

1,350

1.060

58.6
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526
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４

１

　

１

[出所]汽車製造株式会社『営業報告書』各期。
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表2-18日 本車輌製造の営業成績および設備投資

[出所]『営業報告書』各期、『第35期決算諸表』(日本車輌製造株式会社所蔵 )、 および同社編『 日本車輌80年のあゆみ―驀進』
1977年、

巻末付表。
(注)(1)純利益金は税引8償却後利益金。
(2)()内 は販売輌数。
(3)「 1916年下期・17年上期」は1916年 10月 -17年 5月 期。
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表2-19日 本車輌製造の車輌売上高・工場利益

[出所]日本車輌製造株式会社『決算諸表』各期(同社所蔵)。
(注)(1)工場利益=売上高―製作費。()内は工場利益率(工場利益/売上高)。
(2)千円未満四捨五入。
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表2-20日本車輌製造支出構成

[出所]『営業報告書』各期。
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表2-21 日本車輌製造貯蔵品買入・払出高

[建再lξ
帽
聞話な難晶警」な。**印は製材工場経費11千円を含まない。
(2)払出高は売却分を含む。
(3)1920年 上期は本社分。
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表2-22日 本車輌製造買入先勘定相手別内訳

[出所]前掲表2-19と同じ。
(注)(1)5000円 以上の相手先を表掲。
(2)[]内 は前期末残高。

範田商店    61,998
林四郎     42,397
田村商会    42,300
西川戦次郎   18,600
井上商店    17,936
永田甚蔵    17,857
泉製作所    14,885
伊藤忠商事   13,804
北勢電気会社  11,171
清水材木部    9,251
高須賀伊二郎   7,704
加藤安五郎    6,855
住友鋳鋼所    6,370
ワシノ商店    60244
大阪製鉄所    5,836
岡島機械製作] 5,100

三井物産    152,500

泉藤吉     6,393
その他     84,856

茂木合名会社  78,136
岡谷商店    46,796
梅岡平七    28ρ 15
三井物産    17,172
岸本商店    14491
吉村玉吉    13p42
津田勝五郎   12486
森岡平右衛門   9,463
範多商会    7,776
川克三    7,217

岡谷支店    21,665
吉村玉吉    17:502
セールフレザー  16,318

岸本商店    11,923
津田勝五郎   10,148
三井物産     8=261
山中直七     8,187
大阪鉄管     51918
藤井卵兵衛    5,530
その他     31,923
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第 3章  1920年 代の鉄道車輌工業

第 1節  国内市場の安定と輸移出市場の動向

1.安定的国内市場の推移

まず鉄道車輌国内需要の基軸をなす鉄道省の需要動向から検討してみよう。

表 3-1に よれば 1920年 から昭和恐慌期直前まで、鉄道省の車輌購入・

内製総額は年々の変動を示しつつも極めて安定的に推移 したことがわかる。こ

の鉄道省の需要動向こそ 20年代の鉄道車輌国内市場の安定化を支える最大の

条件であつた。ただ購入車輌の車種別内訳に立入つて検討してみると、いくつ

かの注目すべき変化を内包していた。まず蒸気機関車は 1920-22年 度の

年平均購入・内製額が 1783万 円であつたのが、 23年以降大きく減少 し2

4-26年 度には 1090万 円と約 4割の減少を示した。総額が縮小するなか

で鉄道省指定蒸気機関車メーカーには従来の 2社に加えて日立製作所、日本車

輌製造、三菱神戸造船所の 3社が参入したため従来の 2社にとつて発注額の減

少はより厳 しいものとなつた。輌数ベースであるが表 3二 2に よれば川崎造

船所は 23年、汽車製造は 24年以降鉄道省向け蒸気機関車納入を大幅に減少

させることを余儀なくされた。

客貨車購入額はそれほど大きな変動を示さなかつたため、蒸気機関車の減退

を補う形となつたのが電気機関車と電車購入の増大であつた。 1919年 7月

に「国有鉄道運輸に関し石炭の節約を図るの件」が閣議決定されるとただちに

電化調査委員会が設置され、 21年 に鉄道省内に電気局が誕生したことによつ

て国有鉄道の電化は本格化する
(1)。 関東大震災による遅延があつたとはいえ、

25年に東京一上野間の電化が達成されることによつて山手線の環状化が完成

し、全面的な電車運転が開始され、さらに 28年には東京一熱海間の電化が完

了した )゙。 こうした 1920年 代に本格化する国有鉄道の電化が電気機関車・

電車の需要拡大を支えることとなつた。ただ留意すべきは蒸気機関車、客貨車

供給に関して輸入および鉄道省内工場の比重はきわめて小さく、増備車輌は基

本的に国内民間車輌メーカーから調達されたのに対して、電気機関車の国内自
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給は遅れ 26年までの調達はすべて省内製作もしくは輸入に依存し、電車につ

いても車体部分は民間企業が担当し電装関係を省内工場が行なう例が多かつた

点である (表 3-1)。 したがつて拡大する電気機関車・電車需要がそのま

ま国内メーカーに提供された訳ではなかつた。

続いて地方鉄道・電気軌道の需要動向を概観 してみよう (表 3-3)。 ま

ず地方鉄道であるが、 1920年 代も地方鉄道の増備蒸気機関車の中心がタン

ク機関車にあつたことがわかる。ただ地方鉄道の蒸気機関車の需要規模は国有

鉄道と比較した場合きわめて小さく、 1929030年 の 2年間のみであるが

換算輌数ベースで後者の約 4.5%に すぎなかつた (後掲表 4-1)。 む し

ろ 20年代には電気機関車の増備が旺盛であつたことが注目される。国有鉄道

と比較して小型であつたとはいえ、輌数ベースでみると地方鉄道は 20年代に

鉄道省を上回る電気機関車を増備 した (表 3-1お よび表 3-3)。 192

0-30年 に地方鉄道は 171輛 の電気機関車を増備するが、表 3-2に よ

ればこの間に国内メーカー 5社は 149輛 の電気機関車を地方鉄道・専用鉄道

に納入している。したがつて鉄道省の国産車採用に先行して地方鉄道では増備

電気機関車の相当量を国内で調達したことがわかる。

地方鉄道は 1920年 代に客貨車も着実に増備し、 29・ 30年の増備貨車

は鉄道省の約 9割 に達していたが (後掲表 4-1)、 このことは地方鉄道の

増備貨車の大型化の反映でもあつた
③。 しかし当該期の私鉄増備車輌の中心は

電車であつた。電気軌道の着実な電車増備と並んで
(4)、 注目すべきは 20年代

初頭まではそれほどではなかつた地方鉄道の電車需要が 1922・ 23年頃を

境に一挙に拡大したことである。これは第 1次大戦後の東京・大阪を中心とす

る郊外電気鉄道の急速な発展に基づくものであり
(°、「半鋼製又は全鋼製の客

車電車の需要殺到したり。尚東京、大阪等大都市の郊外地発展に伴ひ郊外電車

会社の採算良好なる為電車の需要全国的に増加を来せる模様なり“
)」 といった

状況が 1920年 代後半に展開したのである。

以上のように 1920年 代には内需の基軸をなす鉄道省の発注額が全体とし

てきわめて安定的に推移 し、そのなかでの蒸気機関車需要の減退は電気機関

車・電車需要の拡大によつて補われた。国内メーカーに対する鉄道省所要電気
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機関車の発注は遅れるが、それを補完したのが地方鉄道・電気軌道からの電気

機関車・電車需要であつた。したがつて長期の不況に苦しむ造船業やその他の

機械諸産業とは異なり、鉄道車輌企業に対して 1920年 代には高位かつ安定

的な国内市場が提供されることとなつたのである。

2.輸移出市場の動向と商社

まず台湾市場の動向からみると (表 3-4)、 大戦後急拡大した車輌輸移

入は 21年以降減少・安定した (つ。大戦期にすでに確立していた日本の優位は

20年代にも維持され、日本にとつて台湾は安定した市場 となつた。表 3-

5か ら台湾の車輌需要動向および現地生産の進展状況をみると、機関車・客

車の増備は官設鉄道が私設鉄道を上回つたが、貨車においては逆であつた。現

地生産の動向は部分的にしか判明しないが機関車の生産はほとんど進展せず、

官 0私設鉄道とも日本からの供給に依存した。客貨車生産は相当進展 しており、

官設鉄道の需要にほぼ対応し得る水準に達していたから、客貨車輸移入の内容

は私設鉄道向け完成車輌および官・私設鉄道向け部分品が中心であつたと思わ

れる。

表 3-4に あるように朝鮮市場は 1922年 以降 25026年 を除くと台湾

市場を上回る規模であり、客貨車については台湾同様基本的に日本の優位が持

続したが、機関車は大戦後 22年までアメリカの再進出によつて下時的に後退

を余儀なくされ
(め、機関車、客貨車ともに日本の独占的市場となるのは 27年

以降のことであつた・
)。 朝鮮の車輌需要の中心は各車種ともに官設鉄道であり、

それに対応した現地生産も27午には機関車が製作されるなど相当の展開を遂

げた (表 3-6)。 ただ機関車の現地生産は需要のごく一部を満たしたにす

ぎず、大半は輸移入に依存せざるをえなかつた。客貨車については鉄道局鉄道

工場が増備車輌の大半を供給しただけでなく、局外注文にも応 じたため客貨車

輸移入の中心は私設鉄道向け完成車輌と部分品であつた
(1の。

満鉄では 1920-30年 度に 175輌 の機関車を増備 したが、その内訳は

社内工場製 132輌 、アメリカ製 23輌、日本製 20輌 と社内生産の比重が圧

倒的であつた (表 3-7)。 減少傾向にあつたとはいえ 2000人 以上の職
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工を擁する沙河口工場は機関車だけでなく、客貨車についても社内の必要量の

ほとんどを製作した。輌数こそ少ないものの 24-27年 にかけて川崎造船所、

汽車製造 2社の機関車が採用されたことによつて、この時期にはじめて満鉄は

日本のメーカーの機関車市場として登場した。ただ機関車の日本向け発注は限

定され、客貨車発注も自家工場を有するため間欠的であつた。

1920年 代半ばに満鉄に車輌を納入 したメーカーとしては、川崎造船所、

汽車製造、日本車輌製造、日立製作所、田中車輛、大連機械製作所、新潟鉄工

所、大阪鉄工所などがあり
(11)、 この頃からすでに満鉄指定メーカーの有力企

業である日本車輌製造、汽車製造、川崎造船所の 3社間において「三社協定ニ

ヨリ交互二注文 (満鉄からの――引用者注)フ 引受
(12)」 とぃったカルテル活

動が行われていた。この 3社に機関車専門の日立製作所、および 1926年 に

「田中車輌 (中略)内地ノ第一流製造家 トシテ満鉄二於テ認メラレル事二相成

候ハバ、毎度申上候通り田中車輌ハ内地ノ何レノ入札二対シテモ頗ル乱暴ノ値

段ヲ見積 卜同様ノ手段フ満鉄ニモ及ボス可ク、斯クテハ所謂三社ハ田中車輌 ト

競争セザレバ注文引受出来難キ事 卜相成
(1°」と3社側から警戒され、その後

も満鉄への売込み活動を積極化していた田中車輌
(14)を加え成立したのが弥生

会なる受注カルテルであつた
(15)。 これ以降満鉄指定メーカーのなかの有力 5

社は受注カルテル組織である弥生会を軸として満鉄向け販売に関して相互の協

調を図つていくことになる。

続いて 1920年 代の鉄道車輌輸出について検討してみよう。前掲表 3-2

によれば 1920-30年 に川崎造船所は 29輌 (汽車製造は 12輌の機関車

輸出を行なつたが、これは同期間の移出輌数 (5社会計)317輛 の約 13%

にすぎなかつた。川崎造船所の輸出先は挑昴鉄路 12輌、吉敦鉄路 6輌、膠済

鉄道 4輌、吉長鉄路 4輌、呼海鉄路 2輌、東支鉄道 1輌であり、汽車製造は吉

敦鉄路 6輌、山東鉄道 (山東還付後膠済鉄道となる)2輌 、呼海鉄路 2輌、南

澪鉄路 2輌であつた (16)。 機関車輸出は規模が小さかつただけでなく、地域的

にも中国市場に限定されていた。さらに山東=膠済鉄道は日本の (元)租借地

に位置し、南澪鉄路は揚子江流域における日本唯一の借款関係鉄道であり、他

の 5鉄道はすべて満州に位置した
(17)。 満州 5鉄道のなかで東支鉄道は中ソ共
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同管理鉄道であり、呼海鉄路は中国自弁鉄道であつたが、残 りの 3鉄道は満鉄

の借款鉄道であつた
(18)。 以上のように輸出とはいえその相手先の多くは日本

との関係の深い鉄道であつた
(1"。

日本製機関車が品質面で国際的水準に到達していながら十分に輸出を拡大し

えなかつた最大の理由は、 「支那に於ても内地品と外国品との間に競争烈しく

行はれ常に品質よりも価格の点に於て外国品に圧迫さるゝ傾あり
(20)」 と評さ

れたような価格面での競争力の相対的劣位であつた。 日本国内の狭軌用蒸気機

関車生産では著しい技術進歩を遂げた国内メーカーも、朝鮮、満鉄市場への進

出を果たしつつあつたとはいえ、広朝L用蒸気機関車生産において 20年代には

十分な価格低下をもたらすほどの量産体制を確保できなかつた。中国の鉄道技

術者を会員とする中華工程師学会のメンバーを日本に招待し車輌工場を視察さ

せるなどの輸出奨励活動を展開したにもかかわらず
(21)、 輸出市場における価

格競争力を獲得しえないかぎり日本製機関車の輸出には大きな限界が画されて

いたのである。

ところで鉄道車輛の国内販売と異なり、輸移出については商社が介在するこ

とが多かった。そこで車輌販売に関する商社活動を三井物産と三菱商事につい

てみてみよう。 1920年 代初頭に日本車輌製造との間で台湾向けおよび輸出

に関して一手販売契約を結んでいたことが確認 される三井物産では
(22)、 表 3

-8にあるように 20年代半ば頃より鉄道車輌関係の輸出取扱高を拡大 し、

取扱総額に占める比重を高めたのに対して、車輛および部分品の国産化に押さ

れ輸入取扱いは逆の傾向を示 した
3゙)。 ただ輸出に占める機関車および同部分

品の比重は小さく、大部分が客貨車であつた。また内国売買
°4)が ほぼ 20年

代を通して重要な地位にあつたのに比べ外国売買は年度毎の変動が甚しかつた。

判明するかぎりで 1921年 下期、 22年下期-30年 下期の物産の中国およ

び植民地向けの大口売約先は京綾鉄道 (売約高 5900千 円)、 満鉄 (223

7千円)、 眺昴鉄路 (580千 円)、 台湾総督府 (554千 円)、 支那銀行団

(510千 円)、 吉海鉄路 (484千 円)、 樺太庁 (420千 円)、 朝鮮鉄道

(410千 円)、 奉海鉄道 (183千 円)の順であつた D゙。

物産が日本車輌製造と密接な関係にあつたのに対して、三菱商事は三菱電機、
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三菱神戸造船所の満州向け電気機関車の代理販売を行なう一方で、蒸気機関車

と客貨車については川崎造船所の満州代理店であつた
(26)。 商事は 23年 に吉

長鉄路に蒸気機関車 2輛を売込んで以来数年間に吉敦、四洸、挑昴、呼海の各

鉄道に大量の車輛を納入 した
(27)。 大倉商事は汽車製造との結びつきが深 く、

26年には奉海鉄路向け客貨車を代理販売した (28)。 このように主要メ∵カー

は輸移出、とくに満州の諸鉄道に対して商社に支援されながら積極的な売込み

を図つたが、その実績は間欠的でありさらなる拡大を展望しうるものではなか

った。その要因としてメーカー側の問題はすでにみたが、同時に
「支那方面引

合二対シテハ何レモ信用薄ク取引危険ナル状態
(29)」 とぃつた中国側の事情も

あつた。

第 2節  輸入動向と関税改正

相手国別輸入動向をみると (表 3-9)、 大戦期から大戦直後のアメリカ

ー辺倒の輸入構成から1920午 代に入るとアメリカの比重が徐々に後退 し、

代わつて ドイツ、イギリスが、 20年代半ばにはさらにスイスがその地位を高

める。 20年代後半に入つてもアメリカは過半を押えたものの、 27年以降さ

らに後退しその分をドイツ、イギリスが蚕食する形となつた。

しかし鉄道車輌輸入総額は 20年代前半にはある程度の水準を維持するもの

の後半に入ると顕著に減少し、 27-30年 の年平均輸入額は同期の国内生産

額の 6.0%と なり (後掲表 3-11)、 車輌供給に関して輸入はまつたく

ネグリジブルな存在となつた。機関車輸入は21-26年 に高水準を記録 した

が、これは鉄道省の電気機関車輸入を反映するものであり、それを除くと完成

品輸入としてはドイツのコッペル製機関車に代表される地方鉄道・専用鉄道用

小型蒸気機関車および電気機関車であつた。国産車の性能が国際的水準に到達

した 20年代においてもなお一部の地方鉄道が外国製蒸気機関車を購入した理

由はその低価格にあつた。例えば 22年のC形タンク機関車の場合、日本車輌

製造製の トン当り単価が 1048円 であつたのに対してコッペル製は 806円

と約 2割の格差があり、さらに同社の日本代理店であるオットー・ライメルス

社の鉄道監督行政をよく心得た適切な販売サービスがコッ
ペル製機関車の進出
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を促進 した
(3の
。

一方その実体はほとんどが部分品であつた客貨車輸入についてみると、 26

年から激減するがこれは同年の関税改正によるところが大きかつた。表 3-

10にあるように 1911年 関税改正以後 21年に税率改正が行なわれたが、

この程度の税額上昇は大戦期以降の価格上昇を考慮すればほとんど効果を持た

なかつたものと思われる
(31)。 そこで 26年関税改正ではそれまでにほぼ国内

自給化が達成されていた炭水車、客貨車については税率が据え置かれる一方で

02)、 表 3-10に 示されたような税額引上げが実施され、そのなかで引上げ

幅の大きいもめは電車用制御装置、車輪及車軸 (其ノ他)、 機関車 (其ノ他)、

タイヤなどであつた。鉄道車輛部分品の中心をなす車輸及車軸 (其ノ他)と タ

イヤω については前章でみたように鉄道省はほとんど国産品を採用しており、

関税改正直前にはタイヤは国産品が「本邦需用ノ大部分フ充シ得ル」状態にあ

り、車輸及車軸 (其ノ他)も 「近来ハ内地ニテ充分ノ製造技術発達シ需要ノ過

半フ内地製品フ以テ充シ
(34)」 てぃたにもかかわらず、なお輸入品は無視 しえ

ない比重を占めていた。そこで内外価格差に相当する税額引上げによつて輸入

防過が図られることとなつた
(35)。 しかも24-27年 には輸入単価が下落し

たために関税負担率 (実際税率)は大幅に上昇した (36)。 その結果、表 3-9

に示されているごとく客貨車部分品輸入は顕著に減少し、関税改正は所期の目

的をほぼ達成したのである。

以上のように 1920年 代後半に入ると客貨車部分品の国内自給化がさらに

進展し、電気機関車についても28年には鉄道省が国産車の採用に踏み切 り、

一部低価格外国製蒸気機関車の流入があつたとはいえ、蒸気機関車においても

内需のほとんどは国産機によつて充足された。ここに至つて日本鉄道車輌工業

および関連諸産業は主要部分品も含めてほぼ全車種にわたる完全自給化を達成

することになつた
(37)。 そこで次節以降ではこの過程をより詳細に検討 してみ

よう。

第 3節  生産動向と鉄道車輛完全自給化の達成
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1.生産動向と指定中堅企業の展開

すでに検討したような国内市場の安定的な推移に支えられて、 1920年 代

の鉄道車輌国内生産額の動きも25年には鉄道省購入額の減少に規定されてや

や減退するものの非常に安定していた (表 3-11)。 車輌生産の中心は生

産額ベースでは機関車、とくに蒸気機関車であつたが、この生産は鉄道省の購

入動向に規定されて 23・ 24年に低下し、以後ほぼ横ばい状態となつた。鉄

道省向け蒸気機関車の価格水準は 20年代を通してきわめて安定的であつたか

ら(3め 、鉄道省の比重が圧倒的であつた蒸気機関車の場合、生産額の動向は生

産量の推移をほぼ忠実に反映するものであつたといえる。

客貨車生産は 1920年 の水準をそれ以降達成しえなかつたものの、 21年

以降は機関車と比較 して相対的に安定しており、電車も23-29年 には 50

0-700万 円台の水準を維持した。鉄道省向け客車価格は大戦期から大戦直

後にかけて急上昇した後、 20年代に入ると製作技術の進歩に伴い漸落気味で

あったが、 27年の半鋼製車輌の採用、 29年の 20米車長客車の採用によつ

てその水準を上昇させた
(39)。 鉄道省向け電車価格は 23年から27年の車体

鋼製化まで低落・横ばい状態であり、貨車も大正末期からの鉄製車輌の登場に

よって若千の影響を受けたがその変動幅は蒸気機関車同様きわめて小さなもの

であつた。

1920年 代後半に入つて生産が本格化したものにガソリン動車がある。ガ

ソリン動車の本格的採用に先鞭をつけたのは地方鉄道であり、それは自動車と

の競争、昭和に入つてからの不況に悩んでいた一部の地方鉄道が、設備費・運

転費の点で電車と比較してはるかに経済的であつたガソリン動車の採用を本格

化したためであつた
(10)。 鉄道省においても民営鉄道のガソリン動車採用に刺

激されて、地方支線用として 28年 よリガソリン動車の採用を計画し、翌年に

は日本車輌製造においてその完成をみた
(41)。 ガソリン動車のメーカーとして

は、大手では日本車輌製造、汽車製造、中小メーカーでは梅鉢鉄工所、雨宮製

作所、新潟鉄工所、松井自動車製作所、加藤車輌製作所、丸山車輌などがあつ

たに2)。

次に 20年代と30年の生産状況を指定工場別に集計してみると、限られた
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年度であるが表 3-12の 通 りであつた。川崎造船所、汽車製造、日本車輌

製造の 3社が卓越した地位を維持していたが、それに続くのが日立製作所であ

り、第 3位 グループとして梅鉢鉄工所以下の各企業が位置した。 1921-2

3年度の生産動向についてみると、主要 4社のなかで日本車輌製造のみ客貨車

および電車生産の比重が高く鉄道省以外の需要もある程度の割合を占めたが、

残り3社では圧倒的に鉄道省向け車輌生産が中心となつていた。蒸気機関車生

産は以上 4社に三菱造船所を加えた 5社によつて基本的に担われてお り
く43)、

その他の中堅メーカーは客貨車および電車生産に特化していた。主要 4社につ

いては後に検討することとして以下ではそれ以外の指定中堅企業の動向を検討

してみよう。

まず新潟鉄工所であるが、表 3-13に あるように車輌販売高は 25年 を

除くとほぼ順調に拡大を続け、 20年代末には同所の多角的な製品構成のなか

でも重要な位置を占めるに至つた
(44)。 新潟鉄工所の車輌生産の拡大にとつて

21年の鉄道省指定は決定的意義を有した。 25年には鉄道省技師池田正彦を

技術顧間として入社させ、 27年 からは鉄道省の専任監督官が常駐 した
(45)。

27年には半鋼製客車、全鋼製電車を完成させるなど、技術的にも指定工場と

しての内実を固めていつた“
°。

1921年 に鉄道省の貨車製造指定工場となつた田中車輌は鉄道省発注以上

に関東大震災前後に東京市電気局から大量の電車々体を受注し、さらに 24年

の大阪工場の新設以降もすでにみたような積極的な販売戦略を展開しうつ 6大

都市の電気局および京阪神方面の有力私鉄に販路を拡大した。 20年代半ばに

は鋼鉄製電車製作にも進出し、 27年に鉄道省より初めて鋼鉄製客車を受注す

るなど技術的にも著しい進歩を遂げた
(47)。 29午の売上高は 210万 円に上

ったが、そのうち満州向けを中心とする輸移出が 90万円を占め鉄道省向け 7

0万円を上回つた 148b。

1921-23年 に主要 4社を除く中堅企業のなかでは最大の生産額を上げ

た梅鉢鉄工場 (所)は (表 3-12)、 24年 9月 時点で資本金 200万 円、

職工・社員数 406人 の規模に成長 していた (49)。 ェ場は木工部以下 7部 に分

割された職場編成を敷いていたが、労務管理面では
「使用人細則と云ふものも
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なく、従来の習慣と其時々の世間の様子によつて適宜な方法を採
(50)」 るなど

個人経営的色彩が濃厚であつた。

こうした指定中堅企業以外に 20年代には造船不況のため兼営事業の一環 と

して車輌製作を本格化するいくつかの造船所があつた。

まず明治末期に車輌生産の経験を有する三菱神戸造船所は 19年の三菱鉱業

向けタンク車 2輛の受注を契機に車輌生産を再開するが、生産の本格化は鉄道

省から機関車製作を勧奨され指定工場となつた 23年以降であった
(51)。 23

年下期-30年 の三菱造船所の機関車以外の車輌受注は 27年の 6輌のみであ

り(52)、 前掲表 3-2に 示されているように同所は蒸気・電気機関車生産に特

化した。 24-30年 の納入機関車 103輌 のなかで鉄道省向けは 60輌を占

め、次に満鉄撫順炭坑向け電気機関車を中心とする移出が重要であつた
(53)。

なお電気機関車生産に関して三菱造船所は電装関係をすべて三菱電機に依存 じ

た (前掲表 3-2)。

大戦後の造船不況が続く1920年 代 (54)、 とくに前半期の車輌生産は藤永

田造船所にとつても重要な意義を有した。藤永田造船所の 20年代の生産状況

をみた表 3-14に よると、客車生産はほぼ鉄道省向けに限定され、民需の

中心は電車であつたことがわかる。 23年下期には「今ヤエ場能カフ超エル計

リノ製作量フ有シ応急施設其他必要ノ手段フ講シ
(55)」 てぃた藤永田造船所で

は受注増加に対応して車輌工場を新設した。しかし20年代後半に入ると鉄道

省の客車発注の削減に規定されて過剰能力に悩む事態を迎えることとなつた
(5

6)

大戦後車輌生産を本格化した大阪鉄工所は、電車生産に関して電気関係は日

立製作所に全面的に依存しつつ車体製作に特化 した
(57)。 24年 に車輌工場を

増設した同所は 27年に鉄道省指定工場となるととも1こ鉄道省技師を車輌部々

長に採用 して鉄道省注文の確保を図りつつ、他方で民需の開拓に努めた
(50。

このように造船不況への対応の一環として同じように車輌生産に参入した企業

の間においても技術水準の向上、鉄道省との関係などの諸条件によつて後の経

営状態には大きな格差が生じた。
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2.鉄道車輌関連部品の自給

ここでは第一次大戦期以降 1920年 代初頭にかけての鉄道車輌関連諸産業

の展開にもかかわらず、国産化が遅れていた電動機、制御装置、空気制動機、

自動連結器といつた重要部分品の生産状況を検討してみよう。

まず電車用電動機についてみると、表 3-15に 明らかなように 20年代

前半には鉄道省の電車用電動機の購入先として一部に輸入を含みつつも東洋電

機、芝浦製作所、日立製作所など主要国内電機メーカーが比重を高めつつあつ

た(5"。 東京市電の 20年代の電車用電動機の増備は基本的に三菱電機に上記

3社を加えた 4社に依存しており(60)、 鉄道省よりも国産品採用を先行させて

いた。しかし20午代後半に入ると鉄道省においてもほぼ全面的に国産品を採

用した結果、 29年度末には鉄道省の電車用電動機に占める外国品の割合は 1

割程度にまで低下する
(61)。 20年代後半においても民営電鉄会社の一部では

根強い外国品選好が残つていたとはいえ
(62)、 前記 4社を中心とする国産品は

急速に内需を満たしつつあつたものと思われる。

鉄道省向け電動機の開発状況を具体的にみるとまず 21年 に東洋電機、 22

年に芝浦製作所で 50馬力電動機が製作され、 105馬 力電動機についても2

0年に芝浦、 22年 に日立製作所で製作が開始され、それらが鉄道省購入品の

中心を占めるようになつたが、さらに大容量主電動機が必要になると23-2

5年に上記 3社および三菱電機、奥村電気、メ トロポリタン・ヴィッカース社

で 150馬 力電動機が開発 された (63)。 ところがこれらの製品はいずれも各社

独自の設計であり鉄道工場での修繕作業上も不便であつたため、鉄道省は 25

年に芝浦・ 日立・束洋の 3社 との共同設計によりMT15形 を開発する
(64)。

この共同設計を通して 「各社に於てそれぞれ別々に新たな設計をして、主要寸

法を提案し、之を鉄道省に持寄り、互に討論をなして、主要寸法を決定し、こ

の決定寸法に基いて、詳しい設計製図を進め (中略)之 を三社に送つて調査し、

更に調査の結果を持寄つて討論訂正
(65)」 するといつたようにメーカーと使用

者の密接な技術交流が実現された。さらにMT17形 電動機の共同設計には芝

浦・ 日立・三菱・川崎造船所の 4社が参加 したが
(66)、 こぅした共同設計を通

してメーカー側の技術水準は顕著に向上し、鉄道省の国産品採用に応 じうる体
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制を整備 していつた。

電車用制御装置については芝浦製作所が 19年に既に鉄道院に納入 していた

が(67)、 23年以降同社製品および日立製作所製品が鉄道院で採用 され“
8)、 東

洋電機も電鉄関係に市場を拡大する
(69)な どして 20年代後半には国産化が進

展した。 30年には鉄道省、芝浦製作所、日立製作所の共同設計の結果、従来

の機種を改良したCS5形 が開発され、標準形としてその後も長く使用された
(70)

空気制動機の国内メーカーとしては 20年代初頭には発動機製造、東京瓦斯

電気工業があつたが、両社とも空気制動機製作用の特殊な設備を有しておらず、

自給化の進展は主として 20年代半ばの日本エヤーブレーキ、三菱電機の 2社

の参入によつて実現することとなつた
(71)。 両社 ともにそれまで日本市場でも

つとも優勢であつたウエスチングハウス・エヤーブレーキ社と技術提携を行な

い、以後 20年代を通して輸入代替を進展させた(72)。 空気制動機についても

鉄道省は27028年 にかけて上記 2社 と共同設計を行ない、客車用ブレーキ

の基本形を決定した
(7う。

1925年 の自動連結器の一斉取付けまでに鉄道省ではさまざまな自動連結

器の購入を行ない、国産品では苗穂工場技師坂田栄吉考案の坂田式が一部で採

用されたものの中心は輸入品に置かれていた
(74)。 しかし26年 に鉄道省工作

局技手柴田兵衛が発明した柴田式自動連結器が出現すると、鉄道省は以後の増

備をすべてこれに依ることとし、自動連結器の完全自給化を達成する
(75)。 自

動連結器製作の指定工場は住友製鋼所と神戸製鋼所の 2社であつたが、前者で

は 23年の鉄道省の試作命令以来技術者のアメリカ派遣、設備増設を行ない技

術向上に努めた
(70。 その結果、鉄道省需要を満たしただけでなく、 29年以

降は満鉄、朝鮮鉄道用大型自動連結器もすべて住友製鋼所が製作することにな

った (7つ。

以上のように 1920午 代に持ち越されていた重要車輌部分品の自給化は、

鉄道省とメーカーとの共同設計、外国からの技術導入、鉄道省技術者の開発な

どの諸条件に支えられながら20年代後半には大きく進展した。次に残された

最大の課題であつた電気機関車の国産化過程をみてみよう。
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3.電気機関車の自給化

すでにみたように 1920年 代の地方鉄道の国産電気機関車採用は鉄道省よ

り先行しており、こうした需要を満たしたのが前掲表 3-2で 示 されたメー

カーであつた。川崎造船所
(7め 、日立製作所が電動機を含めた主要部分を内製

化したのに対して、三菱造船所は電気部品を三菱電機に、汽車製造は 20年代

前半は東洋電機、後半期は芝浦製作所に依存し、日本車輌製造は東洋電機、三

菱電機t芝浦製作所などいくつかの電機メーカーと関係があつたが、 28年に .

東洋電機との間で電装品関係について技術提携を行なつた
(7の。

私鉄の国産品採用とは対照的に鉄道省では 1922-27年 に 61輌の輸入

機関車を増備 したが、国産車は日立製作所製 3輌にすぎなかつた
(80)。 輸入車

輌の内訳はイングリッシュ・エレク トリック (EE)社 36輌、ウェスチング

ハウス (WH)社 10輌、ゼネラル・エレク トリック (GE)社 6輌、ブラウ

ン・ボベリィ (BBC)社 6輌、シーメンス・シュッケル ト (SS)社 2輌、

メトロポリタン 。ヴィッカース (MV)社 1輌 とイングリッシュ・エレク トリ

ック社を中心としつつも多種類にわたつた
1゙)。 ところが一部の輸入車に故障

が続出しただけでなく、多種類の車輌の運転・保守にはさまざまな困難が生じ

たため26年になると統一的な基準に基づいた国産車開発の気運が起こつた。

後にEF52形 と名づけられたこの電気機関車の共同設計には鉄道省以外に

電気装置関係では日立・芝浦・三菱電機・川崎造船所の 4社が、機械部分には

日立・汽車・三菱造船所・川崎の4社が参加したことからもうかがわれるよう

に、国内メーカーの総力を結集 した開発事業が推進された
(82)。 EF52形 は

28年 に 7輌製作されたが、その価格は輸入機関車より相当低かつたばかりか

性能においても輸入車と同等以上であつた
(83)。 こぅして 20年代末には鉄道

車輌工業および関連諸産業は全車種にわたる部分品を含めた基本的自給化を達

成し、ここに明治期以来の鉄道車輌完全国産化の最終段階が画されることにな

ったのである。

第 4節 鉄道車輌工業政策の高度化―車輌研究会を中心に一
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鉄道省はすでにみたような標準化された材料の支給、生産工程・完成品の審

査監督、規格化、基礎研究などの諸施策を通じて民間車輌企業=指定工場の技

術水準の維持向上に努めた。さらにこの時期に活発化する共同設計の組織化も

重要な技術政策であつた。こうした鉄道省の多様な技術諸施策の展開=鉄道車

輌工業政策の高度化を象徴するのが、 1922年 より始められた車輌研究会で

あつた。発足当初は年 1回の開催であつたが 25年春の第 4回車輌研究会から

は基本的に年 2回開催となり、 1942年 までに機関車関係で 19回、客貨車

および共通部門で 17回開催された 4゙)。

開催が年 2回 となり議案も蒸気機関車だけでなく、客貨車関係をも含むこと

が決定された第 4回から第 11回までの車輌研究会出席者および議案内容をみ

たのが表 3-16で ある。出席者は鉄道省関係者が過半を占めたが、その他

に指定工場、部分品・材料製造業者、さらには満鉄、台湾・朝鮮官設鉄道関係

者、地方鉄道、電気軌道関係者といつたように鉄道車輌に関連するあらゆる立

場の技術者が網羅された。車輌研究会の活動は数日間の開催 日に限定されたも

のではなく、すべての議案は 1年前に予め決定され
(85)、 その研究担当者は各

鉄道工場、製造所、各鉄道局、研究所などの現場において実地試験・研究を積

み重ね、車輌研究会の席上でその結論に評価を下し、決定された案件はただち

に鉄道省において実施された
(86)。 車輌研究会において結論の出ない議案につ

いては特別委員会を組織 し、長期間にわたる検討が加えられた
(87)。 このよう

に現場から提出される具体的課題を担当者が長期間検討し、その成果をメーカ

ー 0ユーザー間の自由な討議によつて評価するという車輌研究会のあり方は、

鉄道車輌メーカーの技術水準向上に大きな役割を果たした。

車輌研究会を主催 したのは鉄道省工作局であつたが、その中心となつた同局

車輌課の陣容についてみると、 1924年 時点で技師 16名 、属 12名 、技手

30名 を擁しており、さらに事務雇 23名 、技術雇 58名 がそうした技術者の

活動を助けた
1881。 技師 16名 のなかで出身校・専攻の判明する 14名 につい

てみると、東京帝国大学工学部機械学科卒 13名 、九州帝国大学工学部機械学

科卒 1名 であつた
く80。 このような大量の大学卒技術者を擁する鉄道省工作局

は、車輌研究会をはじめとする多様な鉄道車輌工業政策実施の統轄者的存在で
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あつた。

車輌研究会ほどの規模ではなかつたとはいえ 20年代にはメーカーと鉄道省

間およびメーカー間の技術交流を奨励する各種の試みが実施された。主として

客貨車を対象として昭和初期より開始された新製車できばえ審査会は、各指定

工場製作の使用後数力月経た客貨車を抜打ち的に集め、各部分を分解 した上で

評価 しメーカーに視察させるものであつた
(90)。 機関車における共同設計とは

異なり、この時期も客貨車の設計は工作局車輌課が担当し細部設計が各車輌企

業に委ねられていたが、鉄道省では新車種については客貨車設計打合会を開催

し、メーカーとユーザーの技術交流を図つた
1゙)。

第 5節  主要企業の動向

市場・生産動向および鉄道車輌工業政策の展開を踏まえて、本節では汽車製

造、川崎造船所、日本車輌製造、日立製作所の主要 4社の経営動向を検討 して

みよう。

汽車製造の営業成績を概観 した表 3-17に よれば、純益金は 20年の驚

異的な値から21年 には半減し、以後 21・ 22年の横ばい状態をへて 23-

26年にさらに一段低下した後、 27-29年 上期にかけて若千の回復を示す

といつた軌跡を描いた
(92)。 ェ事決算高は純利益金ほどの振幅を見せなかつた

が傾向的にはほぼ同様の推移を示しており、当然のことながら収益状況が工事

量に大きく規定されていたことを物語つていた。ただし対平均払込資本金利益

率は 25年上期の払込み、 26年下期の増資によつて 20午代後半には前半の

高水準を維持できなかつたとはいえ、全体としてはきわめて安定してお り、鉄

道車輌工業における代表的企業の安定した地位を反映していた。労働者数も工

事量の減退に規定されて 20年下期から21年上期にかけて大幅に低下し、そ

の後は横ばい状態であつたが、 25年には再度大幅に減少した。これは 20年

代半ばの受注減に規定されて実施した解雇によるものであり、汽車製造では以

後原則として常傭工の採用を停止し、工事量の繁閑には臨時工の雇用調節で対

応した1931。

1920年 恐慌に際しても「幸ニシテ未夕其影響ヲ受クルニ至ラ
(94)」 なか

144



つた汽車製造の収益が 21年以降急減した要因としては、兼営部門の工作機械

生産の低迷が大きかつた。 1916-20年 の年平均出荷台数 69台が 21年

には 14台 に急減し、以後も20年代を通して 25年の 11台が最高といつた

状態となつた
(9°。工作機械を担当した大阪本店の工事決算高・受注高を示 し

た表 3-18を みても、工作機械を中心とする機械の比重はきわめて小さな

ものとなつていた。さらに 23年以降の収益低下は主として鉄道省発注、とく

に蒸気機関車発注の減退に基因していた。表 3-18に よれば機関車・炭水

車の受注高は 23・ 24年頃より減少し25年には 20年代の最低水準にまで

落ち込んだが、これは鉄道省の発注削減・納入延期によるものであつた
(96)。

また 27年以降の若干の業績改善を支えたものは、橋桁 `汽罐類などの兼営製

品の生産拡大と東京支店の客・電車生産であつた。

表 3-19に あるように東京支店の客電車生産は 28年度、貨車生産は 2

9年度まで従来の水準をほぼ維持した。客車が大半鉄道省向けであつたのに対

し、電車では国内私鉄向けが大きな比重を占め、貨車生産においても国内民間

ならびに樺太向けが無視しえない割合を占めた。

生産の中軸であつた機関車生産については前掲表 3-2の 通りであつた。 2

4年以降納入輌数を低下させるとはいえ、販売先の中心は依然として鉄道省で

あり、 1920-30年 の納入総数 784輌 の内 617輌 (全体の 79%)を

占め、次いで移出が重要な比重を占めた。鉄道省向け蒸気機関車 613輌 (7

形式)の なかで 18900形 が 249輌 、 8620形 186輌 と2形式で全体

の約 71%を 占めており、汽車製造は生産輌数の比較的少ない新型機関車が出

現する28年頃までは大戦期から20年代初頭と比べて規模が劣るとはいえ相

当の量産体制を維持したり
つ。

鉄道電化が政府の既定方針となり、蒸気機関車需要の相対的停滞が予想され

るなかで汽車製造としても電気機関車の生産体制を整備しなければならなかつ

た。そこで汽車製造は大倉商事と協力して電気部品をドイツのアルゲマイネ(A

EG)社 に依存 して完成車輌を鉄道省に売込む計画を立てた。しかしドイツ人

技師を招聘して技術陣の充実に努ゅたものの鉄道省の電気機関車国産化方針の

ためにこの計画は実現せず、電気部品については芝浦製作所と提携することに
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なつた・ °。

次に 1920年 代の汽車製造の資金運用・調達状況を検討 してみよう。まず

設備投資の推移であるが 20年までの大投資が終了した後もほぼコンスタン ト

に投資が継続 され、 21-30年 の設備投資総額は 801万 円に達した (表

3-17参 照)。 そのなかでは 22午下期の投資が目立つが、これは「本店

工場建物九百九拾八坪、機械参拾六台、支店工場建物四百八拾八坪、機械二拾

六台ノ増設
(9"」 を主内容とするものであつた。設備投資資金については内部

資金が 21-30年 の投資類の約 92%を 賄い、これに増資・払込み株金を加

えると設備投資額を上回る規模となつた
(100)

設備投資資金調達面では十分に余裕のあつた汽車製造も、運転資金面では 2

0年代半ば前後には相対的にやや窮屈な状態にあつたと思われる。それは例え

ば工事量の減退に伴つて仮受金が 23年下期以降 7期連続 して減少 したことか

らもうかがうことができる。しかしながらそうした状況に対して汽車製造は三

菱銀行、第一銀行をはじめとする取引銀行からの当座借越に依存しつつ対処 し

た (1° 1)。 したがつて基本的には相対的に良好な営業成績および主要銀行 との密

接な関係を前提として、 20年代の汽車製造は資金調達面においてもそれほど

大きな問題を抱えることもなく安定した経営を維持できたのである。

次に川崎造船所 (川 崎車輌)についてみると(102)、 まず車輌生産の中心であ

つた機関車は (1921-23年 の同社車輌生産額の約 73%一 前掲表 3-

12参照)、 20-30年 の総販売輌数 884輌 中鉄道省向けが 742輌 (8

3.9%)と 圧倒的比重であり、次いで移出、国内民需の順であつた (前掲

表 3-2)。 川崎造船所では 1920年 代に入ると電気機関車の生産体制を

整備し、 24年の富士電気軌道からの発注を皮切りに以後主として国内私鉄に

対して販路を拡大した
(103)。 とくに 27年の金融恐慌時には電気機関車生産は

同社の工事量維持に大きく貢献した
(104)。 客貨車および電車生産についてみる

と (表 3-20)、 客貨車が機関車以上にそのほとんどが鉄道省向けであつ

たのに対して、電車は逆に民需が受注の過半を占め、とくに 20年代後半の大

都市近郊線の電車増備によく対応した状況がうかがわれる。

1920年 代の経営悪化にもかかわらず 27年の整理まで川崎造船所が長期
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間経営破綻を回避しえた有力な一要因となるほどに、兵庫工場の車輌生産は同

社の多角的な経営展開のなかでも重要な部門であつた
(10°。 27年の破綻を契

機として、川崎造船所は業績の安定していた兵庫工場=車輌部門を 28年に分

離独立させ、川崎車輌株式会社を設立するが、これは新会社を工場財団として

担保に供し、再建資金を調達するためであつた
(10°。設立意図にしたがい川崎

車輌は設立と同時に約 1100万 円の借入れを行い、そのうちの約 950万 円

(川崎造船所への貸付金 500万 円、固定資産の一部・半製品の買収資金 45

0万 円)が川崎造船所に渡つたと推定されている
(10つ。分離後全体の工事量は

低下するものの川崎車輌は 28年下-30年 上期にかけて 600-800千 円

台の純益を維持し、対平均払込資本金利益率も10%強 の水準を持続するなど

同社の経営は安定的に推移した
(10°。

続いて日本車輌製造についてみると、売上高は 20年代半ばにやや低下する

もののきわめて安定していた (表 3-21)。 販売構成の中心は客貨車およ

び電車であつたが、機関車生産も軌道に乗り無視しえない比重を占めるに至つ

た。基本的に好調な販売動向に支えられて純利益も安定してお り、増資・払込

みによつて対平均払込資本金利益率は 20年代半ば以降一段低下するとはいえ

安定した水準を維持した。

販売先別構成では (表 3-22)、 1920午 代も一貫して鉄道省納入が

中心であり (23年下期を除く1920-29年 の総売上高の 66.1%)、

次いで国内民間 (同 23.4%)、 国内軍官需 (4.7%)、 商社 (4.5%)、

輸移出 (1。 4%)の 順であつた。商社向けの内訳をみると三井物産向けが圧

倒的割合を占め (同期間の商社向け売上高の 91。 1%)、 その他に阪田市会、

高田商会、三菱商事、佐々木商店とも若干の取引があつた。三井物産仲介車輌

の納入先については資料の制約からその多くが不明であるが、判明するかぎり

では 26年下期の挑昴鉄路向け客車 (販売額 549千 円)、 27年下期の満鉄

向け客車 (335千 円)、 吉敦鉄路向け客車 (215千 円)な どが大口取引で

あつた(10°。

販売先別工場利益率の動きについてみると、 21年下期以降はほとんどの期

間において鉄道省向け販売がもつとも高く、依然この時期にも大量かつ安定的
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でさらに高収益をもたらす鉄道省発注が日本車輌にとつてもつとも重要な営業

基盤となっていたことを物語つていた。さらに留意すべきは、日本車輌製造の

工場利益率は全体として 27年下期以降一段低下するが、これはこの時期に大

量の電車・ガソリン動車を需要した私鉄向け販売
(11のの利益率低下に基因して

おり (国 内民間向け売上高が総売上高に占める割合は 20● 24年 [23年 下

期を除く]の 18.5%か ら25-29年 には 27.8%に 上昇一表 3-2

2参照)、 そ うしたなかで鉄道省向け販売の工場利益率が高位に安定してい

た点である。

日本車輌製造と鉄道省の強い結びつきは発注一受注関係あるいはすでに検討

した鉄道省の諸施策に限定されたものではなく、人的関係の面でも認められた。

それは経営陣の登用においてもみられ、大戦期以降の日本車輌製造の技術向上

を主導した岸山憲二が 1922年 に急逝するや、日本車輌製造は鉄道省に対し

て人材の斡旋を依頼 し同年末には鉄道省の山口金太郎が取締役に就任する
(111)。

さらに 28年に山口が辞任するとふたたび鉄道省に働きかけ工作局長秋山正八

を招聘し、秋山は本店所管の経営責任者である常務取締役に就任 した
(11"。

しかし1920年 代になると日本車輌製造は一方で鉄道省の指導を受けなが

らも、他方で第一次大戦期以降徐々に明確となる鉄道院 (省 )か らは自立した

技術基盤をも形成していつた。この傾向を促進した大きな要因は、市電・電鉄

関係からの旺盛な電車受注であつた。 23年に神戸市電気局との技術協力を基

礎に開発された半鋼製電車は後の鋼製車輌の先駆けとなるものであり、鋼製車

1輌製作技術をより充実させるため、日本車輌製造は技術者をアメリカに派遣 し

て先進技術の吸収に努めた
(11う。こうした技術基盤整備を前提として開発 され

たNSK型 ボギー台車は、都市間高速電車の大型高速化、低廉供給に大きく貢

献した (11う。

次に 1920年 代の日本車輌製造の支出構成についてみると、もつとも特徴

的な点は職工給料・工場雑給といつた賃金コス トの上昇・安定と材料費の低下・

安定であつた。大戦期には支出全体のなかで 10%以 下に低下していた職工給

料の比率が 20-23午 に急上昇し、 23年下期には 22.0%に 達するが、

それ以後も20%前 後の水準を維持する(115)。 25年 6月 には一時的な工事量
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の減退に対応 して従業者 700人 を解雇 したために(11°、職工給料・工場雑給

の絶対額は大幅に削減されるが、支出全体に占めるその比重にはほとんど影響

を与えなかつた。人件費と逆の動きを示したのが材料費であり、支出全体に占

める比重も19年上期には 7割を越えていたのが以後低下を続け 21年下期に

は 51.3%と なりその後も50%前 後で推移した。

続いて設備投資動向についてみると、 20年までに本社工場の設備拡張を一

段落させた日本車輌製造では 20年代の設備投資は小規模なものに留まり (表

3-21参 照)、 そのなかでは 28年 に用地を取得 し30年から工事に着手

した東京支店新工場の建設
(117)と 本店製品検査場、製罐工場、支店サン ドブラ

ス トエ場、貨車組立工場などの新増設を主内容とする
(11° 27年の設備投資が

日立った。 1921-30年 の設備投資総額 296万 円に対して、同期の内部

資金累計額は 269万 9千円とその約 9割強をカバーし、これに 2度の増資に

よる払込み株金を加えると設備資金は十分に賄われた。他の資金調達について

みても20年代には借入金が存在せず、支払手形は 24年上期の増資によつて

消滅し、その他の短期外部負債も累積することがないなど、日本車輌製造は堅

実な経営内容を維持した
(11"。

最後に日立製作所の車輌生産について簡単にみておこう。日立製作所の車輌

生産の中心は表 3-23か ら明らかなように蒸気・電気機関車であつた。蒸

気機関車は鉄道省向けが中心であつたが、電気機関車は国内私鉄および移出が

鉄道省向けを上回つた (前掲表 3-2)。 国内私鉄・移出関係の販路を充分

に開拓しえなかつた 20年代前半には日立製作所笠戸工場の生産額も低迷し、

それに伴い従業者も減少気味であつたが
(120)、 後半に入ると鉄道省以外の市場

に機関車販売が増加したため生産も拡大に転じた。

以上のように 1920年 代の主要企業、とくに川崎造船所、汽車製造、日本

車輌製造 3社の経営は基本的にきわめて安定したものであつた。鉄道省の蒸気

機関車発注の低下、新規参入企業の安値攻勢は一時的に主要企業の安定的業績

を脅かすものであつたが、前者に対しては電気機関車・電車需要の拡大がその

打撃を軽減し、後者に関しても長年蓄積してきた技術力およびそれに基づくユ

ーザーの主要企業に対する信認を前にして新規参入企業は持続的に主要企業の
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シェアを蚕食するまでに至らなかつた。
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第 3章  (注 )

(1)田 中祥伸『鉄道電化秘史』鉄道界評論社、 1969年 、45-47頁 。
(2)同上、 56-57、 63頁。
③ 地方鉄道の保有貨車の 1車平均荷重 トン数は 1920年 の 7.1ト ンから
30年には 9。 6ト ンに上昇し、国鉄貨車との格差を縮小しつつあつた (鉄道
省編『鉄道経済資料』第 2編、 1936年 、 14、 313頁 )。

“
)表 3-3の 電気朝L道客車の 1923年 の減少は関東大震災の影響によるも
のであつた。例えば東京市電の客車は 22年度末から翌年度末にかけて499
輌の減少を記録 した (鉄道省編『鉄道省鉄道統計資料』大正 11012年 度 )。

“
)第 1次大戦後の郊外電鉄の発展については、中西健一『 日本私有鉄道史研
究』日本評論新社、 1963年 、第 5章第 2節、および和久田康雄『 日本の私
鉄』岩波新書、 1981年 、65-81頁 参照。

“
)商 工省工務局編『工業調査彙報』第 5巻第 5号、 1928年 、 91頁。
け)1920年 代の鉄道車輌および部分品の輸移出市場の動向については、本
国善康『 日本の独占資本主義』啓文社、 1989年 、 76-79頁 、および高
橋泰隆『 日本植民地鉄道史論一台湾、朝鮮、満州、華北、華中鉄道の経営史的

研究一』日本経済評論社、 1995年 、 76-77、 183-185頁 参照。
い)朝鮮総督府『朝鮮貿易午表』各年度。
19p 朝鮮の官設鉄道では 1923年 以降の増備機関車はすべて現地生産と日本
からの移入に依存したため (汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会

社蒸気機関車製造史』 1972年 、 125頁 、以下、『製造史』と略記)、 2
7年以降の日本の優位確立は私設鉄道用完成機関車および部分品における独占

的地位をも意味するものであつた。
(1の 例えば 1927年 の客貨車輸移入の内容は、「車輪及車軸等即チ部分品
力主ナルモノ」であつた (朝鮮総督府『朝鮮貿易要覧』昭和 2年度、 1928
午、459頁 )。
(11)三菱商事株式会社編『 立業貿易録』 1958年 、 258頁 。
(1" 三井物産大連支店長宛三井物産業務課長書状 「日本車輌会社代理店引受

二就テ」 1926年 5月 7日 付 (三井文庫所蔵未整理資料)[レ ファレンスに
対する三井文庫か らの回答、 1989年 10月 16日 ]。
(1つ  三井物産大連支店長宛三井物産名古屋支店長書状 「満鉄引合呼海鉄道客
車ノ事」 1926年 5月 19日 付 (三井文庫所蔵未整理資料)[レ ファレンス
に対す る三井文庫か らの回答、 1989年 10月 16日 ]。
(1° 近畿車輛株式会社編『 50年の歩み』 1971年 、 23頁。
(1め 現在のところ弥生会の設立時期は確定できない。
(1° 渡辺肇『 日本製機関車製造銘板・番号集成』自費出版、 1982年 、 3
0-31、 44-45頁 。
(1つ 鉄道省運輸局『支那之鉄道』1937年、 160-161、 179-1
81頁、および金子文夫『近代日本における対満州投資の研究』近藤出版社、
1991年 、 426頁 。
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(1め 金子、同上書、 406、 414-417、 421頁 参照。
(1" そうしたなかで 1930年 に川崎車輌 (1928年 に川崎造船所より分
離独立)が東支鉄道に機関車 1輌を納入するが、これはAmerican Locomotive(A

lco),Baldwin,Henschel,North Britishな どの英米独の主要企業に伍 して応

札した結果、チェコスロバキアのSkodaと ともに受注した特筆すべき例であつ

た (岩 田有共 「国産機関車の国外進出」『工業雑誌』第 66巻第 838号 、 1
930年 、469--470頁 )。
°の 商工省工務局編『工業調査彙報』第 6巻第 4号、 1929年 、 95頁。
。1)汽車製造株式会社編『汽車製造株式会社四十年史』 1936午 、 90-
91頁。
1221 三井物産東京本店情報掛『反対商調 (商品別)』 (1920年 末調)(『物
産会社第 8回支店長会議資料 (十 )』 物産 357,三 井文庫所蔵)29頁 。
1231 輸入取扱業務の不振を象徴するのが、 1904年 以来代理店契約を結ん
でいたアメリカン・ロコモーティブ (American Locomotive)社 との 1930
年における一手販売契約の解除であつた (春 日豊 「1930年 代における三井
物産会社の展開過程一商品取引と社外投資を中心に―」 (中 )『三井文庫論叢』

第 17号、 1983年 、 120頁 )。
1241 日本 か らの朝鮮・ 台湾への移 出は国内取 引 として処理 され た (同 上、 6

1頁 )。
。め 三井物産『事業報告書』各期より集計。
。の 前掲『立業貿易録』 258頁 。
°つ 同上、たとえば三菱商事大連支店は 26年に吉長、吉敦、呼海、挑昴の
4鉄道に対して機関車 1572千 円、客貨車 1420千 円の売約を実現した (同
上)。
1281 前掲『汽車製造株式会社四十年史』 91頁、および金子、前掲書、42
1、 427頁 。
。
" 春 日、前掲論文、 120頁 よ り再 引用。
1301 日井茂信『機関車の系譜図』 2、 交友社、 1973年 、 234-235
頁。                          ・

°1)関税改正の影響が確認できるのは一部の部分品であり、タイヤー、バッ
ファー・スプリングの関税負担率 (実際税率=輸入税収/輸入額)は上昇した
(長谷川信・宮島英昭 「1920年 代の重化学工業化と関税政策」大石嘉一郎
編『戦間期日本の対外経済関係』日本経済評論社、 1992年 、 36、 46頁
参照)。
1321 大蔵省税関部編『 日本関税・税関史』資料Ⅱ、刊行年不明、 172、 1
78頁。
133p「関税率改正参考資料」 (1925年 )(『昭和財政史資料』第 1号第
41冊所収)。
1341 同上。
1351 同上。
。り 長谷川・官島、前掲論文、 75頁。
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K371 1930年代に入ると為替低落、32年の関税改正に影響されて鉄道車
輌輸入はほとんど無視しうるまでに低落した。 1930-37年 の年平均輸入
額 220千 円は同期の年平均国内生産額4031万 円のO.6%に すぎなかつ
た (『 日本外国貿易年表』および『工場統計表』各年版より算出)。
1381 1923-29年の各年における鉄道省向け蒸気機関車自重 トン当たり
単価は 1010-1000円 の幅の変動に留まつた (都崎雅之助『我国の鉄道

車輌工業』コロナ社、 1950年 、355頁 )。 一方地方鉄道・電気軌道向け
車輌価格は、大戦後の新規参入企業の安値攻勢による積極的顧客獲得策の展開

に規定されて低落基調にあつた (商工省工務局編『工業調査彙報』第 3巻第 4

号、 1926年 、 56頁、同第 4巻第 5号、 1927年 、 53頁、同第 5巻第
5号、 1928年 、 89頁 )。 なお、後掲注 (116)も 参照。
°
" 都崎、前掲書、357-360頁 、以下同様。°の 日本国有鉄道『 日本国有鉄道百年史』 9、 1972年 、501頁 、およ
び日本の内燃車両編さん委員会編『 日本の内燃車両』鉄道図書刊行会、 196
9年、 40頁。

“
1)前掲『 日本の内燃車両』 15頁。

“" 同上、40頁、朝倉希一
「昭和五年の鉄道車輌工業回顧」 (『工業雑誌』

第 67巻第 841号 、 1931年 )5頁、および表 3-12参 照。
1431 1920年恐慌時まで中堅蒸気機関車メーカーとして著名であつた雨宮
製作所は関東大震災によつて大きな打撃を受け、翌年には資本金を30万 円に
まで減少させた。その後も従来からの営業基盤であつた中小地方鉄道が自動車

との競争、昭和に入つてからの不況の影響などから新規車輌購入を控えたため、

雨宮は従来の地位を回復することがなかつた (中川浩一・今城光英・加藤新一・

瀬古龍雄『軽便王国雨宮』丹沢新社、 1972年 、54-55頁 )。
t441 1928・ 29年の鉄道車輌販売はそれぞれ総販売高の 18.0%と 1

3.7%を 占めた (新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所七十年史』 19
68年、資料 14二 15頁 )。
145b 新潟鉄工所編『新潟鉄工所四十年史』 1934年 、 127頁 。
1461 前掲『新潟鉄工所七十年史』 526頁。
1471 以上、近畿車輌、前掲『 50年の歩み』 9-17頁 参照。
1481 近畿車輌株式会社社内資料。
°
" 『エコノミスト』 1924年 9月 1日 号、 31頁。

“
の 同上。

“
1)新三菱重工業株式会社編『新三菱神戸造船所五十年史』 1957年 、 2
9、 273頁 。なお 1920年 代における三菱造船所の多角的経営の実態につ
いては、橋本寿朗「1920午 代における独占的造船資本の蓄積過程一三菱・
川崎両造船所の経営多角化をめぐつて―」 (『電気通信大学学報』第 27巻第
1号、 1976年 )152-159頁 参照。
1521 橋本、同上論文、 153頁 。
153b 渡辺、前掲書、 79頁。
ω 造船不況め影響を受けて藤永田造船所の従業者数は23年の2330人
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から30年の 1500人 まで減少を続けた (株式会社藤永田造船所『藤永田2
78年』 1967年 、 62頁 )。

“
め 株式会社藤永田造船所『第 1回報告書』 6頁。

“
0 昭和恐慌期に藤永田造船所は車輌生産関係の赤字を累積させ、 1933
年には車輌生産から撤退する (前掲『藤永田278年 』、年表 3頁 )。

“
つ 日立造船株式会社編『 日立造船株式会社七十五年史』 1956年 、 16
3頁。
1581 同上、 164、 171頁 。

“" 三菱電機は 1920年 代初頭に市電
・電鉄関係に販路を開拓したが鉄道

省納入には出遅れ、 24年の試作品製作後に指定メーカー入りした (三菱電機
株式会社社史編纂室編『三菱電機社史』 1982午 、427頁 )。

“
の 長谷川信「1920年 代の電気機械工業一発展要因とその特質一」 (『歴
史学研究』第486号 、 1980年 )22頁 。

“
1)鉄道大臣官房研究所『業務研究資料』第 18巻別冊、『内外品使用成績
比較調一車輌関係ノ部一』 1930年 、49頁。
1621 長谷川信「1920年 代における重電機需要の動向一芝浦製作所の事例
一」 (静岡大学教育学部『研究報告』 [人文

0社会科学篇]第 35号、 198
4年)22頁 。
ω  前掲『 日本 国有鉄道 百年 史』 9、 497頁 。
164D 
朝倉希一 「鉄道省電車用 百 kW電 動機 の統一 に就 て」 (『工業雑誌 』第
61巻 第 779号 、 1925年 )538頁 。
165b 
同上。

“
0 前掲『内外品使用成績比較調一車輌関係ノ部一』 49頁。

“
つ 東京芝浦電気株式会社編『芝浦製作所六十五年史』 1940年 、416
頁。
ω 前掲『 日本国有鉄道百年史』 9、 499頁 。

“" 東洋電機製造株式会社
五十年史干J行委員会編『東洋電機五十年史』 19

69年 、 44-46頁 。
°の 日本国有鉄道『鉄道技術発達史』第4篇、車両と機械Ⅱ、1958年 、
945頁 。
171)前
掲『 内外 品使用成績 比較調 一車輌関係 ノ部一』

58-59頁 。

“" 前掲『三菱電機社史』
434頁。三菱電機の空気制動機の電気部品は同

社が、機械部分は三菱神戸造船所が担当した。 20年代後半における鉄道省の
国産品の全面的採用を契機として、三菱神戸造船所では技術者のアメリカ派遣、

設備・治具・ゲージ類の整備・拡充を行つた (新三菱重工業株式会社神戸造船

所五十年史編纂委員会編『新三菱神戸造船所五十年史』1957年 、27o頁 )。
日本エヤーブレーキでは鉄道省発注分に関して 29年まで、同社がバルブ類、
神戸製鋼所が砲金・高級鋳物、東京瓦斯電気工業が制動筒、発動機製造が

コッ

ク類を生産するという作業分野協定を、同社設立に関与した企業との間で結ん

でいた (日 本エヤーブレーキ30年史編纂委員会編『 日本■ヤーブレーキ30
年史』 1955年 、5-14頁 )。
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。め 前掲『 日本国有鉄道百年史』 9、 526頁 。
(74)同 上、 531-532頁 。

“
め 前掲『 内外品使用成績比較調一車輌関係ノ部―』 13頁。
けω 鉄道同志会編『鉄道軌道経営資料』第 79号、 1925年 、住友製鋼所
広告。
°つ 住友金属工業株式会社社史編集委員会編『住友金属工業六十年小史』 1
957年 、 99頁。

“
め 川崎造船所では 23年 に電気技師 2名 を海外に派遣 して電気機 関車製作
について調査研究を行つた (川崎重工業株式会社社史編 さん室編『 川崎重工業

株式会社社史』 1959年 、825-826頁 )。

“" 日本車輌製造株式会社編『 日本車輌
80年のあゆみ―驀進一』 1977

年、 113頁 (以下『驀進』と略記)。

“
° 日立製作所の電気機関車製作の初期における困難については、日立製作
所編『 日立製作所史』 1、 1960年 、 58-60頁 参照。
。1)前掲『 日本国有鉄道百年史』 9、 455-459頁 。e" 鉄道大臣官房研究所『業務研究資料』第 18巻第 23号、 1930年 、
7頁、および日本国有鉄道『鉄道技術発達史』第 4篇、車両と機械 I、 195
8年、457頁 。共同設計に際しては鉄道省が取りまとめ役を担当したとはい
え、鉄道省・各メーカーとも平等な立場から参画し、鉄道省が技術的にとくに

イニシアティブを発揮した訳ではなかつた。
。め 鉄道省が 1923-27年 に増備 した輸入電気機関車の単価 (自 重 1ト

ン当たり)が 1960円 -3470円 であつたのに対し、EF52形 は 187
0円 に留まつた (都崎、前掲書、 356頁 )。 またEF52形 の故障発生率を
下回る輸入電気機関車はウェスチングハウス社製のみであつた (前掲『内外品

使用成績比較調一車輌関係ノ部一』 48頁 )。
C。 久保田博『鉄輪の軌跡―鉄道車両 100年 の歩み―』大正出版、 198
1年、 107頁 。
1851 鉄道省工作局『第四回車輌研究会記録』 1925年 、 16頁 (交通博物
館所蔵)。

“
ω 車輌研究会での検討に基づいた蒸気機関車の改良については、前掲『 日
本国有鉄道百年史』 9、 446-453頁 参照。
°つ 井上匡四郎編『国鉄の回顧一先輩の体験談―』日本国有鉄道、 1952
241頁 。
鉄道大臣官房人事課『 鉄道省職員録』大正 13年 7月 15日 現在 、 19

年 、 21二 23頁 。
工業之日本社編『 日本工業要鑑』第 15版、1924年 より判別。
朝倉希一『技術生活五十年』日刊工業新聞社、 1958年 、64-65

頁。
。1)前掲『 日本国有鉄道百年史』 9、 483-484頁 。
①
" 23午 下期の落ち込みは、関東大震災の影響で

「震火災損害高」・ 「震

火災諸費」計 995千 円を計上したためである (汽車製造株式会社『第 42回

ヽ
＞

　

．４

＞

＞

年

い

２

③

輌
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営業報告書』 15頁 )。
①め 石河茂編『編年社史略』作成年不詳、 58頁 (川崎重工業株式会社所蔵)。
25年の常傭工採用停止以前に採用された常傭工は本工と呼ばれ、同社の基幹
労働力であつた (同上)。
。。 汽車製造株式会社『第 35回営業報告書』 6頁。
①め 汽車製造株式会社『工作機械御採用先機種別一覧』作成午不詳 (川崎重
工業株式会社所蔵)。
00 1924年 下期には「鉄道省ノ如キハ暴二本社へ注文シタル機関車総数
六十六輌ノ内三十輌ハ次年度二繰延フルニ至り為メニ本社ノ経営上ニー大頓挫

フ来シ」た (汽車製造株式会社『第 44回営業報告書』 6頁 )。
①つ 前掲『製造史』付表。
C981 汽車製造株式会社『 KSK年 表注 1』 作成年不詳、 1140頁 (川崎重

工業株式会社所蔵)。
°" 汽車製造株式会社『第 40回営業報告書』 6頁。
(10の  以下の資金調達 0運用に関する記述は、同社『営業報告書』各期による。
(101)汽車製造株式会社『計算月報』各期、 1924-27年 (渋澤青淵記念

財団龍門社所蔵)。 なおこの時期の汽車製造の取引銀行は三菱・第一・三井・

安田・藤田・山口・住友・十五の各行であつた (同上)。
(102)1920年代の川崎造船所の車輌生産を分析したものとして、橋本、前
掲論文、 161-162頁 、および清水憲一 「1920年 代における造船大企
業の蓄積構造一り|1崎造船所の『破綻』を事例として―」 (上)(『 立命館経済
学』第 25巻第 5・ 6号、 1977年 )201-206頁 参照。
(1°

" 清水、同上論文、 205頁 。
(104)前掲『川崎重工業株式会社社史』 826頁 。
(100 柴孝夫 「大正期企業経営の多角的拡大志向とその挫折一り|1崎造船所の場

合―」 (『大阪大学経済学』第 28巻第 2・ 3号、 1978年 )123頁 。
(1°0 ダイヤモンド社編『川崎車輌』 1968年 、43頁。
(1°つ 柴孝夫「昭和恐慌下における企業整理の進展一り|1崎造船所の再整理をめ
ぐつて―」 (『大阪大学経済学』第 30巻第 203号 、1980年 )194頁 。
(100 川崎車輌株式会社『営業報告書』各期より集計。
(10° 以上、日本車輌製造株式会社『決算諸表』各期による (同所所蔵 )。
(11の  前掲『驀進』 109-111頁 。
(111)同 上、 87頁 g
(112)同 上、 113-114頁 。
(11め  同上、 89-91頁 。
(11°  同上、 108頁 。
(11の  日本車輌製造株式会社『営業報告』各期より算出、以下同様。
(110 前掲『驀進』 92頁。 25午 6月 の大量解雇の原因となつた 24年下期
-25年 下期の一時的な工事量減退は、主として大戦後に鉄道車輌工業に進出
した造船各社が日本車輌製造のような車輌専門企業よりは約 3割 もの安値でも

つて一部の電鉄関係の需要を掴んだことが大きかつた (「 日本車輌の成績」『ダ
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イヤモンド』 1930年 12月 1日 号、41頁 )。 しかし日本車輌製造の高性
能車輌に対するユーザーの評価は揺るがず、 26年に入ると工事量も回復し、
それに伴い同年下期に同社は600名 の新規雇入れを行つた (「 日本車輌の近
況」『ダイヤモンド』 1926年 11月 11日 号、45頁 )。
(117)前掲『驀進』 104-105頁 。
(11め  日本車輌製造株式会社『営業報告』第 55056回 。
(11" 以上、日本車輌製造株式会社『営業報告』各期による。
(12の 株式会社日立製作所笠戸工場編『笠戸工場史』 1975年 、 22頁。
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鉄道省新製車輌購入・内製実績

35,326

42,265

35,319

36,762
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34,261
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[出所]『鉄道省鉄道統
輻 婁:[i贅よ糞尋弛嘗

正八「日本に於ける鉄道車輌及び部分品製造工業
1号、19251→ 208房1.

(DO)()内は購入・内鰤数、[]内は外国]野妻LL響夕鰯繁諸島彗課籍装とも(2)〔 l内は車体民間工場、電気装置省内」

民間工場製、62輌は車体民間工場製、電装省内工場製であることを示す。以下同様.

(3)lI〕 〕内は車体民間工場、電装その他の一部が省内工場製。
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表3-2主要メーカー別販売先別機関車納入輌数

年 次
日

鉄 週 省 』口
° Hヨ 計

岬勧
脅 |● 帝 出 含 EI 歓 遭 省 J「 ° E■ 譴

螂枷
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〔出所]渡辺肇『日本製機関車製造銘板・番号集成』自費出版、1982年、
30。 31、 34、 44・ 45、 49、 59。60、 68・ 69、 79、 86、 98・ 99、
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表3-3地 方鉄道・電気軌道保有車輌数の対前年度増減

[出所]『鉄道省年報』各年度。
(注)(1)電気軌道の1928年度以降は電車増減。
(2)地方鉄道のガソリン機関車は除く(1930年度末で1輌保有)。
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表3-4朝 鮮・台湾鉄道車輌輸移入の推移
千

年次 朝 台湾

機関車 ηEl・ 合 計 機関軍 Z匡ユ・ 合計

Ю
η
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22

23

24

25
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27

28

29
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e&め

“
J

(0。9)
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(0.3)

1,821

(52.8)

1,459

(29.0)

1,124

(4.4)

1     272

(66.8) |
415

(75.2)

363

(67.6)

(60.4)
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(7.9)

2,553

(10.3)

2,280

(55.9)

1,874

(40.3)

1,487

(26.1)

414

(70.5)

831

(87.7)

2,182

(91.5)

2,144

11:il:|li::

|::::::::|

(99.1)

216

(93.0)

586

(67.4)

715

(86.7)

677

(95。7)

704

(97.1)

782

(93.1)

°°9〕
,コ J

(67.2)

1,343

(89.3)

1,630

(94.6)

503

(100.0)

330

(98.9)

451

(91.4)

455

(84.2)

(80.3)

4,633

(58.7)

2,648

(90.5)

1,846

(93.8)

1=089

(77.7)

1,045

(91.6)

1,128

(94.1)

1,159

(90.1)

11706

(91.5)

1,819

(96.9)

1,173

(93.5)

877

[出所]『朝鮮貿易年表』各年版、および台湾総督府財務部『台湾貿易四十年表』
1936年。

(注)(1)()内 は輸移入額に占める日本からの移入の害1合 (%)。
(2)部分品を含む。

ノ
`/



10,971)

727

936

399

164

177

823

223

113

635

465

(15,102)

196

(6,288
-741

-1,316

81

189

283

430

-72

164)

11

24

10

2

9

12

5

-1

9

8

)

-10

9

64

51

-15

22

-1

…67

7

319)

22

61

67

9

[17]

1

[3]

[21]

3

[37]
-7

[15]

21

(507)[11]

14

43

136

[106]
105

[231]
276

[260]
283

[207]
252

[220]

(4:294)[130

1920

21

22

23

24

25

[1]

1

IO]

EO]

(244)EO]

25

31

12

1

9

7

7

表3-5台 湾における鉄道車輌増備および鉄道部工場生産状況

[出所
L梶纂褻警彗鬼落警幕冥雇習哀遷臨馨総基響需謎言背蟹亀撃膊麗 晉12年

、
1926-31年。

(注)(1)()内は年度末所有輌数、[]内は鉄道工場(台北、高雄工場)製作輌数。
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表3-6朝 鮮における鉄道車輌増備および鉄道局工場生産状況

[出所]増備輌数は『朝鮮総督府統計年報』各年度、生産輌数は朝鮮総督府鉄道局『第23回朝鮮鉄道状況』1932年、
96-97頁。

(注)(1)()内 は年度末所有輌数、[]内は局外注文、生産輌数の内数。
(2)鉄道局鉄道工場は京城 B釜山工場、平壌口清津分工場。

つ
ヽ
＼

74

15

348

-135

72

…156

(1,080)

154

17

41

7]

30

46
[23]

47

31

[5]

8

[2]

1

[36]

76

78

[26]

124

12

25

[7]

89

63

87

101

7

41

22

47

24

31

220

142

-18

60

98

12

840

-695

289

(3,632)

110

5

5

5

9

9

6

6

1

-6

(89)

18

37

22

12

153

38

9

-242

198

-214

30

(378)

21

1920

21

22

23

24

25

31

29

24

(334)

3



表3-7満 鉄増備車輌数および社内生産の推移

[出所]南満州鉄道株式会社編『南満州鉄道株式会社第二次十年史』1928年、242-243、 247、 254-255、
403-404、 408-412頁、および同『南満州鉄道株式会社第二次十年史(上 )』 1938年、283-285、
300-301、 310-311、 377、 391-398頁 。

(注)(1)沙河口工場職工数:27年度以降は社員(工作工)+社員外従事員(工作工に準ずるもの)。
ヽ
ヽ
＼

25
29

20
37

21

18

25

69

202
178
332
141

287
428

2,360

2,334

2,180

2,454

2,481

1

14

22
11

15

19

22
11

28
20

11

21

24
18

10

31

19

826
404
151

67

262
154

266
457
319

21

22
23

24
25



表3-8三 井物産鉄道車輌および部分品取扱高

l理露11テ竜惣麿1動諒電恵哀院 を含む。
(2)[]内は機関車および同部分品。

3,674

131

161

42
92
968
184

6,247

1,120

1,729

739
1,588

2,313

1,257

773
1,659

1,137

1:932

2,422

６

５

０

７
，

０

，

２

２

１

416
747

535
326
458
498
571

901

858
1,001

539
1,132

939

799

15]  35
[11]  12
[55] 116

] 196
125]203

[82] 573
[22] 129
[74] 170
[29] 359
[14]1:026
37]1,166

4] 681

[48] 754
[111]865
[105]931
891  284

900
239
553
606
174
84
941

144

266
86
82
87
187

102
141

1921下
22下
23上
下

24上
下

25上
下

26上
下

27上
下

28上
下

29上
下

30上

/び
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表3-9相手国別鉄道車輌輸入額の推移

[出所]『 (大 )日本外国貿易年表』各年版。

(注)|夕
協 碧ちき葦お相手国月1輸入額は横浜港分を含まない。

(3)1923年 の客貨車には7・ 8月 分が含まれていない。
(4)[]内はスイスからの輸入額、内数。

/`r

103
32
46
49
52
105
31

１

３

２

８

９

６

９

１

６

３３

２０

８８

２４

９９

６２

２９

１

２

６

９

２４７

３‐０

５７７

９９８

８７５

２３９

３８５

３６３

５３６

２‐７

349
317
26

2,105

916
732
172
321

634
490
174

7=117

5,255

2,701

5,634

6,134

3,686

1,553

1,443

2,091

7,671

6,505

1,365

3,653

61225

4,291

11535

1,869

1,308

446

81031

7=165

4,147

5,082

51442

2,370

2,996

21482

868

914
1,910

1,446

5,153

2,184

1,396

3,889

927
905

２０

２‐

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

９
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表3-10鉄道車輌および部分品関税改正

[出所]大蔵省税関部編『日本関税・税関史』資料Ⅱ、172、 178頁。

1911.7.17 1921.6.1
1.33

1.50

1.30

1.79

1.46

15.90

)          4.30

3.50

スプリング
6.40

電車用コントロー

2.40

5.00

機関車(其ノ他)
車輸及車軸(機関車用)

車輸及車軸(其ノ他 )
タイヤー

バッファー及スプリング

ノιク
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表3-11鉄 道車輌国内生産額の推移

[出所]『工場統計表』各年版。
(注)(1)1922年までの客貨車は電車を含まない。
(2)()内は生産輌数。

35,714

32,951

35=985

40,273

28,831

32,994

31,097

43,332

40,983

685)

5,11

)

6,774

(643)
6,187

(828)

7,418

(582)

5,236

(845)

7,565

(535)

5,883 5,168

22,591

18,050

12,333

14,335)

,360)

19,578

41556)

12,350

936)

12,123

(3,558)

12,769

(5,597)

16,874

(3,996)

14:532

(3,831)

23,623

17,664

20,618

(514)
16,285

(243)

13,921

(218)

10,294

(231)

13,453

(257)

13,092

(287)  .
18,893

(36)

1,286

(41)

884
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表3-12鉄道車輌指定工場別販売先別生産(1921-23・ 30年度)。受注〈1925年度〉実績(1)

企業別
年 庁  ~ 19劉

|   その他

輌

鉄道省

その他

鉄道省

その他

三菱造船所

鉄道省

その他

東洋車輌

鉄道省

その他

‖3)

‖ω

3)

86)

172)

:14)

126)

120

(37)

(37)

7621

卿
３．９６５
９５
６，７‐５
５．８４０
３７５
‐・８７８
‐・３７８

―

剛

　

ｍ

Ｅ‐

・

９‐‐コ

ｍ

　

ｍ

　

ｍ

幽

∽

　

　

　

　

　

　

　

⑪

　

い

口

②

　

ｍ

　

ｍ

回

⑩

　

∞

　

ω

ｍ

ｍ

　

　

　

‐

‐

‐

」

Ⅳ

Ｉ

Ｉ

ほ

Ⅳ

」

階

―

―

は

Ｐ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

575)

1282)

B443
1293)

11.356)

2.266

1:・ 080)

Ю.473]2.014
1276)

252
:35)

70

(35)

70

５５

　

”

　

４６

⑩
　④岡
ω

7.9641

5.6341

2.3301

1.566

,13

1.453

712

235

477

155

109

46

37

３

　

２６

6.348

547

:,953

1.860

93

757

624

133

(127)

(119)

(3)

(109)

(97)

(:2)

(41)*

(36)十

(5)

(23)

(12)

(1:)

レ.09301.539
::7)

32i

:.302

(125)
1.195

(30
E4681  342
(95)

853

(99)
971

(55)

(5)

(74)

(74)

(40)

(4の
400

”
　
”
嗣
“

“

　

像

“

“

4.709

3.407

錮
　
３‐８

呵
ｏ
　
，

口

“

　

“

３

　

４‐

　

　

　

　

４‐

　

４０

●●リ

1680)

2.∞3]

11,095)

1971)

レ,7443
1124)

(22)

1崚2)

，０８５

鰤

　

・７４６

・‥３３

６‐３

〈190)

(170)

15323
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(10)

(:0
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(55)
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[1601
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４２０

畑

爾

１６

‐６

　

８６

摂

6.4841

2.448
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653
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427
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411

494

86
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0453

5.585

868

”

０

０

つ

い

０

●

０

5.340

(56)

4.480

(21)

:,360
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2.152

(33)
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(:0)
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:.080

(22)
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(41)

591
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０
　
０
調
”

曖

　

“

日

い
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5.437
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E4.66913.446
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(:42)
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1.374
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685:|||

|
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3.337
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(343)
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ω
　
ω
　
ω
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|

０

　

　

　

０
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1.774
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l Q213
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3.154
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1.374

7:8
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1.189
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欧遭省工場
1868 1餃 :439 14(

〔60)
38f
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262,
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:Q68(
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7.071
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企業別

‐ 鉄道省‐ (25)

{1

i396)

|

130)

i30)

116)

:13)

(3)

(10)

(6)

(4)

t130,

(59)

(77)

(63)

(61)

(7)

(90)

(54)

０

０

　

０

０

”

０

０

‐３

　

‐４
　

ｏ

四
四
ｍ
ｍ
ｍ
⑥

(680

(617)

(69)

”

い

い

③

　

③

(32)

(32)

(7)

(7)

欧遭省工場

鉄道省

その他

326) 1.640

90,

91)

004(

17)

70)

317)
7.35(

153)

4

1227)
４

”

44,

ヵ
l‐

4″

●

表3¨ 12鉄道車輌指定工場別販売先別生産(1921-23・30年度)・受注(1925年 度)実 41(2)

/7θ



年次 販売高
(千円 )

販 : 数 量 輌 )

客・
=軍

i車 修理
２０

２‐

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

９ ７０

‐１‐

３０７

４２３

５５５

２８６

６８５

６９３

２７‐

００７

７９‐

５

‐１

‐５

２‐

２７

２９

５０

２８

３。

１０

２０

９０

‐５２

‐２‐

４

２２２

‐７８

３２４

２４４

‐９３

６

２

２

２０

９

３６

４‐

６６

４

２７

２‐

表3-13新 潟鉄工所鉄道車輌販売高の推移

[出所]株式会社新潟鉄工所『沿革史作成資料 I』作成年
不詳(株式会社新潟鉄工所所蔵 )。

(注)(1)表 3-12の数値との大幅なくい違いの理由に
ついては不明。
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表3-14藤 永田造船所鉄道車輌販売輌数

[出所]株式会社藤永田造船所『営業報告書』各期。
(注)(1)()内は鉄道省納入輌数。

(36)

(37)

(56)

(32)

(8)

(6)

(49)

(10)

(13)

(11)

(22)

４３

３７

５６

３２

　

８

６

４９

‐０

‐３

‐１

‐０

７

‐４

２７

８

２８

８

１

５

1923下
24上
下

25上
下

26上
下

27上
下

28上
28T-29下
30上
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表3-15鉄道省電車用電動機(運転用)保有個数増減

[出所]『鉄道省鉄道統計資料』各年度。

(注)(1)()内は1919年度末保有個数。
(2)MVは MetrOpd■ an Vbkers社。

メーカー別 1920年度 |
21年度 22年度 23■二I受 24■三Fx 25■ヨI霊

ＧＥ

ＷＨ

ＳＳ

ＤＫ

ＭＶ

耕

舗

難

賊

豪

鮒

(228)

(36)

(128)

(74)

(196)

¨
　

・
８

・
２

一
　

　

‐０８

・
４

４

２

６

　

‐６

７２

４４

２

　

　

一

２

¨

９

‐２

・
８

‐２

３４

　

４４

２８

２４

５２

一

　

一

１

　

・
１

¨
３

・
１

¨
２

２

６４

・
８

‐６

‐００

２３２

・
４

一

・
‐２

・
２〇

二

・
４

６８

７２

４

４

合計 662)98 140 94 62 352 108
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表3-16第 4-11回車輌研究会出席者および議案一覧

<1>台 軍 (a. 3]、 b. 2]、 c.

台枠の弛緩及補強[4]、 d.台車の注油装置[2]、 c.台車の前後

転向作用[2]、 ■部分品の接触[2]、 3部分品其の他[4]、 h.

義靱 見り  l案>
く1>弾機装置(a.注油装置[1]、 b.弾機装置の摩耗及変形
[3])

<合計4議案>
<1>木材(a.木材一般[2]、 b.木材乾燥[3]、 c.木材防腐 [2]、

燒 言観 躍 料―lll」、略 車外部塗粗 ●

<合計14議案>
<1>主気筒及其付属品(a.気筒主体[3]、 b.気筒ブシュ[4]、
c.気筒蓋[2]、 d.弁室ブシュ[1]、 e.気筒及弁室詰箱[1]、 ■

脇路コック及弁[3]、 3気筒空気弁[1]、 h.気筒排水弁[1]、 1.

品:滞煉弗里螢驚鐸嫌郵観簡婦ず

基締騎腎翻諸譜
[:施罰観響

[1量

感計D

<1>滑り棒往復部及棒類(a.クロスヘツド[5]、1.蒲 残テ
>

o.棒類[6])
く2>弁装置(a.弁体[1]、 b.給気作用[3]、 c.弁運動部分品
[7])
<3>基礎制動装置(a.基礎制動装置一般[1]、 b.制輸子 [8]、
c.制輸子釣[4]、 d.制動引棒[1]、 e.常1輸子と車輪との間隔

置 [3]、 1制動軸及腕 [5]、 多制動筒の取付 [1]、 h.手用

1])
く合計48議案>

<1>木組法及室内金具(a.木組 [1]、 b.窓装置[4]、 c.戸装置
[1]、 d.羽 目板の張り方[3]、 e.床板の張り方[2]、 1室内金具

[7])

<合計18議案>
<1>罐付属品(a.火格子装置[2]、 b.焚口[3]、 c.火粉止装置

醸麟喘鮮齢鐸諏笹輝ぽ躍襲も、
嘘露おぽ管留塁喜L螺製醜筆2般 [倒、喘水ポンプ
理し給油装置に給油装置一般[3]、哺ポンプ131、覗送
油器 [2])

<

1、 汽車2、 川崎2、 日立2、 日車
2、 三菱2、 住友3、 東京2、 神戸
3、 電気4

<合計81名 >
50,満鉄3、 朝鮮 1、 台湾 1、
汽車2、 日車2、 川崎2、 日立2、
三菱2、 住友2、 東京2、 神戸2、

気4
<合計75名 >

鉄道60、 満鉄3、 朝鮮 1、 台湾 1、

東武 1、 汽車2、 日車2、 川崎2、

新潟2、 藤永田2、 梅鉢2、 田中2、

電気4、 農林 1、 浅野 1、 日ぺ 1、

日高 1
<合計90名 >

鉄道53,満鉄5、 朝鮮2、 台湾 1、
製鉄2、 川崎2、 汽車3、 日立2、

日車2、 三菱2、 住友2、 神戸2、

2、 電気5、 東武 1

<合計86名 >
鉄道62、 満鉄4、 朝鮮2、 台湾 1、

東武 1、 汽車2、 日車4、 川崎2、

潟2、 藤永田2、 梅鉢2、 田中2、
1、 電気5、 日ぺ 1、 日高 1

<合計94名 >
50,満鉄4、 朝鮮2、 台湾2、

川崎2、 汽車 2、 日立2、 日車 1、

三菱2、 住友2、 神戸2、 東京2、

<合計78名 >
鉄道66、 満鉄4、 朝鮮2、 台湾2、

東武 1、 電気5、 汽車 2、 日車4、

川崎2、 新潟2、 藤永田2、 梅鉢2、

田中2、 東洋2、 大阪 1、 発動 1、

日ぺ 1、 日高 1、 関西 1
く合計103名 >

鉄道47、 満鉄2、 朝鮮2、 台湾2、

電気6、 汽車2、 日車2、 川崎2、

日立2、 三菱2、 住友2、 瓦電2、

計器 1、 発動 2、 東武 1

1925.4.27.-30.)

第5回
(1925.11.5.-7.)

第6回
(1926.4.29.-5.1.

第7回

(1926.10.27.-29.

(1927.4.26.-28.)

第9回

第 10回
(1928.4.23.-25.)

(1927.10.26.―

(1928.10.22.-24.

[出所]鉄道省工作局『車輌研究会記録』第4-11回、1925-28年 (第 6・ 7回は社団法人日本交通協会所蔵、
その他は交通博物館所蔵)。

(注)(1)[]内 は議案数。
(2)特別委員会議案は除く。

大阪(鉄工所)、 発動(機製造)、 関西(ペイント)、
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表3-17汽車製造の労働者数・営業成績・設備投資の推移

―
期別 ム込資本g 純利益金 対平均払込

資本金利益
率 (%)

工事沢昇日 労働者 数 設 備 破 賃

1920■「
:雫

|

21 上 |

下

22 上
下

23 上
下

24 上
下

25 上
下

26 上
下

27 上
下

28 上
下

29 上
下

30 上
下

2,212
″

′′

′′

′′

′′

′′

′′

′′

〃

2,700
″

〃

3,525
″

′′

〃

′′

′′

′′

′′

″

1,350

1,060

470
595
551

526
341

57
334
329
182

277
277
384
460
459
399
430
421

313
314
180

122
９６

４３

５４

５０

４８

３‐

５

３０

３０

１５

２‐

２‐

２５

２６

２６

２３

２４

２４

‐８

‐８

‐０

8,077

8,462

6,228

7,491

6,434

7,735

5,785

6,120

6,204

7,008

5,559

5,704

5,604

6,008

6,301

7,915

6,771

2,822

2,567

2,366

2=347

2,409

2,474

2,444

2,427

2,466

2,306

2,124

1,855

1,855

1,886

1,965

2,170

2,109

2,107

2,032

1:879

1,814

1,673

526
1,065

552
328
227
2,506

338
272
514
292
173

227
89
140
162
441

239
395
６

９

１

９

８

３

３

５

２

３

３

１

[出所]汽車製造株式会社『営業報告書』各期。
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,240)

3,327

1,665)

5,461

6,853)

3,963

(1,885)

4,132

(4,227)

3,629

(3,948)

4!488

(6,199)

3,542

(1,195)

3=813

3,081)

3,114

1,187)

3,727

(5,277)

3,703

(3,399)

3,638

(4,178)

3,924

3,616)

4,664

4,209)

4,139

,890)

4,659

(7,249)

4,1

(1,817)

4,14

(3=958)

3,537

(1,021)

)

198

)

231

7)

110
68)

25

(86)

102

(157)
79

(78)

162

(56)

54

(50)

76

191)

69

79)

192

(54)

111

(85)

36

(94)

)

59

)

77

(126)
250

(60)

58

(156)

133

11

(113)

393

(91)

50

(147)

47)

146

112)

77

)

94

)

138

67

(272)

1

(503)

296
15)

326
77)

204

(369)
426

(453)
430

(243)

244

)

785
488)
537

372)

680

(39)

71

(40)

76

(48)

1

(117)

107)

81

69)

217

14

(32)

16

(173)

16

(17)

254

(19)

(279)
118

676)

37

(331)
781

(1,075)

428

(508)
413

859)

575

621)

1,1

(1,097)

681

(411)

462

(1,410)

1,022

(782)
794

(1:307)

1:054

(862)

1,1

801)

758

(1,028)

961

(1,287)

1,092

(402)

997

40)

520

6,334)

2=360

(1,226)

(6,249)

2,846

(703)

3.500

ハ1)
3,006

(5,478)

(6)

2,333

1,623)

1,954

19)

2,756

2,357

(2,244)

(2,077)

2,897

(2,769)

2,654

(2,456)

2,985

2,701

(614)

(2,600)

2,144

(149)

(281)
38

(140)

296

(89)

204

(151)
89

106

(143)

1921

下

22上

下

23上

下

24上

下

25上

下

26上

下

27上

下

28上

下

29上

下

30上

下

表3-18汽車製造本店・製作品決算高・引受高の推移

[出所]汽車製造株式会社会計課『製作品引受高内訳表(本店)』、『製作品決算高内訳表
(本店)』作成年不詳 (り |1崎重工業株式会社所蔵 )。

(注)(1)()内は引受高。
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受注先
204可 21■二l 221「 l 24■ヨI蔓 25有覇 26■封 27■可 28自ヨI 29■封 30年 l

国鉄

国内民間
台湾

朝鮮

樺太
中国

136 ６

１

７

１

７

　

　

８

　

　

７

０ ６

９

５

８

１

１

64

9

55
18

16

４

９

　

　

　

８

９ ８

２

　

　

　

　

２

６

　

　

　

　

　

　

２

５

５

　

　

　

　

８

４ ８

２

　

３

２

３

１

　

　

　

　

１

合計 136 87 122 12C 73 89 92 58 65

国鉄
国内官需

国内民間

樺太
満鉄

19 ２

　

　

５

１

　

　

３

４

　

　

７

５

４

　

　

　

　

４

38

30

25

０

　

　

２

５

　

　

４ 32

1

60

5 22

60

3

０

６

８

４

　

　

８

１

　

　

２

19 47 96 93 92 32 75 85 44 42

国鉄

国内官需
国内民間
台湾
朝鮮

樺太
中国

７

　

　

８

５

８

　

　

５

０

６

　

　

　

　

１

０６

　

‐０

　

　

　

　

４０

５ 557

64
4

124

２

　

　

８

５

　

　

４

４

　

２

９

　

　

４

７

　

　

７

２

　

　

２

１

　

　

２

　

　

　

　

　

　

０

４

　

　

１

　

　

　

　

　

　

４

４

　

　

３

423

177

44
30

２

　

　

７

　

　

　

　

７

９

　

　

８

　

　

　

　

７

４

　

　

　

　

　

　

　

　

１

２

　

　

６

　

　

５

６

０

　

　

０

　

　

　

　

６

４

　

１

　

　

　

１

３

５

２

　

　

　

　

５

７

５

３

　

　

　

３

２

ハ
ｕ
ｒ
υ
０
０ 556 749 700 553 793 674 756 679 395

表3-19汽 車製造東京支店の鉄道車輌受注輌数

[出所]汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車製造史』1972年、巻末付表、および汽車製造東京
製作所調査研究室「貨車受註一覧表」1957年 8月 (j川崎重工業株式会社所蔵)。

(注)(1)1923年度は不明。

へ
＾ヽ
ヽ

(       ■ ユ         ′



表3-20'‖崎造船所(車輌)の車輌生産輌数

(670)

693

467)

482

)

389

442)

444

(572)

573

(636)

636

(262)
262

(343)

360

(199)
207

6,863

5,698

5,506

4,490

6,687

170)

170

98)

98
80)

80

46)

46

(192)

192

(199)
200

(111)

115

(166)
166

1)

31

6

23

62

78

60

35)

111

(35)

120

(1)

92

(20)

188

(29)

83

1921

22

23

24

25

26

27

28

29

闘
』己警琴割恣鞍
餞):千堪発討乱舅講期憾r爾鵠臨 lR車、電車の

総生産輌数を貨車 (トム)に換算したもの。

(2)()内は鉄道省向け。
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期別 売上高 純利益金 ム込資本釜対平均払込
資本金純利
益率 (%)

売上高

純利益率
(%)

設備投資

機関車 客車 貨車 その他

1920

21

22

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

下
上

5,713

5,213

5,939

5,180

4,934

3,566

3,873

5,383

5,006

6,104

5,966

5,861

6,087

5,742

4,637

3.741

(1)

(10)

(14)

(23)

(11)

(12)

(15)

(21)

(18)

(12)

(11)

(7)

(7)

(34)

(13)

(16)

(18)

(17)

(22)

(12)

(12)

(11)

,

608
474
289

223
201

552
568
566
700
664

570
453
398
432

(255)    2,700

(333)       ?
(294)    3,061

(297)    3,049
(276)    2,597

(218)    2,008

(176)    1,664

(237)    2,116

(210)    2,462

(236)    3,236
(238)    2,969

(225)    21915
(208)    2,866
(214)    2,578

(136)    1,867
(158)    1,913

(921) 1,3181
(1,107)    1,852

(1,247)    2,092

(909)       ?
(1,024)    1,900

(654)    1,291
(801)    1,536

(455)     817
(832)    1,396

(904)    2,329
(738)    1,435

(791)    1,637
(815)    1,725

(749)    1,442
(882)    1,793
(797)    1,710

(594)    1,427
(2.012)     943

釧

３６４
‐

４‐６
‐

３９８
‐

６４‐
‐

４９０
‐

２６‐
‐

４５７
‐

３７。
‐

３６６

５‐２

５‐８

６‐２

３８６

５４‐

６６５

５７２

840
858
1=001

945
453

:::|

517

519
626

742

554
795

701

571

507

564
６０７

５３９

５８‐

５６５

５６６

５６６

４９０

４８４

２８５

4,0001
″

″

″

′′

′′

′′

′′

5,000
″

〃

′′

″
５。

〃

〃

〃

〃

″

″

７

″

２６

27.71

35.3

28.0

22.8

20.3

22.6

21.6

17.3

18.6

18.1

18.1

18.1

15。7

15.5

9.1

10.61

13.4

13.5

11.6

14.2

14.6

11.3

10.8

9.5

9.5

9.7

9.3

8.5

10.4

7.6

511

261

97
113

21

92
153

432
327
115
132
32
92
84
142

表3-21 日本車輌製造の営業成績および設備投資

[出所]日本車輌製造株式会社編『日本車輌80年のあゆみ―驀進』1977年、巻末付表、および同社『営業報告』各期。
(注)(1)純利益金は税引・償却後利益金。
(2)()内は販売輌数。
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ヘ
＼

X         ,



期 別
エ

計 鉄 憤 省 国 内 民 間 回 因 軍 :計 n霧出 計

1920 上
下
上
下
上

下
上

下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下

２．

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３。

難|
4,9501

[1,581]

3,647

3,666

2.958

1,777

2.586

2,578

3.567

3.277

4,008

2,733

2,923

2,707

2,668

1.451

|1瑠l

278
565
368
1,029

866

[675]
1,219

1,029

789

1.060

669

1,584

834
1,226

1,121

1,900

1,869

1,754

779
1.164

側
４０３
佃
榔
‐４８
３３７
‐‐７
９。６‐
６‐３
５０
７２８
２０３

３８

‐７

　

９３

３３

‐３

５４

６２

５

３２

‐７

３７

３６

２

　

３３４‐

７７

５８

７４

１

９‐

３

３２

２９

‐１

５

５３

６７

３

「

１１‐

回

１１

１２

　

２８

６

９‐

１２

　

２２８

　

＝

７５

‐５８

:|`;:|

3,949

3.580

3,883

4.448

5,452

3,496] 4,756

5,568

4,815

4,486

3,068

3.261

4,998

4,463

5.439

5,394

5,048

5,226

4,764

3,718
■■07

:13.6)

:256)

〔29.4)

(28.6)

(23.4)

(21.1)

(19.7)

[241]
(20.4)

(21.2)

(18.3)

(23.5)

(21.9)

(23.6)

(24.8)

(22.9)

(20.0)

(24.3)

(213)
(208)

(24.6)
(21.0)

::|
644

973

E381]
745

776

555
418

566
608

883
751

800
679

622

563
655
304

.?1.4) sUUl

:17.7) 2541

:18.3) 51

:18.4) 104

ie.z) 34
:16.7) 172
:18.6) 68

it 7.31 [1 1 7]
118.0) 219

i17.4) 179
(1e.6) 155
(18.1) 192
(12.3) 82
(1 1.6) |84
(10.6) 88
(9.1) 111
(14.2) 15e
(11.5) 219
(9.0) 168
(10.3) 181
(11.s) 93
110.9) 127

(12.9)

(9.4)

(11.2)

(6.6)
′ARヽ

Ⅶ“
“
“
２
５３
３
‐２０‐
１２４
３
７５
‐６
　
　
６
４

２ヽ４．Ｕり‐‐５．９＞Ю
‥２２．８＞‐‐・４＞‐‐５．７＞‐２．６＞‥‐３．３‐‐２０．２＞‐６．０＞ｍ＜７．９＞　　＜‐５．３＞く２３．５ぅ

(14.0

(-11)

(5.9)

(13.5)

(75)

(6.9)

(16.2)

(140)
(133ヽ

１

‐０

２

１‐

“

５

３

田

‐２

９

１

卿‐３２．５＞‐‐５．３＞‐２．９＞‐‐７．３＞‐‐７．９＞‐４２．９＞…２４．３‐‐‐５．６＞ｍ
‐９．‐＞

５４

５

２４

２０

１９

８

７‐

(14.3)

(18.2)

(9.1)

(16.7)

(57.1)

(5.5)

(25.0)

(-1.8)

(10.5)

(15.1)

(15.5)

1

1

1

2

6

ａ

ｏ

５

３

　

・
４

１

‐１

２５

19.3)         1,050

20.7)[200][699]983
19.8)

120.2)

:17.5)

(20.9)

(19.8)

(181)

(22.0)

(169)

(17.8)

(18.5)

(15.3)

(16.5)

(21.1)

r153ヽ

０８

０２

８５

８０

６．９，‐・５
＞
６．０
＞
０
０・７
＞
９
．
７＞

‐０２
９７０
７８６
６４２
晰
螂
９８０
９２‐
３４

２３

８７

８３

０７

表3-22日本車輌製造の車輌売上高・工場利益

雅「 11早奄翼事諄露型犠轟棄撃二番暦曇子ν驚1鴨聰理(瑚継翡二渤。
(2)[]内は本店分.
(3)輸移出は商社を介さない直接の輸移出。
(4)千円未満四捨五入。

０
亀

＼

■         )



表3-23日 立製作所笠戸工場の生産額推移

年次 気機関車電気機関ヨ 客・ 1曇ヨr願 電車 合 計

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

９
~‐
1,765

1,963

1,405

1,391

1,906

2,088

3,637

:|::|1      21:

1
７

２

５

　

　

６

７

７

８

　

４

1,765

1!963

1,405

1,391

1,984

2:160

3,722

2,993

1.385

・  [出 所]『工場統計表』各年版。
(注)(1)1923・ 24年を除くと山口県所在の鉄道車輌工場は1工場

であり、23・ 24年には2工場であつたが、1工場は原動機未

 ヽ       使用工場であるため2工場分の数値を表掲した。
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第4章  鉄道車輌工業と「満州」市場-1930年 代を中心に―

はじめに

これまでみてきたように長期安定的に高収益を生み出す大量の鉄道省発注の

存在こそ、鉄道車輌工業が機械諸産業のなかで造船業と並んでもつとも早期に

技術的対外自立を達成し、また鉄道車輌主要企業の経営が安定的に推移しえた

最大の根拠であつた。しかし、表4-1に 明らかなように昭和恐慌期に入つ

て内需は大きく減退し、しかも景気拡大期にもその回復が遅れ、蒸気機関車・

貨車生産の場合、1929午 度水準を上回るのは35年度以降であり、客電車

は遂に恐慌前の水準に戻ることはなかつた。鉄道省向け販売に基礎を置く鉄道

車輌工業は明治末午の指定工場制成立以来最大の試練を迎えたのである。

こうした事態を救済したのが、満州事変の勃発を契機とする「満州」(以下、

括弧省略)からの莫大な需要の出現であつた (表 4-l① )。 そこで本章では

まず対照的な軌跡を描く内・外需の具体的内容を検討し、次に鉄道車輌企業の

生産・経営動向を分析することによつて、大陸への傾斜を深める鉄道車輌工業

の特質を明らかにしてみたい。

第 1節 国内市場の長期低迷と満州市場の急拡大

1.国内市場の長期低迷

1930-37年 度累計で国内向け生産総輌数 (換算輌数ベース)に占める

鉄道省向けの割合は、蒸気機関車で92%、 電気機関車で78%、 貨車で 63%、

客電車で 55%と (表 4-1)、 1930年 代においても内需の基軸は鉄道省

であつた。表 4-2か ら明らかなように鉄道省新製車輌購入・内製額は32

午度まで減少を続け、その後の回復も遅いため、29年度の水準に戻るのは3

6年度を待たねばならなかつた。車種別にみると、29年度水準を上回るのが

貨車で35年度、蒸気機関車で37年度であり、客車では37年度に至つても

29年度の約 7割であるのに対して、電車の場合は31年度まで増加し、33

年度には内燃動車とともに当該期のピークを記録する。電気機関車は31・ 3
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4年度に蒸気機関車の購入額を上回るものの、購入は間欠的で全体の長期低迷

をカバーするほどの規模ではなかつた。

車種別購入 0内製状況のこうした違いは基本的には鉄道輸送量の動きに規定

されていた。表4-3に よると電車旅客輸送量が 31年度を除くと連年拡大

を続けるのに対し、客貨車輸送量は32年度まで減退の一途をたどり、その後

の回復のテンポでは貨物輸送が旅客輸送を大きく上回つていた。なお短期的な

景気動向に対し相対的に独立性の高い定期旅客輸送では、33年度にはじめて

電車が客車を上回るが、これは都市化の進展を背景に収益改善をめざして鉄道

省が東京・大阪周辺で省線電車を次々に開通させたためであつた
②。

電車輸送力の増強とともに鉄道省が注目したのが、地方支線用のガソリン動

車であつた。バス輸送の普及に対抗して 1920年代後半以降全国の地方私鉄

ではガソリン動車の導入が流行となり③、こうした動きに刺激されて鉄道省で

も1928年 にガソリン動車の導入を計画した。翌29年にはキハニ5000

形 12輌が日本車輌製造で製作され、31年のキハニ36450形 (日本車輌

製造・川崎車輌で 1輌ずつ製作)をへて 1933-35年 にはキハ 41000

形、40000形 、42000形 の標準形量産車が出現した④。

私鉄 (地方鉄道・軌道)も長期かつ深刻な不況に呻吟しなければならなかつ

た。恐慌による直接的影響だけでなく、(1)過剰投資、(2)バス・ トラック

の進出、(3)鉄道省、とくに省線電車との競合といつた諸要因に規定された

結果、景気回復期においても私鉄の業績は低迷し、私鉄全体が立直りを見せる

のは37年頃であつた0。 1932年 までの営業キロ数の増加に支えられて地

方鉄道の旅客輸送量は恐慌下にも減少せず、その後もI頂調に増加する (表 4

-3)。 しかし旅客・貨物収入が 29年度水準を上回るのはそれぞれ 34年度

と37年度であつた0。 電鉄ブームは30年頃には終焉し、以後既存路線網の

整備の時代となり、電気軌道も整理期に入つた
0。 軌道全体の営業キロ数は 3

1年度以降減少を続け、旅客・貨物輸送とも低迷した
③。

1920年 代とは様変わりした経営内容に規定されて私鉄の車輌需要規模は

小さく、36年度末に29午度末の保有輌数を上回つたのは地方鉄道のテンダ

蒸気機関車、電気機関車、電車のみであつた
0。 しかも表4-4に示されてい
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る1930-37年 合計の「国内私鉄・その他」向け電気機関車 125輌の販

売先内訳は、鉱山91輌、日本製鉄・その他メーカー 21輌、私鉄 13輌であ

りll°l、 国内の電気機関車市場に占める私鉄の意義は 20年代と比較して大き

く低下していた。

1920年 代にはきわめて安定的に推移した鉄道車輌価格も昭和恐慌期に入

ると急落した。私鉄向けよりも相対的に硬直的な鉄道省向け車輌価格ですら2

9年 と比較して31年には蒸気機関車 (自 重トン当り)で約 11%、 電車 (1

輌当り)で 18%、 32年の 3等客車 (1輌当り)で 17%、 有蓋貨車 (自 重

トン当り)で 23%それぞれ下落しllll、 東洋電機製造製鉄道省電車用MTl

5形 100kW主 電動機の受注価格も1929-32年 に約 3割低下した。②。

生産減退と価格低下に挟撃されるなかで指定メーカーは数年後の延払いを条件

に発注量の増加を鉄道省に希望したが採用されず
〈10、 内需、とくに鉄道省納

入に基礎を置く鉄道車輌工業は重大な試練を迎えることになつたのである。

2.満州市場の急拡大と商社

こうした鉄道車輌工業にとつてまさに早天の慈雨ともいうべき事態が、日本

車輌製造・汽車製造・川崎車輌・田中車輌・日立製作所・大阪鉄工所・大連機

械製作所の 7社への機関車 20輌、客貨車443輌、総額約439万円に達す

る、1932年 8月 の南満州鉄道 (以下、満鉄と略記)からの第一次大発注で

あつた。う。

満鉄が「満州国」(以下、括弧省略)の鉄道を委託経営することは、193

2年 4月 の関東軍と満鉄の協定および同年 8月 の満州国政府と関東軍との協約

によつて決定された。つ。この既定方針に従い33年 2月 9日 の鉄道法制定に

よつて満州の主要鉄道を国有化した満州国政府は、同日満鉄との間に国有鉄道

=国線の経営を同社に委託する契約を正式に締結した。これを受けて満鉄は3

月 1日 に国線を経営する鉄路総局を奉天に、鉄道・港湾建設を担当する建設局

を大連の本社内に新設した。続いて満鉄は33年 9月 に朝鮮総督府より北鮮鉄

道、35年 3月 には満州国がソ連より買収した北満鉄路 (東支鉄道)の経営を

それぞれ委託され、さらに36年 10月 に満鉄は本社鉄道部、鉄路総局、北鮮
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鉄道管理局および本社建設局を一本化した鉄道総局を奉天に設立し、満州全域

の鉄道の一元的運営を図つた。
の。

社線だけでなく、北鮮鉄道、新線拡張の続く国線に投入される車輌調達の任

にも当つた満鉄への車輌供給は、(1)満鉄沙河口工場 (1936年 10月 に

大連鉄道工場と改称)での製作、(2)社外工場での製作された車輌の沙河口

工場での組立、(3)社外工場での製作・組立の 3形態に分かれた(1つ。表 4-

5はその構成をみたものである。 1930-36年 度に社線に投入された 17

1輌の蒸気機関車のなかで社内製作されたものは22輌に留まり、残り149

輌は日立製作所 (53輌 )、 川崎車輌 (41輌 )、 汽車製造 (33輌 )、 日本車

輌製造 (22輌 )の 4社で製作されたl18b。 1933-36年 度合計の国線増

備蒸気機関車輌数は少なくとも社線の約 3倍に達したが、その大半は日本国内

で製作され、沙河口工場で組立てられたものであつた。 (表 4-5お よび表 4

-6)。 社線 0国線以外の納入先も含めた満州向け蒸気機関車販売総数のメー

カニ別内訳は、1933-37午 度合計で汽車製造 (174輌 )、 川崎車輌 (1

73輌 )、 日立製作所 (150輌 )、 日本車輌製造 (90輌)の順であり、川崎

車輌を除く3社の実績は同期間の鉄道省向け納入輌数を上回る規模であつた。

(表 4-4)。

客貨車においても国線の増備輌数は社線を大きく上回り、その大半が沙河口

工場以外の社外工場で製作された (表 4-5お よび表 4-6)。 表 4-7か ら

1932-36年 度合計の満州向け納入輌数の上位 5社をみると、客車では田

中車輌、日本車輌製造、川崎車1両、汽車製造、大阪鉄工所の順であり、貨車で

は田中車輌、大阪鉄工所、汽車製造、日本車輌製造、川崎車輌の1贋であつた。

ただし貨車の場合、 1933-36年 度合計の回線新造貨車は7258輌 に達

しており (表 4-6)、 沙河口工場の社外用貨車製作輌数および国内各社の満

州向け貨車輌数を考慮すると (表 4-5お よび表 4-7)、 国線貨車の過半は

大連機械製作所、大連汽船、満州工廠などによつて製作されたものと推定され

る(19)。

満鉄・国線向け車輌の製作・納入は鉄道省の場合と同様に満鉄の厳しい監督

下に置かれた。社外工場で製作される車輌部品は満鉄工作局で設計され、場合
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によらては工作局、沙河口工場、鉄道技術研究所が一体となつて研究試作した

上で標準品として各メーカーに流すこともあつた
1201。 さらに社外工場には満

鉄の監督官が常駐し、生産工程の監督、製品検査に当つた
。つ。しかも鉄道省、

朝鮮・台湾官設鉄道と同様に、満鉄の社外工場に対する発注は主要材料・部品

付き発注であつた1221。 車輌価格に占める支給材料費の割合 (支給材料費/[メ

‐カー請負価格+支給材料費])は、1934年 下期-36上 期の日本車輌製

造のミカイ形蒸気機関車で約 1割であつた
1231。 満鉄は車輌研究会に参加して

鉄道省・朝鮮・台湾官設鉄道、車輌・部品メーカーとの技術交流を深めただけ

でなく、日本国内における鉄道省一指定工場関係にほぼ準じた関係を自己の指

定工場との間に結んでいたのである。

前章でみたように満鉄指定メーカーのなかの有力企業である川崎車輌、汽車

製造、日本車輌製造、日立製作所、田中車輌の 5社は弥生会なる受注カルテル

組織を結成し、相互の協調を図るとともに、川崎車輌は三菱商事、汽車製造は

大倉商事、日本車輌製造は三井物産をそれぞれ代理店としていた
。う。

1920年代から日本車輌製造と一手販売契約を結んでいた三井物産は小規

模ながら汽車製造とも取引があり、また1930-36年 合計で約 113万円

の売約高を上げた加藤製作所 (ガソリン・ディーゼル・木炭瓦斯・蓄電池機関

車などの製作が中心)と 36年に一手販売契約を締結した。つ。三井物産の鉄

道車輌・鉄道用品 (軌條を除く)取扱高は、32年の114万円を底に以後連

年その規模を拡大し、36年の実績は1532万円に上った。満鉄需要の増大

を反映して取扱高に占める輸出の割合が急速に高まり、1933年 下期-37

年上期 (36年上期を除く)には 7・ 8割台に達した。三井物産の鉄道車輌・

用品販売の基軸は日本車輌製造製各種車輌、住友製鋼所 (住友金属工業)製車

輌部品をまず満鉄に、次に朝鮮 0台湾の官設鉄道に販売することにあつたとい

えよう。0。

川崎車輌の各種車輌と三菱重工業・三菱電機の電気機関車の満州向け委託販

売を担当した三菱商事の取扱高も連年増加し、36年には川崎車輌関係だけで

約270万円に達した。商事はさらに加藤製作所とも好関係を有し、同社の朝

鮮向け小型機関車移出も委誕された。 1932年頃商事は三菱神戸造船所製機
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関車の満鉄売込みを試みた。 しかし満鉄および弥生会の承認を取付けることが

できず、三菱重工業の機関車の満鉄納入が実現するのは戦時期に入つてか らの

ことであつた。つ。

3.移出市場の動向

1935・ 36年の鉄道車輌 (部分品を含む)輸移出合計額 7494万 円の

市場別構成比は、関東州 0満州国が75.0%と 圧倒的割合を占め、次に朝鮮

17.6%、 台湾 5。 4%と続き、中国本部を含むその他輸出は2.0%に す

ぎなかつた。0。

輸移出市場で満鉄に次ぐ規模にあつた朝鮮官設鉄道では 1927年 度より開

始された「鉄道 12年計画」の進展とともに車輌増備が図られ、必要車輌の一

部は蒸気機関車も含めて鉄道局の京城・釜山工場で新製されたものの、同時に

大量の車輌が局外工場から調達された。 1930-36年 度の車輌購入契約高

の内訳をみると (表 4-8)、 蒸気機関車はすべて日本から調達され、その他

車輌の契約実績は朝鮮現地での購入が移入を上回つている。朝鮮鉄道局の客貨

車、とくに貨車の朝鮮における局外発注先は龍山工作であつた
の。個人経営

から出発し、1919年 に資本金 20万円の株式会社に改組、31午には40

0万円に増資 (34年の払込資本金は約 126万円)した龍山工作と鉄道局の

関係は、満鉄と大連機械製作所の関係に比定しうるものであつた
0゙。

官設鉄道への蒸気機関車納入実績は日本車輌製造、日立製作所、汽車製造、

川崎車輌の順であり、その合計輌数は朝鮮鉄道、朝鮮京南鉄道など私鉄向けを

上回つた (表 4-8)。 1934-36年 のその他車輌移出でも日本車輌製造

の割合が大きく、次に汽車製造、田中車輌が続いた。 (表 4-8)。

台湾ではこの時期機関車の新製は行われず、もつぱら日本からの移入に依存

し、台湾総督府交通局鉄道部の台北・高雄両鉄道工場および花蓮港修理場で客

貨車が新製された
。⇒。官設鉄道では増備蒸気機関車のすべてを日本車輌製造、

三菱重工業、日立製作所、汽車製造、川崎車輌から、ガソリン動車についは日

本車輌製造と川崎車輌の 2社から購入した
の゙。客貨車は基本的に自給したも

のの、1936年 度には110輌の貨車が日本国内の4社から調達されている
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(表 4-8)。 また官設鉄道以外では製糖会社が各種車輌を日本から購入した

(表 4-8)。

第 2節 鉄道車輌企業の動向

1.生産構造と指定中堅企業

1930-1936年 の蒸気機関車販売総輌数の上位 5社は川崎車輌、汽車

製造、日立製作所、日本車輌製造、三菱重工業と1920年 代後半の順位とま

ったく変わらず、上位 4社の生産集中度 (輌数ベース)は 95。 1%に達した

。め。その他車輌の 1931-36年 合計の販売輌数でも上位 3社は、客車の

2位に田中車輌が位置する点を除くと川崎車輌、汽車製造、日本車輌製造の 3

大総合鉄道車輌メーカーに独占され
。→、上位 3社の生産集中度は客車で 70.

4%、 電車で76.9%、 貨車で72.2%で あつた (前掲表 4-7)。 この

ように満州市場の急拡大は従来の生産構造を大きく変化させるものではなく、

むしろ田中車輌の客車生産での急躍進を含みつつも基本的には国内向け寡占的

供給体制が満州市場においても再生産されたといえよう。

そうしたなかで鉄道省指定中堅企業の業績は各企業別に大きく分かれた。ま

ず造船・電機・総合機械メーカーの鉄道車輌部門の動きからみると、三菱神戸

造船所 (三菱重工業)は機関車生産に特化した づ。蒸気機関車は台湾官設鉄

道向け4輌を除くと他はすべて鉄道省向けであり、三菱重工業の鉄道省への販

売比率は機関車メーカーのなかでもつとも高い値を示した。 1930-36年

に三菱電機と共同製作した電気機関車の販売先別順位 (輌数べ,ス )は満州向

け、鉄道省、三菱鉱業と続き、36年までに三菱電機が単独製造した電気機関

車の大半も三菱鉱業向けであつた。芝浦製作所は1930-36年 に単独で2

1輌の電気機関車を製作し、そのうち 16輌が北海道炭破汽船、三井鉱山の各

鉱山に納入された。0。

1929年 度に約 100万円の鉄道車輌販売高を記録した新潟鉄工所の実績

は30年度以降大きく落込み、29年度販売高を上回るのは35年度以降のこ

とであつた。つ。同所の場合、満州向けの比重は小さく、客・貨・電車の大半
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は鉄道省向けであつた (前掲表 4-7)。 大阪鉄工所の車輌生産も昭和恐慌期

に大きな打撃を受け、31年下期・ 32年上期の受注状況は客車 7輌、電車 5

輌といつた有様であり、業績回復の契機は満鉄発注であつた
00。 しかし、 3

4年以降の生産拡大にもかかわらず本業の造船・陸上工事が多忙となつたため、

大阪鉄工所は1937年 10月 に車輌生産を全面的に親会社である日立製作所

笠戸工場に移管した。9。 一方、 1920年 代に鉄道省向け客車、私鉄用電車

生産に相当の実績を上げた藤永田造船所は昭和恐慌期に車輌関係の赤字を累積

させ、 33年には車輌生産から撤退した“
0。 こうして第一次大戦後の造船不

況のなかで鉄道車輌生産に参入した造船 2社はふたたび本業に回帰することに

なつたのである。

鉄道車輌専門メーカーのなかで先頭を切つたのが田中車輌であつた。 192

9030年 の 2度にわたる人員解雇によつて従業者を約 6割削減した同社の業

績回復は1932年 8月 の満鉄第一次発注以降のことであり、その後約 3年間

の 7次に及ぶ満鉄発注 (総計で客車596輌、貨車1483輌 )において田中

車輌は客車218輌 (全体の 37%)、 貨車413輌 (同 28%)を 受注しK411、

1932-36年 合計の満州向け客貨車生産では国内メーカーのなかで最大の

シェアを占めた (前掲表 4-7)。 表4-9に あるように1933-36年 合

計の同社の総売上高は1283万 円に上ったが、そのうちの 77%は満鉄向け

を中心とする輸移出であり (鉄道省向けは 19%)、 同社の大陸への傾斜を物

語つていた。満州事変後急成長を遂げた田中車輌は35年 12月 に個人経営か

ら出資金 300万円の合名会社に改組された
“
の。

1927年 に鉄道省指定工場となつた加藤製作所も35年に個人経営から資

本金 65万円の株式会社に改組され、37年には200万円に増資した。同所

は35036年 にはそれぞれ 134万円 (当期利益金 206千円)と 154万

円 (255千円)の売上高を記録し、また既述のように36年には三井物産と

一手販売契約を結ぶなど中堅企業としての内実を固めた
K431。 内需中心の営業

を続けた梅鉢鉄工所の生産回復は遅れた (前掲表4-7)。 しかし30年代半

ばの拡大を背景に36年 8月 には個人経営から資本全150万円の梅鉢車輌株

式会社に改組されるが、依然その経営は同族的色彩が濃厚であつた“
→。
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以上のような専門中堅企業とは対照的に昭和恐慌期の打撃から回復しえず、

業界から姿を消す企業も見られた。主として地方中小鉄道に営業基盤を置いて

いた雨宮製作所は地方鉄道・朝L道の経営不振に規定され、31年には倒産状態

に立ち至った。経営危機を乗り切るため32年に第二会社ともいうべき資本金

5万円の合資会社雨官工場を設立し再建を試みるが、結局失敗に終わつた“
り。

また31午には東洋車輌も閉鎖された
“
0。 昭和恐慌下の「需要の減少に加ヘ

同業者間の競争激甚の為採算を割りつつ操業維持の為に註文を争奪“
つ」する

厳しい経営環境は、一部中堅企業の存立を許さなかつたのである。

満州での車輌供給に大きな役割を果たしたのが大連機械製作所であつた。 1

918年設立の同所は第一次大戦後一時経営不振に陥つたが、 20年に日本車

輌製造と提携した。以降日本車輌製造は一貫して持株比率 25%の最大株主と

して同所の経営に参画した。ただし日本車輌製造の派遣重役が大連に赴任する

ことはなく、25年に相生由太郎社長が辞任してからは同所の実質的経営責任

者は高田友吉専務取締役 (33年 に取締役社長に就任)であつた1481。 192

0年代から満鉄向け貨車生産を続けていた大連機械製作所は31年に満鉄の客

車指定メーカーとなり、さらに35年からは蒸気機関車の製造に着手するなど

総合鉄道車輌メーカーとして成長していつた“
9。 同所の労働者数も19330

35年末にはそれぞれ 1024人 と1570人 に上り。の、国内の 3大総合鉄

道車輌企業に次ぐ規模であつた (後掲表4-11参 照)。

2.弥生会の活動

日本国内に向けられた満州からの需要を基本的に独占した弥生会メンバー各

社は、受注、共同投資・製作を通して相互の結束を固めた。満鉄発注が急拡大

するなかで満鉄工作局での機関車設計業務が多忙を極めたため、 1933-3

7年には汽車製造・川崎車輌・日立製作所・日本車輌製造の4社から1名ずつ

設計技術者が応援のため工作局に派遣された
1511。 また 34年 6月 には満鉄の

懲態により汽車製造・川崎車輌 0日本車輌製造・田中車輌の4社は共同で貨車

組立・客車整備のための大連組立工場 (投資額 175千円)を設立した
。②。

1936年 には三井物産によつて獲得されたタイ国有鉄道向け貨車300輌
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が、鉄道省の監督の下で日本車輌製造、汽車製造、川崎車輌、田中車輌の4社

で分割製作された。め。さらに同年に日本車輌製造協会を結成した機関車メー

カ4社 (川車・汽車 e日 車・日立)は三井物産を先頭に鉄道省に支援されつつ

各国27メ ーカーに伍してタイ国有鉄道の機関車入札に臨んだ結果これを落札

し、鉄道省を中心に4社が共同設計を行い、各社 2輌ずつ製作した
0。 また

同じく36年には満鉄の働きかけによつて中国随海鉄路より受注した機関車 7

輌が大連鉄道工場で 3輌、残り4輌が弥生会メンバー4社で共同製作された
。つ。

こうした弥生会の協調行動を集約するのが満州車輌の設立であった。満州車

輌設立の動きは1936年 の関東軍および満鉄の弥生会に対する強い勧誘が起

点であつた。0。 周知のように36年には満州において産業開発 5箇年計画が

急速に具体化した。同年 10月 の湯岡子会議における関東軍・満州国政府・満

鉄の三者の意見調整をへて 12月 16日 には「満州産業開発 5年計画綱要」の

成案をみ、その後陸軍部内での討議、日本政府側との打合せを重ね、 37年 1

月 25日 には一部修正の上で関東軍最終決定案が完成し、これが関東軍参謀長

より満州国政府に移牒された。つ。

鉄道車輌部門については 12月 16日 案と最終決定案との間には変化がなく

60、 その内容をみたのが表4-10で ある。増産計画は「5箇年後開戦の場

合に備ふる為1591」 1936年 10月 に立案された鉄道強化 5箇年計画=現行

計画と
“
0、 「産業開発 5箇年計画の完成に順応し之を支障なく遂行せしむる

1611」 拡張計画の二段構えとなつており、新造能力の拡張について前者では機

関車 501両、後者では機関車 25輌と貨車350輌 とされた。

もちろんこの時点では増産の担い手として満州車輌の設立は計画に織り込ま

れておらず、37年 2月 の計画においても増産は大連鉄道工場を中心にその他

鉄道工場の拡充・新設が想定されていた
K621。 しかし以上のような増産計画の

具体化を背景にして、できるかぎり急速な増備を必要とする満鉄は自社工場の

拡張だけでなく、弥生会に対して満州での新会社設立を強く要請したものと思

われる。当初弥生会の態度は「内地製造者ノ立場 トシテ進ンデ満州二出ル理由

ノ強キモノガナカッタカラ躊躇シテ居ッタ
。め」といつたものであり、 37年

2月 の汽車製造重役会でも「考慮の価値ありとは認めらるるも同業の会社が連
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合して新会社を創立経営することは種々の困難を惹起する懸念あり進んで賛成

し難きも他社が之に同意し共同して進出することとなれば当社も亦参加出資を

辞せざること1641」 と他社の態度決定待ちという状況であつた。しかし37年

4月 から五年計画が実施されるなかで弥生会は決断を迫られ、6月 初めには弥

生会による設立計画の成案をみることになつた
。つ。

以上のような経緯をへて1938年 5月 には資本金 500万円の満州車輌株

式会社が奉天に設立された。設立された満州車輌は弥生会メンバーを中心とし

つつも従来弥生会から排除されていた三菱重工業、さらに材料・部品メーカー

をも含む主要鉄道車輌関連企業の共同出資会社であつた。当初は遼巡していた

国内鉄道車輌企業は満州車輌の設立を機に大陸との関係を一段と深化させるこ

とになるのである。

3.主要企業

表4-11に 示されているように汽車製造の機関車受注高は 1930年 下

期-32年 下期に急落・低迷した。客車受注車輌は29年度の58輌から310

32年度にはそれぞれ 8輌 と 6輌に、貨車も29年度の 679輌から31年

度の71輌へと大幅に減少し、電車を除くと昭和恐慌期の同社の車輌生産はき

わめて深刻な事態を迎えていた。0。

業績不振の最大の要因は鉄道省発注の大幅削減であり、 1931年 上期の鉄

道省注文高は29年上期と比較して本店 (機関車生産)で 10分の 1、支店 (客・

貨・電車生産)で 4分の 1であつた。つ。当初臨時休業日の設定などで対応し

た汽車製造もこうした状況のなかで人員解雇に踏み切り“
0、 29年上期-3

2年上期にかけて労働者数は約 36%減少した (表 4-11)。 31年上期一

33年上期の対平均払込資本金利益率は数%台を低迷し (表 4-11)、 また

30年下期-33年上期には6期連続して内部保留の取崩しを行うなど (表

4-12)、 汽車製造の営業成績は明治末年の指定工場制成立以来最悪の状態

となつた。

長期低迷からの回復の兆しが見え始めるのは、「軍需品、新種ノ諸機械並ニ

満蒙二於ケル橋梁及ヒ車輌等ノ受注高ノ見ルヘキモノアリタル“
9」 32年下
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期であつた。しかし当初は受注価格に対して原材料価格の上昇が先行したため

σO、 収益率の顕著な改善は33年下期を待たねばならなかつた (表 4二 11)。

その後汽車製造は満鉄・鉄道省発注および好調な汽罐受注に支えられて順調に

拡大を続け、労働者数も35年上期まで増加の一途を辿つた。ただ 1925年

以来新規採用はすべて臨時工に依存したため、34年末の同社の臨時工比率 (臨

時工/労働者総数)は 50.9%も の高率に達した。つ。汽車製造が常備工の

新規採用を再開するのは37年 7月 以降であり、それまでは25年以前に採用

された常傭工は「本工」と呼ばれ、同社の基幹労働力を構成した
。幼。

1929午 から計画していた東京支店工場の移転を31年に完了させるとそ

の後の汽車製造の設備投資は低調となり
1731、 ふたたび活性化するのは 34年

からであつた (表 4-12)。 とくに35年には大阪本店、東京支店ともに機

械設備・建物の大増設を行つた。 34年以降の設備資金は基本的に内部資金に

よって賄われ、借入金・支払手形も日中戦争勃発以前に社債発行、未払込み株

金徴収、増資などによつて完済された (表 4-12)。

1931年 の川崎車輌の車輌生産量は29年の 3分の 1程度にまで急減した

(表 4-11)。 31年下期-32年 下期には 3期連続して欠損を計上し、そ

の後も34年上期まで低収益に喘いだが、これは不況の影響だけでなく川崎車

輌の特殊な事情にもよるものであつた。

前章でみたように金融難に陥つた川崎造船所は業績が安定していた兵庫工場

を1928年 に分離独立させ、川崎車輌を設立するが、これは新会社を工場財

団として担保に供し、再建資金を調達するためであつた。この方針に従つて川

崎車輌は設立と同時に約 1100万 円の借入れを行い、そのうちの約 950万

円が川崎造船所に渡つた。表4-12に 明らかなように川崎車輌は借入金 1

100万円の返済を30年上期から開始し、34年上期までに完済した。川崎

造船所と川崎車輌の貸借関係は、前者の後者に対する貸勘定 (「り|1崎造船所勘

定」)と 後者の前者に対する貸付金と双方的であり、この 2勘定の増減を通し

た両者のバランスは30年下期までは川崎車輌の支払超過、31年上期-34

年上期は受取超過であつた。しかし31年上期-34年 上期期間 (33年上期

を除く)においても川崎車輌の期別受取超過額は、1100万 円の借入金の期
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別返済額を下回つていた
1741。 したがつて川崎車輌の欠損・低収益は不況の影

響だけでなく、借入金返済の重圧の結果であつたといえよう。

1932年 以降の川崎車輌の生産回復は著しく、34年には29年水準を突

破するが、その際の原動力となつたのが表 4-13に 明らかなように満鉄お

よび鉄道省発注であつた。 1934年 上期の200万円の減資によつてそれま

での繰越損金約 97万円と不良資産である未収入金 104万円を整理した川崎

車輌の生産はその後も拡大を続けた。?。 なお34年上期の固定資産減少は土

地評価替え、34年下期・ 35年上期の減少は海軍の要請によつて鋳鋼・圧錬

工場を川崎造船所に移譲したためであり
にの、好調な業績が生み出す豊富な内

部資金は35年下期以降の活発な設備投資を十分に賄う規模であつた (表 4

-12)。

日本車輌製造の売上高は1929年 以降減退を続け、32年上期には 29年

上期の約 3割程度まで落込み、30年下期-33年 上期には対平均払込資本金

利益率も低迷した (表 4-11)。 総売上高の大半を占める車輌関係の動向を

みると (表 4-14)、 主要販売先である鉄道省および国内私鉄向けが昭和恐

慌期に大幅に減少しており、それが全体の業績悪化を規定していたことがわか

る。しかし同時に急減するとはいえ、鉄道省向け販売の工場利益率が33年上

期を除くと他の販売先と比較して依然高位安定的であつた点にも留意しなけれ

ばならない。日本車輌製造では1930年 11月 から常傭工 (全労働者の約 1

7%)に対して時給 1割引下げ、31年 1月 より全労働者に就業定時間の 1時

間短縮を実施し、さらに引続き請負給の引下げ、人員解雇へと進んだ。その結

果、30年 5月 と比較して31午 2月 の平均日収は職工で約 22%、 人夫で 2

5%の低下となつたの。

車輌売上高は1932年 上期を底に以後回復・拡大に転じた。しかもこの間

鉄道省・国内民間向けの回復が遅れるのに対して、商社を介した販売はいち早

く増加し、その後も36年上期と37年上期を除くと最大の販売比率を占めた

(表 4-14)。 まさに商社向け販売が売上高の回復・拡大の原動力となつた

のである。商社向けの内訳をみると、満州・蒙古・朝鮮・台湾向けについて一

手販売権を有する三井物産
1781向 けが圧倒的割合 (1930-37年 度商社向
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け販売総額の97.1%)を 占め、その他に三菱商事、大倉商事などに対して

も若干の実績があつた (表 4-15)。 1932年 下期-37年 下期合計の三

井物産による日本車輌製造製車輌の販売先別構成は、満鉄 (全体の75.5%)、

朝鮮総督府鉄道局 (11.0%)、 台湾総督府鉄道部 (5.0%)、 その他輸移

出 (7.6%)の 1頂であり (表 4-15)、 日本車輌製造の昭和恐慌期からの

回復、その後の拡大の最大要因が三井物産経由の満鉄向け販売であつたことを

物語つていた。

1934年 上期-36年 上期には売上高が増加しただけでなく、鉄道省・国

内民間 0国内軍官需・商社向けいずれの工場利益率も上昇し、 1929年 度水

準をほぼ上回つた (表 4-14)。 このように回復・拡大期の好業績は販売高

の増加と収益性の向上の両面から支えられていたのである。そのなかでも鉄道

省向け販売の工場利益率は36年まで33年上期を除くと一貫してもつとも高

く、満鉄向けを基軸とする商社経由販売の工場利益率は鉄道省と国内民間向け

販売のほぼ中間に位置した。

売上高の回復・拡大期には日本車輌製造の支出構成に変化がみられた。昭和

恐慌期には低下傾向にあつた製作費に占める材料費の割合が、32年下期の 4

9: 5%か ら33年上・下期に53.1%、 59。 1%と急上昇した。9。 製

品価格と比較した原材料価格の先行的上昇によつて33年度の工場利益率はや

や悪化するものの、先にみたようにその後は大幅に改善される (表 4-14)。

ところが36年下期以降、原材料価格の急上昇によつてふたたび工場利益率の

悪化に見舞われることになつたのである (表 4-14)。

日本車輌製造では東京支店工場が狭隆化したため1930年 より新工場 (東

京支店蕨工場)の建設に着手し、不況のために工期が遅れたものの 34年 4月

に完成させた0°。 34年下期には満鉄からの大量発注に対応して本店機関車

工場の大増設を行い1811、 その他の拡張と合わせると投資規模は100万 円を

超えた (前掲表 4-12).。 その後も本店客車組立工場、製罐工場、東京支店

製罐・仕上工場、客車組立工場、自動車工場などの新増設を継続し、また35

年 5月 には海軍の要請によつて本店牛巻兵器工場を完成させた
。a。

1930-37年 度累計の設備投資額は2494千 円に上ったが、内部資金
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累計額はその約 2.3倍 もの規模に達した (前掲表4-12)。 昭和恐慌期に

は4期連続して内部保留の取崩しが行われ、また33年上期と34年上期に支

払手形が発行されるものの、それ以降外部負債への依存はまつたくなかつた。

なお36年上期・ 37年上期の合計 125万円の未払込み株金徴収は、37年

10月 から操業を開始する朝鮮仁川工場と翌38年に完成する本店鳴海工場の

新設に対応する資金調達計画の一環として実施されたものであつた
183p。 以上

のように日中戦争勃発直前の日本車輌製造は、従来からの大連機械製作所への

投資に加え、満州車輌設立への参加、仁川工場の新設決定と大陸との関係をさ

らに深化させていつたのである。

日立製作所笠戸工場は1935午 から鉄道省に貨車を納入し。り、37年には

大阪鉄工所から客貨車と電車の製作移管を受けるなど製作車種を拡大した。し

かし1930-37年 の総生産額の内訳は、蒸気機関車82.2%、 電気機関

車 10。 7%、 機関車部品2.7%と 機関車生産が圧倒的割合を占めた。蒸気

機関車生産額は1929年 の実績と比較して30年に約 47%、 31午に 1

7%、 32年に 13%と急減しCり、笠戸工場の操業率も29年下期-30年

上期の 75%か ら30年下期-32年 上期には40%に低下した00。 そうし

たなかで 1929-31年 に大量解雇が実施され6つ、32年上期末の従業者

数は29年下期の4割弱にまで減少することになつた (前掲表4-11)。

笠戸工場の 1934年 以降の生産増大を支えたのも満鉄発注であつた。前掲

表4-4に 明らかなように1934-36年 の蒸気機関車販売総数は 219

輌に達し、そのうち満州向けが 1201輌を占めた。この間笠戸工場では従業者

が急増するにもかかわらず、34035年 には3-5時間の時間外勤務が日常

的になるほどの活況を迎えたのである
●0

おわりに

1920年 代の鉄道車輌主要企業の安定的経営を支えた鉄道省発注が昭和恐

慌期から30年代半ばまで長期低迷するなかで、鉄道車輌企業の業績のさらな

る悪化を防ぎ、回復から拡大へと導く原動力となつたのが32年夏以降の大量

の満鉄発注であつた。当初操業度の上昇によつて対応した車輌企業は満鉄発注
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が継続し,後れて鉄道省需要も回復すると設備投資に踏切り、日中戦争勃発直

前にはもはや満鉄発注抜きの企業経営は考えられない状況になつていた。

満鉄の国内向け発注の大半は弥生会メンバー企業によつて消化された。川崎

車輌、汽車製造、日本車輌製造の三大総合鉄道車輌企業と日立製作所の従来か

らの卓越した地位は満鉄発注の拡大によつても変化せず、田中車輌の急成長を

見つつも基本的には国内向け寡占的供給体制が満州市場向け生産においても再

生産されたといえよう。弥生会メンバー企業は技術的に満鉄との関係を深めつ

つ、受注、共同投資・製作を通して相互の結束を固めた。弥生会の協調行動を

体現するのが満州車輌設立への共同参加であつた。当初大陸への直接投資に浚

巡していた鉄道車輌企業は1937年 4月 から満州産業開発 5年計画が実行に

移されると6月 には設立の決断を行い、大陸との関係をさらに深化させること

になるのである。
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第 4章  (注 )

① 外地需要に占める満州の決定的重要性についてはのちに明 らかにされる。
② 日本国有鉄道編『 日本国有鉄道百年史』 8、 1971年 、 79-81頁 参
照。
③ 久保田博『鉄輪の軌跡一鉄道車輌 100年 の歩み』大正出版、 1981年 、
123-124頁 。
④ 石井幸孝 「日本の内燃車両発達史・ Ⅱ国鉄内燃動車編」 (日 本の内燃車両
編さん委員会編『 日本の内燃車両』所収、鉄道図書刊行会、1969年 )15
-16頁。
⑥ 野田正穂・原田勝正・青木栄一・老川慶喜編『 日本の鉄道一成立と展開一』
日本経済評論社、1986年 、226-233頁 参照。
③ 同上、228頁。
① 和久田康雄『資料・日本の私鉄』四訂版、鉄道図書刊行会、 1984年 、
9、 29頁。
③ 南亮進『鉄道と電力』長期経済統計 12、 東洋経済新報社、1965年 、
205頁 。
⑨ 鉄道省編『鉄道省年報』 1929,36年 度。
は0 渡辺肇『 日本製機関車製造銘板・番号集成』 自費出版、 1982年 、 3
4、 49、 68-69、 79、 86、 99-101、 123頁 より集計。
llll 都崎雅之助『我国の鉄道車輌工業』

コロナ社、 1950年 、 355-3
59頁。
l121 東洋電機製造株式会社五十午史刊行委員会編『東洋電機五十年史』19
69年 、 56頁 。
。め 朝倉希一 「車輌 工業の回顧 とその将来」 (『 日本機械学会誌』第 45巻 第
303号 、 1942午 )402頁 。
に。 「舞込んだ福の神、満州国から七会社へ汽車の大注文」 (『大阪朝日新聞』
1932年 8月 24日 付、神戸大学経済経営研究所所蔵)。
につ 高橋泰隆『 日本植民地鉄道史論一台湾、朝鮮、満州、華北、華中鉄道の
経営史的研究一』日本経済評論社、 1995年 、346-347頁 。
。① 以上、満州国史編纂刊行会編『満州国史』各論、財団法人満蒙同胞援護
会、1971年、847-848頁 による。
l171 満鉄の遼陽工場は1930年に閉鎖、沙河口工場に合併され、国線の皇
姑屯。新京・松浦の各工場は修理・改造を担当した (南満州鉄道株式会社編『南

満州鉄道会社第二次十年史』上巻、1938年 [龍漢書舎復刻版、1979年 ]
402頁、および同、中巻、 1113-1132頁 )。

00 同上、上巻、284-285頁 。
K191 市原善積ほか編著『南満州鉄道―鉄道の発展と機関車―』誠文堂新光社、

1972年 、 499頁 参照。
99 市原善積ほか編著『南満州鉄道―「あじあ」と客・貨車のすべて一』誠
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文堂新光社、1971年 、219頁。
1211 石河茂『苦難の道』東京製作所の巻・昭和編その 7、 汽車製造株式会社、

刊行年不詳 (川崎重工業株式会社所蔵)。
1221 日満財政経済研究会「本邦経済国力判断 (第四次報告)」 1940年 2月
7日 (中村隆英・原朗編『国家総動員 1』 現代史資料43所収、みすず書房、
1970年 、92頁 )。
1231 日本車輌製造株式会社『決算諸表』第 70-73期 (日 本車輌製造株式

会社所蔵)、 および市原ほか編著、前掲書、1972年 、134頁より算出。
1241 相田秀方『大機物語』大徳商事株式会社、 1957年 、41頁。
1251 春日豊「1930年 代における三井物産会社の展開過程一商品取引と社
外投資を中心に―」(中 )(『三井文庫論叢』第 17号、 1983年 )80、 1
30、 132頁。なお加藤製作所との一手販売契約の販売地域は朝鮮を除く輸
移出および北海道であった (三井物産『事業報告書』 1936年 上期、 116
頁)。 物産は一手販売契約の締結だけでなく、加藤製作所の新工場の建設を請

負うなどして同社との関係を深めた (助口藤製作所の内容」、『エコノミスト』

1937年 4月 11日 号、 111頁 )。
1261 以上、三井物産『事業報告書』各期による。
127p 以上、三菱商事株式会社編『立業貿易録』 1958年 、 185、 258
-259頁 による。
1281 大蔵省編『 日本外国貿易年表』、朝鮮総督府編『朝鮮貿易年表』、および

台湾総督府編『台湾貿易年表』 1935・ 36年版より算出。
。9 財団法人鮮交会編『朝鮮交通史』 1986年 、750頁参照。なお鉄道
局のその他車輌契約平均単価から判断して、朝鮮での購入は貨車、日本からの

移入は客車が中心であつたと推定される (表 4-8)。
00 「龍山工作は須らく無理決算を改めよ」 (『エコノミスト』 1934年 1
0月 21日 号)81頁 参照。
C⇒ 台湾総督府交通局鉄道部編『鉄道年報』各年度版参照。ただし客車生産
の中心は台北工場であつた (同上)。
0カ 同上。
00 前掲表4-4および第 3章、表 3-2、 参照。
60 客車は日本車輌製造、田中車輌、川崎車輌、電車は日本車輌製造、川崎
車1輌、汽車製造、貨車は日本車輌製造、汽車製造、川崎車輌の順である (表

4-7)。
0り 三菱造船株式会社 0三菱重工業株式会社『営業報告書』各期参照。
00 以上、渡辺、前掲書、79、 86、 123頁による。
Cつ 新潟鉄工所『沿革史作成資料 1』 作成年不詳 (株式会社新潟鉄工所所蔵)。
00 株式会社大阪鉄工所『営業報告書』各期。
00 日立造船株式会社編『 日立造船株式会社七十五年史』 1956年 、24
0頁。

“
0 株式会社藤永田造船所編『藤永田278年』1967年 、年表 3頁。
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1411 近畿車輌株式会社編『 50年の歩み』 1971年 、 17、 23-24頁 。
1421 同上、25頁。
1431 以上、前掲「加藤製作所の内容」、および「伸びる加藤製作所」 (『東洋経

済新報』第 1753号 、1937年 )50頁 による。

“
→ 梅鉢車輌株式会社『第 1期決算報告』、および臼井茂信『機関車の系譜図』
Ⅱ、交友社、1978年 、415頁参照。
の 自井、同上書、359頁、および中川浩二・今城光英・加藤新一・瀬古
龍雄『軽便王国雨宮』丹沢新社、1972年 、55-56頁 参照。

“
0 工業之日本社編『 日本工業要鑑』 1932午 度用、1931午 、機械工
業の部 28頁。
につ 商工省工務局編『工業調査彙報』第 8巻第 5号、 1931年 、 77頁。
1481 以上、相田、前掲書、5-10頁 (株式会社大連機械製作所『営業報告
書』各期、および日本車輌製造株式会社編『 日本車輌80年のあゆみ―驀進一』
1977年 、81-82頁 による。
1491 相田、前掲書、 85、 115頁、および市原ほか編著、前掲書、 197
2年、509頁

`●0 関東局司政部殖産課編『満州工場名簿』1933年末現在、1935年 、
および同1935年末現在、1987年。
1511 石河茂編『編年社史略』作成年不詳、71頁 (川崎重工業株式会社所蔵)。
lFo21 同上、74頁、および大連商工会議所編『昭和10年満州工場要覧』 1
937年 、 58頁 。
1531 機械学会編『機械工学年鑑』1937年版、151頁。
1541 同上、144頁、および徳永晋作「昭和11年に於ける本邦車輌工業」(『工
業雑誌』第913号、 1937年)33頁。
① 汽車製造蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気機関車製造史』
1972年 、 149頁 。                       ・

60 秋山正八 「満州車輌製造会社設立二就テ」 (日 本車輌製造株式会社『 満州
車輌株式会社関係綴』所収、同社所蔵、1938年 )、 および相田、前掲書、
119頁。
。つ 以上、原朗「1930年代の満州経済統制政策」(満州史研究会編『 日本
帝国主義下の満州』御茶の水書房、1972年)57-65頁 による。
60 「満州産業開発五年計画綱要」1936年 12月 1_6日 (『昭和財政史資

料』6-068所 収)、 および南満州鉄道株式会社調査部『満州
=箇
午計画概

要』(満州・五箇年計画立案書類第 1編第 1巻)1937年 (復刻版、龍漢書

舎、 1980年 )71-72頁 参照。
69 南満州鉄道株式会社調査部『鉱工業部門概要』(満州・五箇年計画立案書
類第 2編第 1巻)1987年 (復刻版、龍漢書舎、1980年)68頁。
1601 同上『交通部門関係資料』下巻 (満州・五箇年計画立案書類第 6編第 1

巻)1937年 (復刻版、龍漢書合、1980年 )581、 589頁。

“
D 前掲『満州五箇年計画概要』75頁。
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1621 前掲『交通部門関係資料』下巻、584-589頁 、および前掲『鉱工
業部門概要』 166-167頁 参照。
1631 前掲、秋山「満州車輌製造会社設立二就テ」。
1641 汽車製造株式会社編『KSK年表注 1』 作成年不詳、 1241頁 (川崎
重工業株式会社所蔵)。
(651 同上、 1242頁 。
1661 前掲『 汽車会社蒸気機関車製造史』巻末付表、および汽車製造東京製作

所調査研究室「貨車受注一覧表」1957年 8月 (川崎重工業株式会社所蔵 )。
1671 前掲『 KSK年表注 1』 1177頁。
CO 石河編、前掲書、64頁。
1691 汽車製造株式会社『第60回営業報告書』 5頁。 1930年下期-32
年下期 (31年上期を除く)の大阪本店の製品別受注高の第 1・ 2位は橋桁お
よび汽罐であり (汽車製造株式会社会計課「製作品引受高内訳表 (本店)」 作

成年不詳、川崎重工業株式会社所蔵)、 機関車生産の低迷を物語つていた。
1701 汽車製造株式会社編『汽車製造株式会社四十年史』 1936年 、95-
96頁 (川崎重工業株式会社所蔵)。
1711 労働運動史料委員会編『 日本労働運動史料』第7巻、東京大学出版会、

1964年 、 146頁 。
1721 石河編、前掲書、 79頁参照。
1731 前掲『汽車製造株式会社四十年史』、98頁。
。→ 以上、川崎車輌株式会社『営業報告書』各期による。
1751「川崎車輌減資」(『東洋経済新報』第1590号、1934年)55頁、
川崎車輌株式会社『第 11期営業報告書』6-7頁、および同『第 12期営業
報告書』6-7、 10頁。
CO 同上『営業報告書』各期、およびダイヤモンド社編『川崎車輌』196
8年、 52頁。
Cη 以上、大連機械製作所森川支配人宛 日本車輌製造株式会社書状控、 19
31年 3月 4日 付 (日 本車輌製造株式会社所蔵 )、 および東洋経済新報社編『会
社か ゞみ』 1931年 版、 1931年 、 210頁 による。
CO 三井物産『事業報告書』 1931年下期、95頁。
。9 日本車輌製造株式会社『決算諸表』各期。
(∞)日 本車輌製造株式会社編、前掲書、 1977年 、 104-105頁 。
1811 同上、436頁。
Ca 同上、123-124、 436-437頁 、および日本車輌製造株式会
社『営業報告』各期。
1831 日本車輌製造株式会社編、前掲書、 1977年 、141-144頁 。
Cの 株式会社日窯製作所笠戸工場史編集室編『笠戸工場史』1975年 、巻
末年譜 2頁。
。つ 以上、商工省編『工場統計表』各年版による。
Cの 商工省工務局編、前掲『工業調査彙報』76頁、および同、第 9巻第4
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号、1932年 、67頁、第 11巻第 1号、1933年 、80頁。
Cつ 前掲『笠戸工場史』 17、 22頁。
1881 同上、30頁。
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年次 蒸気機関車 (D51) コ 機 関車 (EF10)

国内 外地 合計 国  『 外地 合計

国 鉄 私鉄 計 国鉄 私 鉄 計

1929
30
31

32

33

34

35

36
37

93.5

51.9

16.0

51.6

61.0

63.7

105.1

113.7

171.0

5.1

1.5

7.6

3.6

5.6

5.6

9.0

7.3

11.5

98.6

53.4

23.6

55.2

66.6

69.3

117.0

121.0

182.5

17.1

12.3

11.5

59.2

172.8

234.0

209.1

221.1

115.7

65.7

23.6

66.7

125.8

242.0

351.1

330.1

403.5

14.4

8.8

1.2

23.4

3.6

7.6

10.0

９
．
８

３

．

６

３
．
。

０

．

７

０

・

７

６

．

０

１

．

５

２
．
５

‐
・
６

9.8

3.6

17.4

9.5

1.9

29.3

5.1

10.0

11.6

２

・
３

・
０

１

４

・
３

・
６

・
７

・
７

４

２

６

１

３

９

１

４

４

14.0

5.9

23.4

10.6

5.3

38.6

6.7

14.7

16.2

客電車 (オハ ) 貨車 (トム

1929

30

31

32

33
34
35

36
37

453.3

251.9

204.0

180.8

257.9

171.6

207.7

325.0

322.2

430.1

254.8

137.9

147.8

95.3

251.8

171.8

243.9

242.6

883.4

506.7

341.9

328.6

353.2

423.3

379.4

568.8

564.8

55.3

19.7

6.9

30.9

163.1

318.1

319.6

274.1

116.7

938.7

526.4

348.8

359.5

516.3

741.4

699.0

842.9

681.5

2,980.9

1,565.4

563.0

983.7

762.4

1,677.4

2,588.9

3,413.5

4.398.8

906.9

3,142.1

1,336.4

974.8

169.0

593.8

1,604.1

1,000.6

744.9

3,887.8

4,707.5

1,899.4

1,958.5

931.4

2,271.2

4,193.0

4,414.1

5.143.6

348.9

96.9

228.0

429.5

524.0

1,342.5

2,542.5

1,906.6

736.7

4,236.7

4,804.4

2,127.4

2,388.0

1,455。 4
3,613.6

6,735.5

6,320。 7

5.880.3

表4-1納 入先別鉄道車輌国内生産の推移

[出所]東洋経済新報社編『昭和産業史』第1巻、1950年、303頁。
(注)(1)単位(輌 )はすべて換算輌数。
(2)原資料では各項目合計値と合計欄の数値が一部一致しないが、原資料のままとした。
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表4-2鉄 道省新製車輌購入・内製実績の推移

[理Tl』「『                             奎課l亀襲翼驚論ェ場製、
43輌は車体民間工場、電装省内工場製でま

ふ

ｏ
う

7,793

(1,186)く 13〉

4,008

(377)〈5>

1,323

700)く 14〉

2,168

(1,097)く112〉

3,153

(1,784)く67>

5,471

(2,982)く85〉

9,715

3,437)く 107>
10,916

(4,392)く226>

30,101

13,232

11,468

15,247

19,321

28,272

30,454

40,979

221

(2)

126

(36)

813

8)〈 10〉

2,096

30)く 10>
835

(52)く 10>
1,573

(31)〈 12>
986

(13)

424

(62)

2,824

3)〔50/431

3,033

(120)167/53〕

3,385

(51)〔19/321

1,755

142)〈7〉157/7
4,993

421116/261

1,828

(56)〔561

2,622

(103)〔 62/411

4,167

(44)

)

2,610

(12)

1,810

(4)

541

4)

4,045

(10)

1,543

(6)

161

(1)[1]

169

(3)

34

)

56

(369)く20>
8,479

162)く10>

3,714

145)く26〉

3,361

(93)く3〉

1,986

(56)く 1〉

1,420

(136)〈30〉

3,265

186)〈34〉

4,465

(206)〈27〉

41942

(236)〈27〉

1929

30

31

32

33

34

35

36

37

137)

10,623

(83)

5,729

(35)

2,393

65)

2,880

(65)
3,044

(72)

3,877

(133)
8,207

(148)

8:589

(196)く5〉



表4-3鉄 道輸送量の推移

[出所]表4-2に同じ。
(注)(1)軌道は輸送人数、輸送トン数。

1,865

1,669

1,484

1,357

1:541

1,907

11,029

12,476

13,959

14,548

16,297

18,917

2:975

31529

3,624

3,646

4,051

4,306

4,595

4,993

532
537
463
469

504
533

1,872

1,820

1,691

1,566

1,467

1,571

1,608

1,700

3,760

3,663

3,783

4,388

5,020

5,698

6:234

15,644

15,132

13,452

13,723

14,745

15,551

16:832

18,667

2,626

2,718

2,663

2,661

2,673

2,711

2,808

2,924

31150

18,270

17,850

16,115

15,459

15,219

16,434

17,553

18,475

19,982

1928
29

30
31

32
33

34
35

36

37

1,558

1,447

1,421

1,627

1,779

1,949

2,117

2,463

1,907

2,030

2,202

2,216

2,362

2,761

3,241

3,749

4,117

4.529

ウ
ｏ
つ



表4-4メーカー別販売先別機関車納入輌数

年次 汽車製造 _J‖崎車輌

欧 通 省 国内私歓

その他

軍 冨 需 移 出 帝 出 合 計 歓 遭 省 国内私欽
子の他

軍冒需 移 出 輸 出 曾 EI

1929

30

31

32

33

34

35

36

37

11)S

16

(5)S
14

(2)S

21

(1)S

21

(1)S

2

2

〈(1〉〉

1

tl,S

くく2)〉

く〈2〉〉

〈く2)〉

1

(く 4〉〉

2)Sくく3〉 )
i5

14)Sくく1〉)
37

49

73

11)S

(2)S

15

(4)Sく (1〉〉
34

42

54

(1)S

5

tO,

(2)

(4)くく2〉〉

(2)くく7〉〉

(3)くく4〉〉

(9)くく1〉〉

(2)

(l)

(2)

60

46

i3

19

3:

52

72

99

５‐

２７

９

‐９

３０

２‐

鋼

田

仔

〈4)〉

(3)

(4)

(4)くく1〉〉

(4)

初
　
”
　
　
　
筍
　
　
　
つ
　
つ
　
　
　
い

1

1

:

く4〉〉

1)

15

3:

58

54

(2)

15

25

57

49

12)

1

i3,

16)

:5)くく4〉〉

“

)くく5〉〉

(1)

(3)

(6)

(4)くく1)〉

(7)

５９

３５

＝

２０

４５

５２

∞

２４

如

日立

1929

30

3!

32

33

34

35

3G

3ワ

13

8

4

(く2〉〉
2

5

(1:汀
4

11

(1汀

iC

(1)T

12)T(1,Mt2,
l

:4)T(lゝ″
1

12汀(2)M(iDIA

(4〉

l

(く 2〉〉
8

(5)T(3)く く4〉)
3

(1汀

4

く1〉
5

くく1〉〉

7

:

(1〉

く3〉くく2〉

くく4)〉

くく7〉〉

くく3)〉

(1)T

(:)

(7)く 5〉

(:)Mく2)

くく4)〉
3

(5)T
2:

41

(2)T
49

50

(7)

(:)M

2

(5)T

i4

15

(2)T

33

t5,

27

(6)く 1)

14

(:2)く 8)く〈2)〉
8

(1)(6)くく6〉〉
3

くく13〉〉
23

(24)くく7〉〉
30

(1)

58

(4)く 1〉

74

(1)くく!〉〉
79

28

17

15)

4

3)く (2)〉 E23

10

7

:6)

9

:2)

14

24

(3)

tV′

(10)[1]

(5)〈 (1)〉

(3)[1]

(2)13]

(10)E7]

(7)13D

(7)E53

4

4

4

13

1

(3)くく2〉〉15]

〉

4

1

[f2]]

6
くく1〉〉
2

EE21
1

(:)t13J

7

(1)

t●′
8

(2)

5

(2)

(:)C3D

(4)

フ

(6)くく1)〉
44

(4)

51

(5)

44

(6)く 1〉E73

“
　

“

　

鯰

E43

(6)くく1>〉
4(

《

(5)

31

(4)く 1〉

(14′

(12)[1]

(12)く 1〉くく1〉〉

(7)くく2)〉 E60
1:

(2)C7][E2コ

24
(22)[7Jく く2〉〉

59

3)E33睦n
79

(13)E51EE301

81

(13)くく2〉〉

“

幻

乏 ヽ

lV29

30

31

32

33

34

35

36

37

(6)M

(2)M
2

7

(6)M
9

(2)M
9

21

(2)M

剛
　
④

(2)M

(3)M

(2)M

(1)M①

⑩

⑥

1)M : 3)M

)M

(5)M

(5)M

(2)M
4

(5)M③

(2)M

18,M

【4)M

(5)M

(5)M

(2)M

(5)M ③

(2)M

【20)

(4)〈 (1〉〉

(6)

(4)

2

(3)

7

(13)

9

(5)①
i3

“

)⑬
21

(4)⑥

1)[1]

|:)12]

:5)

(ω I11コ

(8)[[l]]

(9)

:1)[1]

〔:)E2]

(5)

(6)EE13D

(3)[[1コ

(9)

泄予
|』
ζ肇曇醇雹鵞暴露事頭r              ili:夢 |IIII[][[li費

出眠Ю8がヽ

(4)移出は満州関係を含む数値。

aoι



年度

機関車

:外用
′Jヽ 社外製作 /1ヽ言十 製 l立 外製作 小 計

1930
31

32
33
34
35

36

３

　

３

　

３

９

４

８

５

４

４

６

２

７

　

　

５

３

　

３

７

５‐

７９

２８

４

　

　

０

５

５

２

３

７

４

８

０

３

４

４５

９２

０８

３７

3

７

　

３

４

４

５

０

８

１

４

３

６

６

７

　

　

５

３

　

７

５２

４３

８７

６５

合計 22 137 12 171 19 367 386 41 504 12 557

:車

1930
31

32
33
34
35
36

８

５

　

　

８

７

４

８

５

８

６

１

４

９

２

　

　

６

７

１

５

８

７

　

　

８

９

２

１

７

７

１

６

６

６

１

０

１

１

　

２

２

３

４

２

４

９

３

８

８

16

109
140

203
104

８

５

‐６

‐６

‐４

３８

３４

101

249
230
180

2

６

７

１

５

8
7

16

117

319

275
215

合 計 52 267 66 385 79 493 572 131 760 66 957

i車

３。

３‐

３２

３３

３４

３５

３６

９ 70
91

9

25

335
377
208

1
１

　

９

０

０

２

　

　

　

２

６

5

16

249
89

1.619

６

１

４

５

４

‐９

９

３

４

６４

466
1.827

32

60

90

５

５

６

１

５

５

８

３

２

３

２

５

１

１

１

２

1,267

1,750

2,153

90

170

91

9

57
５

７

８

９

７

９

３

３

２

１

　

９

０

５

５

２

　

　

２

２２

１

5

16

1,235

1,774

2,227

1.619

196
91

34
1,312

2,394

2,619

1,917

合計 1.215 110 1,978 3,303 182 180 4.898 5,260 1.397 290 6,876 8.563

表4-5満 鉄沙河口工場車輌製作・組立および社外製作状況

[出所]南満州鉄道株式会社編『南満j‖鉄道株式会社第
=次
十年史』上巻、1938年 (龍漢書舎復刻版、1979年 )、 284-285、 301-302、

312-313、 389-398頁 。
鮭)8犠踏錯諮汁腕鵬 契翠壻堪轟計聾』庸暫弩看彗殿脇

ことを示す。
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表4-6国 線車輌増備状況

[出所]南満州鉄道株式会社編『南満州鉄道株式会社第二次十
中巻、1938年 (龍渓書舎復刻版、1979年 )1023-
1024、 1036-1037、 1045-1047頁 。

(注)(1)蒸気機関車は対前年度末純増、客貨車は新製輌数。
(2)広軌線は除く。
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表4-7メーカー別車種別製作輌数

1930年 103,生

各・ 電 早 I革 ル
車
”
動

客 軍 電 軍 E軍 刀ソリン・

ディーゼル
●h菫

各 阜 電 車 貨 革 ガソリン・
ァィーゼル
●h歯

客 軍 軍 軍 貰 阜 刀ソリン。

ァイーゼル

川崎 早覇

汽車製造

日本車輌製造

梅鉢鉄工所

藤永田造船所

新潟鉄工所

田中車輌

大阪鉄工所

加藤車輌製作可

東洋車輌

雨宮製作所

松井車輌製作]

その他・不詳

t09′

136

(61)
‐

68

(9の

144

(12)

!2

(16)

18

(16)

,6

(28)

37

(14)

18

1

ZUV′

1238)

1617)

２２‐

四

闘

２２

　

８

　

　

　

　

１

　

５９

　

５

囲
　
　
　
　
　
　
　
　
ω

1

7

1

2●′
28

15)

7

:39)

42

17)

8

:9)

9

〔8)
8

(5)

5

(10)

10

２‐

　

‐１８

　

…３８

l

lUO,

130

63)

73
187)

196

10

32)

42

: 〕

4

1

1

8

:7K6〉

23
1つく6〉
12

132)(18〉

56

13)

8

17)

7

13)

13

112)(13〉

25

112)

12

２９
　
３８
　
５‐

躍
　
‐２４
　
”

2

l

i 5

3

t120,く 55>
175

(:53)く 65〉
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ァィーゼル
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(注)(″マ腎蓄詮鉄道省向け、<>内 は演鉄。満州日向け、ともに内数。

81881犀 激瞥鴨電曽惜指篭評11。月、33年の国内私鉄向引ま1-■ 月の実績、33年の満鉄。満州醐 引ま2柁月注文。



表4-8朝 鮮・台湾向け鉄道車輌移出状況

年度

朝鮮官設鉄道購入契約高
ム
ロ レ鮮 猶 日呈」ス、1

蒸気機関車 その側 両 蒸気機関車 かノ:リン勤

日
'

日本 月魚羊 日本 日本 日 ,

1930

31

32

33

34

35

36

(10)

688

(4)

352

(23)

1886

(4)

222

(4 )

82

(11)

431

469

(16)

473

(52)

202

(80)

325

(40)

182

(50)

243

(140)
374

1347

(130)
401

5
288

5)

(9)

429

(4)

(8)

(7)

(1)

(5)

(5)

(4)

１

３

２

‐

０

４

０

２

７

４

５

３

５

９

５

(110)

合計 (41)
3148
(31)

1455
(492)
3074
(19)

717
(34)

892
110)

1934-36年朝鮮・台湾向け移出廟数 (蒸気 豊関車のみ 030-36有三度ヨロ債)

朝

鮮

蒸気機関車 客車 貨車 電車 ノ`:リン動 車

川崎車輌

汽車製造

日本車輌製造

日立製作所

田中車輌

大阪鉄工所

(10)

14

(11)

35

(23)

26

(14)

20

２

　

　

５

　

　

６

１

　

　

３

15

３

　

　

０

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

１

２

　

　

３

1

33 9

計 (58)

95 68 154 34 9

ム
ロ

湾

川崎車輌

汽車製造

日本車輌製造

日立製作所

三菱重工業

田中車輌

(1)

3

(2)

2

(9)

23

(3)

3

(4)

4

７

　

　

７

　

　

２

30

25

25

30

6

14

計 (19)

35 26 110 20

[出所
L昆弥警褥要金旨鋲檀蘇       

輌数は、朝鮮総督府鉄道局編『鉄道局年報』、

435頁、および渡辺、前掲書、31-32、 4桑腎ど魔νぎ獅  [議IE慶癌」蒙雷暑雹`
(注)ll}盲

議警璽願仝髪艶?ξ護筆お耀壁鯛講λ契約輌数、台湾官設鉄道1935年度機関車

購入額は不明。

(3)移出機関車輌数の()内は官設鉄道向け(内数 )。
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表4-9田 中車輌納入先別売上高の推移

[出所]近畿車輛株式会社社内資料。
(注)(1)売上高は鉄道車輌以外の諸工事を含む。

1,018

472
540
2,175

3=543

3,822

3,292

885
1,929

802
331

338
2,142

3,462

3,665

3,290

６

３

６

７

４

０

８

１

９

1,748

3,075

2,803

2,269

182
335
284
227

7

3

101

2

111

164
147
44
115

369

59

1928
29
30
31

32
33
34
35

36
37

６

８

１

３

２

４

７

７

４４

６９

５０

１９

２５

３９

４６

６４

aノノ



表4-10満 州産業開発五年計画綱要・鉄道車輌修繕・新製目標
(輌、千円

開発目標 現在能力 差引増設 所 要 備 考

機関票

客貨車

60)

1,414

1,800)

14,520

10)

650
1,800)

6.900

０６

　

一

764

7,620 20.813

現行計画

機関軍

客貨車

(25)

250

(350)
3,970

一
　

　

　

一

(25)

250

(350)

3.970 7,000

拡張計画

[出所
L薯凛罰薔翌築彗姦勢覗庸型鷺ξl鼎筆説罰鼎麿翼暮雲蓼舎、
1980年 )71772頁。

(注)(1)()内 は新造能力、内数。

dノク



期 別

汽車製造 川 山 車 輌 日本コ 浩 日立製作所笠戸エ

不盾
機関車

引受高

純利益金 対平均払

込資本金

利益率
(0/o)

労働者数 頁阜換昇
生産輌数

(輌 )

純利益金 対平均払

込資本金

利益率
(%)

労働者数 売上高 純利益金 対平均払
込資本金

利益率
(%)

労働者数 生産額 従業者数

1929 上
下
上

下
上

下
上

下
上

０

１

２

３

３

３

３

３

下
上

下
上

下
上

下
上

下

４

５

６

７

３

３

３

３

5ρ04

614

2 ,600
149

587
103

451

957
1,066

2,926

2,675

950
5,055

1,789

側

３‐３
‐

３‐４
‐

‐８０
‐

５３
‐

４６

２

２４

９５

２０７

３７５

５‐８

５２２

５９０

５９３

７９３

６２３

８０‐

23.9

17.8

17.8

10.2

3.0

2.6

0.1

1.4

5.4

10.5

17.2

21.8

18.7

19.7

19.8

26.4

19.2

22.9

1,531

1,794

2,178

2,599

2,793

3,143

3,057

3,120

3,257

3,360

3.709

4,3891

3,052

1,512

1,890

3,784

5,530

6,850

7,615

7.614

９

５

３

４

１

２

４

４

２

２

８

６

６

３

…656
-274

-72

0

86

0

307
370
516
581

589
580
568

-4.6

-1.2

0

1.4

0

6.1

7.4

10.3

11.6

11.8

11.6

11.4

2,383

2,421

2457
2,602

2,706

2.950

儒 ]卿
(87.9)    3,741

(81.2)    2,939

(81.1)    2,139

(71.9)     1,819

(77.1)    1,876

(68.3)    2,647

(74.6)    4,125

(84.6)    5,099

(86.4)    6,198

(85.9)    6,921

(82.6)    8,100

(84.9)    7,882

(87.0)    8,378

(82.0)    8,741

(81.5)   10,153

６６

９。

８４

８５

０９

３６

０１

５

４

４

２

３

１

２

220
225
365
706

936
1,013

l ρ50
1,062

1,076

1,077

1.148

18.1

15.7

15.5

9.1

9.9

4.4

6.4

7.0

7.2

11.7

22.6

30.0

32.4

33.6

33.3

33.1

30.8

30.6

2,277

2,176

1,847

1,535

1,916

2,056

2,521

2,329

3,187

3,503

3,289

3,379

3,581

3.981

2,993

1,385

956

1,374

1,333

3,821

5,977

6,116

6.341

９３４

９５９

８６‐

６０９

４２６

４‐４

３７‐

４８９

６２８

６８０

580
734

1,001

1,125

1,266

1469
1,546

2,283

表4-11主要企業営業成績および労働者数の推移

[出所]汽車製造 :引受高は汽車製造株式会社会計課『製作品引受高内訳表(本店)』作成年不詳(1‖崎重工業株式会社所蔵)、 他は『営業報告書』各期。
川崎車輌:生産輌数は神戸市編『神戸市史』第3巻、産業経済編、1967年、244頁、他は『営業報告書』各期

暑状控、1931年 3月 4日付(日本車輌製造株式会社所蔵)、日本車輌製造:1930年上期-31年上期労働者数は大連機械製作所森川支配人宛日本車輌製造株式会社1
他期間の労働者数は同社『決算諸表』各期(同社所蔵)、 他は同社編『日本車輌80年のあゆみ―驀進』1977年、巻末付表。

日立製作所:生産額は商工省編『工場統計表』各年版、従業者数は株式会社日立製作所笠戸工場史編集室編『笠戸
工場史』1975年、巻末付表。

(注)(1)()内は総売上高に占める鉄道車輌売上高の割合(%).
(2)労働者数は期・年末現在、ただし日本車輌製造の30年下期は10月 、31年上期は2月現在。
(3)1932・ 34年の日立製作所生産額は他の1工場分を含む。
(4)川崎車輌の貨車換算生産輌数および日立製作所生産額は年次ベース。
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期別

日 1

設備破資 困郡留拐 I即 内部資 S 仏込資本 J 社 債 僣入會 更払 手 形 設備 役 負 円 ];笛拐 償 却 内部資£ ム込資不■ 川崎 道 驚
所 動 申

信 人笠 更私 手

“
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‐
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1930-37年
合 計 105C ■,■【 300C -1852      343    2863 -200( 1 25( 65C

表4-12主要企業の設備投資と資金調達

[出所]各社『営業報告(書 )』各期。
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表4-13j‖ 崎車輌受注残高
(1934年 6月 1日現在 )

[出所
LttTが選訓難聾穏籠当
科所蔵 )。

3,262

1,434

731

120

18

555
6,362

425

鉄道省
朝鮮総督府
大阪市電

その他軍官需
民間会社
小計

内部注文(本社関係 )
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表4-14日本車輌製造の車輌売上高・工場利益の推移

雅 Tll賓 課 贔 曇暦 デ 驚 lェ場利益氣 工場利益/売上勘 。
(2)バス車体などの車輌を含む。
(3)輸移出は商社を介さない直接の輸移出。
(4)千円未満四捨五入。

(15.1)

(15.5)

(32)

(1.0)

(16.0)

(16.5)

(11.1)

(15.7)

(12.6)

(8.2)

(13.6)

．

２４

８５

５

３３

５２

‐０

５６

２０

15.8)     823

“

6.5) 787
(21.1)     783
(15.3)     507
(19。7)     477

(14.3)     266
(15.2)    216
(21.6)      313
0.8)     196

05。 9) 523
(239)    1,043
(22.9)    1,241

(22.0)    1,309

(22.9)    1,554
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表4-15日本車輌製造商社別車輌販売動向

[出所]表4-14に同じ。ただし三井物産の1932年下期台湾鉄道部納入は三井物産『事業報告書』1932年下期によつて確定した。
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第 5章  「日満支経済ブロック」と鉄道車輌工業一日中戦争期を中心に一

はじめに

日中戦争の進展とともに「日満支経済ブロック」の構築が呼号され、そのな

かで鉄道車輌は国内・植民地・占領地における戦時輸送の基幹的手段としてき

わめて重要な位置を占めた。こうした戦時の要請に対応 して鉄道車輌工業に対

する戦時統制が開始され、「日満支ブロック」の動脈を提供する鉄道車輌工業

は大陸との関係をさらに深めていくことになる。

本章ではまず 日中戦争期における鉄道車輌工業に対する戦時統制の内容を追

跡した上で、国内・植民地・満州・華北での鉄道車輌需要=市場の動向を検討

し、さらにそうした市場動向に対応 した各企業の動きを分析 してみたい。高ま

る制約のなかで戦時増産はいかにして遂行されたのか、また鉄道車輌工業が中

国大陸との関係を強めるなかで直面せざるをえなかつた諸問題とは具体的にい

かなる事態であつたのか。こうした戦時期の企業活動の実態が以上のような作

業を通してより明らかになるものと思われる。

第 1節 戦時経済統制の進展と市場動向

1.生産力拡充計画の推移と実績

周知のように日中戦争開始以前より準備されていた生産力拡充計画の立案作

業は戦争勃発に伴う物資動員計画の立案を待つて進められねばならず、その正

式決定は 1939年 1月 17日 の閣議決定を待たねばならなかつた (1)。 表 5-

1に は企画院生産力拡充委員会が 38年 10月 に作成 した 「生産力拡充四ヶ

年計画 (案 )」 、 39年 1月 の閣議決定、年度別の実施計画、および生産実績

が示されている。まず 4年計画案の日本 (朝鮮・台湾を含む)についてみると、

拡充目標は機関車で現在能力の 1.5倍 、客車で2.4倍 、貨車で 1.9倍 と

なつており、それをいずれも40年度に達成する計画であつた。満州の貨車に

ついては拡充目標 (現在能力の 1.4倍 )を 39年度に、機関車 (2.5倍 )

と客車 (1.9倍 )は 40年度にそれぞれ実現することが予定されており、こ
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の 4年計画実現のための所要資金として日本で 1億 2226万 円、満州で 28

00万円、合計 1億 5026万 円が見込まれていた )゙。

満州については日本国内に先んじてすでに37年度より「満州産業開発五年

計画」が実施されており、同計画における鉄道車輌新造計画では機関車新造能

力を 10輌から85輌に、客貨車は 1800輌 から2150輌 に拡張すること

が見込まれていた
0。 5年計画第一年度 (37年度)については、鉄道車輌は

「新造及修理共二満鉄関係及民間工場フ通シ略順調ナル進捗フ見タリ“
)」 と評

価されるほどの好実績を上げることができた。周知のように満州における 5年

計画は日本側の強い拡大要請を受けて、38年 5月 には当初計画の約 2倍の規

模の「修正 5年計画」に上方修正される
(°。この修正 5年計画では鉄道車輌に

関しては兵器とともに「別途細部二付研究スルモノトス」として具体的目標が

示されなかつたが“
)、 その 2ヶ 月後の 38年 7月 に作成された 「日満生産力拡

充計画概括表」では生産目標として先にみた 4年計画案とまつたく同一の数値

が日満について提示された
(つ。つまり、 7月 の満州において 5午計画第一年度

の順調な実績を踏まえてその規模を大幅に拡張した計画が立案され、その計画

目標に到達するための具体的な年次別計画を示したのが 10月 の企画院案であ

つた。                           ヽ

しかし、 39年 1月 の閣議決定の内容はその間の苦しい外貨事情に規定され

て、 39年度以降については機関車・客貨車ともに4年計画を下方修正したも

のとなつた (表 5-1参 照)。 この基本方針にしたがつて各年度別の実施計

画が立案されたが、その内容をみると39・ 40年度では客貨車が閣議決定か

ら大きく上方修正され、とくに40年度の貨車は4年計画の目標値を上回る規

模となり、逆に41年度の機関車・客車は大幅に削減された。戦時の車輌需要

に対応した以上のような実施計画の推移に対して、41年度の客車を除くと生

産実績は計画値を相当下回る結果となつた (表 5-1参 照)。

2.統制団体の設立とその活動

鉄道車輌工業に対する戦時統制が本格化するのは生産力拡充計画の設定・実

施以降のことであつたが、計画の設定に際して主管官庁が決定しておらず、そ

219



のために鉄道省が計画を設定し、商工省が実施するという形をとつた。その後

39年末め鉄道・商工両省の覚書交換によつて両省共管となり、続いて 41年

12月 公布の重要機械製造事業法施行令が鉄道車輌・鉄道信号保安装置を重要

機械に指定したため、鉄道車輌については商工省専管となつた
)゙。

一方、鉄道省の指定工場として、また南満州鉄道 (以下、満鉄と略記)の有

力指定メーカーのカルテル組織である弥生会 (川崎車輌・汽車製造・ 日本車輌

製造 :日 立製作所・田中車輌の 5社で構成)の メンバーとして、主要・中堅鉄

道車輌メーカー間の関係は戦前よりきわめて緊密であつた。いわば業界団体を

組織する必要もないほどに鉄道車輌工業界は組織化されていたといえよう。

しかし、日中戦争が開始され、資材の入手難が深化するなかで物資動員計画

の円滑な遂行を目的として鉄鋼・石炭などの主要資材の配給統制が実施される

ようになると、鉄道車輌工業界においてもこうした動きに対応 して 38年 7月

には鉄道省指定工場をメンバーとして鉄道車輌用材協議会が組織され、鉄道省

からの支給材料以外の資材の配給を担当することにならた
。)。 さらに 39年度

生産力拡充計画実施計画の遂行に対応して 39年 7月 には日本国内・朝鮮 0台

湾・樺太・満州 0北支・中支の「日満支経済ブロック」全体についての鉄道車

輌の生産・配給調整機関として、企画院に鉄道省
0商工省・満鉄・植民地官設

鉄道 0華北交通・華中鉄道などを構成員とする鉄道車輌協議会が設置された。

同協議会において鉄道車輌需要者別四半期別生産計画が決定されるとともに、

私鉄関係車輌の資材割当統制も行われた。さらに同年 9月 には車輌用主材料お

よび部品の規格統一、車輌増産、生産の効率化などを技術面から検討する鉄道

車輌技術協会が、関係官庁・鉄道車輌メーカー・需要者を網羅して設置される

(10)

その後政府が工業組合を資材配給の担当機関として位置づけたため、鉄道車

輌用材協議会は 39年 12月 に日本鉄道車輌製造工業組合に改組された。その

際弥生会の資材配給事務も同組合に吸収され、国内メーカーに対する資材配給

に関しては日満間の一元的統制が実施されることになつた。 日本鉄道車輌製造

工業組合には鉄道車輌メーカーおよび部品・材料メーカー合計 26社が組織 さ

れ、同工業組合は資材配給・生産調整
0生産実績のモニタリングなどを担当し
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た。さらに41年 8月 には重要産業団体令が公布され、各重要産業において統

制会が設立されることになつたため、日本鉄道車輌製造工業組合を母体として、

これに産業車輌の統制団体である日本産業用車輌製造工業組合と日本交通保安

装置工業組合を統合する形で車輌統制会 (会員 90社)が 41年 12月 に設立

された(11)。

3。 「日満支経済ブロック」体制下の鉄道車輌市場の構成と動向

(1)移 出市場

日本国内で生産された鉄道車輌の年度別納入先を示した表 5-2に よると、

1937-41年 度の蒸気機関車では「外地」 (朝鮮・台湾・樺太・満州・中

国 0そ の他輸出)の比重が一貫して 506割 台を維持し、41年度には 69%

にまで達した。電気機関車・客電車でも39年度以降は外地のウエイ トが高ま

り、ほぼ半数近くが国外に向けられ、貨車の動きとは大きく異なつていた。

先に指摘したように 39年度以降は「日満支経済ブロック」全体の鉄道車輌

生産・配給計画が設定されたが、表 5-3は 40年度の配給計画をみたもの

である。これによると国内・樺太向けは全車種とも国内メーカーが担当し、台

湾についても蒸気機関車・客電車は国内メーカーが供給し、台湾官設鉄道向け

貨車の 1%のみが台湾交通局の局内工場で生産され、台湾民間向け貨車は全車

が台湾鉄工所から供給される予定であつた
く1"。

後述するように朝鮮は台湾と違って朝鮮鉄道局の局内工場以外に龍山工作・

日本車輌製造 (以下、日本車輌と略記)仁川工場・弘中商工の民間工場が存在

したため、鉄道車輌供給における対日依存はやや低下する。電気機関車の全車、

蒸気機関車についても朝鮮民需向けの全車、鉄道局向けの 85%(残 りの 13%

は局内工場、 2%は 日本車輌仁川工場生産)は国内メーカーからの供給に依存

したものの、客電車では鉄道局向けの 38%(う ち22%は 局内工場製)、 民

需の 2%は在朝鮮工場での生産を予定し、貨車については鉄道局向けの全車 (そ

のなかの 8%は局内工場製)、 民需の 16%を 朝鮮現地での供給に期待した
(1め 。

しかし、すでに見たように以上のような生産・配当計画がそのまま達成され
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た訳ではなかつた。 40年度の生産実績は実施計画値に対して、蒸気機関車で

78%、 電気機関車で 48%、 客電車で 64%、 貨車で 72%に 留まった (前

掲表 5-1)。 その結果配当計画は大幅な下方修正を余儀なくされ、現実に

日本から移出された車輌数は表 5-4の 通 りであつた。表 5-4の 輌数は実

輌数であるため表 5-3の 換算輌数 とは直接比較できないが、 37-41年

度実績についてみると移出市場のなかでは蒸気機関車・客電車ともに朝鮮向け

が圧倒的割合を占め、貨車に関しては台湾と朝鮮がほぼ並んでいることがわか

る。また表 5-3と 表 5-5の 比較から明らかなように40年度の現地供給

についても台湾交通局鉄道部の局内工場での貨車生産を除くといずれも不振で、

朝鮮の場合生産実績の実施計画に対する比率は蒸気機関車で 31%、 客電車で

34%、 貨車で 78%で あり、苦しい資材事情のなかで貨車生産が優先された

ことがわかる。

台湾・朝鮮に対する現実の車輌供給について整理すると、まず台湾の場合現

地における鉄道車輌 (貨車)生産の規模が小さく、蒸気機関車・電気機関車・

客電車のほぼ全車、貨車の大半を日本国内からの供給に依存 した (表 5-4

および表 5-5)。 朝鮮の場合は蒸気・電気機関車のほとんどは日本の国内

メーカー製であったが、客車については朝鮮鉄道局の局内工場・龍山工作・ 日

本車輌製造仁川工場がある程度の比重を占め、その他は日本車輌製造・汽車製

造・ 日立製作所 。川崎車輌・田中車輌・梅鉢車輌 (41年 5月 帝国車輌工業と

改称)に発注され (14)、 貨車は大半が朝鮮で製造された (表 5-4お よび表 5

-5)。

表 5-6に あるように朝鮮官設鉄道向け蒸気機関車を生産した国内メーカー

は日本車輌製造・汽車製造・川崎車輌・日立製作所の 4社であり、 37-41

年度合計の発注実績 (実輌数ベース)では4社がほぼ均等であつた。メーカー

別販売先別機関車納入実績 (実輌数ベース)を 示した表 5-7に 明らかなよ

うに、日中戦争期の各社の蒸気機関車販売総数に対する朝鮮を中心とする移出

市場 (朝鮮・台湾・樺太)向 けの比率は依然として相当に高く、その値は 37

-41年 合計で日本車輌製造で 21%、 汽車製造で 18%、 川崎車輌で 14%、

日立製作所で 16%に 達した。
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(2)満州・中国市場

しかし、日中戦争期の機関車・客車生産の大きな特徴は満州 (中心は満鉄社

線・満州国国線)。 北支 (華北交通)・ 中支 (華中鉄道)向 けの激増であり、

前掲表 5-3に あるように 1940年 度生産力拡充計画においても国内メー

カー製作の蒸気機関車の 41%、 電気機関車の 47%、 客電車の 26%、 貨車

の 7%を これらの地域に振 り向けることが予定されていた。この計画に対して

現実に37‐ 41年度に日本国内から供給された鉄道車輌についてみると (前

掲表 5-4)、 蒸気機関車では満州向けが朝鮮向けを大きく上回 り、華北向

けも朝鮮向けの 7割弱に達し、海外に渡つた電気機関車のほとんどは満州向け

であった。また満州 0華北向け客電車も朝鮮向けを上回つたが、貨車について

は比較的少なく、満州・華北・華中の 3地域合計でも朝鮮・台湾向けを下回つ

た。表 5-7よ り先述の 4社について各社の蒸気機関車生産全体 (37-4

1年合計)に 占める満州・華北・華中向けの割合をみると、日本車輌で 30%、

汽車製造で 38%、 川崎車輌で 32%、 日立製作所で 33%に 達し、各社の鉄

道省向け納入と比較してもその約 7-9割 に及んだ。以上のように日中戦争期

の国内メーカーにとつて、満州・華北・華中向け蒸気機関車生産は決定的意義

を有したのである。

それではこうした大量の日本国内製鉄道車輌を需要した満州・中国市場は、

全体としてどの程度の規模に達していたのであろうか。まず満州市場について

みると、37-41年 度における鉄道車輌の増備輌数は、機関車 716輌 、客

車875輌 、貨車 1万 3807輌 であつた(1°。きわめてラフな推計であるが、

この増備輌数と表 5-4に 示された満州向け車輌を比較すると、日本国内製

車輌の占める割合は蒸気機関車で 93%、 客車で 71%、 貨車で 1%で あり、

残りが在満州鉄道車輌工場の生産によつて充足されたことになる。ただし、こ

こで留意すべきは日中戦争開始とともに華北に転用された満鉄所属車輌が考慮

されていない点である。現在のところ41年度末時点での転用車輌数を確認で

きないが、 39年 4月 時点でその数は機関車 155輌 、客車 87輌、貨車 14

37輌 に上ってお り(16)、 その輌数を満州の増備車輌に加えると国内製車輌の
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シェアは蒸気機関車で 76%、 客車で 65%に 低下する。

表 5二 8に あるように満州における鉄道車輌新造工場は満鉄大連鉄道工場・

大連機械製作所・満州車輌・大連船渠鉄工・奉天造兵廠・満州工廠の 6工場で

あり、後の 3工場は貨車のみを生産し、37039・ 41年の三ヵ年の 6工場

合計で機関車 201輌 、客車 330輌 、貨車 1万 2843輌 を生産した。また

表 5-8の 数値 とは食い違 うが、表 5-9に よると判明するかぎりで満鉄大

連鉄道工場 (134輌 )0大連機械製作所 (129輌 )・ 満州車輌 (49輌 )

の 3工場の 37-41年 度合計の蒸気機関車生産は312輌 に達し、その一部

は華北に向けられていた。以上のように鉄道車輌の供給において満州は機関車

の大半、客車の過半を国内からの供給に依存しつつも、貨車については基本的

に自給しており、その一方で在満州メーカーが生産する相当量の車輌を華北に

向けて供給したのである。

なお、すでにみたように 38午 10月 作成の「生産力拡充四ヶ年計画」では

満州に関して 41年度に機関車 260輌 、客車 340輌 、貨車 8440輌 を生

産することが予定されていた (前掲表 5-1参 照)。 この数字と表 5-8に

示された41年の生産実績を車種構成を無視して比較すると、計画達成率は機

関車で 37%、 客車で 52%、 貨車で46%で あつた。

華北・華中向け車輌については不明な点が多く、ここではごく簡単な検討に

留めざるをえない。前掲表 5-3に よると40年度の生産力拡充実施計画で

は、まず華北については満州向けに匹敵する蒸気機関車・客車の日本からの供

給が予定される一方、満州からの供給が期待されていたためか日本からの貨車

供給は計画されておらず、中国関内向けの日本製貨車は全車を華中に振 り向け

る予定であつた。前掲表 5-4の 実績値をみても日中戦争期には蒸気機関車・

客車は圧倒的に華北向けであり、貨車についてのみ華中が華北を上回つた。 1

939年 4月 に華北交通が設立されるが、表 5-10に 示されているように

それ以前の 38年 2月 -39年 4月 にすでに華北向けとして蒸気機関車 70輌 、

客車 130輌 、貨車 2441輌 が日本国内および在満州メーカーによつて製作

された(17)。 設立後の華北交通は41年度までに機関車を 693輌 、客車を 5

50輌、貨車を 9998輌 増備 した (1°。そのなかに占める新製車輌の割合は
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不明であるが、新製車輌のうち機関車は日本の国内メーカーから、客車は日本

国内と満州から、貨車は満州からそれぞれ主に供給される一方、40年 6月 に

設立された華北車輌において敗戦時までに機関車 11輌、客車 90輌、貨車 1

646輌 が生産された (1の。また 39年 4月 設立の華中鉄道の車輌増備状況に

ついては明らかにしえないが、日本国内メーカーからの供給が中心であつたと

思われる。

4。 国内市場の動向

以上のように日中戦争期には海外からの鉄道車輌需要が大きな割合を占めた

が、前掲表 5-2に 示 されているように鉄道省からの需要を中心とする国内

市場もその規模を拡大した。生産力拡充計画の遂行に対応 して車輌新造に重点

を置いた輸送力拡充 4カ年計画を策定した鉄道省の新製車輌購入・内製額は日

中戦争期には40年度まで連年増大し、40年度には 36年度実績の 3.6倍

の規模に達 した (表 5-11)。 そのなかでも輸送力拡充 4カ 年計画におい

てもつとも力点が置かれた貨車、次いで蒸気機関車の伸びが著しく、新製車輌

購入・内製総額に占める貨車の割合は 36年度の 36%か ら40年度には 4

8%に まで上昇した。

国有鉄道の購入車輌の急増と比較して、前掲表 5-2に あるように日中戦争

期の私鉄の車輌増備は緩やかであり、表 5-12か ら地方鉄道・軌道の保有

車輌数の推移をみても41年度末に 36年度末の保有輌数を上回つているのは、

地方鉄道のテンダ機関車・電気機関車、軌道の電気機関車・電車のみであつた。

一方、表 5-13に 示 されているように日中戦争期の鉄道輸送量の伸びは国

鉄 0地方鉄道・軌道を問わず旅客・貨物ともに著しく、戦時の要請に対応 した

国鉄優先・貨物優先の車輌配給は、旅客輸送・私鉄輸送の相対的過密化をもた

らすことになつた。

第 2節 鉄道車輌企業の動向

1.国内主要・中堅・中小企業

以上のような「日満支経済ブロック」に対して鉄道車輌を供給した国内メー
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カーを一覧した前掲表 5-5に よると、国内メーカーは (1)機関車・客電

車・貨車を生産する三大総合車輌企業たる川崎車輌・汽車製造
0日 本車輌製造

およびそれらを追い上げる日立製作所の主要 4社、 (2)も っぱら鉄道省向け

機関車を生産する三菱重工業 (前掲表 5-7)お よび客電車・貨車生産に特

化した新潟鉄工所・梅鉢車輌・田中車輌の中堅各社、 (3)電気機関車生産の

みの三菱電機・東京芝浦電気・東洋電機、 (4)本江機械製作所・木南車輌製

造・若松車輌などの中小企業の 4グ″一プに分類できる。さらにその他に加藤

製作所などに代表される産業用車輌メーカーも存在したが、以下では考察の対

象を (1)、 (2)お よび (4)の 主要・中堅・中小企業に限定したい。

(1)主要企業
1939-41年 度の主要企業の生産実績をみると (前掲表 5-5)、 蒸

気機関車生産における川崎・汽車・日立・日車、客電車での日車・り|1崎
0汽車・

日立、貨車生産での日車・汽車 。川崎・日立の順位にまつたく変化がなく、主

要 4社のシェアがきわめて安定的であつたことがわかる。表 5-14に 示さ

れているように日中戦争期の三大総合車輌メーカーはいずれも未払込み株金徴

収・増資を続けた結果、その資本金規模を大幅に拡大する。収益状況もきわめ

て安定的で川崎車輌の利益率がやや見劣りするものの、汽車製造・ 日本車輌製

造の三社は好調な業績を持続させた。以下、各社の動きを具体的に検討 してみ

よう。

まず拡張著しい汽車製造であるが、 1925年 以来停止されていた常傭工の

新規採用が 37年 7月 から再開され (20)、 同社の労働者数は 37年上期から3

9年上期にかけて倍増する (表 5-14参 照)。 日中戦争期に入つてからの

作業量の増大は著しく、たとえば汽車製造は 38年秋に鉄道省より39年度新

製分として機関車 108輌 、客車 50輌、貨車 1513輌 の割当内示を受ける

が、これに満鉄、朝鮮・台湾諸鉄道などからの受注量を合算すると、 39年度

の生産高は 38年度と比較して機関車で 30%、 貨車で 50%増 加することが

見込まれた
1゙)。

汽車製造では大阪製作所で機関車・ボイラー・橋桁・鉄骨建造物・工作機械
・
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兵器など、東京製作所で客電車・貨車・自動車車体・採金船・鉱山用諸機械な

どを生産する体制が敷かれていたが、受注高の激増にともない車輌生産が優先

され、40年 3月 には大阪製作所においてC58形 テンダ機関車 (客貨兼用機 )

月間 25輌の生産記録が達成された 2゙)。 こぅした鉄道車輌を中心とする全般

的な受注量の激増に対して既設の東京・大阪両製作所の拡張には限界があつた

ため、 39年 9月 の役員会において新工場の設置が決定され、同年 12月 には

岡山の児島湾干拓地に約 10万坪の工場用地が購入された
3゙)。 前掲表 5-7

にあるように汽車製造製の蒸気機関車は「日満支経済ブロック」全域に販売さ

れ、客車・貨車についても植民地・満州・中国からの需要が無視しえない割合

を占めた (表 5-15参 照)。

汽車製造は陸軍からの要請に応じて兵器生産も兼営した。 38年には大阪製

作所において新築の第 1・ 第 2兵器工場が完成し、 4月 30日 付をもつて兵器

工場 (39年 8月 陸軍の要請により精機工場と改称)は工場事業場管理令によ

る陸軍管理工場となり、砲弾の増産を大阪工廠より命じられた。また汽車製造

では 1927年 にはじめて戦車を生産し、 33年からは毎年数輌宛生産してい

たが、38年 4月 には大阪工廠長より月産 10輌生産体制の確立を内示された。

これに対し汽車製造はそのためには850-1000万 円の資金と1500人

の従業者が必要であり、同社としては月産 3輌の計画が限度である旨を 6月 に

回答した。しかし、官給品の配給が遅れがちな戦車生産の収益は少なく、同社

は鉄道車輌生産に専念すべく戦車製造の辞退を軍当局に申し出、それが了承さ

れた結果 41年度分 15輌をもつて戦車製造は中止された
4゙)。

以上のような鉄道車輌生産を中心とした拡張の著しい汽車製造の資金調達
0

運用についてみると
(25)、 38年上期以降の設備投資は毎期連続 して 100万

円を突破 し (表 5-16)、 貯蔵品の累増も著 しく、また 39年下期までの

製品・半製品の増加も大きかつた。設備資金は基本的には豊富な内部資金によ

って賄われたものの不足分については手形借入に依存し、増大する流動資産を

賄 うためにも手形借入がしばしば利用され、累積する借入金は未払込み株金徴

収・増資によつて返済されるというパターンが続いた。

次に川崎車輌であるが、同社の鉄道車輌生産も汽車製造同様 40年度まで増
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加を続け、40年度の貨車換算生産輌数は 36年度の 1.6倍 に達したものの

(前掲表 5-5お よび表 5-14)、 同業他社の増産テンポにやや後れをと

ったため同社の全国生産に占めるシェアは 36年度の 26.5%か ら40年度

には 21.7%に 低下した ①゙。

川崎車輌でも受注量の増大に対応した工場の拡張が相次いだ。また 34年に

海軍の要請によつて鋳鋼・圧錬工場を川崎造船所に移管したために車輌用鋳造

品の入手が不円滑となり、それへの対応として 38年末に鋳鉄・鋳鋼・合金・

模型の各工場を完成させた
(27)。 日中戦争期 (37年下期-41年 下期)の川

崎車輌の設備投資額は 1404万 円に達し (表 5-16)、 内部資金合計額は

その 4割弱を賄つたにすぎず〈28)、 不足分は親会社である川崎造船所 (39年

12月 川崎重工業に社名変更)か らの借入金に依存した。日中戦争期に川崎車

輌の払込資本金は 2度の増資によつて 3000万 円となり鉄道車輌業界で最大

規模に達するが (前掲表 5-14)、 その増資・払込み株金は川崎造船所か

らの借入金返済に充当された。しかし、川崎車輌の株式はほぼ 100%川 崎造

船所が所有しており、現実には川崎造船所からの借入金が株式に振 り替えられ

たにすぎなかつた。

続いて日本車輌製造の動向についてみてみよう。前掲表 5-14に あるよ

うに同社の売上高は激増 し、41年上期には37年上期の 2.8倍 の規模に達

する。収益率も高水準を維持したものの、労働者数については 39年上期がピ

ークで以後漸減傾向にあつた。全売上高に占める鉄道車輌の割合は一貫 して

8・ 9割台を維持した。

激増する鉄道車輌の販路別売上高構成を示 した表 5-17に よると、全体

に占める国内軍官需の割合は数%台でそれほど変化がなく、 38年以降国内民

間向けが低下する分だけ鉄道省および商社・輸移出の海外販売の比重が高まつ

た。 37-41年 度についてみると、 38・ 39午度・ 40年下期には鉄道省

向けが過半を占めたものの、 37年下期・ 40年上期 041年 上期には商社・

輸移出が鉄道省向けを上回つた。表 5-17お よび表 5-18か ら明らかな

ように商社向けのほとんどは三井物産仲介分であり、その販売先は満州・朝鮮

が中心で台湾向けは比較的少なく、 39年下期以降は華北向け、続いて 41年
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上期からは華中向け販売が本格化した。

日中戦争期の「工場利益率」 (工場利益/売上高)の推移をみると (表 5

-17参 照)、 戦争勃発前と比較 して急速に悪化していたことがわかる。前

掲表 5-14に 示 された好調な業績は収益率の低下を生産量の増大がカバー

した結果であらた。戦時期の収益率悪化の主因は販売の主軸である鉄道省およ

び商社向け販売の収益率の低迷であり、 37年下期以降になると38年上期を

除いて両者の水準はつねに国内民間向けを下回つていた。表 5-18の 商社

向けの工場利益率をみても台湾向けを除くと総じて低く、タイ国向け輸出は一

貫して赤字を計上していた。

収益率低迷の主な原因は製品価格の動きと比較した場合の原材料価格の先行

的上昇にあつた。鉄道省、朝鮮・台湾官設鉄道、満鉄からの発注に際しては主

要材料・部品がメーカーに支給され、たとえば 39年度の鉄道省の場合車輌価

格に占める支給材料・部品の割合 (支給材料・部品費/[メ ーカー請負価格十

支給材料・部品費])は 、D51形 蒸気機関車で 7.7%、 EF10形 電気機

関車で 20.5%、 客車 (オハ)で 25.0%、 貨車 (ト ム)で 42.9%に

達した
9゙)。 したがつて鉄道車輌工業の場合は他の機械工業諸部門などと比較

して原材料の入手面では相対的に恵まれており、40年 2月 においても「国鉄、

満鉄、鮮台総督府関係の発注分は材料が官給なるため原料関係の心配はなし
(3

°」との認識も一部ではあつたが、これは明らかに過大評価であり、メーカー

側としてはつねに支給品以外の原材料価格の製品価格に対する先行的上昇・入

手難に苦慮しなければならなかつた。

図 5-1に 明らかなように金属類に代表される原材料価格の上昇は抑制気

味であつた鉄道省の車輌購買価格の上昇に先行し、「諸材料ノ市価高騰及ヒ入

手困難ハ経営上相当ノ難関 トナリタル
(31)」 とぃつた状況が続 くなかで日本車

輌製造における車輌生産の収益性が悪化した。私鉄向け車輌の価格動向はより

弾力的であり、鉄道省向けと比べて相対的に高い収益率を保証したものの、生

産統制・配給統制が進むなかで自由な車輌販売は望むべくもなかつた。鉄道車

輌に対しても41年 3月 から公定価格制が敷かれ、この価格引上げ措置によつ

て1321収益性は一時的にはやや改善することになつた:



日中戦争期の日本車輌製造では本店工場・東京支店蕨工場の増設、鳴海工場

および朝鮮の仁川工場の新設と拡張が相次いだ。まず同社は鉄道省・朝鮮総督

府の積極的な支援の下 37年 1月 に仁川に 1万 2000坪 の土地を購入 (4月

に合計 2万 5000坪 を確保)して同年 10月 より客車・貨車生産を開始し、

38午 11月 には機関車工場も完成させた(33)。 しかし、 39年以降の販売状

況をみた表 5-19に よると、 39040年 度には機関車生産は行われてお

らず、機関車組立が開始されるのは 41年 下期以降のことであらた (前掲表

5-5も 参照)。 仁川工場の主要納入先は朝鮮官設鉄道 0日 本窒素肥料・ 日

本製鉄などであり、朝鮮官設鉄道・西鮮中央鉄道・日本マグネサイ ト化学工業
・

朝鮮平安鉄道・三菱鉱業向けはすべて三井物産が仲介した。官設鉄道向け車輌

については請負価格の低さから契約の過半が赤字であり、私鉄・専用鉄道向け

販売によつてその損失をカバーしていた。

仁川工場の新設と並行して東京支店蕨工場・本店工場の増設も進められた。

東京支店蕨工場については37年 2月 に木工・薄板・溶接工場、同年 9月 に自

動車専門工場、 38年 5月 に組立・自動車・ポイントエ場がそれぞれ増設・拡

張され、本店工場では 37年 7月 に溶接棒製作工場が建設された。続いて同年

11月 には新工場建設用地として愛知県愛知郡鳴海町に 1万 2000坪 の敷地

が購入され、 38年 6月 には車輌組立工場が完成する。また海軍の要請によつ

て 35年 5月 に本店牛巻兵器工場を完成させていた日本車輌製造では 38年 1

1月 に同工場に鋳鋼工場を新設 した。こうして第一次の大型設備投資を完了さ

せた同社では、日中戦争が長期化するなかで 40年 には本店鳴海工場の拡張・

本店工場の増設などを主な内容とする第二次の大型設備投資を敢行 し、戦時増

産体制を整備した
いう。

一方、日本車輌製造では有価証券投資も相当の額に上つた。同社では 37年

5月 末時点ですでに国債・大連機械製作所株式 4万株・名古屋自動車製作所株

式 1600株 ・同和自動車工業株式 9200株 ・関西急行電鉄株式 2180株

合計評価額 1197千 円の有価証券を保有していたが、 41年 11月 末には国

債・大連機械製作所株式 4万株・名古屋自動車製作所株式 3200株 ・同和自

動車工業株式 9200株 ・満州車輌株式 4万株・華中鉄道株式 1万 8000株 ・
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華北車輌株式 4万株・日本木材統制株式 500株 ◆日本機械輸出振興株式 35

0株で合計 4430千 円に増加 した。同社は株式所有の面でも大陸との関係を

一層深めたのである
(30。

この間の大連機械製作所に対する投資は所有株式数では変化がないものの、

追加払い込みに応 じたため投資金額は 875千 円から1250千 円に増加 した。

37年に大連機械製作所は資本金 200万 円を 1000万 円にする 5倍増資を

行 うがそれまでの日本車輌製造は持株比率 25.0%で 大連機械製作所社長高

田友吉 (持株比率 25。 4%)に 次ぐ大株主であり、この増資によつて持株比

率は 20%に 低下した。 日本車輌製造は続く39年の資本金 3000万 円への

増資には応 じなかつたため持株比率は 6.7%に まで低下するが、依然として

同社は高田友吉 (持株比率 13.7%)に 次ぐ地位を占めたく
36)。 このように

戦時期の大連機械製作所の急拡大によつて株式所有面での地位はやや低下する

ものの、両社の密接な関係は日中戦争期も一貫して維持されたのである。

以上のように戦時期において活発な活動を続けた日本車輌製造の資金調達・

運用についてみると、同社は 38年以降ほぼ毎期 100万 円前後の設備投資を

継続するが (表 5-16)、 そのための設備資金は増資・払込み株金および

好調な業績が生み出す豊富な内部資金によつて充分にカバーされた
〈37)。 しか

し、貯蔵品・半製品・得意先・有価証券勘定などを主な内容とする流動資産の

増加が著しく、同社は支払手形発行の継続を余儀なくされた。 41年上期末の

支払手形残高は 800万 円の巨額に達し、その相手先は名古屋銀行 (350万

円)・ 第百銀行名古屋支店 (150万 円)・ 百五銀行名古屋支店 (100万 円)・

第一銀行名古屋支店 (100万 円)・ 安田銀行名古屋支店 (50万円)・ 愛知

銀行門前町支店 (50万 円)であつた (30。 こぅした事態に対 して第二次拡張

を完了した同社は40年下期以降経営方針の転換を図り、売掛金の回収を急ぐ

とともに外部負債の削減、内部資金の充実に努めた
゛
"。

主要企業の最後に日立製作所の動向を検討してみよう。従来日立製作所にお

ける鉄道車輌生産は笠戸工場に集中されていたが、40年 1月 に電気機関車生

産が日立工場に移管され、さらに後に水戸工場 (40年 9月 開設)に移 された。

また朝鮮の仁川工場 (41年 9月 新設)で鉄道車輌用鋳鋼が生産されるなど日

231



立製作所の戦時期の車輌生産は地域的な拡がりを示した
く4の。前掲表 5-14

に示されているように日立製作所笠戸工場の生産額は 38・ 39年には対前年

倍増を記録し、 41年度になつてやや低下する。 39年下期までは従業者数も

増加を続け、 40年以降は若干の増減を示した。

前掲表 5-7に あるように日立製作所製蒸気機関車も「日満支経済ブロッ

ク」全域に販売され、40041年 には実輌数ベースで全体の 61%が 海外に

向けられた。 39年以降の客電車・貨車の納入先については表 5-20の 通

りであり、鉄道省向けが中心であつたが、客車では朝鮮鉄道局・満鉄・華北交

通・華中鉄道、貨車では華中鉄道向けなども無視しえなかつた。

39年以降の笠戸工場の生産状況についてみると、 39年夏の電力不足が生

産を大きく阻害し、 7月 には 1週間以上の停電のために帰休実施を余儀なくさ

れた。 40年には満鉄・華北交通・華中鉄道などの外地向け車輌が生産高の 6

割以上を占め、そのために販売費負担額が増加した。 41年上期には車輌請負

価格が改善される一方で間接費の節減が成果を収めたため同期益金は過去最高

の 1710千 円を記録したに1)。

(2)中 堅企業

次に三菱重工業・新潟鉄工所・梅鉢車輌・田中車輌の中堅メーカーの動向で

あるが、まず三菱重工業神戸造船所は鉄道省向け蒸気機関車生産にほぼ特化 し

(前掲表 5-5・ 表 5-7)、 電気機関車では三菱電機との提携製作を行い、

鉄道省向けとともに満鉄撫順炭鉱向けを生産した
(42)。 同所では受注量の増大

による工場の狭降化にともない車輌専門工場の新設が計画され、 39年 12月

には広島県三原市に用地が確保された。新工場は43年 4月 に二原車輌製作所

として独立操業し、神戸造船所における車輌、エヤ・ブレーキ生産はす
べて同

所に移管された
ゔ。

新潟鉄工所の鉄道車輌販売高は戦時期に入つて連年増大した (表 5-21

参照)。 梅鉢車輌・田中車輌の車輌専業中堅 2社と比較してその生産規模は客

電車・貨車ともにやや小さいものの (前掲表 5-5)、 同社の売上高全体に

占める鉄道車輌の割合は 36年度の 9。 4%か ら38039年 度には 15%台
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にまで上昇した“
°。

1936年 8月 に個人経営から株式会社組織に改組した梅鉢車輌 (41年 5

月に帝国車輌工業に改称)の 拡張は著 しく (前掲表 5-14)、 38年 と 3

9年の 2回の増資によつて公称資本金は600万 円となつた。改組当初の経営

陣は創業者梅鉢安太郎 (社長)・ 楠太郎 (安太郎の長男、常務)・ 作次郎 (安

太郎の弟、取締役)・ 義尚 (安太郎の 4男 、取締役)ら によつて構成され、株

式会社になつたとはいえ同族企業的色彩が濃厚であつた
(45)。 しかし、戦時期

の拡張を通して同社の性格は大きく変化することになつた。

前掲表 5-16に あるように戦時期の同社は巨額の設備投資を継続 し、 4

0年には泉北郡鳳町に新工場を開設した。その結果 40年度の客電車・貨車生

産は大幅な伸びを示 したとはいえ (前掲表 5-5)、 設備投資資金は内部資

金および増資・払込み株金をもつてしても賄えず、また貯蔵品・半製品・得意

先・有価証券などを内容とする流動資産の伸びも著しかつたため借入金依存を

深める結果となつた
(46)。 37年期に早くも 100万 円を超える支払手形が発

行され、次期にはそれが借入金に振 り替えられたがその残高は 40年上期を除

くと増大の一途を辿つた。

38年期には「新タナル資本系統ノ参加ニヨリ役員ノ補充増員 卜社長ノ更迭

“
つ」が行われ、安太郎に代わつて後藤国彦が社長に就任 し、 40年上期には

楠太郎が常務取締役から平取締役に降格された
(48)。 後藤の社長就任の詳細に

ついては不明であるが、40年時点で後藤は成田鉄道・京成電気軌道・帝都タ

クシーの社長、理研自動車改造・北海道鉄道の取締役、西武鉄道の監査役、東

京交通の相談役など交通事業界における要職を幅広く兼任 していた“"。

1930年 代前半の満州向け客貨車生産で急成長を遂げた田中車輌は 35年

12月 に個人経営から出資金 300万 円の合名会社に改組され、さらに 39年

11月 には株式会社 (資本金 300万 円、41年 7月 500万 円に増資)に改

組された。戦時期の受注増大によつて大阪工場の生産能力不足が顕在化 した同

社では 38年 6月 より徳庵工場の建設に着手し、40年までに鋳鋼・貨車・機

械・貨車組立工場を完成させ、この拡張によつて同社の生産能力は倍増した“
の。

表 5-22に あるように同社の販売先としては満州向けを中心とする輸移出
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が一貫して鉄道省納入を上回り、同社と大陸との深い関係を物語つていた。徳

庵工場の完成による貨車生産の伸びがとくに著しく、好調な業績を持続 した (前

掲表 5-14参 照)。

(3)中小企業

中小車輌メーカーとしては、本江機械製作所・木南車輌製造・若松車輌など

があった (前掲表 5-5参 照)。 1934年 富山に開業 した本江機械製作所

(43年 4月 に立山重工業と改称)は蒸気機関車・貨車を生産 した。地方中小

鉄道を営業基盤としていた雨宮製作所が昭和恐慌期に消滅 してからは同社がそ

の地位につき、戦時期には小型蒸気機関車の増産に追われた
く51)。 木南車輌製

造は客電車・貨車を生産し、40041年 度の客電車生産では新潟鉄工所を上

回る規模であり、また若松車輌は貨車生産に特化した (前掲表 5-5参 照)。

2.満州車輌・華北車輌の設立とその経営活動

(1)満州車輌

次に大陸における二つの新設会社の動きについてみてみよう。満州産業開発

五年計画の実施を目前に控えた 37午初頭の関東軍・満鉄からの鉄道車輌会社

新設の要請に対して当初は参加を遼巡していた弥生会であつたが、さらなる強

い要請の下 6月 には設立計画の成案をみる
(52)。 37年 10月 には弥生会から

の要請によつて三瓶勇佐 (日 本車輌製造社長)・ 小平浪平 (日 立製作所社長)・

下田文吾 (川崎車輌専務)・ 島安次郎 (汽車製造会長)の 間で新設会社創立委

員長の指名などの案件が協議されたが、その際にも満鉄側から早急な会社設立

の希望が伝えられた:創立委員長に指名された秋山正人 (日 本車輌製造副社長 )

は船田要之助 (汽車製造取締役)と ともに 11月 末に渡満 し、満鉄・満州国当

局・関東軍参謀第二課を歴訪した。こうした準備ののち 38年 1月 の第 1回発

起人会、 4月 の創立総会 (於 日本工業倶楽部)をへて 5月 に満州車輌株式会社

(資本金 500万 円)が奉天に設立された(50。

資本金を 500万 円に設定することについては紆余曲折があつた。弥生会の

234



当初計画は 500万 円案であつたが、その後の満鉄側の強い要請によつて計画

は上方修正され、新設会社の年新造能力として機関車 100輌 ・客車 60輌・

貨車 600輌 、これに要する設備資金 1000万 円が見積もられた。 しかし、

材料・設備機械・技術者・労働者の調達難を勘案するとこの案の実現可能性は

乏しく、新設会社は輸送困難なボイラー・車輪車軸・シリンダー・フレームな

どの生産を主体とし、部品については内地メーカーおよび既設満州メーカーか

らの供給に依存しつつそれを新設会社で組立てるという弥生会の当初案が結局

採用されることになつた
(54)。

満州車輌は鉄道車輌関連主要企業の共同出資会社であつた。同社社長には秋

山正八、専務には元満鉄工作局長野中秀次が就任し、取締役には日本車輌製造

(1万株引受・持株比率 10%、 以下同様)0汽車製造 (10%)・ り|1崎車輌

(10%)・ 日立製作所 (10%)・ 田中車輌 (5%)の弥生会 5社および住

友金属工業 (10%)・ 三菱重工業 (10%)0日 本エヤーブレーキ (5%)・

発動機製造 (5%)の計 9社から1名ずつ、監査役 3名 は東京機器工業 (2%)・

満州鋳鋼所 (5%)・ 満州機器股扮有限公司 (2%)か ら代表者が派遣された
(55)

満州車輌は設立と同時に弥生会が所有していた満鉄向け貨車組立工場 (34

年の設立時の共同出資額 175千 円)を 283千 円で買収し、これを大連工場

とした。 400余 名の労働者を擁した大連工場は創業第 1期 (38年 5-11

月)に満鉄貨車 500輌 などの注文を受け、9万 1106円 の利益を計上した。

満州車輌全体では 2万 7969円 の欠損であつたが、これは建設途上にあつた

本店奉天工場の総係費 11万 9075円 を差し引いた結果であつた (50。

第 2期 (38年 12月 -39年 5月 )の 39年上期になると満州車輌の経営

方針は早くも変更を余儀なくされた。当初期待していた日本からの部品供給が

予定通り進まず、同社では部品の自給体制を整備する必要に迫られたが、その

ために追加資金 500万 円の調達が問題となつた。当初予定の建設計画がなお

完成していなかつたために増資による資金調達は回避され、借入金に頼ること

が重役会で決定されたが、その方法としては (1)工場財団を設定した上での

日本興業銀行からの融資、ただしそれまでのつなぎとして共同出資諸会社の共
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同保証による興銀借入、 (2)財団設定までの共同出資諸会社からの個別借入、

(3)藤本ビルブローカー銀行からの一時借入、 (4)融資希望のある名古屋

共同信託からの借入があつた。共同出資会社の一つである汽車製造は
「借入れ

保証を為すことは成るべく之を避け度も他社の態度如何に依 りては夫れに同意

することも已むを得ざるべし」との態度であったが、結局興銀名古屋支店から

300万 円、藤本ビルブローカー銀行名古屋支店から200万 円の融資を受け

ることになつた (5つ。

表 5-16に あるように 39年下期以降も満州車輌の大型設備投資は継続

し、貯蔵品・半製品・得意先勘定などを主な内容とする流動資産の増カロも著し

かったGO。 39年下期には倍額増資されて公称資本金は 1000万 円となり、

40年上期からは創立前の計画を上回る機関車 100輌・客車 60輌・貨車 1

200輌 の年新造能力を実現すべく(59)、 第二次拡張計画が実施に移 された。

さらに40年下期にはふたたび倍額増資が行われたもののそれでも必要資金の

一部を賄つたにすぎず、借入金 0当座借越が増大した。なお、増資に際しては

1対 1の 旧株主割当が採用されたために各出資会社の負担額も増大し、持株比

率 10%の 会社では払込み金額は40年下期までに 125万 円に上った“
の。

前掲表 5-8に よると41年 にいたつても満州車輌は生産 目標を達成でき

ず、とりわけ機関車生産が振るわなかつた。しかし、創業第 3期以降は低水準

ながら利益を計上し (前掲表 5-14参 照)、 追加払い込み促進の意味もあ

ったとはいえ 5分配当を継続した6

(2)華北車輌

次に華北車輌について検討してみたいが、同社設立にいたる過程は関係各方

面の利害・思惑が交錯 してきわめて複雑な経緯を辿つた。まず最初に行動を起

こしたのが鉄道用信号照明器で著名な小糸製作所社長の小糸源六郎 (淳介)で

あった。満州車輌設立の際にそうであつたように弥生会という協調行動のため

の機関を通して軍部・満鉄の要求に応えてきた国内主要メーカーおよび満州に

おける代表的鉄道車輌メーカーである大連機械製作所にとつて、小糸の大胆な

行動は脅威であつた“
1)。



華北に鉄道用器材製造会社を設立しようとする小糸の動きを知つた弥生会は、

38年夏この計画に対する軍部・満鉄の意向について調査を進めた
(62)。 8月

21日 に汽車製造を訪ねた小糸は同社に対して本起業計画への同社の協賛出資

と計画内容の弥生会への取次を申し出たが、これに対して汽車製造は
「北支方

面に於ける現時の一般的諸情勢は未だ平定の域に達せず従て産業施設に関し確

たる将来の見透し尚ほ未だ困難なる此の際に於て当社として直ちに何分の方針

を決すること至難」 (1247頁 )と の判断の下に 24日 付書面をもつて謝絶

の旨を回答した。数 日後ふたたび汽車製造を訪問した小糸は同社の回答を了承

するとともに技師長今泉恒の招聘を申し出、今泉は 9月 に退職 した。

小糸の動きを憂慮 した弥生会ではその対応について協議 し、小糸の計画を許

可しないよう政府に陳情することに決定したが、その際汽車製造では
「新規計

画の不許可を政府に申出ることとする以上、若し政府が国策上支那にも工場の

設立を必要と為 したる場合内地同業者自ら支那に進出する覚悟在ることを要す

るが、当社としては若 し国策上進出を必要とすることとならば全部又は一部同

業者と共同するか又は単独にするかは別として兎も角進出し行くことに方針を

決せん」 (1248頁 )と の態度を固めつつあつた。 10月 ころ弥生会にて陳

情書の案文が議定され、満鉄総裁・宇佐見寛爾満鉄顧問・満鉄北支事務局長・

鉄道大臣・陸軍大臣・北支那方面軍司令官・参謀次長・企画院総裁の 8名 に提

出するべく各社の調印を終えた。陳情書発送に先立って弥生会各社の代表者が

影佐禎昭陸軍省軍務局軍務課長を訪問したところ不在であつたが、対応に出た

鈴木少佐によると、陸軍としてはさし当たり華北における車輌会社新設の必要

性を認めない、必要が生じた場合は弥生会のような既設主要メーカーと連絡 し

つつ善処する方針であり、小糸の計画は認可しないことに決定したが本人には

まだ申し渡していないとのことであつた。そこで陸軍へは陳情書を提出したも

のの、その他については当分の間見合わせることとした。

国内が以上のような状況にあつた時、弥生会同様小糸の事業計画を警戒 した

大連機械製作所から華北進出の新たな計画が表明された。 38年 12月 同社の

高田友吉社長は日本車輌製造の三瓶勇佐社長に対して大谷ロールと共同で華北

に車輌工場を新設する意向のあることを伝えた。これに対して三瓶は弥生会に
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も同様の計画があるためまず同会に相談することを薦めた。さらに年末になる

と企画院・満鉄内部において弥生会の華北進出を希望する意見が登場 し、また

秋山正八 (日 本車輌副社長・満州車輌社長)か らも弥生会に対して計画促進方

の要請があつた。

こうした弥生会・大連機械製作所の動きをよそに小糸は自らの計画を進め、

38年 12月 25日 には大陸交通器材株式会社 (資本金 300万 円)力 設`立さ

れ、本社を北京においた。小糸は新会社を拠点に車輌生産への進出を依然とし

て考えており、北支那方面軍の斡旋で車輌製造工場・付帯器材工場用地まです

でに決定されていた。このことからもうかがわれるように同社設立の時点では、

小糸の計画に関して陸軍内部において意見の一致をみていなかつたものと思わ

れる。 39年 に入つて同社の本社は天津に移転し、 5月 からは天津張貴荘工場

の建設が開始された。しかし、同社は 3月 に今泉恒常務取締役兼技師長を航空

機事故で失い、さらに 8月 の大洪水によつて白河が氾濫 し、建設途上の張貴荘

工場が大打撃を受けた
(6め。この間に華北での新設会社案をめぐる情勢は大き

く変化することになる。

まず 39年 に入ると大連機械製作所の高田友吉社長は「北支車輌会社設立ニ

関スル私見」なる文書を日本車輌製造に送り、同社の意見を求めた。前年末の

高田の照会に対して弥生会は「採算其他各企業条件フ総合シ時期尚早」との意

見を開陳していたが、高田の再度の照会は「現地二於ケル実状及国防的見地ヨ

リ早急立案、実施二移スベキモノナリト結論ス殊二最近業者、各自ノ立場二於

テ北支進出フ企図シ其帰結スル所フ知ラズ」との認識に基づいていた。高田案

の骨子は 6月 までに資本金 3000万 円の新会社を設立するというものであつ

たが、経営主体に関しては「経営ノ主体フ如何ニスルカ ト言ウ事ガ最モ重大デ

アリ最モ難事デアル (中略)関係者熟議ノ上各種条件フ具備シタ相当経験フ有

スルー社二経営フー任スベキデアル」として前回の案とは異なり明言を避けて

いた
“
り。

一方、小糸の計画を断念させようとし、大連機械製作所の案に対しても時期

尚早としていた弥生会は 39年 2月 独自に資本金 1000万 円、年生産目標を

機関車 60輌 。客車 60輌・貨車 600輌 (ただし当面機関車・客車は組立の



みを行い、貨車のみを製造)と する新設会社案を作成 した。その後原材料関係

数社の参加も得て連名をもつて新会社設立について企画院などに請願陳情を行

つたものの、 4月 に華北交通株式会社が設立された後も大陸交通器材会社との

関係もあつて事態は進展 しなかつた。逆に華北交通部内において大陸交通器材

会社を基盤に大陸交通資材会社 (資本金 3000万 円ないし5000万 円)を

設立、鉄道車輌だけでなく橋梁鉄骨・諸機械・ 自動車・兵器まで製造しようと

いう壮大な案が浮上し、弥生会に対して同会の独自案を本計画に合流させるよ

う要請があつた。これに対して弥生会は資本金を 1000万 円程度とし、株式

の過半数を弥生会にて引き受けることを希望した。

さらに大連機械製作所も独自の動きを示した。大連で小糸源六郎の訪間を受

けて新会社設立への協力を要請された高田友吉は逆に華北交通の技術者および

軍関係者さらに参謀本部の一部に支持された小糸の計画を阻止すべく行動を開

始し、同社の相田秀方常務取締役を東京に派遣した。相田は参謀本部に交通課

長を訪ね、激論の末小糸源六郎を社長にして各車輌・部品メーカーも共同出資

する新会社案を断念させたという
(65)。 39年 7月 には宇佐見寛爾総裁・後藤

悌次副総裁・新井尭爾理事・杉広二郎理事ら華北交通幹部と弥生会代表者 (秋

山正八 [日 本車輌製造]・ 下田文吾 [川崎車輌]。 秋田政一 [日 立製作所]・

船田要之助 [汽車製造]・ 杉浦熊男 [弥生会幹事])と の間で新設会社案につ

いて協議され、その結果新設会社の資本金については弥生会側の修正案である

2000万 円を宇佐見が了承し、小糸の計画を本事業に包含することが宇佐見

から明言された。こうして先の大連機械製作所の行動と相まつて小糸の計画は

主役の座から降りることになつたのである
(60。

8月 10日 には興亜院華北連絡部より新設会社について意見照会があつたた

め 17日 に車輌メーカー各社を代表して朝倉希一 (汽車製造常務)と 川喜多忠

義 (日 本車輌製造取締役)が 同部を訪問し、従来の案に変更のないことを説明

した。しかし、 11月 4日 付の興亜院華北連絡部作成の「華北鉄道車輌株式会

社設立要綱案」によると資本金は3000万 円に増加 し、その内訳は現物出資

1000万 円 (現地側負担 :華北交通 650万 円・その他 350万 円)・ 現金

出資 2000万 円 (内地満州側負担 :車輌製造会社 1200万 円・その他 80



0万円)であり、また大陸交通器材会社を本会社に統合することが明記されて

ぃた (6つ。 12月 作成の 「華北鉄道車輌株式会社 (仮称)設立計画書 (案 )」

でも同様の内容が踏襲されるとともに「現地華北交通株式会社並既設ノ大陸交

通器材株式会社ノ両社 卜日満一流車輌製造会社及鉄道用品製造会社相集 り大同

団結シ資本ノニ重投資 卜無益ナル競争ヲ排除」することが謳われ、新設会社は

初年度において客車 60輌 (2年度 100輌 、機関車は 2年度 50輌・ 3年度

100輌 )・ 貨車 1450輌 (2000輌 )を生産することが予定された“
め。

翌40年 1月 には北支那開発副総裁山西恒郎を委員長とする評価委員会によ

って、新設会社に現物出資される華北交通株式会社所属の山海関鉄路工廠・青

島鉄路工廠および大陸交通器材株式会社所属の張貴荘工場の 3工場の財産鑑定

が行われ、前 2者は合計 650万 円、後者は 132万 円と評価 された (69)。 前

2者が上の「要綱案」・ 「設立計画書 (案 )」 通りであつたのに比べ後者の評

価が低かつたのは、青島工場が 1515名 (日 本人 126名 ・中国人 1389

名)、 山海関工場が 1041名 (日 本人 30名・中国人 1011名 )の労働者

を擁したの対し、張貴荘工場の実状が 「小サイ 建物三棟出来夕丈ケデ水害ニ

遭ヒ何モ形ナシ」ためであつた
(7の。しかし、40年 3月 作成の 「華北車輌株

式会社 (仮称)設立計画書 (案 )」 では、現物出資は大陸交通器材のみとされ

(華北交通は800万 円の現金出資、ただし青島・山海関両工場を賃貸)、 出

資額は 200万 円と評価額を上回り、また車輌製造能力についても初年度機関

車 20輌・客車 30輌・貨車 1200輌 、 2年度機関車 100輌 ・客車 100

輌・貨車 2000輌 に修正された(71)。

以上のような紆余曲折をへて 6月 3日 に華北車輌株式会社が創設され、本社

を北京の華北交通会社内においた。青島 (鉄道車輌工場)・ 山海関 (鉄道用品

工場)・ 張貴荘 (部品工場)の 3工場を擁する公称資本金 3000万 円の同社

の出資者は、華北交通 (持株 16万株・持株比率 26.7%)・ 大陸交通器材

(現物出資 4万株・持株比率 6.7%)・ りII崎車輌 (4万株)・ 汽車製造 (4

万株)・ 日立製作所 (4万株)0日 本車輌製造 (4万株 )・ 梅鉢車輌 (4万株 )・

大連機械製作所 (4万株)・ 住友金属工業 (4万株)・ 三菱重工業 (4万株)・

玉造船所 (4万株)・ 田中車輌 (1万株)・ 京三製作所 (6千株)・ 日本信号
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(6千株)・ 山本工場 (6千株)・ 日本エヤーブレーキ (4千株)・ 発動機製

造 (4千株)・ 大同信号 (4千株)の 18社であり、同社社長には田村羊三 (満

鉄出身)、 副社長には荒木宏 (住友金属出身)、 専務取締役には山口張雄 (川

崎車輌出身)がそれぞれ就任し、 8名 の取締役 (下田文吾 [川 崎車輌]・ 高田

友吉 [大連機械製作所]0小糸源六郎 [大陸交通器材]・ 後藤国彦 [梅鉢車輌]・

朝倉希一 [汽車製造]・ 鵜飼宗平 [玉造船所]・ 服部潔 [日 立製作所]・ 春 日

弘 [住友金属工業]・ および 3名 の監査役 (福川篤四郎 [華北交通]・ 三瓶勇

佐 [日 本車輌製造]・ 伊藤達三 [三菱重工業])はいずれも主要出資会社の代

表者であつた“"。

設立された華北車輌を取りまく状況の厳しさは満州車輌開業時の比ではなか

つた。先にみた 39年 12月 作成の「華北鉄道車輌株式会社 (仮称)設立計画

書 (案 )」 では「優秀ナル技術 卜豊富ナル資本ヲ以テ現地二於ケル低廉且豊富

ナル労働力並原料ノー部フ利用シ公正且合理的ナル経営二依 り本事業ノ健全ナ

ル発展フ図ル (7"」 ことが謳われていたが、機械設備については「出来ル丈ケ

『 メーカー』カラ不用ノ機械提供サレ度
(70」 とぃぅのが現実であつた。

創業第 2期 (40年下期 :40年 10月 -41年 3月 )にいたつて青島工場

の生産能力拡充に重点を置く第 1期事業拡充計画の成案をえたものの、資金・

資材の入手難に制約されてその実施は 41年度に持ち越された (75)。 41年度

中には予定の計画の進捗をみたが、同年度末においてなお第 1期計画完成のた

めには事業費 700万 円が必要とされ、そのために「借入金フ以テ資金繰 リフ

為スコトモ考ヘラルルモ当社ノ現状ニテハ種々ノ事由ニテ難点アリ」との判断

から未払込み株金の徴収を行 うこととした
(76)。 前掲表 5-14に あるように

創業間もない華北車輌はほとんど利益を計上することがなく、必要資金は未払

込み株金徴収および華北交通からの支援に依存するしかなかつた。すでにみた

ように敗戦時までの華北車輌の新造実績は機関車 11輌、客車 90輌、貨車 1

646輌 であつた。先に上げた生産諸計画は画餅に帰したのである。
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(1)台湾

前掲表 5-5に 示されているように台湾における民間鉄道車輌メーカーは台

湾鉄工所 1社であり、貨車生産を主体に若千の機関車を製造した。 1919年

に台湾の高雄で田中岩吉によつて設立された台湾鉄工所は台北と高雄に工場を

置き、製糖機械の製作修繕のかたわら軽便機関車を生産 した。田中の没後は元

取締役の泉量一が経営を引き継ぎ、確認されるかぎりで 42年までに約 12輌

の機関車を台湾に供給した
く77)。

(2)朝鮮

すでにみた日本車輌製造仁川工場を除くと朝鮮における民間車輌メーカTは

龍山工作と弘中商工の 2社であり、前者は客貨車、後者は貨車のみを生産した

(前掲表 5-5参 照)。 龍山工作は 35年 10月 に仁川鉄工所、 37年 11

月に朝鮮車輌機械工作を吸収合併することによつてその規模を拡大し、戦時期

の貨車生産では日本車輌製造仁川工場に匹敵する生産規模を示した。同社は工

作部と企業部から構成され、前者は龍山 (転轍器・ II」l叉・信号機など生産)・

永登浦 (客貨車・橋桁)・ 仁川 (船舶・機械類)・ 鋳鋼工場の 4工場を有し、

後者は製紙工場の経営や蹄鉄工場、木材化学工場、私設鉄道などへの投資業務

を担当したく
70。 ェ作部に所属する各工場のなかでは鉄道車輌生産を担当する

永登浦工場の規模がもつとも大きく、表 5-23に あるように同工場の労働

者数は 39年下期まで増加 し、以後漸減傾向を辿つた。工作部全体の製作高は

毎期増加を続け、収益状況も安定しており龍山工作は好調な経営を持続 した。

弘中商工は元来諸機械類の販売を主要業務とし、池貝鉄工所・ 日立製作所・

東洋ベアリング・久保田鉄工所などの朝鮮における代理店でもあり、朝鮮内の

諸機械の約 3割は同社によつて供給されるといわれた。 37年 10月 に 30万

円の資本金を 150万 円に 5倍増資し、 38年には第二弘中商工 (資本金 15

0万円)を創立してそれを吸収合併 (その結果公称資本金 300万 円・払込資

本金 90万円)するなど戦時期に入つて活発な動きをみせた。京城の第一工場

は鉱山機械・軍需品などを生産する小工場であつたが、 38年には仁川郊外に

富平工場 (第二工場)の建設に着手し、当初はここで鉱山機械を生産する予定
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であつたが朝鮮鉄道局の懲態によつて貨車生産も兼営することになつた。工場

長には朝鮮鉄道局の前清津工場長が就任 し、 39年 より創業を開始 した
(7"。

40年下期には倍額増資して資本金 600万 円 (払込資本金 450万 円)と な

り、鉱山機械・貨車生産の増強を図つた
①゙

(3)満州

前掲表 5-8に 示されているように満鉄大連鉄道工場を除くと、満州にお

ける民間鉄道車輌メーカーは大連機械製作所・満州車輌・大連船渠鉄工・奉天

造兵所・満州工廠の 5工場で後の 3工場は貨車生産に特化した。

民間メーカーのなかでは大連機械製作所が突出した存在であつた。前掲表

5-14に あるように相次ぐ増資・払込み株金徴収によつて、同社の払込資

本金は日本国内の主要メーカーと比較しても遜色ない規模にまで増大した。同

社は35年に満鉄の了解をえて機関車新造に着手し、 38年 1月 に第 1号機を

完成させ、総合鉄道車輌メーカーとしての内実を固めた
(81)。 表 5-16に 示

されているように同社は 37年度以降 40年下期まで毎期 1000200万 円

台の設備投資を継続 した。内部資金の蓄積も巨額に上ったがなお足 りず、増資・

未払込み株金徴収・支払手形発行が続いた
(82)。 39年下期からは奉天支店分

工場が操業を開始したものの全般的な生産費の増大に受注価格が伴わず、また

関東軍参謀部四課の要請で開始した内燃機関生産が技術的に難 しく収益を圧迫

した 1831。

周知のように満州産業開発 5年計画は日本本国の外貨危機を契機に40年度

にそれまでの総花的拡張方針から徹底的重点主義へと根本的な変更を余儀なく

される(84)。 こぅした事態の変化は大連機械製作所の受注動向にも大きな影響

を与えたものの、40年 6月 末の同社はなお「華北交通株式会社其ノ他ヨリ新

タナル受註ノ増加セル ト前期二於テ南満州鉄道株式会社初メ各方面ノ大口註文

アリタル為メ多額ノ契約品フ有セル
(85)」 状況であつた。 しかし、40年下期

になるとその影響は次第に深刻となり、資材の入手難と相まつて同社の生産を

制約した
の゙。

1937年 8月 に大連汽船株式会社船渠部の業務を継承して大連船渠鉄工株
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式会社 (公称資本金 200万 円・全額払込、 38年上期に公称資本金 450万

円に増資 0払込資本金 320万 円)が設立された。設立当初より陸用製修収入

が船舶製修収入を上回つたが、その傾向は 40年上期まで続いた
(87)。 陸用製

修品の中心は無蓋・有蓋車などの貨車であり、 39年度には相当の実績を示し

た (前掲表 5-8)。 1934年 に奉天に設立された満州工廠 (資本金 15

0万円・全額払込、 34036年 に増資して資本金 480万 円となる)は 36

午にはじめて車輌製修に進出し、その後の増資 (37年 に公称資本金 1000

万円・払込 610万 円)に よつて車輌製修設備を拡充した。また 32年 に設立

された奉天造兵所は41年に2500万 円に増資し、奉天・安東 e阜新の各工

場で銃砲弾・迫撃砲・戦車などを生産したが、兼営の貨車生産は小規模なもの

に留まつた 1881。

おわりに

以上の検討からも明かなように日中戦争期には「日満支経済ブロック」の構

築に対応 して、戦時輸送の基幹的手段である鉄道車輌増産のための努力が日本

国内のみならず朝鮮・満州、さらには華北においても続けられた。 しかし、次

第に深刻化する外貨危機・資材入手難・労働力不足に規定されて 40年度をピ

ークに国内・朝鮮での生産は以後減退を余儀なくされる (前掲表 5-1参 照)。

状況は満州でも同様であり、41年度の貨車生産は 39年度と比較 して大幅な

減退となつた (前掲表 5-8参 照)。 華北の状況はさらに厳 しく、さまざま

な思惑・利害が交錯するなかでやつと設立された華北車輌は当初より困難な経

営を続けねばならなかつた。

関東軍と同様に北支那方面軍も自己の勢力下に車輌製造工場をやつと有した

ものの、両者とも現地自給は望むべくもなく、必要車輌の多くは次第に制約が

深まる国内からの供給に依存しなければならなかつた。現地資源の収奪が深ま

れば深まるほど、鉄道車輌に関しては逆に本国からの供給に依存しなければな

らなつたのである。満州産業開発五年計画が日本側の強い拡大要請を受けて計

画 2年度には大幅に上方修正され、その過大な目標を達成するために満州側は

日本からの諸資源の供給に多くを期待するといつた「花見酒の経済」的状況が
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潰えるなかで現地4111は 自給のための懸命の努力を続けた。しかし、満州車輌と

華北車輌の事例からうかがえるように両社が設立される間に状況は決定的に悪

化した。

一方、満州車輌と華北車輌の設立の際にみられたように大陸への直接進出に

関して国内の主要企業は当初慎重な態度で臨んだ。しかし、現実に大陸との関

係が深まり、満州車輌が操業を開始するなかで最終的には華北における新設会

社案に対しても参加を決断する。「本件は当社のみの都合よりすれば其の計画

実施並経営上に関し攻究を要する点少からざれども政府及満鉄に於て之を希望

し且弥生会同業者に於て本計画に賛同するものとせば当社に於ても大勢に順応

し之に参加するは已むを得 ざるべし
(89)」 とぃう汽車製造の判断を他の主要会

社も共有していたのである。

鉄道車輌主要企業と大陸との関係は車輌販売や満州車輌・華北車輌
への共同

出資だけではなかつた。汽車製造の場合は北支那開発株式会社 (38年 12月

設立)お よび中支那振興株式会社 (38年 12月 設立)の 二大国策的総合投資

会社の設立に際しても、設立委員 (設立委員長は郷誠之助)の一人である大倉

喜七郎 90)を 通じて株式引受の要請があり、同社は前者の 8000株 、後者の

2000株 の引受けを決定したものの、その後の割当調整によつて最終的には

前者 4200株 と後者 1200株 の引受けとなつた・ 1)。

さらに39年 4月 設立の華中鉄道の場合は、鉄道省経理局長より車輌メーカ

ー各社に対して株式引受方の要請があつた。 39年 2月 14日 の会合の席上鉄

道省から「鉄道省へ材料ヾ車輌及其の他を納入せる主要会社に対し注文引受高

を標準に鉄道省に於て割当の斡旋を担当する」旨の説明があり、さらに
「引受

会社に対しては鉄道会社所要器材調達の際優先的に発注する方針にして且同種

同業会社を中支に進出せしむる要ある場合は引受会社をして優先的に進出せ し

むる様配慮すべ し」と言明された
2゙)。 こぅして各社の思惑と軍部・満鉄・鉄

道省などからめ強い要請が交錯するなかで鉄道車輌企業と大陸との関係は確実

に深化していくのである。
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第 5章  (注 )

(1)生産力拡充計画全般の立案 。実施過程については、山崎志郎 「生産力拡充

計画の展開過程」 (近代日本研究会編『戦時経済』年報・近代 日本研究 9、
｀
山

川出版社、 1987年 )、 および同「戦時工業動員体制」 (原朗編『 日本の戦

時経済―計画と市場一』東京大学出版会、 1995年 )参照。
。)企画院生産力拡充委員会 「自昭和十二年至昭和十六年生産力拡充四ヶ年計

画 (案 )」 (中村隆英・原朗編『国家総動員 (1)経済』現代史資料 (43)

所収、みすず書房、 1970年 )。
131 第 4章、表 4-10参 照。

“
)満州国政府「満州産業開発五年計画第一年度実績概要」康徳 5(1938)

年 5月 、 5頁。

K51 この間の経緯については、原朗「1930年 代の満州経済統制政策」 (満

州史研究会編『 日本帝国主義下の満州一
「満州国」成立前後の経済研究一』御

茶の水書房、 1972年 )71-78頁 参照。
C61 満州国政府 「満州産業開発五年計画修正鉱工業部門計画要綱」康徳 5(1

938)年 5月 、 58頁。後にみるように38年 5月 には満州車輌株式会社が

設立されるが、 5月 時点では同社の生産能力をどう設定するかが問題になつて

いたのかも知れない。

“
)総務庁企画虎「日満生産力拡充計画概括表」康徳 5(1938)年 7月 。

ω)日 本国有鉄道編『 日本陸運十年史』第 1分冊 (ク レス出版、復刻版、 19

90年 )、 1951年 、69-70頁 、および日本国有鉄道編『 日本国有鉄道

百年史』第 10巻、 1973年 、75-76頁 。
。)岩崎松義『国土計画・造船・車輌工業』伊藤書店、1941年 、288頁 、

および日本国有鉄道編『 日本陸運十年史』第 3分冊 (ク レス出版、復刻版、 1

990年 )、 1951年 、 529頁 。

(10 岩崎、前掲書、288頁、および都崎雅之助『我国の鉄道車輌工業』コ

ロナ社、1950年 、350-351頁 参照。



(11)以 上、岩崎、前掲書、 288-291頁 、朝日新聞社編『朝日経済年史』

昭和 17018年 版、 1943年 、 139頁 、および都崎、前掲書、 350-

351頁 による。なお、日本鉄道車輌製造工業組合は機関車部 (日 本車輌製造・

川崎車輌・汽車製造・三菱重工業 0日 立製作所・東洋電機・東京芝浦電気・三

菱電機・本江機械製作所)・ 客貨車部 (新潟鉄工所・日本車輌製造・り|1崎車輌・

田中車輌・梅鉢車輌・汽車製造・ 日立製作所・本江機械製作所・若松車輌・木

南車輌製造)・ 部分品部 (三菱重工業・日立製作所
0東京芝浦電気・三菱電機・

日本製鋼所・神戸製鋼所・住友金属工業 ,発動機製造・ 日本エヤーブレーキ・

東京機器工業・川崎重工業・小糸製作所・工進精工所・大同製鋼・三菱鋼材・

山本工場)の 3部から構成され、組合員は 26社であつた (岩崎、同上書、 2

89-290頁 )。
(1" 「鉄道車輌」 (企画院『昭和十五年度生産力拡充実施計画』 1940年

11月 )5頁。

・
め 同上、4-5頁 。
い。 (財)鮮交会編『 朝鮮交通史』 1986年 、757頁 参照。
(10 東北財経委員会調査統計庭編『偽満時期 東北経済統計』 (柏書房復刻

版『旧満州経済統計資料』 1991年 )1949年 、403頁 。
(10 福田英雄編『華北の交通史一華北交通株式会社創立史小史―』 TЁ Sブ

リタニカ、 1983年 、 388頁 。
(1つ 華北交通社史編集委員会編『華北交通株式会社社史』社団法人華交互助

会、 1984年 、 351-352頁 。
・ 0 高橋泰隆『 日本植民地鉄道史論一台湾・朝鮮・満州・華北・華中鉄道の

経営史的研究―』日本経済評論社、 1995年 、503頁 。

(1の 大蔵省管理局『 日本人の海外活動に関する歴史的調査』 (通巻第 26冊、

北支篇)刊行年不明、 231頁 。
°の 石河茂編『編年社史略』作成年不詳 (川崎重工業株式会社所蔵)、 79

頁。

。1)汽車製造株式会社編『 KSK年 表』No.2.作 成年不詳 (川崎重工業
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株式会社所蔵)、 150頁 :
122H 汽車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『 汽車会社蒸気機 関車製造史』

1972年 、 39頁 。
。め 汽車製造株式会社編、前掲『 KSK年 表』 No.2.、  154-155

頁。ただ し岡山工場の一部操業開始は 43年 6月 であつた (同 上、 168頁 )。
°° 以上、石河編、前掲書、 82、 90頁 、お よび汽車製造株式会社編『 K

SK年 表注 1』 作成年不詳 (川 崎重工業株式会社所蔵)、 1198-1212

頁による。

°め 以下の記述は、同社『営業報告書』各期による。
。め 神戸市編『神戸市史』第 3集、産業経済編、1967年 、244頁。
。つ ダイヤモンド社編『川崎車輌』 1968年 、52、 55頁。
128p 以下の記述は、同社『営業報告書』各期による:

。
" 東洋経済新報社編『昭和産業史』第 1巻、1950年 、317-318

頁。

°の 日満財政経済研究会 「本邦経済国力判断 (第四次報告)」 1940年 2

月 7日 (中村・原編、前掲書所収、 92頁 )。
°1)日 本車輌製造株式会社『第 77回報告』 (昭和 13年上期)、 5頁。
132p 41年 3月 の公定価格制の導入によつて、たとえばC57形 蒸気機関車

の価格は 16%、 客車 (オハ)は 35%上 昇した (東洋経済新報社編、前掲書 t

319-320頁 )。

1331 日本車輌製造株式会社編『 日本車輌 80年のあゆみ一驀進―』 1977

午、 142-143頁 。
1341 以上、同上、 123-124、  143-144、  146-147頁 によ

る。

135p 日本車輌製造株式会社『第 75回報告』 (昭和 12年上期 )、 5-6頁 、

および同『第 84回報告』 (昭和 16年下期)、 6-7頁 。戦争前における日

本車輌製造と大連機械製作所の関係については、第 4章、 190頁 参照:ま た

日本車輌製造や川崎車輌などが出資した同和自動車工業の設立事情については、
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老川慶喜「『満州』の自動車市場と同和自動車工業の設立」 (『立教経済学研

究』第 51巻第 2号、 1997年 )参照。
°め 日本車輌製造株式会社『第 75回報告』・『第 84回報告』、および株

式会社大連機械製作所『株主名簿』。

・ つ 以下の記述は、同社『営業報告』各期による。
1381 日本車輌製造株式会社『決算諸表』第 83期 (昭和 16年上期)。
°の 日本車輌製造株式会社編、前掲書、147-148頁 参照。

“
の 株式会社日立製作所編『 日立製作所史 2』 1960年 、 25頁、およ

び笠戸工場史編集室編『笠戸工場史』 1975年 、32頁。

“
1)以上、笠戸工場総務部庶務課「笠戸工場経理関係資料」 1951年 、 1

-7頁による。

“" 渡辺肇『 日本製機関車製造銘板
・番号集成』自費出版、 1982年 、 7

9頁。

“" 神戸造船所五十年史編纂委員会編『新
三菱神戸造船所五十年史』 195

7年、 29、 273-276頁 。
1441 表 5-21、 および新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所七十年史』

1968年 、巻末資料 15頁より算出。

“
? 梅鉢車輌株式会社『第 1期決算報告』、および臼井茂信『機関車の系譜

図』Ⅱ、交友社、 1978年 、414-415頁 参照。

“
° 以下の記述は、同社『営業報告書』各期による。
につ 梅鉢車輌株式会社『第 3期営業報告書』 1頁。

“
め 梅鉢車輌株式会社『営業報告書』各期。
1491 高田甚一編『現代工業人大銘鑑』日刊工業新聞社、 1941年 、 883

頁。

Gの 以上、近畿車輛株式会社編『 50年の歩み』 1971年 、 23-30頁

による。

“
1)臼井、前掲書、392頁。
1521 以上の経過については、第 4章、191-192頁 参照。



“
め 以上、汽車製造株式会社編、前掲『KSK年表注 1』 1242-124

5頁、秋山正八「満州車輌製造会社創立二付テ」 (日 本車輌製造株式会社『満

州車輌株式会社関係綴』所収、同社所蔵)1938年 、および満州車輌株式会

社『第 1回営業報告書』 (昭和 13年下期)による。

“
め 秋山、同上資料参照。満州における技術者・労働者の払底は著しく、発

注側の満鉄ですら鉄道省に対して技術者百数十名、労働者数百名の派遣を希望

していた (同 上 )。

“
D 満州車輌株式会社 「設立趣意書」

｀
1938年 3月 、同 「創立総会決議事

項通知書」 1938年 4月 25日 (前掲『満州車輌株式会社関係綴』所収)、

および満州車輌株式会社 「株主名簿」。なお、各社の所有株式は各会社代表者

の個人名義分も含む。

“
ω 満州車輌株式会社、前掲『第 1回営業報告書』、および汽車製造株式会

社編、前掲『 KSK年 表注 1』 1245頁 。

“
つ 以上、満州車輌株式会社『第 2回営業報告書』、および同上資料、 12

50-1251頁 による。
1581 満州車輌株式会社『営業報告書』各期による。

“" 1940年 下期の倍額増資によ
つて貨車の生産能力目標は奉天工場 12

00輌、大連工場 1200輌 に引上げられた (汽車製造株式会社編、前掲『 K

SK年表注 1』 1249頁 )。

“
の 以上、同上資料、 1256、 1259、 1262頁 、および「満州車輌」

(『東洋経済新報』第 2010号 、 1942年 2月 28日 )57頁 による。な

お、借入金の中心は興銀融資であり、41年 11月 末の借入金残高 1100万

円のうち900万 円が興銀借入であつた (満州車輌株式会社『第 7回営業報告

書』 2、 6頁 )。

“
1)以下、とくに明記しないかぎり弥生会メンバーおよび汽車製造の動きに

ついては、汽車製造重役会議事録を抄録した汽車製造株式会社編、前掲『 KS

K年表注 1』 1246-1262頁 による。なお、引用の場合のみ本文中に引

用頁を記入する。



K621 起業内容について具体的には触れられていないが、小糸製作所が華北進

出の計画を有していることは、 38年 4月 すでに『東洋経済新報』が報じてい

た (「小糸製作所の優越性」同誌、第 1809号 、 1938年 4月 23日 、 3

9頁 )。 さらに 8月 20日 付の同誌は「小糸製作所の北支進出が愈々具体化す

ることになつた。天津在住の邦商三昌洋行と共同し、住友をバツクにして北支

交通器材 (暫定的社名)会社を設立し、日下創立中の北支交通会社の事業に必要

とする交通器材中、軍事行動に不可欠なものの製作に専念するものである。(中

略)今次北支進出で特に世の視聴を集めたのは、大住友を背景としてゐること

であらう。音に金融的支援を受けるばかりではない。車輌其の他交通機器製作

上技術的提携が成つたことは、其の事業に安定性を加へるものである。而も技

術では住友のみに限らず、内地某一流メーカーも参加することとなつてゐるか

ら尚更だ」と報じた (「注目される小糸製作の北支進出」同誌、第 1827号 、

1938午 8月 20日 、 56頁 )。
ω  以上、「小糸製作の決算と今後J(『東洋経済新報』第 1871号 、 1

939年 6月 3日 )60頁 、および小糸製作所 50年史編纂委員会編『小糸製

作所 50年史』 1968年 、 72-74、 425頁 による。
1641「北支車輌会社設立二関スル私見」 (作成者・作成月日不明、内容より

判断して大連機械製作所が 39年 1-3月 に作成したものと思われる。 日本車

輌製造株式会社『 自昭和十五年二月華北鉄道車輌 (仮称)関係綴』所収、同社

所蔵)。

16orl 以上、相田秀方『大機物語』大徳商事株式会社、 1957年 、 118-

123頁 による。

“
の こうした情勢の変化によつて『東洋経済新報』の大陸交通器材会社に対

する評価も、「設立者小糸源六郎氏 (現小糸製作社長)の漸進方針は全く離婦

を来すこととなつた訳だ。現在に於ける大陸開発の情勢は、僅か三百万円の一

小型車輌会社の能くする所ではなくなつたのだ。即ち姦に四、五千万円の大車

輌会社の出現が要望されるに至つたのである」と一変した (「重大転機に立つ

小糸製作」同誌、第 1890号 、 1939年 10月 14日 、 63頁 )。
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“
つ 華北連絡部「拳北鉄道車輌株式会社設立要綱案」昭和 14年 11月 4日

(前掲『 自昭和十五年二月華北鉄道車輌 (仮称)関係綴』所収)。

“
。 「華北鉄道車輌株式会社 (仮称)設立計画書 (案 )」 昭和 14年 12月

(作成者不詳、同上綴所収)。

“" 山西恒郎
「鑑定書」昭和 15年 (同上綴所収)。

“
の 弥生会事務室での会合についての手書きメモ (日 本車輌製造用箋)、 昭

和 15年 2月 24日 (同上綴所収)。

“
1)「華北車輌株式会社 (仮称)設立計画書 (案 )」 昭和 15年 3月 (同上

綴所収)。

“" 以上、
「華北車輌株式会社役員名簿」、「華北車輌株式会社出資会社一

覧表」、および華北車輌株式会社『 当社の概要』 1941年 3月 (以上、同上

綴所収)に よる。

“
め 前掲 「華北鉄道車輌株式会社 (仮称)設立計画書 (案 )」 。
C741 前掲、手書きメモ。

。め 華北車輌株式会社『第 2期決算報告書』 (昭和 15年度下期)3頁。

“
0 華北車輌株式会社 「第 6回重役懇談会記録」昭和 17年 3月 5日 (前掲

『 自昭和十五年三月華北鉄道車輌 (仮称)関係綴』所収)、 3-4頁 。
°つ 以上、自井、前掲書、428頁による。

“
め 龍山工作株式会社『第 16期営業報告書』 (昭和 12年下期)、 および

「売出された龍山工作株」 (『東洋経済新報』第1873号 、1939年 6月

17日 )62頁 参照。
°
" 以上、 「朝鮮か ら世に出る弘中商工」 (『東洋経済新報』第

1817号 、

1938年 6月 11日 )42-43頁 、および 「その後の弘中商工」 (『東洋

経済新報』第 1864号 、 1939年 4月 22日 )54頁 による。

°の 弘中商工株式会社『第 7期営業報告書』 (昭和 15年下期)。 しかし、

商事部の意義は依然として大きく、40年上期の償却・税引前利益 72万 円の

うち約 40万円は同部によるものといわれた (「安心の出来る弘中商工」、『東

洋経済新報』第 1926号 、 1940年 6月 22日 、63頁 )。
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。1)相 田、前掲書、 115頁、および市原善積ほか編

発展と機関車一』誠文堂新光社、 1972年 、509
182H 大連機械製作所株式会社『営業報告書』各期によ

『 南満州鉄道一鉄道の

-510頁 。

る。

(昭和 14年 下期)、(83)

3

(84)

(85)

大連機械製作所株式会社『第 30回営業報告書』

頁、および相田、前掲書、111-114頁 。

その間の詳細については、原、前掲論文、107-110頁 参照。

大連機械製作所株式会社『第 31回営業報告書』 (昭和 15年上期)、

4頁。
00 大連機械製作所株式会社『 第 32回 営業報告書』 (昭和 15年 下期)、

3頁。

。つ 大連船渠鉄工株式会社『営業報告書』各期参照。
C881 以上、満史会編『満州開発四十年史』下巻、満州開発四十年史刊行会、

1964年 、497、 503-504頁 による。
0 「汽車製造重役会議事録」昭和 13年 12月 21日 (汽車製造株式会社

編、前掲『 KSK年 表注 1』 1251頁 )。
00 汽車製造取締役・大倉組頭取。 38年末時点で大倉組所有分を合わせる

と大倉喜七郎は汽車製造株式 3万 501株 (持株比率 15。 3%)を 所有する

最大株主であつた (「汽車製造株主名簿」昭和 13年 12月 31日 現在)。
01)「汽車製造重役会議事録」昭和 13年 7月 21日 、同、昭和 13年 9月

21日 (汽車製造株式会社編、前掲『 KSK年 表注 1』 1246-1247頁 )。

ω2)「汽車製造重役会議事録」昭和 14年 2月 21日 (同上、1253頁 )。
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表 5-1 鉄道車輌生産力拡充計画および実績

年度 1'4逸 |

生産力拡充四ヶ年計画 閣議決定 実施 計画 生産実績

日ラ 満りヽ卜|

現在能 力

1938
39
40
41

７

７

３

８

８

４

４

０

７

７

８

８

２

２

２

５

５

０

０

０

０

０

７

６

６

１

１

１

２

２

877
980
1,050
1.100

一

５

８

４

７

９

６

９

９

６

９

１

０

５

７

３

８

２

５

７

７

６

電
`1938

39
40
41

一

１

７

１

６

７

３

４

３

７

９

１

１

３

３

「1圭二

現在能力

1938
39
40
41

1,079
1,079
2,082
2,582
2.582

０

０

０

０

０

８

８

０

４

４

１

１

３

３

３

1,161
1,600
2,000
2.000

2,093
2,474
1,448

1,002
1,263
1,585
1.486

貨車

現在 能 力

1938
39
40
41

13,485
13,485
25,340
25,934
25,934

5,940
5,940
8,440
8,440
8.440

14,111
20,000
21,000
21,000

26,798
30,039
20。 280

13,762
17,963
21,478
15.340

[出可]男ぇ呈書:「l塁ti'蹂冒奮暉曇:言景[曽蜃ヨクま:チ
『言贔1

羹干紀総菅『 電貸轟菖皇服ア某轟糧馨覇
昭和十六年度生産拡充計画及実績」作成年不
折報社編『昭和産業史』第 1巻、 1950年、

304頁 。

(注) (1) 単位は換算輌数。閣議決定 。実施計画・生産実績は、蒸気機関車 (D51)
電気機関車 (EF10)、 客電車 (スハ)、 貨車 (卜 )に換算。
(2) 閣議決定・実施計画・生産実績は、日本国内・朝鮮 。台湾の合計値。
(3) 実施計画・生産実績は小数第一位四捨五入。
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表 5-2    納入先別鉄道車輌国内生産の推移

[出所]東 洋経済新報社編『昭和産業史』第 1巻、1950年 、303頁。

(注) (1)単 位 (輌)はすべて換算輌数。
(2)( )内 は構成比 (%)。
(3)原資料では各項目合計値と合計欄の数値が一部一致しないが、原資料のままとした。

年度

蒸気機 関車 (D51
巨 外地 合 計

国 鉄 計

1936

37
38
39
40
41

(34.4)    113.7
(42.4)    171.0
(46.4)   275.0
(37.6)    244.6
(38.4)   275.8
(27.9)    165.6

(2.2)    7.3
(2.9)   11.5
(3.6)   21.2
(2.0)       13.0
(2.2)       15.8
(3.5)     20,9

(36.7)    121.0
(45.2)    182.5
(50.0)   296.2
(39.6)    257.6
(40.6)   291.6
イ31_4ヽ    186.5

(63.3)    209.1
(54.8)    221.1
(50.1)    296.8
(60.4)    392.9
(59.4)   427.0
(68.6)    407.5

(100.0)  330.1
(100.0)   403.5
(100.0)   592.9
(100.0)  650.5
(100.0)   718.6
(100.0)   594.0

電 1機関車 (EF10
1936

37
38
39
40
41

(51.7)   7.6
(61.7)      10.0

(57.0)     11.0
(28.7)     3.5
(44.1)     16.5
(53.5)     20.9

(17.0)   2.5
(9.9)    1.6
(11.9)   2.3
(22.1)      2.7

(6.4)   2.5

(68.0)    10.0
(71.6)   11.6
(68.9)    13.3
(50.8)     6.2
(44.1)     16.5
(59.6)     23.3

(32.0)     4.7
(29.0)     4,7
(31.6)  6.1
(49.2)     6.0
(55.9)     20.9
(40.4)    15.8

(100.0)    14.7
(100.0)    16.2
(100.0)   19.3
(100.0)    12.2
(100.0)    37.4
(100.0)   39.1

客電車 (オハ )

1936
37
38
39
40
41

(38.6)    325.0
(47.3)    322.2
(51.6)    545.8
(43.0)    457.4
(35,7)   517.2
r,9_9ヽ    408.5

(28.9)    243.9
(35.6)    242.6
(19.0)   201.3
(11.3)  119。 9

(19.1)    276.1
(19.5)    266.4

(67.5) 568.8
(82.9) 564.8
(70.6)    747.0
(54.3)    577.3
(54.7)    793.3
(49_3)    674.9

(32.5) 274.1
(17.1) 116.7
(29。 4)   311.4
(45。 7)    485.3

(45.3)    656.0
r50_7ヽ    693.6

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)
(100.0)

842.9
681.5
058.4
062.5
449。 3

368.5

貨車 (卜 地

(54.0)  3,413.5
(74.8) 4,398.8
(73.2)  7,548.1
(83.9)  7,561.8
(86.4) 10,009.1
(62.1) 5.857.0

(15.8)  1,000.6
(12.7)    744.9
(5,7)    591.7
(12.6)  1,138.0
(5.1)     593.8
(8.5)     799,4

(69.8) 4,414.1
(87.5)  5,143.6
(78.9) 8,139.8
(96.5)  8,699.8
(91.6) 10,602.9
(70.6)  6.656.4

(30.2)  1,906.6
(12.5)    736.7
(21. 1)  2, 171.8

(3.5)  311.8
(8,4)     977.2
(,9_4) 2_776.0

(100.0)6,320.7
(100.0) 5,880.3
(100.0)10,311.6
(100.0) 9,011.6
(100.0)11,580.1
(100.0)9.432.4



表 5-3 需要者別鉄道車輌生産計画 (1940年度・実施計画)

[出所] 企画院『昭和十五年度生産力拡充実施計画』1940年。

(注) (ち
}拿轟琴各傷翌場秀曇璽警温「塚綺塚発子kて朝鮮・台湾の官民需。

ヽ
も

ら

35。 5

17.9
17.3
2`8
0.5

0。 1

0.0
9。 1

10.4
6.3

18,122.4
1,407.5

952.0
976.5

185。 3

396。 9

1.645.0

76.5
5。 9

4.0
4。 1

0.8
1.7

6.9

50.5
2.1

0.5

792.7
399。 6

385.6
61.4
11.2

3.3
1.0

204.0
231.3
141.3

39.0
2.8
11.2
3.7
1.3

0.0
0.3
0.5
19.0
18.5
3.6

38。 9

1.6

0.4

国内民間
朝鮮鉄道局
朝鮮民間
台湾交通局鉄道部
台湾民間
樺太庁
樺太民間
満州関係
北支関係

381.8
27.7
109。 4
35。 8

13.2
0。 4
3.4
5。 1

186.0
181.2
35,0

2,231,4

朝鮮民間
台湾交通局鉄道部

6,352.9
2.473.6



表 5-4 相手先別鉄道車輌輸移出輌数の推移

[出所] 日本国有鉄道編『 日本陸運十年史』第 3分冊 (ク レス出版、復刻版、 1990年 )、 1951年 、
524-526頁 。

(注) (1) 1937・ 38年度の蒸気機関車の合計が合計値と一致しないが、原資料のままとした。

蒸

台 湾 樺 太 酬 鮮 満 111 華 中 その rlb 合 計

度年７

８

９

０

１

３

３

３

４

４

Or

58
114

122
ql

合 計

電 気

度年７
８

９

０

１

３

３

３

４

４

Z

1

合 計

反年７
８

９

０

１

３

３

３

４

ｚ

％

辰

α

％

合 計

貨車

贋午７
８

９

０

１

３

３

３

４

４

‐８

ｍ

Oυ 0

1,310
237
579
1.533

合 計 164



[出所] 企画院『生産

(注) (1)単 位 (輌 )

表 5-5 メーカー別車種別生産輌数

(力 )拡充実施計画』各年度版。

はすべて換算輌数。

1939年 度 1940年 度 1941年 度
蒸気機関車
(D51)

電気機 関早

(EF10)
各竜 早

イスハヽ
貨車
(卜 )

蒸気機関車
(D51)

電気機 関阜

(EF10)
各竜早

(ラくハヽ
貨車
イト)

恭気機 関卑

(D51)
電気機 関軍

(EF10)
各竜早

イスハヽ
貨軍
(ト ム )

鉄道省
川崎車輌
汽車製造
日本車輌製造
日立製作所
三菱重工業
三菱電機
新潟鉄工所
梅鉢車輌
田中車輌
東京芝浦電気
東洋電機
本江機械製作所
木南車輌製造
若松車輌
多 め 納

57.0
195.0
166.2
127.7
148.2
19.8

4.8

1.0

2.4

4.0

1 2

72.1
193.5
156.8
352.9
71.4

41.0
63.9
183.0

48.0

487.1
433.0
795.9
459.8
295.6

865.9
901.7
963.2

260.0

55.0
212.4
179.2
136.5
162.2
26.6

6.4

12.7

7.5

8.8
2.0

53.0
247.6
215.1
451.1
92.5

58.5
110.3
195.6

78. 6

1,492.7
2,060.9
2,596.9
4,768.7
1,707.5

1,110.0
1,457.8
1,238.4

88.0
26.0

20.0
177.8
142.2
106.4
135.6
22.7

12.7
2.2

20.0
210.0
166.5
383.1
118.7

55.0
135.8
209.7

2

ZO.ソ

1,150.0
1,716.0
3,162.1
919.6

710.4
766.1
784.8

26.8
59.8
136.5

内地小計 723.2 13.4 182.6 13 452.2 773.6 37.4 502.3 16.546.9 613.C 39.C _388.0 9.459.C

朝鮮鉄通局
龍山工作
日本車輌製造
ヨ1市 茜 T

70.0
10.0

zor.b
2,058.0
2,077.0
17^0

43.8
8.8
29.7

254.8
2,062.5
2,077.2
500 0

7.8

4.2

1 7 78.0
1,028.0
996.0
221.0

副 饉 ノ1ヽ計 7.7 80.C 4^419. 6 82.3 4 894.5 12.C 98.0 2:323.0

台湾交通局
台踏鉾 T所

11.9
69^C

13.5
,2 4 17.0

台湾小計 80.9

総 計 730.C 13.4 1.262.6 17.962.7 779.8 37.4 1.584.6 21_478. 625.0 39。 C 486.0 .799.0

、
も
、



表 5-6 朝鮮官設鉄道・メーカー別機関車発注輌数

[出所]財 団法人鮮交会編『朝鮮交通史』1986年、435頁。

１

５

６

２

３

１

19

60
22
81

128

56

7

14

18

12

27

12

４

０

　

１

８

３

２

　

　

３

２

１

３６

３７

３８

３９

４０

４‐

９ 5

14

4

17

38
15
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表 5-7 メーカー別販売先別機関車納入輌数

0

ヽ

略

[出所 ]

:量三二i票こ重曇章誉曇i渥言垂量富曇f尋言言髪霞F馨讐言懲Fiti:
言ヒユ:TFib:ユ T:::1:τ f:し :2T31資∫

8-69、 79、

愚ひ愧鯰辣麗写
造(注)



表 5-8 在満州鉄道車輌工場・会社の製作車輌数

年度 満鉄大連鉄道工場
機関車 客 車 貨車

1937

39

41

18

42

28

28
33

41

274
791

564

大連機械製作所
1937
39
41

2

39
40

39
53

83

?

2,741
1,332

満州車輌
1937
39
41

3

29 53

905
1.022

大連船渠鉄工

1937
39
41

?

880
555

奉天造兵所
1937
39

41

?

145

60

満州工廠
1937
39

41

125

827
347

合計

1937
39

41

20
84
97

67
86
177

2,674
6,289
3.880

[出所]東 北財経委員会調査統計虎編『偽満時期 東北経済統計』
(柏書房復刻版『旧満州経済統計資料』 1991年 )194
9年、 419ラミ。
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表 5-9 在満州鉄道車輌工場 。会社の蒸気機関車製作輌数

[出所] 市原善積ほか編『南満州鉄道―鉄道の発展と機関車―』誠文堂新光社、1972年、504-505、

(注) (1) 大連鉄道工場の1937-39年 度、および他の2社の製作輌数は判明分である。 1938・ 3
および大連機械製作所では表掲分以外に華北交通向けなどを生産したが、その輌数は不明である。

509-511頁 。

9年度の大連鉄道工場

ヽ

ヽ
ヽ

国線5

社線 。国線 13、 華北交通7

社線8

社線36

国線5

社線 。国線42

仕繰4

社線 8、 国線 12、 朧海鉄路3

国線 11、 膠済鉄路3

国線3

社線 。国線41

８

６

５

２

８

３

　

　

４

３

4
23
21

22
41
27



表 5-10 華北向け鉄道車輌の新造計画・実績

[出所]福 田英雄編『華北の交通史一華北交通株式会社創立史小史一』
TBSブ リタニカ、1983年、411-415頁 、華北交通社
史編集委員会編『華北交通株式会社社史』社団法人華交互助会、
1984年 、 352頁 。

(注) (1) 38年 度下段は37038年 度計画の製作実績 (38年
2月 ～ 39年 4月 )、 その他は新造計画。
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表5,11 鉄道省新製車輌購入 0内製実績および車輌費の推移

30,454

40,979

80,057

96,828

109,904

70.374

26,492

43,386

81,519

104,212

108,751

74,049

103(41)
4,167
44
1,976
29(7)
1,389
17(15)
1,358
64(17)
3,579
77(45)

3,437(107)
10,916

4,392(226)
16,844

6,619(932)
34,837

8,409(969)
40,801

9,706(938)
52,499
4,992(7)

6

854
8

1,324
3

667
9

2,035
16

3,576
17

206(27)
4,942
236(27)

5,977
482(48)
15,000
497(64)

15,634
448(53)
15,675
280(20)
11,100

31(12)
986
13

424

1936

37

38

39

40

41

148
8,589
196(5)
14,434
305(43)
28,164
385(57)
37,000
361(55)
34,575
162(20)
18.630

[出所]

(注 )

『鉄道省鉄道統計』各年度版、ただし36

(1) 上段は購入・内製輌数、下段は購入
(2) ( )内 は省内工場製輌数、内数。
輌数、内数。
(3) 車輌費は決算額。

年度は『鉄道省鉄道統計資料』。

・内製金額。
ただし、電車の ( )内は電装のみ省内工場製の

エ
ヽ

～



表 5-12 私鉄 (地方鉄道・軌道)保有車輌数の推移
(

地方 次道

機関車 客車 貨車

年度末

テ ンダ機 関
立

夕

童
ンク機 関 電気機関車 電 車 その他客軍

1936
37

38
39
1940
41

９

８

８

０

１

３

６

６

６

７

７

８

６

０

７

３

９

８

６

１

７

６

６

７

５

５

４

４

４

４

169

180
173
178
179

183

2,038
2,072
1,925
2,004
2,015
1,970

2,253
2,161
2,055
2,075
2,074
2,189

10,989
11,017
10,816
10,837
10,820
10。 955

道

年度末

機関車 客車 貨車

蒸気機関車 電気機関車 ガソリン機
関童

電車 その他客車

1936
37

38
39
1940
41

の
負

０

５

２

２

２

４

２

２

２

２

２

９

９

９

９

９

１

９

０

０

９

１

３

３

４

４

３

２

２

6,292
6,265
6,305
6,338
6,341
6.472

１

６

４

８

３

６

１

７

６

２

１

５

３

２

２

２

２

２

1,646
1,520
1,484
1,408
1,359
1.305

[出所]鉄 道省編『鉄道統計』各年度版、ただし36年度は鉄道省編『鉄道統計資料』。
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表 5-13 鉄道輸送量の推移

[出所] 鉄道省編『鉄道統計』各年度版、ただし36年度は鉄道省編『鉄道統計資料』。

(注) (1) 軌道は輸送人数、輸送トン数。

100万 人キロ 100

ヽ
ヽ
Ｎ

(100万人 ) (1000卜 t/)

19,982
22,060
25,085
31,867
37,500

16,297
18,917
21,908
25,286
27,948

16,832
18,667
21,241
27,102
31,591



汽 互 製 日本車輌製造

払込資本金 純利益金 対平均払込

資本金和j益
ョ蜜ro/A、

労働者数 員 早 礫 昇 任
産輌数 (輌)

脇込資本金 純利益金 対 半 均 私 込

資本金利1益
家 イO/Aヽ

労働者数 売上高 脇込貸不金 純利益金 対平均払込
資本金和j益
菫 ro/_、

労働者数

上
下
上
下
上
下
上
下
上
下
上
下

解

３７

３８

３９

４０

４‐

6,000

7,000
″

8,000
10,000
12,500
15,000

16,500
20,000

096
793
623
801
885
1,278
2,304
1,835
1,795
1,990
2,121
, noつ

19.8
26.4
19.2
22.9
23.6
28.4
27.3
26.7
23.9
25.3
23.2
,0 0

3,120
3,257
3,360
3,709
5,251
5,731
6,685

7,615

7,614

lQ 215

11,72β

12,312

10 056

10,000

″

15,000

000
″

3Q000

５８．

５８９

５８０

５６８

６２４

６７７

０２０

９６７

７５７

1,286
1,408
1 400

11.6
11.8
11.6
11.4
10.0
9.0
11.7
9.7
7.6
10.3

9.4
10n

2,457
2,602
2,706
2,950

(84.9)  7,882
(87.0)  8,378
(82.0)  8,741
(81.5) 10,153
(81.9)11,566
(83.7) 16,672
(85.9) 20,299
(87.0) 19,376
(88.1) 23,661
(90.4) 23,427
(90.4) 24,837
rR7 9ヽ  ,1 747

6,

7,

10,

12,

15,

５００

″

５００

″

０００

５００

〃

〃

″

０００

″

″

1,062
1,076
1,077
1,148
1,745
2,032
2,609
2,599
2,707
2,70C
2,709
, 0,7

33.3
33.1
30.8
30.6
39.9
86.1
41.7
41.6
43.3
39.4
36.1
39。 C

3,289
3,379
3,581
3,981
4,384
5,731

Q647
6,504
6,410
6,185
6,262
5 304

日 立 梅 鉢 車 日 中 童 楓 大 満 州 車 奎 北 童 面

生産額 従栗看数 払込資本金 純利益金 薄半3/」肇込
資本金利益
」ζ ro/.、

払込資本金 純 利J盃金 対平均払込
資本金利益
素 ro/_、

払込資本金 純利1益金 刈十羽いで
資本金利益
室 ro/.、

払込資本金 純利益金 対半羽強込
資本金利益
Jζ  ro/.、

払込資本金 純利J企釜 対平均払込
資本金利益
コ家ro/_、

19364F 」ヒ
下

37   」L
下

38   」ヒ

下
39   」ヒ
下

40  」ヒ
下
41 上

下

6,116

6,341

12,153
11,441
13,144
13,471
14,631
14,928
11.532

1,266
1,469
1,546

2,283
2,280
2,691
4,146
4,385
4,262
4,525
4,453

1,500

〃

1,875

3,00C

Q00C

″

6 7Ar

８

・８

２‐

２０

３９

３７

３６

％

12.2

6

16.6
17.6
12.5
12.3

3,00C

2,000

4,000
6,000
8,000
13,000

15,000

20,000

731

935
771
1,431
1,697
1,731
1,735
2,054
1,307
1 567

41.8

31.2
30.8
40.9
32.3
26.6
24.8
27.4
14.9
15 7

000
″

５０

５０

００

″

〃

△
△
２３
２６
３４
４２
４‐

△

△

1.0
0.3
8.3
7.1
6.5
6.7

9,00C
9,00C
16,00C
l^ 00r

∠ゝ  2
5

13
■7

表5-14 主要。中堅鉄道車輌企業の営業成績

Il場、 37年は 3工場、38年は 7工場分を含む)は年次ベース。
針算。
37・ 38年は5月 ―翌年 4月期。

へ
ヽ
ヘ

[出所]車
島管∫単券メ溶最ヒ鸞甚テ:各

期。ただし、川崎車輌の貨車換算生産輌数は、神戸市編『神戸市史』第3集、産業経済編、1967年、244頁、日本車輌製造は、同社編『日本
1977年、巻末付表、および同社『決算諸表』各期、日立製作所の生産額は38年までは商工省編『工場統計表』各年版、39年以降は車輌生産高

(笠戸工場総務部庶務課「笠戸工場経理関係資料」1951年 )、 従業者数は、日立製作所笠戸工場史編集室編『笠戸工場史』1975年、巻末付表。



表 5-15 汽車製造の鉄道車輌受注輌数
(1叩町リ

_ 客車       _ ___
受注先 36年 度 39年 [ 40年 度 41年度
国鉄
朝鮮
台湾
満鉄
華北交通
華中鉄道

29 ７

５

３

９

６

５

　

　

２

４

１

８

７

１

４

３

３

　

２

４

０

　

　

７

２

合 計 29 159 145 27

電車

国鉄
国内官需
国内民間
朝鮮
満鉄
タイ

５

　

　

０

４

２

７

９

　

　

　

　

　

９

３ 37

６

２

５

５

１

　
１

合 計 29 55 37 38

貨車

国鉄
国内民間
朝鮮
台湾
樺太
満鉄
華中鉄道
タイ

７

９

０

５

０

０

２

２

１

２

９

７

４

　

　

１

1,360
51

78

121

45

15

1,294
59
43
88
124

５

０

５

５

０

７

　

　

０

８

　

　

　

　

１

９

合 計 751 1.670 1.713 997

[出所]汽 車製造東京製作所調査研究室「貨車受註一覧表」
1957年 8月 (川崎重工業株式会社所蔵)お よび汽
車会社蒸気機関車製造史編集委員会編『汽車会社蒸気

機関車製造史』 1972年 、巻末付表。

(注) (1) 1937・ 38年度は不明。
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3,874

2,666

3,009

1,494

1,974

1,070

582

2,059

1:522

1,762

1,709

1,082

2,153

153
113

1,132

1:280

1,262

552
939
922
935
1,067

555

1,268

1,441

1,474

995

2:867

439

1,015

1:411

1,525

1,071

1=282

11510

554
1,695

520
880
2,213

1,654

下
38年上
下

39年上
下

40年上
下

41年上
下

表5-16鉄 道車輌企業の設備投資額推移

[出所]各社『営業報告書』口『営業報告』各期より算出。
(注)(1)汽車製造の39年上期は同年1-3月 期と4二 9月 期の合算。
(2)梅鉢車輌の37・ 38年は同年5月一翌年4月、39年下期は39年5-10月期。
(3)田中車輌の39年は39年 11月 16日 -40年 3月期。
(4)大連機械製作所の37年は年度決算6
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売上高 ① )

鉄道省 国内民間 国内車冨需 商社 輸移 出 合 計

86 年上

下

上

下

上

下

上

下

上

下

上

下

37

38

39

40

41

2,555
37.6
1,683
22.6
2,954
40.0
3,095
36.4
5,417
56.7
8,014
56.7
8,718
54.0
7,386
50.5
8,529
44.7
8,889
51.3
7,728
39.1
8,258
49.5

1,191
17.5
1,399
18.8
1,447
19.6
1,546
18.2
647
6.8
1,225
8.7
1,175
7.3
1,501

10.3
1,101
5.8
2,018
11.6
1,962
9.9
902
5.4

301
4.4
278
3.7
512
6.9
349
4.1
589
6.2
660
4.7
957
5.9
1,152
7.9
526
2.8
83
0.5
334
1.7

386
2.3

2,345
34.5
3,979
53.3
2,070
28.0
3,223
38.0
2,764
28.9
3,869
27.4
4,957
30.7
4,306
29.5
8,536
44.8
5,769
33.3
9,304
47.0
5,068
30.4

4

２７

３
．
１３

1.4
６８

・
６

４９

・
２

７４

・
９

６９

・
９

６６

・
３

４７

・
３

2,057
12.3

6,804
100.0
7,461
100.0
7,393
100.0
8,492
100.0
9,555
100.0
14,136
100.0
16,156
100.0
14,619
100.0
19,061
100.0
17,325
100.0
19,775
100.0
16,671
100 0

製作費 )

36 上
下

37 上
下

38 上
下

39 上
下

40 上
下

41 上
下

1,865
1,393
2,615
2,908
4,546
6,981
8,369
7,467
8,456
8,473
7,397
7.070

路
２５７
２９４
３４８
５８４
９８‐
０３７
２２６
８２７
1,619
1,714
713

３０

２４

５０

３３

５５

５３

７９

９２

４８

６

３２

％

1,868
3,620
1,920
2,931
2,545
3,394
4,775
4,226
8,106
5,412
8,957
4.866

じOυ

l12

355
259
114

246
319
229
297
321
364
1.905

5,356
6,622
6,690
7,777
8,340
12,135
15,296
14,070
18,173
15,893
18,760
14 908

工場利I益 ― ② )

36年 上

下

37 上

下

38 上

下

39 上

下

40 上

下

41 上

下

690
27.0
290
17.2
339
11.5
187

6.0
871

16.1

1,033
12.9
349
4.0
-81
-1.1

73
0.9
416
4.7
331
4.3
1,188
14.4

ZZ8
19.1

142
10.2
153

10.6
198
12.8
63
9。 7

244
19.9
138
11.7
275
18.3
274
24.9
399
19.8
248
12.6
189
21.0

1

0.3
38
13.7
6

1.2
18

5.2
38
6.5
127
19.2
161

16.8
230
20.0
３

７

．

‐

８
‥

　

１

．

８

３２

８

．

３

4771

20.3
359
9.0
150
7.2
292
9.1
219
7.9
475
12.3
182

3.7
80
1.9

430
5.0
357
6.2
347
3.7
202
4.0

bZ
12.6
10

8.2
55

13.4
20
7.2
24

17.4
122

33.2
30
8.6
45
16.4

72
19.5
245
43.3
83
18.6
152
7_4

1,448

21.3
839
11.2

703
9.5
715
8.4

1,215

12.7

2,001
14.2

860
5.3
549
3.8
888
4.7
1,432

8.3
1,015

5.1

1,763
106

表 5-17 日本車輌製造の車輌売上高・製作費・工場利益の推移

[出所] 同社『決算諸表』各期。

ilド35俗「 暮載垂彙[献鯰基8轟競話
場攣率肛卿益/晟副。

5) 千円未満四捨五人。

(注 )



表5-18 日本車輌製造の車輌売上高・製作費・工場利益の推移 (三井物産仲介分)

台湾 朝 鮮 満州 華北 華中 シャム 不 明 合 計

36年上
下

37 上
下

38 上
下

39 上
下

40 上
下

41 上
下

４４７

・８０

‐７８

３７

２０３

３０３

８６

２‐７

２６２

４６

330
308
710
1,486
1,672
1,007
1,786
912
5,398
1,486
2,778
986

1,914
2,734
1,129
1,457
921
2,502
2,868
2,426
734
2,776
1,554
904

882
2,188
1,244
3,410
, 120

1,491
1 0,5

2,250
3,714
2,068
3,121
2,765
3,786
4,957
4,306
8,537
5,768
9,304
5 068

36 上
下

37 上
下

38 上
下

39 上
下

40 上
下

41 上
下

７８

６７

６６

２２

６４

５５

５‐

０‐

４０

２６

278
284
669
1,287
1,604
996
1,803
955
5,106
1,448
2,583
889

1,510
2,483
1,032
1,393
781
2,088
2,716
2,345
694
2,579
1,504
0,6

‐２４

５‐

　

　

　

　

８７６

‐０５

‐４５

３４６

９９３

０３

　

　

　

３８

９４

1,788
3,372
1,919
2,846
2,545
3,342
4,774
4,227
8,106
5,412
8,957
4_866

工

36 午上

下

上

下

上

下

上

下

上

下

上

下

37

38

39

40

41

68
15.2
13

7.2
12

6.7
14

37.8
39
19.2
48
15.8
35

40.7
16

7.4
22
8.4
20
43.5

b0
17.3

24

7.8
41

5.8
199
13.4

68

4.1
11

1.1

-17
-1.0
-43
-4.7

292
5.4
38
2.6
196

7.1
48
5.1

3':|

2511

9.2
96

8.5
64

4.4
140
15.2
414
16.5
151

5.3
81

3.3
40
5.4
198
7.1
50
3.2
-22

-2_4

15

10.8
-2
-4.1

６

０
。
７

８３

３
．
８

９９

８
．
０

６４

‐
・
９

‐２８

６
．
０

-17
-19.8

-3

-2.2
-20
-27.0

11

44.0
26

31.3

116
5.2
341
9.2
148
7.2
275
8.8
219
7.9
444
n.7
182
3.7
79
1.8
431
5.0
357
6.2
349
3.8
204
4^0

[出所] 同社『決算諸表』各期。

(注) (ち
} 生易鳥益雰十餞ね壼場統曇翠

`釜

瘍統桑ン売上高]。
(3) 千円未満四捨五入。



図5-1鉄道車輌価格指数の推移

35              36              37              38              39              4U              41:

年度

|― 蒸瓢 面 こ而

[出所]鉄 道車1両価格1旨数 :鉄道省編『鉄道統計資料』・『鉄道統計』各年度版
金属類価格指数 :大川一司編『物価』長期経済統計 8、 東洋経済新報社、

1967年 、 207頁 。

(注)(1)1935年 =100。
(2)鉄道車 1甲i価イ各は鉄道省新製ユ十二1甲iの 11輌当た り平均製作価格。
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表5-19 日本車輌製造・仁り|1工場の車輌売上高。製作費・工場利益の推移
%

39年 上 井物産
″

″

日本窒素肥料
″

無4則軍
無蓋貨車
有蓋貨車
無蓋貨車
童堂童

“

４６

９４

９２

６８

０３

４２

‐６

４０

６３

0.Z
l.2
-4.5

17.8
7.4

1.523 1_464

39年 下 二 汗 物 圧

〃

〃

″

日本窒素肥料
″

〃

朝鉄
〃

西鮮中央
〃

鴨緑江水力

平北鉄道
朗i笠空素

無蓋貨軍
有蓋貨車

″

〃

無蓋貨車
有蓋貨車
書 韓 茜 逹 ″ ン ク 市

００

６０

３

２

５８

‐０

４

６９

２９

４９

３５

２８

５７

７２

０７

３９

３７

２９

７７

２‐

６２

８

０

２

６

１

６

０

-4.9
-3.0

24.5
17.1
18.2
22.9
13_9

計ヽ 337 2.239

40年上 二 汗 物 産

″

″

日大 制 縦

無蓋買早
有蓋貨車
手荷物郵便車
盤 芸 轡 古

０７

９２

‐５

８３

1028
601

115
6,

-2.1
-1.5

0.0
,5_3

1_797 1.806 -0.5

40年 ト 三井物産
″

″

″

日本窒素Л巴料

ノ|ヽ許

朝歓

新興

無 蓋貨軍
″

有蓋貨車
二等車
無蓋貨車

″

231

727
2,119
351

73
147

3_648

231
733
2,181
389
53
129

3.716

０

６

２

８

０

８

　

８

0.0
-0.8
-2.9
-10.8

27.4
12.2

9

41年上 三井物産
〃

″

″

日本窒素肥料
〃

″

″

〃

″

朝 啄

〃

〃

〃

燃料工場
″

″

″

豊
血
端
軒

無蓋貨軍
有蓋貨車
手荷物郵便車
二等車
無蓋貨車
石炭車
有蓋貨車
濃硫酸槽車
有蓋貨車
毎墓皆童

７０

６０

８

‐０

２０

２０

１０

５

３

ｍ

３２

９４

２６

３５

‐４

‐６

９

２０

５３

２２０

９６

０２

６０

７４

Ｈ

３５

８‐

２０

４５

７。

脚
５５

８

２３

３６

３‐

１３

０

８

ｍ

V.Z
-5.8

3.0
-6.6

24.5
18.7
13.8
0.0
15.1

22.7

2.592 2_494

41牛 ト 三 井 物 産
″

″

″

″

〃

″

〃

″

″

日本窒素1巴料
″

″

日本製鉄
夕獅島鉄措

朝 鉄

″

〃

″

マグネサイ ト
西鮮中央
朝鉄
平安
三菱鉱
西鮮中央
端豊

″

燃料工場
清津

無蓋貨軍
″

石炭車
郵便車
無蓋貨車
車掌車
機関車組立

〃

″

″

無蓋貨車
車掌車
機関車
無蓋貨車
爆 E目 J匡糸日十

３８

５８

００

５

‐０

２

　

　

　

　

‐５

１

４

‐５

５３６

２３８

６０５

‐６０

‐５０

４４

８

２

４

７

２２５

２０

３８０

‐００

９

団
２６２
５４７
‐８４
‐‐７
３８
６
２
３
５
２２２
‐９
２８６
８７
３

・
２

２４

５８

２４

３８

６

２

０

１

２

３

１

９４

‐３

６

-0.4
-10.1

9.6
-15.0

22.0
13.6
25.0
0.0
25.0
28.6
1.3

5.0
24.7
13.0
66.7

.488 2.319

[出所] 同社『決算諸表』各期。

(注) (1) 千円未満四捨五入。



表 5-20 日立製作所笠戸工場の鉄道車輌納入先
(輌 )

客車

納入先 39イ 40年 41年
鉄道省
朝鮮鉄道局
朝鮮民間
満鉄
華北交通
華中鉄道

48
5

4

11

41
7

４

０

４

１

　
１

９

０

　

　

５

７

５

５

３

/Jヽ言十 68 76 106

鴬 車

国内民間 3

L

鉄道省
海軍
国内民間
華中鉄道
シャム

1,042

1

７

　

　

１

５

４

　
　
　
　
　
１

９ 660
20
27
90
50

/Jヽ言 1.043 963 847

[出所] 笠戸工場総務部庶務課 「笠戸工場製品関係資料 (その二)」
1951年 、 10-17頁 。
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表 5-21 新潟鉄工所の鉄道車輌販売高
千 円

期別 機 関 I 客電車 貨 車 /jヽ言十 修 理 合 計

1936/f―上

下

37 上

下

38 上

下

39 上

下

40 上

下

41 上

下

28

1

70

2

354
20
225
11

473
27
263
15

453
20
489
21

373
16

194
8

645
27
396
15

116
43
889
28

416
171

437

139

834
300
968
250
970
393
1,420
385
1,744
358
1,556
505

1,405
327

1,499
284
1,654
495
1,910
390

770

662

1,335

1,231

1,423

1,909

2,117

1,750

2,050

1,895

2,840

2,799

０

　

　

６

　

　

７

２

　

４

　

２

６

　

　

５

９

　

　

２

８

　

　

０

　

　

１

７

　

　

２

770

662

1,355

1,277

1,450

1,909

2,313

1,875

2,050

1,973

2,860

2,800

[出所]株 式会社新潟鉄工所『沿革史作成資料 1』 作成年不詳
(同社所蔵)。

(注) (1) 上段は販売額、下段は販売輌数。
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表5-22田 中車輌の販売先別・製品別売上高の推移

[出所]近畿車輌株式会社社内資料。

年 度 鉄道省 国内私鉄 国内軍官需 輸移出 合 計

1936
37

38

39
40
41

922
1,132

2,681

2,536

4,229

2_920

１

２

２

　

４

６

０

　

０

　

２

１

８

８

　

　

５

８

８

　

　

１

2,269

1,820

2,709

3,537

4,733

8.421

２

２

９

４

２

０

３

３

5,580

6=073

9,001

11.457

客電車 :車 その他 合計

売上高 輌数 売上高 輌数 売上高
６

７

８

９

０

１

３

３

３

３

４

４

９ 2,481

2,495

4,646

4,493

5,794

7.456

112

107
163

142
163

170

９

６

３

０

３

５

０

１

３

７

８

８

８

５

９

５

１

８

１

３

３

334
250
403
641

1,024

669

２

１

１

０

４

６

３

　

１

２

１

3,292

3,042

5,580

6,073

9,001

11.457
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表 5-23 龍山工作の営業成績と社員・労働者数

1,075
1,127
1,123
1,288
1,324
1,295
1,250
1,117

152
220
199
235
244
282
295
302
274

1,725
1,788
1,802
1,908
1,923
1,828
1,796
1,597

96
184
214
241
353
301
478
532
372

14.6
18.1
15.5
17.5
25。 6

21.8
24.1
20.6
14.4

2,294
2,344
2,684
3,352
3,892
4,141
4,317

37年
38

39

40

41

下
上
下
上
下
上
下
上

1,312
2,762
〃

〃

〃

〃

5,175
〃

〃

[出所] 同社『営業報告書』各期。

(注) (1) 労働者総数は、龍山・永登浦・仁川・製紙工場の合計で養成工を含まない。
ヽ
い
う



第 6章 太平洋戦争下の鉄道車輌工業

第 1節 戦時経済統制の深化と鉄道車輌市場

1。 戦時経済統制の深化と生産の推移

1938年 度よリスター トした生産力拡充計画が4年計画であつたために、

41年度中から42-46年 度の 5カ 年を対象年度とした第 2次生産力拡充計

画の立案作業が進められた。表 6-1か らわかるように太平洋戦争開戦以前

に立案された計画値は開戦後の 42年 2月 案では蒸気機関車・電気機関車・客

車ともに大幅に下方修正され、貨車のみが当初案をほぼ踏襲していた。 「生産

拡充ノ進捗二伴ウ輸送量ノ増加二対応スル ト共二南方諸地域二対スル供給フモ

併セ考慮シ所要ノ増産フ行フモノトス 大陸二於ケル車輌二付テハ可及的速カ

ニ現地自給ノ方途フ講ズル為朝鮮、満州及北支二於ケル車輌工業ノ確立フ図ル

モノトス(1)」 というのが42年 2月 案での鉄道車輌工業に対する基本方針であ

った。しかし徹底的重点主義が採用された第 2次生産力拡充計画では石炭・船

舶の生産拡充が最優先され、鉄道車輌などの計画産業に関しては新規の設備拡

充を基本的に認めず、既存設備の枠内での生産増強が目指された
②。

企画院で立案された第二次生産力拡充計画案の内容は42年 1月 29日 に開

催された第 1回 日満支鉄道資材懇談会の場にも付議された。同懇談会は鉄道省

および朝鮮・台湾・樺太・満州・華北・華中の各鉄道並びに国内私鉄の代表者

が一堂に会して鉄道資材の需給状況を照合・調整し、合わせて技術情報の交換

を行うために設けられた機関であり、第 2回懇談会が 43年 4月 、第 3回懇談

会が44年 5月 に開催され、鉄道省需品局 (41年 1月 設置、42年 11月 に

資材局に改組)に事務局が置かれた。懇談会事務局には各鉄道の実務者が常駐

して困難な状況のなかで車輌新製計画の立案、諸資材の割当確保、輸出など一

切の業務を戦争終結時まで継続した
(D。

1942年 度に入つても第二次生産力拡充計画の立案作業は続き、 6月 には

先の 2月 案をさらに縮小した計画案が立案された (表 6-1参 照)。 しかし、

現実に生産増強を遂行するために第二次生産力拡充計画の正式決定
°)に先立っ
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て 42年 5月 8日 には年度計画である昭和 17年度生産拡充実施計画が閣議決

定される
“
)。表 6-1か らわかるように第二次生産力拡充計画 6月 案の日本 (含

む朝鮮・台湾)に関する初年度計画の数値は蒸気機関車を除いて実施計画の数

値がそのまま踏襲された。

第二次生産力拡充計画 2月 案をさらに縮小した昭和 17年度実施計画と同年

度の生産実績を比較すると、蒸気機関車・電気機関車・客電車・貨車の全車種、

また日本内地・朝鮮・台湾の全地域について実績が計画を下回つたが、そのな

かでは日本内地・朝鮮における貨車生産が相対的に好成績を収めた (表 6-

1)。

太平洋戦争期に入ると諸資源の制約に規定されて戦時生産の重点主義化がま

すます強化される。 42年 11月 には鉄鋼・アルミニウム・石炭・船舶・航空

機の緊急増産を目的として、企画院総裁を委員長とする臨時生産増強委員会が

活動を開始し、さらに43年 3月 公布の戦時行政職権特例によつて上の 5品 目

が改めて五大重点産業として指定される。こうしてガダルカナル島撤退以後に

なると戦時生産の重点主義化の対象がよりいつそう絞 り込まれることになるの

である
“
)。

五大重点産業への諸資源の集中化傾向が明確となるなかで、生産拡充計画産

業に指定されていたとはいえ鉄道車輌工業を取り巻く資材状況はますます厳 し

いものとなつた。しかし、一方で42年 10月 6日 の閣議決定「戦時陸運ノ非

常体制確立二関スル件」によつて石炭に代表される重要物資の海上輸送から陸

上輸送べの転換 (「陸運転移」)が実施され“
)、 さらに43年度に入ると中国・

満州の資源を鉄道によつて南朝鮮諸港に輸送し、機帆船を使つて日本内地に送

る「陸送転移」が大規模に実施されるようになると
)゙、 内外における鉄道車輌、

とくに蒸気機関車と貨車に対する需要は膨大なものとなつた。

こうした状況に規定されて 43年度の交通動員計画は「陸運転移の強化」と

それを保証する「車輌の建造」を二大方針に掲げた
)゙。 商工省・鉄道省・企画

院の 3者は鉄道車輌の計画増産について協議を行い、その結果を受けて 43年

7月 20日 の閣議は、(1)鉄道車輌工場を鉄道大臣の管理下に置くこと、(2)

「車輌製造二関シテハ 5重点産業並ノ取扱フ為ス」こと、 (3)「 車輌ノ戦時



規格ノ実施徹底フ期ス」ことを決定する
(1の。前章でみたように41年 12月

公布の重要機械製造事業法施行令によつて商工省専管となつた鉄道車輌工業は

ここで鉄道大臣の管理下に置かれることとなり、 9月 1日 より車輌工場に対す

る国家管理が実施された。

43年 1月 には鉄道大臣達第 1号によつて「戦時規格委員会規程」が制定さ

れるが、これは設計安全率・耐用年数などを犠牲にして車輌の緊急増産を図ろ

うというものであり、たとえばD51形 の戦時設計件数は 724件 にも上った。

その結果銅系材料の節約だけでなく一部の部品では鉄製を木製にすることまで

実施された
(11)。 こうした動きに呼応 して車輌統制会でも各車種別にそれぞれ

百数十にも及ぶ車輌規格を最小限度に統一し、それを統制会標準車輌とした上

で受注を整理し、生産の合理化を図る方策が専門委員会ベースで検討された
(12)。

さらに車輌統制会では独自に鉄道車輌工場労務充足班を組織して全国各地の職

業指導所に派遣し、労働者の確保に努めた
(1の。

1943年 秋には戦時工業動員に関して大きな動きが見られた。同年 11月

の軍需省の設置である。航空機増産官庁ともいうべき軍需省の設置と軍需会社

法の施行 (12月 17日 )に よつて戦時工業動員はさらに深化 した。これを受

けて 44年 1月 18日 には三菱重工業など150社 が軍需会社に指定されるが

(第 1次指定)、 そのなかには汽車製造、川崎車輌、日本車輌製造、日立製作

所、田中車輌、帝国車輌工業といつた主要・中堅の鉄道車輌企業がす
べて含ま

れていた (1つ。戦時統制は工場の統制から企業の統制へと進んだのである。

表 6-1に 示されているように昭和 18年度実施計画の日標値は客電車が大

幅に削減される一方で、車輌増産の要請を受けて蒸気機関車と貨車については

前年度計画を大きく上回つた。この計画目標は達成できなかつたものの、蒸気

機関車・貨車ともに換算輌数ベースでは43年度・ 44年度とも前年度を上回

る生産実績を記録 した (表 6-1)。 戦時期における鉄道車輌生産のピーク

は40年度であり、 41◆ 42年度と減少した後 43・ 44年度にふたたび拡

大に転じる(1め というのは他の生産拡充計画産業と比較 した場合の鉄道車輌の

大きな特徴であり、太平洋戦争後半期における鉄道車輌の重要性を物語つてい

た。



以上のような生産拡大を支える上で大きな意味を持つたのが鉄道省の委託調

弁制度であつた。 42年 3月 に勅令「鉄道大臣ハー般ノ委託二依 り陸運二関ス

ル機械器具等ノ製作、修理又ハ調達フ為スコトフ得」が公布 されるが
(1° 、こ

の委託調弁制度は従来の交付材料制度をさらに拡張したものであり、鉄道省は

車輌企業からの委託を受けてすべての製作車輌の所要鋼材を調達した。陸海軍

や造船工業との競合が激化する戦時期にあつて鉄道省を前面に立てて鋼材調達

を同省に委ねるこの制度は、民間鉄道車輌企業の資材調達面での困難を大きく

軽減するものであつた
(1つ。

2.鉄道車輌市場の動向

(1)海外市場

表 6-2に あるように換算輌数ベースでは日本国内で生産された鉄道車輌

のうち外地に振 り向けられる割合が急減するのは蒸気機関車・電気機関車・客

電車で44年度、貨車では43午度以降であつた。しかし、実輌数ベースで輸

移出の動向をより詳 しくみた表 6-3に よると、蒸気機関車の輸移出は 44

年度まである程度の水準を維持する。 1941-44年 度合計で蒸気機関車の

最大の相手先は朝鮮と華北であり、次に満州、華中、台湾が続いた。貨車の場

合は台湾、華中、樺太、華北、朝鮮の順であり、満州への移送はまつたくなか

つた。

表 6-1お よび表 6-4に 明らかなように台湾交通局鉄道部の局内工場お

よび台湾鉄工所における車輌生産があるとはいえその規模は小さく、台湾は必

要車輌のほとんどを日本からの供給に期待した。一方朝鮮では龍山工作・日本

車輌製造・弘中商工 3社 による貨車生産が相当の規模に達していたため (表

6-1お よび表 6-4)、 貨車の対日依存度は低下するものの、蒸気機関車

についてはそのほとんどを日本に依存した。太平洋戦争期においても朝鮮にお

ける蒸気機関車の最大の需要者は官設鉄道であり、41-44年 度に合計 27

0輌 (同 期間の日本から朝鮮への移出総数は 337輌 [表 6-3])を 日本

車輌製造・汽車製造・川崎車輌・ 日立製作所の 4社に発注 した
(1°。太平洋戦
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争期 (41-44年 )の蒸気機関車メーカー 4社の販売総数に占める移出市場

(台湾・朝鮮・樺太)向 けの割合は汽車製造で 21%、 川崎車輌で 17%、 日

本車輌製造で 22%、 日立製作所で 22%で あり、37-41年 期間と比較 し

て各社とも移出市場向けの割合を高めた (前掲表 5-7お よび表 6-5参 照)。

続いて満州市場であるが、42年 4月 -45年 7月 の満州での車輌増備は機

関車 322輌 、貨車 6203輌 に上った (表 6-6)。 一方在満州機関車メ

ーカニ 3工場 (満鉄大連鉄道工場・大連機械製作所・満州車輌)の 42-44

年度の総生産輌数は 342輌 であり (表 6-7)、 これだけを比較すると満

州は機関車について現地自給を実現したことになる。 しかし現実には42-4

4年度に満州に向けて 155輌 の蒸気機関車が日本から移送されており (前掲

表 6-3)、 これ らの日本製蒸気機関車は満州から華北・華中に転用された

機関車を補填したものと思われる。

満州における貨車生産については現在のところ41043午 度分しか判明し

ないが、 43年度のみで 4685輌 に達した (表 6-8)。 日本からの貨車

移送がまつたくなかつたことを考慮すると満州は貨車に関して完全な現地自給

を達成し、さらに生産能力の一部を華北向けに供したと推測される。

華北交通会社の42-44年 度合計の車輌増備は機関車 191輌 、客車 25

7車輌、貨車 2617輌 に達した (1°。一方前章でみたように40年 6月 に設

立された華北車輌の敗戦時までの新造実績は機関車 11輌、客車 90輌、貨車

1646輌 であつたから、その差は日本内地および満州からの供給によつて埋

められねばならなかつた。 42-44年 度には 175輌 の機関車が日本内地か

ら華北に移送されており (前掲表 6-3)、 華北市場における機関車供給に

関しては日本内地からの移送が満州からの転用を上回つたものと思われる。貨

車については日本からの移送は少なく (前掲表 6-3)、 在満州メーカーが

大きな役割を担つた。

1939年 4月 に設立された華中鉄道の車輌増備の実態は不明な点が多いが、

41年度増備の機関車 36輌 中 27輌、客車 55輌中35輌、貨車 523輌 中

4'63輌か日本国内製であつだの。前掲表6-3にあるように日本内地から

華中への蒸気機関車 0貨車移送はその後も継続され、それが急減するのは44



年度に入つてからのことであつた。

以上めように地域別の特徴を示しながらも外地の各鉄道が必要とする車輌増

備に対して日本国内からの供給は決定的重要性を有した。しかし内地における

懸命の増産努力にもかかわらず戦局の悪化とともに日本からの車輌移送は困難

の度を深めた。 43年当初には満州新京において関東軍を中心に現地各軍関係

者および満鉄 0華北 0華中の各鉄道首脳部をメンバーとする大陸鉄道輸送協議

会が設立され、大陸諸鉄道の輸送計画の策定、所要車輌の調達・相互融通に当

たった 1゙)。

44年 6月 に同協議会に出席 した軍需省軍需官に対して満鉄側から「『今年

度車輌の増備計画として、機関車 686両 の新造を予定し、うち 225両 を現

地発注、461両 を対日期待としたわけですが、それが現在の見込みでは、現

地発注分は 211両 と殆んど予定量に近いところまでいつているのに反 し、対

日期待は実に 142両 と、予定に対し三割という実に情けない有様なんです。

日実はやれ軍需品が割込んで工期が遅れたの、やれ副資材が不足だの、下請部

品会社の能率が上らぬの等々でしようが、もう少し内地の車両会社はお得意さ

んの国鉄に媚びることなく、大陸鉄道の重要性を考えて、真面目に受注品の納

期を守つてくれにゃ困る。そのあたり、軍需省が強い指導をして貰いたい』
°2)」

との強い要望が出された。表 6-7を 見るかぎり機関車 211輌 の新造は不

可能であつたと思われるが、以後こうした車輌配分・調達を巡る外・内地間お

よび各鉄道間の緊迫した交渉が繰り返されることになるのである。

(2)国内市場

以上のような海外からの強い要望にもかかわらず前掲表 6-2に あるよう

に鉄道車輌戦時増産の主軸である蒸気機関車と貨車に関しては、車輌増備に占

める鉄道省の比重が連年上昇した。太平洋戦争期には戦時陸運非常体制の一環

として鉄道国有化以来の大規模な私鉄買収が実施されたために
°め地方鉄道・

軌道の貨物輸送量は停滞・減少するものの、地方鉄道の旅客輸送量は増加を続

け、国鉄の輸送量も旅客では44年度、貨物では43年度まで増大の一途を辿

った (表 6-9参 照)。
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こうした輸送需要の急増に対応 して鉄道省では表 6-10に あるような車

輌増備を行つた。 42年度には戦時工業動員の重点主義化の影響を受けて増備

輌数が減少するものの、 43・ 44年度にはふたたび大量の蒸気機関車・貨車

が増備された。また太平洋戦争後半期になると客電車生産は大きく削減される

が、そのなかで私鉄に対しては旅客輸送量の増加に対応 して鉄道省向けを上回

る客電車が配当された (前掲表 6-2参 照)。

第 2節  戦時下の鉄道車輌企業

1.国内企業の動向

1942年 度の生産実績をメーカー別にみると蒸気機関車では川崎車輌・汽

車製造・ 日立製作所・ 日本車輌製造の順であり日中戦争期と大きな変化がなか

ったが、客電車では由中車輌が日本車輌製造に次ぐ地位を占め、貨車生産にお

いても中堅企業 3社 (新潟鉄工所・帝国車輌工業 0田 中車輌)の健闘が目立っ

た (前掲表 6-4参 照)。 以下では戦時下における主要・中堅各社の動向を

検討してみよう。

(1)主要企業

1942-44年 度合計の汽車製造製蒸気機関車の納入輌数は鉄道省、移出、

華北・華中、満州の順であり (前掲表 6-5)、 貨車では鉄道省向けが圧倒

的割合を占め (2581輌 、全体の 91%)、 次に華中鉄道 (82輌 )、 樺太

(60輌 )、 台湾 (58輌 )が続いた 4゙)。 こぅした車輌生産に支えられて同

社は太平洋戦争期にも一貫してある程度の収益を確保 した (表 6-11)。

戦争最末期の 45年 2月 に同社は資本金 2000万 円を4000万 円とする倍

額増資を決定し翌月には 1000万 円の株金が払い込まれるが、これは全額、

43午 6月 から一部操業を開始した岡山工場の建設資金などとして導入された

借入金の返済に充当された
め゙。また汽車製造は42年 8月 に大阪工場用鋳鋼

確保のための一手段として阪神電気鋳鋼所の株式を取得して社長・取締役・監

査役を派遣し (44年 1月 に同社を合併)、 44年 6月 にも同様の目的で津田
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鋳物製作所を買収した
の゙。

資材確保のための努力にもかかわらず戦時下の汽車製造はさまざまな経営困

難に直面した。五大重点産業への諸資源の集中が進むなかで同社の車輌生産は

41・ 42年度に対前年度減を続け (前掲表 5-5お よび表 6-4参 照)、 4

3年 7月 の閣議決定によつて鉄道車輌工業が五大重点産業並の取扱いを約束さ

れるまでに同社大阪工場の労働者の約 203割が重点産業方面に転出した
7゙)。

こうした事態に追い打ちをかけたのが労働者の長期欠勤の続出 (他工場での臨

時稼ぎ・ 「アンコ」問題)で あつた。他工場への移動・長期欠勤の続出は他の

鉄道車輌企業でも広範にみられ、そうした状況を生み出す鉄道車輌企業におけ

る労務管理のあり方・ 「遅れ」が新聞報道においても厳 しく批判 された
め゙。

従うて43年 9月 に鉄道大臣の管理下に移行した汽車製造にとつて、緊急増産

のための喫緊の課題が労働者の確保であつた。

さらに下請=協力工場の離散も大きな問題であつた。43年 10月 時点で「協

力工場協議会を結成、所謂企業集団の実現を見てゐるが他の工業
へ転出する

工業が可なり多く、この打開策について協議会に於いて研究審議を重ねその

円滑化を図つてはゐるが親子関係が円満に持続されない場合がある
°
"」
と評

された汽車製造大阪工場であつたが、その後もこの問題は解決されず、同工場

の下請工場数は43年 5月 末の 89工場 (大阪府内所在)か ら45年 1月 末に

は43工場 (大阪府内所在)にまで減少する°の。

太平洋戦争期には資材・労務・下請問題の外に兵器生産の困難が加わる。 4

2年に大阪支店は陸軍運輸部より上陸用舟艇製作の内命を受け、また鉄舟・航

空機部品 0人間魚雷の一部などの製作にも当たつた
(31)。 同年末には岡山工場

に対しても鉄舟製作工場建設の要請があり、さらに東京工場に対しては海軍か

ら鉄舟・造船引受の内示があつた。造船に関しては 12月 29日 に海軍艦政本

部長から出頭を命じられ、石川島造船所を指導者として宮地鉄工所・松尾橋梁
・

横河橋梁とともに上陸用舟艇の急速建造に当たることを申し渡された
2゙)。

表 6-12に 示されているように太平洋戦争後半期に入ると汽車製造は徴用

工・動員学徒・女子挺身隊などの労働力にも依存しつつ、各製作所各工場別の

錯綜した国家管理の下での車輌・軍需生産に邁進したのである。



川崎車輌の車輌生産も40年度をピークに41042年 度と減退し、 43年

度にならて上昇に転じ44年度もその勢いをほぼ持続 した (前掲表 5-14

および表 6-11参 照)。 42年度実績において日本最大の蒸気機関車メー

カーであつた同社 (前掲表 6二 4)の蒸気機関車の42-44年 度合計納入輌

数順位は鉄道省、移出、満州ならびに華北・華中の順であり、汽車製造と違っ

て軍官需もある程度の割合を占めた (表 6-5)。

同社の場合、下請工場の組織化に関して、「折角対手にして発注した部分品

が、期限が来ても却々出来て来ない、催促してみると、他の仕事をやつてゐた

などの例は少くない、かうした生産上の離齢を防ぐためにはどうしても協力工

場を対手にしない、つまり協力工場を設けない主義で行く
べきであると思つて

いる、結局一切が自分の工場を造るとが必要となつて来るのである
ω 」 (4

3年 10月 の下田文吾専務取締役の発言)と の態度を表明していたが、現実に

は 42年 8月 1日 現在で同社は 74の 下請工場を有していた °゙。鉄道車輌の

増産が呼号されるこの時期において同社の下請管理はきわめて困難な状況に直

面していたのである。

時期が遡るが 38年時点の日本車輌製造の下請状況についても、「N社二於

テモ若干ノ下請工場フ有スルモ大体同社ハ自社生産主義フ採 り当市ニハ専属的

下請フ有セズ当市ノ中小業者亦単価低廉ナル同社ノ下請フナスフ喜バズ同社ハ

寧口当市近郊ノ諸都市ノ中小工場二若干ノ専属下請工場フ有スルノミ
(35)」 と

評された。表 6-13に 表掲されている鉄道車輌工業の下請工場 112工 場

中 106工 場が大阪・兵庫、 5工場が愛知に所在していること
°゙から判断 し

て同表の鉄道車輌は 1934年 時点における川崎車輌 `汽車製造大阪本店工

場 0日 本車輌製造の下請状況を反映するものと思われるが、同年度の機械工業

生産額順位では造船・自動車・電気機械に次ぐ位置にいた鉄道車輌工業の下請

依存度は工作機械工業や紡織機工業と比較すると造船業と並んで相対的に低く、

両基軸産業の戦前における内部充足的性格を物語つていた。このように戦前以

来鉄道省・満鉄などからの安定的需要に支えられて発展を続けた鉄道車輌主要

各社の内製比率は高く、それが戦時増産を支える下請拡大・下請管理の整備に

際して大きな問題を生じさせていたのである
(3つ。
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次に日本車輌製造であるが、同社は太平洋戦争期にも汽車製造・川崎車輌を

大きく上回る収益を上げ、高い収益率を維持した (表 6-11)。 同社も砲

弾・上陸用舟艇・ロケット弾などの兵器生産を行つたが
(3め 、総売上高に占め

る鉄道車輌の割合は一貫して 8割台を維持 した (表 6-11)。 仁川支店工

場の鋳鍛工場などの拡張を除くと、日本車輌製造では41年以降工場の拡張は

行われず、既存設備の枠内での増産に取り組んだ。

表 6-14に あるように42年度 (41年 12月 -42年 11月 )における

同社の鉄道車輌販売高の内訳は商社向け46%、 鉄道省 31%、 直接輸移出 1

3%、 国内民間 6%、 国内軍官需 5%であり、収益性の面ではこの時期におい

ても鉄道省向けが相対的に高い位置にあつた。商社向け販売はす
べて三井物産

が仲介したものであり、その内訳をみると台湾・朝鮮・満州・華北
0華中、さ

らにタイ国向けと広範囲に及んでいた (表 6-14)。 しかし、タイ国向け

機関車 5輌の輸出 (3の を除くと物産仲介の車輌販売の収益性は低く、売上高で

は商社向けを大きく下回つた鉄道省向け販売の工場利益額が商社向け
の約 1.

6倍に達した。

45年上期 (44年 12月 ‐ 45年 5月 )になると朝鮮総督府交通局向け蒸

気機関車 5輌
“
のを除いて輸移出は完全に途絶し、運輸通信省 (43年 11月

に鉄道省と逓信省を廃止して運輸通信省設置、45年 5月 に同省が改組されて

運輸省となる)向 けがほとんどを占めるにいたる。一方貨車生産が主体の朝鮮

仁川支店工場の状況をみると表 6-15の 通りであつた。三井物産仲介の朝

鮮鉄道向け貨車・郵便車生産の不採算に規定されて 42年度には利益をほとん

ど計上することができなかつたが、 45年度上期には官設鉄道向け石炭車 10

0輌の販売が大きな利益を生んだ。

前掲表 6-11に あるように日立製作所笠戸工場の車輌新製高は金額ベー

スでは太平洋戦争中も一定の水準を維持するものの、現実の車輌生産量 (D5

1換算)の ピークは40年下期・ 41年上期であり、以後 3・ 4割減の水準で

推移した後 44年下期にピーク時の 8割弱に戻し、 45年度に入つて急落する

°1)。 同社の蒸気機関車納入も他の主要メーカー同様鉄道省向けを主軸にし
つ

つも移出市場・満州・華北・華中とわが国の帝国的経済圏全域に及んだ (前掲
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表 6-5参 照)。 表 6-16に あるように客車納入は 43年の鉄道省向けを

最後に途絶し、貨車生産においては鉄道省向け以外では国内民間の比重が高く、

華中鉄道に対する納入も戦争末期まで続けられた。

43年下期からは軍の指示による特殊潜航輸送挺・運貨船など兵器・造船関

係の業務が加わつた。兵器生産が開始されると兵器関係資材が全工場資材
の 7

0%以上を占めるようになるが、軍需資材といえどもいわゆる空切符の問題に

悩まねばならなかつた
゛
"。
こうした状況めなかで笠戸工場の従業者数は急増

し (前掲表 6-11)、 44年 6月 末時点での従業者構成をみた前掲表 6-

12に よると動員学徒・女子挺身隊も相当の割合に達 した。また同工場では

労務者 5946人 中 514人 が女子であり(4め、他の車輌工場と比較 して女子

労働者の割合が相対的に高かつたが、これは男子労働力の調達が難 し
い同工場

の立地状況に規定されたものであり、笠戸工場では43年 10月 時点でもすで

に一部の女子工員が小物旋盤・鋳物・溶接などの作業に従事していた
144D。

41年 5月 には研究活動を行 う職制として検査部内にはじめて研究グループ

が発足し、42年 10月 には研究方、 45年 1月 には研究課に昇格 した。発足

当初の人員は研究者 2名 ・研究補助者 2名 であつたが、その後次第に強化され

43年下期には研究者 7名・研究補助者 8名 体制となつた“
°。

(2)中堅企業

日中戦争期には大陸向け販売を営業の主軸としていた田中車輌の販売先構成

は、表 6-17に あるように太平洋戦争期になると大きく変化する。輸移出は

連年減少し、42年度から登場する陸海軍向けの兵器・軍需生産額が4304

4年度には鉄道省向けを上回つた。総売上高に占める鉄道車輌の割合は大きく

低下し、43・ 44年度には 51052%と なる。客電車と貨車の販売額害1合

が43年度に逆転し、 44・ 45年度の同社は貨車・兵器生産主体の企業とな

った (表 6-17)。

軍需生産の拡大に対応して田中車輌では43年 2月 に千歳造船工場 (大阪市

大正区)を新設し、同工場では特殊油槽船・魚雷挺・特型運貨船などが製造さ

れた。同社では44年 7月 に倍額増資して資本金を 1000万 円とするが、増



資払込株金 500万 円の大半は借入金返済に当てられた“
め。以上のような業

容の大きな変化にもかかわらず戦時期の同社の収益状況はきわめて安定して
い

た (前掲表 6-11参 照)。

1940年 に鳳工場を新設 して生産能力の増強を実現した帝国車輌工業の戦

時下の営業成績も安定していた (前掲表 6-11)。 同社は 41年 に資本金

を600万 円から900万 円に、さらに翌年には 1200万 円に増資し、戦時

期を通して払込み株金の徴収が続いた (前掲表 6-11)。 41年の増資に

よつて借入金の一部が返済されるものの、その後はまた借入金の累増が続き、

44年下期になると借入金に代わつて仮受金の急増がみられた“
7)。

田中車輌や帝国車輌工業と比較するとやや生産規模が小さかつたものの (前

掲表 6-4参 照)、 表 6-18に 示されているように新潟鉄工所においても

車輌生産が継続された。戦時下においてもある程度の生産規模を維持したが、

総売上高に占める鉄道車輌の割合は漸次低下し、43年下期以降になると5%

前後にまで縮小した
(40。

2.在外企業の動向

前掲表 6-4に 示されているように 42年度の朝鮮における最大規模の鉄

道車輌企業は龍山工作であり、貨車生産の規模は内地企業と比較 しても汽車製

造に次ぐものであつた。太平洋戦争期の朝鮮は貨車については基本的に現地自

給を達成するが (前掲表 6-3参 照)、 それは龍山工化と日本車輌製造仁川

支店工場および弘中商工からの供給によつて可能となつたのである。表 6-

19に あるように戦時下の龍山工作は安定した業績を維持 し“"、 鉄道車輌
生

産を担当する永登浦工場の労働者数 (除く養成工)は 1000人 以上に上った。

続いて在満州企業の代表的存在である大連機械製作所についてみると、資本

金規模の拡大が著しく44年の倍額増資によつて資本金 6000万 円 (払込資

本金 3750万 円)の企業となるが、これは内地の汽車製造や川崎車輌を上回

る規模であり (前掲表 6-11)、 同社を束洋一の大鉄道車輌企業に成長 さ

せるという高田友吉社長 (45午 2月 23日 逝去)の遠大な構想に基づくもの

であった。この増資を機に延面積約 10万坪の新工場において機関車月産 20



輌を目標とすることが計画されたが、工場鉄骨の組立を終了し天丼張りがほぼ

完了した時点で敗戦を迎える結果となつた
(5の。

同社の機関車生産能力は月産 5輌 と称されたが
(51)、 「資材ノ逼迫工員ノ移

動ハ前期以上ニシテ且ツ又六月中旬以降発生シタル電力制限ハ本期中終始工場

作業二多大ノ影響フ及ホシ
(5"」 (42年下期)、 「副材料及職工食糧ノ配給

ノ不円滑 (5め 」 (43年 上期)が続くなかでの能力の完全発揮は困難であつた

(前掲表 6-7)。

以上のような状況にもかかわらず同社は機関車だけでなく客車・貨車生産に

も邁進した (前掲表 6-8)。 あらゆる面での隆路が顕在化するなかでとく

に労働力不足が最大の問題となり、学徒動員だけでなく柳井義男関東州庁長官

の発案で特別勤労奉仕隊 (特勤隊)と 称して関東州在住中国人労働者が強制的

に各職場に動員された。終戦時の大連機械製作所の従業者数は日本人約 170

0人、中国人約 7000人 に及んだ(50。

満州車輌は一貫して低収益を余儀なくされた (前掲表 6-11)。 機関車・

客車 0貨車ともに大連機械製作所に次ぐ生産実績を上げたものの (前掲表 6-

8参照)、 「材料ノ入手不円滑、工員ノ移動頻繁」といつた事態の解決策 と

して「資材二付テハ順次日本内地産ヨリ満州国内産二移行シ労務二付テハ養成

エノ増加、中支ヨリノ募集計画フ樹テタ」にもかかわらず、
「猶未夕充分其目

的フ達スルニ至ラス
(50」 (42年下期)と いつた状況が続 くなかで増産 目標

を達成することは不可能であつた。

予定通りの増産を達成できない満州車輌に対して苛立つ関東軍の意向を受け

た満州国政府は、43年秋同社に対して以下の内容の強い要請を行つた。 (1)

現在の機関車月産 3輌を早急に 6輌 に増加 し、 4・ 5年後には少なくとも 10

輌程度の生産を確保できるよう検討を進めること、 (2)も し満州車輌のみに

てその目標を実現しえないとするならば内地車輌会社のなかの適当な会社が全

責任を負つて実行すること、 (3)それも不可能な場合には 2000万 円を増

資して満鉄がこれを引受け経営に参画する
(50。

満州国政府のこの提案・要請に対して、満州車輌に共同投資している内地鉄

道車輌企業の多くは「満州の事業と絶縁することは好まないが此際寧ろ各社
の



持株全部を満鉄に売却してはとの意見
(5つ」でぁった。しかし満鉄は内地企業

の持株賞収を了承せず、代わつて満州車輌の満鉄への経営委託、現重役の総辞

職を要求した
1581。 その結果、44年 2月 より船田要之助社長“

のに代わつて宇

佐見喬爾 (満鉄理事参与)が第 3代社長に就任し、新経営陣の下で 1000万

円の増資が決定され、満鉄が全額引き受けることになつた“
の。満鉄からのこ

の導入資金 1000万 円は奉天工場の整備と大連工場の貨車製造の拡張に充当

された(61)。

前掲表 6-11に あるような一定の利益計上とは裏腹に、青島・山海関・張

貴荘工場の 3工場体制を敷いた華北車輌の経営も困難の連続であつた。同社の

主力工場は青島工場であり、42年度の資金計画においても事業費 700万 円

のうち595万 円が同工場の整備拡充に充当される予定であつた“
2)。 しかし

その後も「生産資材ノ入手二関シテハ華北交通株式会社ノ絶大ナル援助アリタ

ルニモ不拘予期ノ如ク入庫セズ
0」 (43年上期)、 「生産資材 (中略)予

期ノ如ク入庫セズ加之諸物価ノ昂騰二依り作業多難裡二推移“
°」 (43年下

期)と いつた事態はまつたく好転せず、44年下期 (44年 10月 -45年 3

月期)に は 198万 円の当期利益金を計上するものの (前掲表 6-11)、

これは「所要資材ノ入手ハ頗ル不如意ニシテ為二新造車輌ハ所期ノ輌数フ出場

セシメ得ス洵二遺憾ナリシモ車輌補修及車輌以外ノ製品二対シテハ此ノ種ノ

(罰 )肘
比較的砂ω 」かつたためであつた。

最後に戦争終結後の華北車輌の状況についてみておきたい“
の。 8月 15日

当日、社長より「管下工場二対シテハ平常通り作業フ継続シ完全ナル状態
二於

テ引継フ行フ様指令」が出された9それ以降の 3工場の状況は以下のようであ

った。

[山海関工場 ]

八月二十一日午後四時迄平常通 り作業フ継続セルモ同日夕亥1ソ 連軍及中

共軍ノ侵入ニヨリ作業継続不能 トナレリ (残留日本人男子従業員
ハ全員監

禁セラレ女子社員及家族ハ鉄道側ノ手配二依 り辛フシテ秦皇島
ヨリ天津ニ

避難セリ (後略 )
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[張貴荘工場 ]

終戦後附近 ノ治安著シク不良 トナ リタルモ作業 フ継続 中ノ処十月二 日工

場二駐屯 ノ日軍ガ移動 卜同時二 日人社宅ハ附近暴民二依 り掠奪セ ラ レ又工

場従事員モ全 ク 日人 ノ指揮二従ハザルニ至 リタル フ以テ作業 フ中止 シ 日人

従事員ハ天津市内二避難セ リ

[青島工場 ]

終戦後一部 ノ中国工員 ガ 日人従事員 ノ数名 二対シ 日頃抱懐セル反感 フ爆

発 シ彼等二暴行 フ加へ又ハ物品金銭等 フ強要スルモ ノ出テタルモ甚 シキニ

至ラズ終了セ リ。作業ハ車輌補修 ヲ主 トシテ継続 シ十月 ヨリ操業 ヲ多少短

縮スル ノ止ムナキニ至 リタルガ接収迄大体二於テ平穏裏二推移セ リ

とりわけ困難な状況に遭遇したのは山海関工場関係者であつた。 8月 31日

には華北交通会社が引揚列車を準備 したものの日本軍がその一部を使用 したた

め、「残リノー列車ノミ婦人家族ノ引揚二当ラレタル状況ニシテ婦人家族ノ引

揚モ乗車出発迄ニハ僅カニ両三時間ノ余裕アルニ過ギザリシ為全ク着ノミ着ノ

儘二退避スル」といつた慌ただしさであつた。一方引揚げを差し止められた工

場長以下 54名 の男子従業員は9月 中に満州の絵中に移され、 50歳以上の者

および病弱者の 6名 は奉天にて釈放されたものの (こ のうち工場長ほか 3名 は

病死)、 残 りの 48名 は各方面を引き回された後吟爾賓をへて北満方面に移送

され、その後消息が途絶えた。

3工場の接収は済南鉄路局および天津鉄路局の手によつて 45年 10・ 11

月に実施された。わが国の鉄道車輌工業の大陸進出の最先端部に位置した華北

車輌はここに 5年余の短い歴史を閉じることになつたのである。なお上記の 4

8名 を除く華北車輌関係者の引揚げが基本的に完了するのは46年のことであ

り、その間猛烈なインフレーションが続きしかも円元パーの連銀券が中国法幣

に対し五分の一に切り下げられるなかで「勤労、小資本二依ル行商、ボロ買等

フ行ヒ自活ノ道フ講シタル」元従業員も少なくなかつた。

292



第 6章  (注 )

(1)企画院第二部「第二次生産力拡充計画要綱 (案 )」 昭和 17年 2月 20日

(原朗・山崎志郎編『昭和十七年度生産拡充計画・第二次生産力拡充計画
立案

資料』所収、生産力拡充計画資料、第 7巻、現代史料出版、 1996年 )26
頁。
。)同 上、 1-2頁 参照。後にみる昭和 17年度生産拡充実施計画の策定方針
においても鉄道車輌は「車輌製造用資材二付テモ所要ノ削減フ行ヒ尚設備ノ拡

充ハ修理工場ノー部フ除キ之フ中止ス」とされた (「昭和十七年度生産拡充計

画策定二関スル件」昭和 17年 5月 8日 閣議決定、同上資料所収、 3頁 )。
13p 以上、日本国有鉄道編『 日本陸運十年史』第 3分冊 (ク レス出版復刻版、

1990年 )1951年 、 512、 518-519頁 、および日本国有鉄道編

『 日本国有鉄道百年史』第 10巻、 1973年 、 592頁 による。
に)現在のところ第二次生産力拡充計画に関する正式の決定計画 (閣議決定計
画)は確認できていない。
C51 1941年 度より従来の「生産力」拡充実施計画は「生産」拡充実施計画
に変更され、さらに42年末からは正式に「生産増強」なる用語が使用される
にいたる。こうした政策用語の変遷の背後には、新規設備の拡充をテ

コに長期

目標の実現を目指す 「生産力拡充」計画が実現困難になつた時に既存設備の枠

内で短期的な生産拡大を図る「生産拡充」計画が登場し、さらにそれも難 しく

なつてからは減産を阻止しつつ現状の生産を確保 し、出来れば生産量の増加を

試みる「生産増強」概念が浮上するといつた戦時生産の厳 しい現実があつた (原

朗 「太平洋戦争期の生産増強政策」近代日本研究会編『戦時経済』年報・近代

日本研究 9、 山川出版社、 1987年 、 231-232頁 参照)。

“
)原 、同上論文参照。
171 前掲『 日本陸運十年史』 44頁、および前掲『 日本国有鉄道百年史』第 1
0巻、 74頁。たとえば九州炭・北海道炭の鉄道輸送量は41午度と比較して
44年度には 15倍に達した (同上、第 10巻、 74-75頁 )。
。)中村隆英 「戦争経済とその崩壊」 (『岩波講座日本歴史 21』 近代 8、 1
977年 )131頁 。
191 朝日新聞社編『朝日経済年史』昭和 19年版、1944年 、141頁。
(10 前掲『 日本国有鉄道百年史』第 10巻、76-77頁 。
(11)石井幸孝『蒸気機関車』 (中公新書、1971年 )158-160頁 参

同上、 162-163頁 、および『 日本産業経済新聞』昭和 18年 9月
日付 (神戸大学経済経営研究所所蔵)参照。
同上『 日本産業経済新聞』。

『朝日新聞』昭和 19年 1月 17日 夕干J参照。
東洋経済新報社編『昭和産業史』第 1巻、 1950年 、305頁参照。
前掲『 日本国有鉄道百年史』第 10巻、619頁。
東洋経済新報社編、前掲書、318頁参照。もちろん、この制度によつ

照
。
ｏ

ｌ６
０
０
０
ｍ
ｍ
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て鉄道車輌企業の資材調達面での問題がすべて解決した訳では決 してない。た

とえば日本車輌製造では44年 5月 に大阪駐在員事務所を開設するが、その主
目的は営業活動ではなく大阪の機械間屋・関連資材の確保であつた (日 本車輌

製造株式会社編『 日本車輌 80年のあゆみ―驀進一』 1977年 、 155-1
56頁 )。
(1め 財団法人鮮交会編『朝鮮交通史』 1986年 、435頁 。
(1の 高橋泰隆『 日本植民地鉄道史論―台湾、朝鮮、満州、華北、華中鉄道の
経営史的研究一』日本経済評論社、 1995年 、 503頁 。
。の 同上、 537頁 。
°1)田 中申一『 日本戦争経済秘史一十五年戦争下における物資動員計画の概

要一』コンピュータ・エージ社、 1975年 、 507頁 参照。
②  同上、 514頁 。
123b 1943044年 度の私鉄買収は 22鉄道 (営業キロ数 1054km)
に及んだ (前掲『 日本国有鉄道百年史』第 10巻、 73頁 )。
1241 汽車製造東京製作所調査研究室 「貨車受註一覧表」 1957年 8月 (川
崎重工業株式会社所蔵)。
°め 石河茂編『編年社史略』作成午不詳 (川崎重工業株式会社所蔵)、 97、
102頁 、および汽車製造株式会社『 KSK年 表』No。 2、 作成年不詳 (川
崎重工業株式会社所蔵)、 174頁 。
°① 同上『 KSK年 表』 No。 2、 165、 172頁 。
。つ 『 日本産業経済新聞』昭和 18年 10月 20日 付参照。
C281 同上紙、昭和 18年 10月 20日 、 10月 21日 、 10月 22日 、 10
月 23日 、 10月 26日 付の「驀進する車輌工業」①一⑤、参照。
。" 注 (27)に 同じ。

“
の 植田浩史「戦時期大阪における下請制の展開 (1)一『協力工場名簿』
分析を中心に―」 (大阪市立大学『季刊経済研究』第 15巻第 1号、 1992
午)18頁 。ただし45年の下請工場が収録されている原資料 (近畿第二種工
業部門企業整備協議会・大阪府第二種工業部門企業整備協議会『発註工場別協

力工場名簿 (其 ノー)』 1945年 1月 31日 現在)はすべての下請工場を捕
捉しておらず、下請工場数は実際より過少となつている (同上論文、 9-13
頁参照)。
。1)石河茂編、前掲書、 96頁参照。
・ " 汽車製造株式会社編『 KSK年 表注 1』 作成午不詳 (川崎重工業株式会
社所蔵)、 1215-1216頁 。
1331『 日本産業経済新聞』昭和 18年 10月 21日 付。
。。 植田、前掲論文、 16頁。
1351 名古屋商工会議所小川正太郎調査『名古屋市下請工業状況』 1938年
5月 。
00 商工大臣官房統計課編『機械器具工業外註状況調』 1936年 、54-
62頁参照。
1371 日中戦争期に下請管理の成功例としてしばしば取り上げられた名古屋の
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４

“

大隈鉄工所の下請状況とその後の変遷については、沢井実「戦前・戦中期日本

における工作機械企業の技術と経営一唐津・大隈鉄工所を中心に―」 (竹岡敬

温・高橋秀行・中岡哲郎編『新技術の導入一近代機械工業の発展一』同文舘、

1993年 )110-118頁 参照。
1381 同社も生産担当した特攻用舟艇 「震洋」 (44年 7月 から量産開始)の
開発・生産状況については、前問孝則『戦艦大和誕生』下巻、講談社、 199
7午、317-332頁 参照。
C391 日本車輌製造株式会社『決算諸表』第 86期。
にの 日本車輌製造株式会社『決算諸表』第 91期。

“
1)「生産高」 (笠戸工場総務部庶務課『笠戸工場経理関係資料』所収、 1

951年 )。  ′
1421 笠戸工場総務部庶務課『笠戸工場資材関係資料』 1951年 、 7-8頁
参照。
C431 産業機械統制会『会員業態要覧』昭和 19年版、1944年 、 199頁 。
0 
『 日本産業経済新聞』昭和 18年 10月 22日 付。

“
め 笠戸工場日立製作所史調査委員会『笠戸工場研究関係資料』1950午 、
7頁。
近畿車輌株式会社編『 50年の歩み』ダイ

73頁 。
11頁 。 なお 1945年 8月 15日 当 日の

295

ヤモンド社、 1971年 、 3
第 5期 (昭和 18年度)・ 第 60頁、および田中車輌株式会社『営業報告書』

期 (昭不口19年度)参照。
1471 以上、帝国車輌工業株式会社『決算報告書』各期による。

“
め 表 6-18、 および新潟鉄工所社史編纂委員会編『新潟鉄工所七十年史』
1968年 、巻末資料 15頁より算出。
1491 ただし同社の借入金残高は増大を続け、44年 11月 末には払込資本金
の倍額近い 1048万 円に達した (龍山工作株式会社『営業報告書』各期参照)。

“
① 以上、相田秀方『大機物語』大徳商事株式会社、 1957年 、 136-
137頁による。
“
1)市原善積ほか編『南満州鉄道一鉄道の発展と機関車一』誠文堂新光社、
1972年 、 510頁 。
C521 株式会社大連機械製作所『第 36回営業報告書』 2頁。
① 株式会社大連機械製作所『第 37回営業報告書』 3頁。
1541 以上、相田、前掲書、 138、 274頁 による。
1551 満州車輌株式会社『第 9回営業報告書』 2頁。

“
め 前掲『 KSK午 表注 1』 1271頁 。

“
つ 昭和 18年 10月 14日 汽車製造重役会議事録 (同上、 1272頁 )。
ω 昭和 18年 12月 21日 汽車製造重役会議事録 (同上、 1272頁 )。
G" 初代社長秋山正八 (日 本車輌製造取締役副社長)の車輌統制会理事長就

任にともなつて船田要之助 (汽車製造取締役会長)が 42年 4月 に第 2代社長
に就任した。

“
の 前掲『 KSK年 表注 1』 1

“
1)市原善積ほか編、前掲書、

２

５



満州車輌の状況については、宇佐見喬爾『ああ満鉄』講談社、 1983年 、 1
5-19頁 参照。
1621 華北車輌株式会社 「昭和十七年度資金計画書」 (日 本車輌製造株式会社

『 自昭和十五年二月華北鉄道車輌 (仮称)関係綴』所収、同社所蔵)。
1631 華北車輌株式会社『第 7期決算報告書』 3頁。

“
° 華北車輌株式会社『第 8期決算報告書』 3頁。
1651 華北車輌株式会社『第 10期決算報告書』 3頁。

“
め 以下の記述・引用はすべて華北車輌株式会社前取締役社長山田彦一「終
戦前後ヨリ接収完了迄ノ事務報告書」昭和 21年 9月 27日 (前掲『 自昭和十
五年二月華北鉄道車輌 (仮称)関係綴』所収)に よる。
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表6-1鉄 道車輌生産計画および生産実績

年度 蒸気機関車(D5
② ⑤

日 日 満 支 計 日 満 支 計 日 本 内 ■l ER鮮 台 湾 計 日本 肉 地 ER鮮 台 湾 計

1941

42
43

44
45
46

２０

２０

６０

∞

１０

82乏

994

1,11(

1,22ε

133(

５

０

０

０

０

６７

６８

９４

‐６

４８

６４

９０

∞

”

ａ

■

％

α

優

６

４

５

菫1(EF10

４‐
４２
４３
４４
４５
“

５０

４０

３。

４０

４。

５。

４。

３。

４０

ｍ

４

４

３

４

４

４

４

３Ｃ

４Ｃ

Ｉ

客 重 (スハ )

４‐

４２

４３

４４

４５

４６

1,727

1,727

1,727

1,727

1.727

ＯＣ

６Ｃ

４Ｃ

ｉＣ

γ

960

1,115

1,230

1,340

1.470

835
985
1,105

1,240

1390

０

６

７

1,448

600

200

1,388

471

148

1

1,486

491

152

買 | トム )

1941

42
43

44
45

46

12,911

13,253

12,948

14,740

16.293

12,200

13,000

14,200

15,400
17 inn

7,500

10,000

11,000

12,000

12.200

900
2,000

2,400

2,700
,900

20,600

25,000

27,600

30,100

32.600

11,000

12,000

13,000

14,500
16000

５００
別
０００
10,000

11000

900
1,500

2,000

2,500

0000

19,400

21,700

24,000

27,000
30000

11,574

8,470

13,700

3,998

2,400

3,600

15,600

11,000

17,340

9,459

8,235

9,532

9,792

1,382

1591

2,323

2,147

2.783

11,799

10,397

12,378

Ψ鬱可踪ダ孟鰤         聾疑鮮馨菱爆撰羅薮暑燿木
080糧

査義露議姦‰ :よ森

=    
ξぱ1:42年

2月 20日案、い 942年6月 10日案、④は難 計画、⑤は壁 実績。

(3)表中の「日」は日本内地、朝鮮、台湾の合計値を示す。
(4)実施計画・生産実績は小数第一位四捨五入。
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へ
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2 納入先別鉄道車輌国内生産の推移

594.0
100.0
402.1
100.0
540。 2

100.0
592.4
100.0
102.3
100.0

186.5
31.4
144.3
35。 9

263.2
48.7
404.6
68.3
93.4
91.3

407.5
68.6
257.8
64。 1

277.2
51.3
187.8
31.7
8.9
8。 7

20。 9

3.5
11.5
2:9
14。 9
2.8
13

2.2
3.2
3.1

1941

42

43

44

45

165.6
27.9
132.9
33.1
248.4
46.0
391.7
66.1
90.2
88.2

EF10
39。 1

100。 0
35。 8

100.0
30.8
100.0
26。 1

100.0
10

100.0

23.3
59。 6

14.7
41.1
9。 9

32.1
15。 1

57.9
7.7
77.0

15。 8

40.4
21.1
58。 9

20。 9

67.9
11.0
42.1
2.3
23.0

20。 9

53.5
13.6
38.0
7:5
24.4
12.7
48.7
6.2
62.0

2.5
6.4
1.1

3.1
2.4
7.8
2.4
9。 2

1.5
15.0

1941

42

43

44

45

693.6
50。 7

251.6
53.4
69.5
46.9
9.5
14.3

1,368.5
100.0
471.1
100.0
148.3
100。 0
66.5
100.0
101.3
100。 0

266.4
19.5
104.6
22.2
60.2
40.6
31.4
47.2
5。 2

5。 1

674.9
49。 3

219.5
46.6
78.8
53.1
57.0
85。 7

101.3
100.0

1941

42

43

44

45

408.5
29。 9

114.9
24.4
18.6
12.5
25.6
38.5
96.1
94.9

2,776.0
29。 4

1,880。 8

23.0
1,090.6
11.5
428.9
4.4
75。 9

5.5

9,432.4
100.0
8,183.4
100.0
9,486.4
100.0
9,791.8
100.0
1,382.4
100.0

799。 4
8.5
630.2
7.7
529.8
5。 6

430。 7

4.4
545.0
39.4

6,656.4
70.6
6,302.6
77.0

8,395。 8

88。 5

9,362.9
95。 6

1,306.5
94.5

5,857.0
62.1
5,172.4
63.2
7,866.0
82.9
8,932.2
91.2
1,252.0
90。 6

1941

42

43

44

45

表 6-

[出所]東 洋経済新報社編、前掲書、303頁。

(注) (1) 単位 (輌)はすべて換算輌数。
(2)各 年度下段は構成比

∫誓≧Ъ国内月ヽ計は各項目合計値と大幅(3)1942・ 45年 度 の
に食い違 うが、原資料のままとした。
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年 度 台湾 樺 太 朝鮮 Й嗣5り 1｀| Elヒ 華 中 シ ャム そ の他 合 計

1941
42
43
44
45

11

15

11

8

７

９

１

０

８

８

８

９

８

７

８

４

３

８

４

９

６

４

４

８

９

８

８

２

５

６

５

４

19
17

25
11

７

６ ７

６

380
260
233
205
10

電気機関車

1941
42

43
44
45

３

４

３

３

２

19
18
21

12

4

２

２

４

５

６

２

２

２

１

:電車

1941
42
43
44
45

８

８

０

１

９

１

６

４

８

４

１

128
55
18
10

８

６

７

０

３

１

２ 33

44
4

2

559
198
63
12

0

貨 ]

1941
42

43
44
45

475
503
258
243
27

６

７

５

２

２

１

１

３

０

５

７

３

３

８

　

　

８

０

２

１

２

451
388
319
130

15

97
85
37
6

７

０

０

３

２

1,533
1,404
651
417
62

表 6-3 相手先別鉄道車輌輸移出輌数の推移

[出所] 日本国有鉄道編、前掲『 日本陸運十年史』第 3分冊、524-526頁 。
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表6-4 メーカー別車種別生産輌数

[出所]企 画院『生産拡充実施計画』昭和 18年度。

(注) (1) 単位はすべて換算輌数。

1942年 1

蒸気機 関軍

(D51)
電気機 関軍

(EF10)
客電車
(スハ )

貨軍
(ト ム)

鉄遭省
川崎車輌
汽車製造
日本車輌製造
日立製作所
三菱重工業
三菱電機
新潟鉄工所
帝国車輌工業
田中車輌
東京芝浦電気
東洋電機
本江機械製作所
木南車輌製造
若松車輌

24.0
116.3
93.6
86。 1

87.4
13.9

4.7

7.4

12.7

2.7

０

２

１

２

70。 7

72.0
123.7
32.6

５

３

６

６

０

３

３

４

８

6

57.8
924.9
1,338.4
2,488。 4

926.3

685。 7

837。 9

773.5

83.5
66.5
52.1

内地小計 426.0 36.0 471.0 8.235.0

龍山工作
日本車輌製造
弘中商工

3.0

3.5
15。 5

1,058.5
887.5
201.0

朝鮮小計 3.0 19。 0 2.147.0

台湾交通局
台湾鉄工所 3.0

1.0 3.0
12.0

台湾小言 3.0 1.0 15.0

合計 432.0 36.0 491.0 10。 397.0

∂οο



表 6-5 メーカー別販売先月電機関車納入輌数

ヽ
ｏ
％

(注 )

:こ「 ぉ1悉渡性壌〒晋棗憂壌缶墾奨檀露緩
甲馨曇彙震F誉彗重最「 tも ::

年、47-48、 50、 61-62、 69、 79-80、 86-87、 101
-103、 110-111、 123-124頁 。

愚    曇藁菫



表 6-6 満州における保有車輌数の推移

[出所]東 北財経委員会調査統計虎編『偽満時期 東北経済統計』
(柏書房復刻版『旧満州経済統計資料』 1991年)1949年 、
403頁 。

(注) (1) 最下段は41年度末から45年 7月 にかけての増減数。

35,781
39,309
41,826
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表 6-7 在満州鉄道車輌工場・会社の蒸気機関車製作輌数

[出所] 市原善積ほか編
誠文堂新光社、 1

『南満州鉄道一鉄道の発展と機関車一』
972年 、 505、 510-511頁 。

・国線25、 産業用2

線
線
線

社
社
社

:国線42
0国線43、 産業用4

27
42
47
37

0国線24、 産業用14
線
線
線

社
社
社

・国線34、 産業用4
0国線48、 産業用7

33、 産業用 14

38
38
55
47

覆線・国線 14、 産業用10

社線 0国線19、 産業用3

社線・国線26
21、 産業用7

４

２

６

８

２

２

２

２

θθ3



表6-8 在満州鉄道車輌工場・会社の製作車輌数
(

[出所]東 北財経委員会調査統計虎編、前掲書、419頁。

3θ メ



鉄道輸送量の推移

(1000卜 こ/)(100万 人 )

29,872
33,946
42,795
41,235

12,524
14,733
18,960
20,023

37,392
47,019

41,899
46,196
58,128
58,589

13,646
14,254
15,945
18,694

[出所]鉄 道省編『鉄道統計』・

(注) (1)軌 道は輸送人数、

『国有鉄道陸運統計』昭和 16・ 17年度、運輸省編『国有鉄道陸運統計』各年度。

輸送トン数。

も

ヽ
匈



表 6-10 鉄道省車輌増備および車輌費の推移

[出所] 前掲『鉄道統計』・『国有鉄道陸運統計』昭和 16・ 17年度、前掲『国有鉄道陸運統計』各年度。

(注) (1) 41年 度は新製車輌購入・内製実績、42年度以降は車輌増備実績。従つて増備車輌の中には
中古車も含まれる。
(2) 上段は購入・内製および増備輌数、下

港宅F亀豊富委
金
密潟患1基偏最智賃笠♭製輌数、内数。(3) ( )内 は省内工場製輌数、内数。たブ

(4) 車輌費は決算額。

ヽ
ヽ
わ

119,321

70,374

56,935

140,265

180,580

110,305

74,049

58,004

114,240

166,199

77(45)
5,499
38

3,309
145
6,403
182

10,471
197
10,643

4,992(7
30,905
4,776
32,144
8,648
66,028
7,492
85,437
1,900
32,035

280(20
11,100
159

5,625
194
3,931
143
2,769
327
24,467

162(20
18,630
90

11,209
549
60,109
458
78,379
99

37,456

17

4,240
15

4,648
24
2,883
24
3,524
13

14.720

1941

42

43

44

45



主要 。中堅鉄道車輌企業の営業成績

(87.9)21,747
(89.3) 22,771
(83.9) 22,743
(87 0)21,842
(85.0)21,399
(85.0)26,185
(83.0)29,811

同社編『日本車輌
1年、従業者数は、

株式会社編『 KSK年表注 1』

へ
‘
旬[出所]:3富

{二重曽言う讐曇量量カネ量鷺言う営i 磐1悪脅経希嚢曇肇嚢『馨覇:言豆裏儒課
T曇嘉森友書こ争≧膏季場盗霧漱農易皐l軍li墓基曇1晟塞墨Fl[:1977年 、巻末付表、

日立製作所笠戸工場

作成年不詳 (川崎重工業所蔵)、 1269、 1

川崎車輌の貨車換算生産輌数は、神戸市編『神戸市案』第 3集、産業弩斉r、 _1967年、244頁、日本車輌製造は、

i37こ 準
「
基茉再裏r｀華屁筆輸らス逗持末金 (を

'年

十期・ 44年上期)。 和I益金 (42年下期)は、汽車製造
271、 1273頁。

(注 )

|:IJ案嘗3機曾言』量[居壼曇憲骨:詈:]'″発生告は年度ベース。



表6-12汽 車製造・日立製作所笠戸工場の従業者構成(1944年 6月末 )

[出所]産業機械統制会『会員業態要覧』昭和19年版、1944年、58-59、 197、 199頁。

(注)(1)管理関係の①は軍需会社指定工場、②は陸軍監督工場、③は海軍管理工場、④は軍需省管理工場、
⑤は運輸通信省管理工場、⑥陸軍管理工場、⑦は陸軍軍資秘(軍用資源秘密保護法適用)工場。

ら

０
わ
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表6-13機 械工業部門別下請依存度(1934年度)

[出所]商工大臣官房統計課編『機械器具工業外註状況調』1936年。

(注)(1)調査対象は従業者数30名以上の発注工場。

%

部門別 発注工場数 下請工場数 生産額

①

外注金額 |

②  l

外江載醜 1助製品購ム

1除く鋳造 )
③  l ④ ②/0 ③/① ④/①

電気機械
通信機械
電池
農業機械
土木建築機詢
鉱山機械
紡織機械
工作機械
化学機械
昇降機
起重機

２‐

４３

２０

７

‐４

３

‐２

５２

４６

‐２

２

４

９

‐０

‐８

‐６

２

２

４

３

２６

５

６

９

３‐

３。

２７

３

３４

146

109

281

84

10

35

29

27

254

46

65

112

460

306

773
53

1.729

16,1201

77,266

25,820

8,439

2,028

976

6,565

40,217

15,213

5,167

2,518

4,611

10,795

1,979

16,267

9,816

133

496

1,819

1,507

24,559

634

6,793

42,232

78,032

11,259

112,446

858

136,737

2,386

12,240

2,346

474
508
245

1,351

8,893

4,134

1,262

625

1,254

1,909

561

2,082

963
37

96

212

116

2,720

140

591

4,867

9,127

2,686

7,308

411

14702

珊
167

744

5,699

2,518

708

434
731

569
330
1,341

800

11

71

160
89

2,439

121

464
3,519

7.236

2.582

5,673

411
10688

3,133

1,487

508
157

488

2,482

42

342
691

16

12

4
75

805

13

212
4,070

31,165

1,057

9,721

70

7,582

11.7

7.7

11.1

22.1

8.7

11.5

11,7

‐４
．
‐５
．
９
．
５
．
２５
．
２５
．
２０
．
２２
．
２７
．
２４
．
２４
．
２７
．
‐７
．
２

‐２
．
９
．
２７
．
‐９
．

９

５

９

８

３

６

７

０

２

　

４

１

10.3

11.9

8.1

5.6

18.4

17.1

11.3

14.2

16.6

13.7

17.2

15。 9

5.3

16.7

8.2

8.1

3.3

14.3

8.8

5.9

9。 9

19.1

6.8

8.3

9.3

22.9

5.0

47.9

7.8

13.41

9.81

15.1‐

811

12.8

10.3

7.1

7.8

9.8

9.8

6.2

10.6

23.0

2.1

2.1

7.0

12.0

2.4

02
5.0

3.3

2.1

3.1

9.6

39.9

9.4

86
8.2

5.5

571 8.401 661,302 84.246 61.294 ,9272 9.3
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18,896
100.0
17,988
100.0
19,816
100.0

16,643
15,856

188
23.4
118
8。 4

42 上

下

45 上

表6-14 日本車輌製造の車輌売上高・製作費・工場利益の推移

[出所]

(注 )

『決算諸表』各期。

仁川工場分を除く。
売上高の下段は構成比、工場利益の下段は工場利益率 [工場利益/売上高]
「輸移出」は商社を介さない直接の輸移出。
千円未満四捨五入。

社
　
＞
＞
＞
＞

同

　

１

２

３

４

3/0



表6-15 日本車輌製造・仁川支店工場の車輌売上高・製作費 。工場和l益の推移

[出所] 同社『決算諸表』各期。

(注) (1) 千円未満四捨五入。

〃

〃

朝鮮マグネサイ ト
西鮮中央
清津
〃

〃

有蓋貨車
手荷物郵便車
無蓋貨車

銑鉄車
無蓋貨車
〃

″

日本製鉄
〃

〃

〃

ヽ
ヽ
わ



表 6-16 日立製作所笠戸工場の鉄道車輌納入先

[出所] 笠戸工場総務部庶務課『笠戸工場製品関係資料 (その二)』
1951年 、 10-17頁 。

糸内フ、タ 41年 42年 434 44年 45年

鉄道省
朝鮮鉄道局
樺太人造石油
満鉄
華北交通
華中鉄道

９

０

　

５

７

５

５

３

１

０

１

４

１

１

　

１

２

9

/jヽ言十 106 47 9

電 車

国内私鉄 5 8 5

車

鉄遭省

陸海軍

国内民間

華中鉄道
シャム

０

０

７

０

０

６

２

２

９

５

６ 414
100

29
45
50

１

　

　

５

６

５

　

　

５

４

４

　

　

１

236

218
10

１

　

　

２

０

０

　

１

４

小 計 847 638 652 464 153

♪/2



表6-17田 中車輌の販売先別口製品別売上高の推移

[出所]近畿車輌株式会社社内資料。
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表 6-18 新潟鉄工所の鉄道車輌販売高

[出所]株 式会社新潟鉄工所『沿革史作成資料 1』 ・『 沿革史資料其九』
作成年不詳 (同社所蔵)。

(注) (1) 上段は販売額、下段は販売輌数。
(2) 44年 上期は43年 12月 -44年 9月 期。

期別 機 関車 客電車 貨 車 /jヽ三計 修 理 合計

41 上

　

下

　

上

　

下

　

上

　

下

　

上

下

上

年

42

43

44

45

70
2

35
1

1,116
43
889
28
1,098
25
1,200
21

813
15

1,654
495
1,910
390
2,136
225
1,856
355
2,108
226
1,721
272

2,840

2,799

3,234

3,091

2,921

1,721

０

　

　

１

　

　

８

２

23

21

2,860

2,800

3,242

3,091

2,944

1,742

4,846
3,451
3.205

∂ノぅι



表 6-19 龍山工作の営業成績と社員 0労働者数

[出所 ] 同社『営業報告書』各期。

資本金利

1,597
1,579
1,569
1,390

1,117
1,174
1,202
1,052

302
274
230
229
289
286

1,784
1,743
1,739
1,538
1,835
2,073

20。 6

14.4
13.8
10。 1

11.9
14.6
13.0
12.4

4,317
4,340
4,945
4,511
4,756
6,728
7,492

5175
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

532
372
357
262
309
378
335
321

41

42

43

44

下
上
下
上
下
上
下
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終章 総括

本稿を終えるに際してこれまでの検討を通して明らかとなった諸事実、諸論

点を冒頭の課題設定との関連において整理し、その意味するところを考えてみ

たこい。

まず第一は明治期における鉄道車輌工業の成立過程についてである。明治期

とくに鉄道国有化までの鉄道車輌生産を主導したのは量的にもまた技術水準の

点でも神戸・新橋・大宮・兵庫などの官私設鉄道の鉄道工場であり、これらの

諸工場は民間鉄道車輌工業の成立・展開に対しても技術者・労働者の移動およ

び直接的な技術指導を通して多大の影響を与えた。

客貨車は明治中期以降車体製作が進展したため完成車の輸入は明治 30年前

後にはほとんどみられなくなったが、機関車輸入は明治末期まで決定的意義を

有した。一方第 2次鉄道ブームにこもなう私設鉄道からの客貨車需要の急拡大

を契機に成立した民間鉄道車輌企業の多くは日清戦後第 2次恐慌期および日露

戦後の不況過程を通して淘汰され、相対的に強固な資金基盤に恵まれるかある

いは兼業生産を展開しえた少数企業のみが残存することになる。

第二は明治末期以降明確となる鉄道車輌工業の官需依存的性格を巡る問題で

ある。たしかに従来から指摘されてきたように内需に占める鉄道院 (省 )の比

重は決定的であった。しかしその事実以上に問題とされるべきは莫大な鉄道院

(省 )需要の存在が鉄道車輌メーカーに対して有した意義である。指定工場制

の成立から昭和恐慌期直前にいたるまで基本的に大量かつ安定的であっただけ

でなく、鉄道院 (省 )か らの発注は日本車輌製造の場合には第 1次大戦期や日

中戦争期の一時期を除くと他の民需・海外需要よりも相対的に高収益を生み出

すものであった。予算制度に基づく鉄道院 (省 )の私鉄と比較した場合の相対

的に硬直的な購入車輌価格は、第 1次大戦期や日中戦争期のような原材料価格

の高騰期には鉄道車輌企業にとって収益性を圧迫する要因であったが、 192

0年代のように原材料価格が落ち着きを取り戻し、新規参入企業の安値攻勢に

よって私鉄向け納入の車輌価格が低下する場合には、鉄道省の高位安定的購買

価格は主要企業の業績安定の支柱となるものであった。かかる高収益
。長期安
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定的・大量需要の存在こそ、鉄道車輌工業が機械諸産業のなかでもきわめて早

期に技術的に自立し、その後も安定的に推移しえた最大の根拠であったといえ

よう。

こうした鉄道車輌工業の順調な展開を体現したのが主要企業の経営内容であ

った。汽車製造 0日 本車輌製造の 2社は第 1次大戦期には原材料不足、頻繁な

労働移動に苦慮し、 1920年 代には数を増加させた他の指定工場との競争を

展開しつつ、そのなかで蒸気機関車需要の相対的低下、賃金コス トの上昇、輸

出の伸び悩みなどの悪条件に見舞われたとはいえ、基本的には安定した収益を

享受した。設備投資資金は内部資金および増資・払込株金によって賄われ、一

時的な運転資金の不足に対しては有力銀行・取引先からの信用供与に依存する

ことができた。

第二に注目すべきは鉄道車輌工業の展開を支えた鉄道院 (省 )の技術諸政策

の意義である。政策展開の起点は1909年 の新製車輌国内発注方針の確立お

よび 12年の指定工場制成立であった。従来のように院内工場において車輌新

製・修繕作業を兼営するのではなく、院内工場=修繕、民間指定工場=新製と

いう分業体制を敷くことによって、短期間のうちに国有化後の錯綜した車輌形

式を統一・規格化し、また爾後の増大する修繕業務の効率化を図るという技術

的要請がこうした政策実施の直接的要因であり、さらに主要企業からの指定工

場化要求あるいは艦艇にも転用できる蒸気機関の平時における製造能力維持と

いったより高次の判断もかかる政策決定に影響を与えた。

たしかに指定工場制の採用は従来からいわれてきたように鉄道車輌工業にお

ける強固な寡占体制の成立を保証するものであった。しかし同時に見落として

はならないのは、指定工場制がそれまでの民間メーカーの技術蓄積を単純に前

提として成立したものではなかったことである。車輌新製作業の担当を約束さ

れた主要企業はそれまでに技術水準を徐々に向上させていたとはいえ、なお鉄

道院の要求する水準には到達していなかった。そこでそのギャップを解消する

ためにわが国最大の技術者集団であった鉄道院はきわめて組織的な技術的主導

性を発揮した。鉄道院は自ら機関車の設計図を引き、主要材料・部品付きでそ

れを指定工場に下付し、さらに輸入機の徹底したリバース・エンジニアリング
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を指定工場に実施させた。また部品の諸規格を制定することによって車輌性能

の均質化を図り、民間工場には製作監督官を滞在させる一方で自らは高級技術

者を海外に派遣して先進技術の吸収に努めた。

第 1次大戦期に入っても主要材料・部品の交付、監督官制度は継続され、諸

規格の制定が進展したばかりか、鉄道院は採算ベースに乗らない基礎研究部門

の充実に努め、さらに試作、特種車輌の新製関係では民間メーカーを技術的に

主導した。 1920年 代に鉄道省が展開した組織的な技術政策のなかで代表的

なものは電気機関車、電動機、空気制動機などの基本形を制定した共同設計と

車輌研究会であった。とくに後者は鉄道車輌のメーカー 0ユーザー・関連諸部

門を網羅したきわめて大規模かつ組織的な技術政策であり、同時に鉄道省の基

礎研究部門にも具体的な研究の方向性を与えるものであった
(1)。 鉄道院 (省 )

と指定工場の恒常的かつ密接な関係は鉄道院 (省 )技術者・幹部の指定工場へ

の転出という人的側面からも補強された。以上のような鉄道院 (省 )の さまざ

まな技術諸政策が総体として目指したものは、指定工場制という人為的に仕切

られた競争条件の下での発注者一受注者間の強固な結びつきを前提として、い

わば本来的には自由な企業間競争の過程自体が内包する技術革新を誘発する諸

要因を政策的・意識的に再現・助成することにあったといえるだろう。

ただしここで留意すべきは、鉄道院 (省 )の技術政策もその対象である民間

指定工場の技術的蓄積の進展に対応して変化していった点である。明治末期か

ら大正初期の蒸気機関車の国内自給化過程における鉄道院の技術的主導性は、

同院と民間工場との間の大きな技術的格差を反映して、設計から原材料・製作

技術に及ぶ全面的かつ一方的なものであった。しかし第 1次大戦期以降になる

と指定工場は一方で鉄道院 (省 )か らの技術指導を仰ぎながらも、他方で鉄道

院の影響からは相対的に自立した独自の技術基盤をも形成しつつあり、その傾

向は1920年 代の電鉄ブームヘの対応を通してますます明確なものになって

いった②。そのため 20年代の蒸気鉄道車輌関係の中心的技術政策であった車

輌研究会では、もちろん鉄道省工作局がオルガナイザー的機能を発揮したとは

いえ研究会は明治末期のように鉄道院から民間工場への一方的な技術移転の場

ではもはやなく、共通の技術的課題に対するメーカーとユーザーの共同研究の
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それに近づいていた。こうした傾向は共同設計においてさらに著しく、共同設

計への参加者は互いに対等な立場で国産化という共通目標の実現に貢献するこ

とになった。

第四は以上のような鉄道車輌工業を特徴づける官需依存的性格および技術諸

政策の展開といった諸事実が他の機械諸産業分析に対して有する意味である。

高度な技術力を保有する単一ないし少数のユーザーと限定された製造業者の関

係は、鉄道車輌工業だけでなく造船業における三菱・川崎造船所などの大造船

所と海軍、航空機工業における中島飛行機・三菱重工業を代表とする指定工場

と陸海軍の結びつきをはじめとして、広く軍官需関連諸産業に認められるもの

であった。たとえば海軍は自前の研究機関を拠点として設計、特種機体・発動

機の開発を行う一方で工廠では修理を専門とし、通常の航空機生産はにぼ全面

的に競争試作をへた民間メーカーに依存した0。 工作機械産業では 5大メーカ

ー (池貝・大隈・唐津・新潟の各鉄工所および東京瓦斯電気工業)が軍工rdi向

け工作機械生産の中心的担い手であり、設計図貸与、工廠保有の新機種の見取

り生産などを通して軍工廠は民間メーカーの技術向上を支援した
“
)。 このよう

に鉄道院 (省 )と指定工場の強固な結びつきの実態を構成する諸要素は、他の

軍官需関連諸産業においても部分的には共通して認められる
。)。 しかし鉄道院

(省 )ほ どに安定的かつ大量の需要を長期にわたって提供し続けるとともに、

多様な技術諸政策をメーカーの技術的蓄積の進展に対応して体系的に展開した

事例はきわめて稀であった。その意味で鉄道院 (省 )と指定工場の関係は、他

の軍官需関連諸産業および注文生産に基礎を置く機械諸産業におけるユーザー

とメーカーの関係のあり方を考察する際の基準ともなりうる典型的事例であっ

た。

後発工業国における機械諸産業の展開の多様性=各産業の技術的自立化テン

ポの跛行性は、市場規模、設計・製作技術そのものの難易度、関連諸産業の展

開などに規定されるが、それらの条件と並んで少なくとも注文生産の場合、発

注者と受注者の具体的関係がきわめて重要であり、この関係如何によって設

計・製作技術の吸収・定着 0発展過程のあり方が大きく左右される可能性があ

ることを鉄道車輌工業の展開は示唆している。「注文製品は、優良な製造所を
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指定し、使用上の要求などに関し注文者と製造者とが十分なうちあわせを行う

ことにより、国産のほうがよい結果をえられる
“
)」 というスタンスこそ、明治

末期以来の鉄道院 (省 )が意識的に採用してきた基本的キャッチアップ戦略で

あったのである。

鉄道院 (省 )か らの安定的大量発注の継続は各鉄道車輌企業における技術者

に主導された生産・工程管理進展の前提条件ともなった。鉄道院発注を背景に

しつつ明治末年の日本車輌製造の生産現場において野上八重治は生産計画・管

理の厳格化を強力に推進するが、それは従来の労働慣行の改革をも要請するも

のであった。また汽車製造では機械製造企業のなかではきわめて早い時期にリ

ミットゲージ・システムを導入して設計側の意図の生産現場への浸透、技術者

による生産工程の管理の徹底を図るが、こうした動きも鉄道院からの規格化さ

れた均質な材料付きの大量発注に支えられていた。

第五に鉄道車輌工業の展開にとっての海外市場の決定的重要性を確認してお

きたい。第 1次大戦以前には台湾の客貨車市場にのみ優越した地位を築きえて

いたにすぎなかった日本の鉄道車輌工業は、第 1次大戦を契機としてまず台湾

での機関車市場で優位を占め、続いて 20年代後半には朝鮮市場においても独

占的地位を確保するとともに満鉄への機関車納入を実現する。各地域での現地

生産の進展による客貨車移出の伸び悩み、相対的に劣位な価格競争力に起因す

る広軌用蒸気機関車輸出の低迷などの問題があったとはいえ、個別企業からみ

れば海外市場の意義は大きかった。植民地における私設鉄道市場は鉄道院 (省 )

納入のような人為的に仕切られた市場とは異なり、国内の私鉄とともに各メー

カーが積極的に販売活動を展開しうる場であった。

昭和恐慌期に入ると従来の鉄道省向け販売に基礎を置く鉄道車輌工業のあり

方は重大な試練を迎え、各社とも車輌価格の低下と受注量の激減に挟撃された。

注文生産に固有なこうした激しい市場変動に対して各企業は大胆なまでの雇用

調整で対応した。1929年 から32年にかけて日立製作所笠戸工場で約 6割、

汽車製造で 4割弱の労働者が削減され、内外の市場で積極的な販売攻勢を展開

していた田中車輌でも二度の人員整理によって従業者は半数以下となった。こ

うした状況のなかで出現したのが満州事変の勃発を契機とする満鉄からの大発
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注であった。満鉄は国内における鉄道省と指定工場との関係に準じた関係を自

己の指定工場との間に築き上げており、満鉄発注の大半が有力指定工場の受注

カルテルである弥生会の会員企業によって消化されたため、田中車輌の急成長

を含みつつも国内での寡占的供給体制が満州向け生産においても再生産される

結果となった。

戦時期における満州車輌と華北車輌の設立によって国内の鉄道車輌企業と大

陸との関係は一段と深化した。両社の創立には関東軍と北支那方面軍が深く関

わり、鉄道車輌企業は当初その設立には必ずしも積極的ではなかったものの、

軍からの強い要請とその下での各企業の思惑が交錯するなかで計画は実行に移

されていった。しかし、満州と内地との関係に典型的なように拡張に際してお

互いが相手からの諸資源の供給に期待するという「花見酒の経済」的状況が急

速に潰えるなかで、現地企業は内地企業以上に困難な経営を続けざるをえなか

ったのである。

最後にわが国の鉄道車輌工業が鉄道院 (省 )、 植民地官設諸鉄道、あるいは

満鉄、華北交通といった官需・準官需を基本的な営業基盤として成長したこと

の長期的な意味について考えてみたい。たしかにすでに指摘したようにこうし

た諸鉄道からの長期安定的発注の継続こそ、鉄道車輌工業の経営安定・技術力

向上の支柱であった。しかし同時に主要顧客とのこうした安定的な関係が長期

間にわたって続くなかで鉄道車輌工業の内部ではさまざまな問題が生じ始めて

いたように思われる。指定工場制という人為的に仕切られた競争条件が醸成す

る経営の自律性の弛緩、経営組織の硬直化、さらなる技術・経営合理化追求の

テンポの鈍化といった諸問題の顕在化を防ぐための車輌研究会や共同設計に代

表されるような諸施策が展開され、事実それらが一定の成果を生んだとはいえ、

他方では戦時増産の過程で問題にされたような労務管理の「遅れ」、下請管理

の未整備といった問題が徐々に生起しつつあった。

明治末年に優秀工場を選抜し、それらを集中的に保護育成していくという鉄

道院の方式は短期・中期的にはきわめて効率的なキャッチアップ方式であり、

選抜された民間企業の側もその要請によく応えたといえよう。しかしそうした

安定的な保護育成関係が長期間継続するなかで企業経営の官僚制化・硬直化が
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生じるのもほぼ必然的であった。しかし、戦前戦中期にその問題が真にテス ト

されることはなかった。戦後になってわが国の帝国的経済圏が消失し、鉄道車

輌の輸出振興が具体的な課題となり、さらに国鉄の経営のあり方が問われた時、

伏在していたこの問題が現実の解決すべき課題として登場するように思われる。
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終章  (注 )

(1)元工作局長の山下興家はこうした状況を、「車輌研究会が出来て、現場か

らもたくさん、切実な問題が提供されるので、会議で即決が出来ないために、

何年にも渉って、継続審議することとなった。そこで研究所 (鉄道大臣官房技

術研究所一一引用者注)は、こんな問題解決に重要な役割を果すこととなり、

その結果、研究所は重きをなすようになリーー」 (井上匡四郎編『国鉄の回顧

一先輩の体験談一』日本国有鉄道、 1952年 、 241頁 )と評価した。
② その結果、たとえば「民間の電車は古いですよ。 (鉄道省が――引用者注 )
鋼製車を始めるとき、川崎や日本車llmか ら人を呼んでその経験を聞いた」 (同

上書、 232頁 )と いった事態も生じるようになった。
① 東洋経済新報社編『昭和産業史』第 1巻、 1950年 、603-604頁 。
なお戦間期における日本の航空機工業の展開については、疋田康行「戦前期日

本航空機工業資本の蓄積過程」 (『一橋論叢』第 77巻第 6号、 1977年 )
665-673頁 参照。
④ 沢井実「第二次大戦前後における日本工作機械工業の本格的展開」 (『社
会経済史学』第 47巻第 2号、 1981年 )46-49頁 、および株式会社大
隈鉄工所『製品沿革写真集』 1968年 、 31、 36、 47頁参照。なお鉄道
省による工作機械産業に対する技術的支援策については、沢井実「工作機械工

業の重層的展開 :1920年 代をめぐってJ(南亮進・清川雪彦編『日本の工
業化と技術発展」東洋経済新報社、 1987年 )188頁 参照。
●)軍官需関連諸産業だけでなく民需産業においてもユーザーとメーカーが共
同で製品開発を行った例として、倉敷紡績と大阪機械工作所による紡機開発の

事例が指摘されている (谷口豊「戦間期における日本紡織機械工業の展開―綿

紡織機械工業の研究開発一」久留米大学『産業経済研究』第 26巻第 1号、 1
985年 、 49頁 )。
161 朝倉希一『技術生活五十年』日刊工業新聞社、 1958年 (53頁 。
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